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第６４回租税研究大会開催にあたり

公益社団法人日本租税研究協会会長

今井 敬
（新日鐵住金株式会社名誉会長）

本日は、第６４回租税研究大会の開催にあたり
まして、多数の皆様と講師の方々にご参加いた
だき、心から御礼申し上げます。

特に、財務省田中主税局長、総務省平嶋大臣
官房審議官には業務ご多忙中にもかかわりませ
ず、パネリストとしてご出席いただき、誠にあ
りがとうございます。

また、ご出席の皆様方には常日頃、租研の事
業活動にご支援・ご協力を賜っておりますこと
に、本席をお借り致しましてあらためて厚く御
礼申し上げます。

さて、わが国経済の現状については、復興需
要を背景にして、緩やかに回復しつつあります。

しかしながら一方では、円高の持続、電力問
題等を基因とする産業・雇用の空洞化の懸念が
ございまして、厳しい雇用状況、デフレなどが
依然として続く厳しい状況にあるといっても過
言ではございません。

また、世界経済におきましても欧州における
政府債務危機の再燃、世界景気の減速、さらな
る下振れなど、こういったことで世界経済・金
融情勢の先行きは不透明で、不安定な状況にな
っています。

このような足下の経済問題に加えまして、わ
が国は多くの構造的な問題を抱えており、社
会・経済情勢を一層深刻なものと致しておりま
す。

まず、世界におけるわが国の経済的地位は著
しく低下してきておりまして、早期に活力ある

経済社会を回復させることが必要でございます。
グローバル化時代に相応しい経済成長戦略を

策定し、官民を上げて、早期に取り組み、確実
に実現していく必要がございます。

また、今国会において、社会保障・税一体改
革関連法が成立致しました。この法律は、持続
可能な社会保障制度の安定財源確保と財政健全
化を目指すものでございます。

特に、消費税率の引き上げは、世代間を通し
て幅広く国民が負担するとともに、世代内にお
いても負担を分かち合う仕組みとして、世代内、
世代間の公平性が確保された制度の実現を目指
したものでございます。

財政健全化に向けた大きな第一歩を踏み出し
たものといえます。

さらに、日本の長期債務残高は、歴史的にも、
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国際的にも最悪の水準になっております。
わが国において、財政危機が生じた場合には、

スペインやギリシャの比ではなく、日本経済や
世界経済に深刻な悪影響を及ぼす可能性がござ
います。

財政健全化目標に基づく改革案とその作業ス
ケジュールを明確にして、確実に実施すること
が、国民からの信頼のみならず国際的な信認を
得る上で不可欠なことでございます。

日本の果たすべき責務は極めて大きなものが
ございます。

これら構造的問題の解決のためにも、社会保
障・税一体改革関連法を確実に実施していくこ
とは、何よりも重要なことでございます。

今回の法律成立は財政健全化に向けての大き
な第一歩でありますが、さらに社会保障制度の
重点化・効率化による思い切った抑制やさらに
徹底した行財政改革を続行することが必要であ
ります。

今後の高齢化が一層進行することを考慮すれ
ば、引き続き財政の収支両面からの改革を進め
る必要がございます。

わが国は、これまでも幾度となく困難な状況
に遭遇して参りましたが、それに打ち克ち、豊
かな国を築いてきました。

これからの世界の超高齢社会において、わが
国が指導国の地位を維持していくことができる
か、今、まさにその転換点にあると思います。
わが国は、この転換点におきまして、国民の力
を結集して、新たな「日本」を創造していかな
ければなりません。

私ども租研は、民間の立場から、税・財政の
問題を調査・研究し、毎年、中長期的な課題を
含め、あるべき税制改革について、提言を行っ
ております。

当協会ではこれまでも成長戦略と財政の健全
化、社会保障制度改革を一体的に推進するため
には、「経済活力の強化」と「安定財源の確保」、
この二つをキーワードと致しまして、抜本的税
制改革によるあるべき税制の早期実現が必要で
あると提言して参りました。

今回の社会保障・税一体改革関連法が成立し、
今後消費税率の引き上げが実現することになり
ますが、我々のその提言に沿ったものとなって
いるわけでございます。

さらに、法人税制において、国際競争力の確
保と日本経済の持続的成長をもたらす措置を講
じて、もって「経済活力の強化」を図ることが
優先課題でございます。

今後、本法律が確実に実施されるとともに、
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このような「経済活力の強化」に資する措置が、
早期かつ確実に実行されることにより、この歴
史的転換点を乗り越えて、新たな「日本」が創
造されることを期待致しております。

本東京大会におきましては、午前中の岡村教
授、明日午後の増井教授からの研究報告、そし
て今から開催致します討論会「税制抜本改革を
めぐる諸課題」と、明日の「国際課税をめぐる
課題と展望」、この２つの討論会を予定してお
ります。

ご参加いただく皆様は税制、財政に精通され

た方々ばかりでございまして、大変有意義なお
話を伺えるものと思います。皆様とともに大き
な期待を込めて拝聴したいと存じます。

最後になりましたが、ご出席の皆様方の今後
ますますのご発展をお祈り申し上げますととも
に、当協会の活動につきましても今後ともご支
援、ご協力をいただきますよう切にお願い申し
上げまして、私の開会の挨拶とさせていただき
ます。

どうもありがとうございました。
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１ はじめに

（岡村） 京都大学法学部で税法を専攻してお
ります岡村忠生と申します。本日は、東京にお
招き頂き、第６４回租税研究大会で報告をさせて
いただくとこになり、大変光栄に存じます。こ
れから９０分間になりますが、なるべく親しみ易
い題材を使って、できるだけ簡明にお話ししよ
うと思いますので、どうかよろしくお願いいた
します。お手元の資料（文末；本誌P２３~P３７）
に従ってお話しいたします。

本日の報告は、表題にございますように、「人
と資産－キャピタル・ゲイン課税の可能性」と
させていただきました。お話ししたいことは、
人、人間、自然人が、働いて、すなわち、その
人としての能力を発揮して獲得する所得に対す
る所得課税につきまして、賃金税を典型とする
課税方法、つまり、給与所得への課税方法に見
られるように、給与などの収入金額から給与所
得控除のように一定の金額の控除をする、また
は、特定支出控除のように一定の類型的な費用
を控除する、という課税方法を見直すべきでは
ないか、ということです。どのように見直すか
と申しますと、資産性所得課税や事業所得課税、

そして、法人課税に見られる「資産」という要
素を入れなければならないのではないか、とい
うことになります。これが本日のテーマ、主張
ということになります。

１―１ 勤労と資産

日本（先進国）における勤労内容の高度化
それでは、資料に従ってお話しをいたします。

日本をはじめとする先進国では、コストや税負
担のため、企業の生産活動のうち国外に移転し
やすいものは移転をして行き、移転が困難なも
のが残る、という動向が認められます。知的な
生産活動は、現在のところ、移転が比較的困難

９月１２日（水）・午前報告

岡村 忠生
京都大学大学院法学研究科教授

－キャピタル・ゲイン課税の可能性－

人と資産
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であり、国内に残るものとなっています。いろ
いろな企業ごとの違い、業界ごとの差がござい
ますが、大局的に見れば、知的な生産活動は、
日本の今後にとって重要と思われます。

知的な生産活動のためには、被用者の質を確
保しなければならず、教育・研修がこれまで以
上に重要になります。このとき、税制はどのよ
うに対応すべきかが問題となります。ドイツで
重化学工業が発展した時代に、シュマーレンバ
ッハという学者が現れて『動的貸借対照表論』
（１９１９年）を著し、資産の概念を、財産の処分
価値から、将来の費用、つまり、現在の支出を
将来に配分するための概念に変えたことを、思
い出して頂きたいと思います。資産の概念に関
するこの転換がなければ、重工業を発展させた
巨大な設備投資ができなかっただろうと考えら
れます。『動的貸借対照表論』は、処分価値と
しての資産評価を転換し、資産とは将来の費用
の固まりである、極端に言えば、前払費用なの
だと主張しました。将来にその効果が及ぶ支出
を期間対応させるためのバッファ、経過勘定項
目として、資産というものが存在しているのだ
と言ったわけです。重化学工業のためには巨額
の設備投資が必要なわけですが、その設備を処
分価値で計上ということになると、おそらく投
資額を大きく下回る価額になってしまいます。
ですから、よほど剰余金のあるような企業でな
ければ、大きな設備投資ができません。つまり、
貸借対照表の評価のせいで、設備投資が阻害さ
れることになります。これに対して、このシュ
マーレンバッハは、その取得価額によって計上
すべきだと言ったわけです。これは、重化学工
業を発展させた１つの会計インフラになったの
だろうと思います。

日本にお話を戻しますが、現在の日本で、知
的な生産活動を重視する立場から考えますと、
そのための投資をどう考えていくかが、税制上
重要な問題になってきます。これは、鶏と卵と
いうか、車の両輪といか、そういうところがあ
ります。日本で知的水準の高い労働力が確保で

きるのであれば、そのような企業が日本に残る、
あるいは外国からそういった労働力を求めてい
ろいろな企業がやってくることになって、さら
に企業活動の中でも教育・研修といったものが
重視されてくるようになると思います。逆に、
うまくいかないと、企業は外に出ていくだろう
し、国内での教育・研修といったこともだんだ
んとおろそかになっていくだろう、そうすると
日本の水準がだんだん下がるだろうと、こうい
うふうなことが考えられるわけです。逆のスパ
イラルにも注意をする必要があります。

こうした現象を税制がどう捉えるべきかが、
今日のお話の背景になるわけですが、それは何
も、教育支出や企業の研修といったものに関し
て、租税特別措置、優遇措置を作ってください
というような議論しようとしているのではあり
ません。もっと根本的、理論的に、人、人間と
いうものが、教育や研修によってより高い能力
を身に付けていく、こういう実態を税法がどう
捉えていくべきかという議論をしたいと思いま
す。

このような視点から、考えてみたいこととし
て、コストの負担者がどうなるか、および、成
果がどのように帰属してくるか、この２つの問
題があるだろうと思います。

コストの負担者
まずコストですが、職務あるいは事業活動と

の直接の関連性から見れば、原則として使用者
が負担したコストが、損金や必要経費として処
理されます。ただ、注意しなければならないの
は、現在の企業会計、そして税務会計でもそう
だと思いますが、教育・研修の判断がかなり形
式的に行われていて、被用者のスキルアップに
つながるかどうかの観点からの実態判断が必ず
しも行われているわけではないことです。たと
えば、未熟練労働者を雇って、これはある程度
は仕方ないわけですが、ある仕事をやってくだ
さいといったとき、やはり失敗をするわけです。
仕損品が出てきて、当期の費用・損失になるの
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だと思うのですが、こういったものも教育のコ
ストだと考える余地があり、いずれ上手になれ
ば、そのときの収益という形で回収されると思
います。こういった現象は、いまのところ、人
を育てるという側面から捉えられているわけで
はありません。

被用者側、雇われている人についても、自費
で能力を身に付けるといった場面が今後ますま
す増えてくるだろう、あるいは、そうなっても
らわないと困るということがあると思いますが、
後ほどの特定支出控除で議論をしたいと思いま
す。

もう少し考えてみると、人間という生き物は、
生まれて以来ずっと頭脳を訓練するということ
で生きてきています。生まれたときから言葉を
習ってだんだんと人間らしくなってくるという
のが、人間という生物の特徴だと思います。で
すから、勤労のために特別に研修や教育を受け
て獲得する技能や資格・知識といったものは、
生まれたときからずっと積み上げてきた教育や
訓練の成果の本当の頂上、一番上の層に乗って
いるのだろうと思います。コストの負担者とい
うことを考えれば、生まれたときからの保護者
が負担してきたもの、もちろんこれには帰属所
得的なものもあると思いますが、そういったも
のや、あるいは公的教育にかんがみますと、納
税者全般が負担しているといったことも、土台
の部分にはもちろんあるわけです。そのような
広い視野も大切になってくるだろうと思います。

そして、こうしたコストの考察から示唆され
ることは、職務に必要な教育・研修の中身、あ
るいは、被用者に習得してもらう必要のある知
識や技能の内容が、一体何かということになる
わけです。それらは、小さいころからの教育を
土台として初めて身に着けることのできるもの
であり、その意味で累積的・複層的です。事業
との直接の関連性が現在の必要経費控除の要件
とされていますが、この直接の関連性といった
考え方で教育・研修の経費性を判断できるかど
うかは、少し考えてみる必要があるかと思いま

す。これがコストの問題です。

教育・研修による成果の帰属
次が成果の帰属になります。教育や研修によ

る成果が誰に帰属するかについても、教育や研
修の成果というものを一体どのようなものと考
えるか、成果とは何かという問題が同時に存在
しています。

成果と考えられるのは、まずは被用者が身に
付けた知識、資格、技術、能力といったものに
なります。こういったものは、被用者の身に付
くわけですし、それを移転するということはで
きないので、被用者に帰属するといえます。

しかし、使用者、雇っている側、企業につい
て考えても、やはりそういった被用者を雇用し
ているという関係があることは、１つの成果だ
と考えられます。特に開発チームのような有機
的関連を持つ被用者の集団を有しているという
ことは、企業買収、M&A などでも評価の対象
となってきますし、そういったものは単品で売
買することができないので、企業買収の誘引と
なることも、よく知られている事実です。そう
すると、教育・研修による成果やその帰属とい
うものは、二重にあるということになるだろう
と思います。

さらに、先に少し述べましたが、そうした成
果の基底にあるのは、公的教育であるといえる
と思います。たとえば高度高等教育の受益者は
誰かといった問題が昔から議論されてきました
が、１つの考え方は、国全体、国民全体である
というものです。これは、高度高等教育のコス
トをどこまで学生や保護者に負担させるかとい
った問題との関係でしばしば議論されていると
ころですが、成果が広く国全体に帰属していく
ということも、忘れてはならないと思います。

さて、ここからだんだんと本題に近づきます
が、こういった成果がどのように発揮されるか
と申しますと、成果を獲得してからある程度長
期間にわたって、場合によってはその人の生涯
にわたって、あるいは、企業において、人は入
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れ替わっても組織は存続するという形で、成果
が発揮されるだろうと考えられます。そして、
そういうものを課税上どう考えていくかという
ことになるわけですが、「成果」という言葉に、
もう少し税務会計的な用語をあてはめるとする
と、「資産」という言葉が登場します。

１―２ 所得課税からの考察

包括的所得概念
そこで、所得概念から見て、こういった現象

をどう捉えられるかに進みたいと思います。こ
こで１つの基準、ベンチマークとなるのは、包
括的所得概念です。包括的所得概念というのは、
たとえばシャウプ勧告でも背景に見られる考え
方ですし、わが国でも金子先生のご論文をはじ
めとしてさまざまな研究や紹介がなされてきた
ところです。そうではない考え方、たとえばキ
ャッシュフロー税であるとか、あるいは市場所
得説であるとか、いろいろな考え方が出てきて
いはいますが、包括的所得概念をベンチマーク
として考えてみることには、たぶんあまり異論
が出ないだろうと思います。

包括的所得概念とは、一定の期間の中で、純
資産の増減、あるいは貯蓄と貯蓄の取り崩しに、
個人消費を加えたものが所得であるという考え
方です。資産の増加と消費の和が所得ですから、
裏返して申しますと、消費に充てられた支出と、
資産の取得に充てられた支出は、控除してはい
けないということになります。

一般に課税ベースの形成では、入ってくる方
も大切ですが、むしろ出ていく方をどう制限す
るかの方が重要です。法人税を見るとわかるの
ですが、益金については割合簡単な規定しかな
いけれど、損金算入の制限規定がたくさん置か
れています。課税ベースをきちっと作っていく
ために大切なのは、流出項目の控除制限です。
包括的所得概念から考えれば、個人消費と資産、
この２つについて、控除不可をはっきりと言う
必要があるわけです。

実定法での整理
しかし、このことは、日本の実定法では必ず

しも明らかにされているわけではありません。
消費については、一応、所得税法４５条という規
定があり、家事費・家事関連費の必要経費不算
入を決めています。しかし、それだけのことで
ありまして、必要経費が法律上、観念されてい
ない所得種類、給与所得もそうですし、譲渡所
得もそうですが、そういったところでは、家事
費控除不可の原則を決めた規定がそもそもない
わけです。

実際、たとえば、趣味で何か骨董品を買って
きました。こういったものは、たぶん消費支出
だと考えられるのかもしれませんが、しかし、
趣味で買った骨董品を何年間か楽しんで、その
後また骨董屋さんに売ったとします。このとき、
その骨董品の取得費は控除できると思うのです。
控除を否認している規定は、日本にはないだろ
うと思います。１００万円で壺を買ってきて、３
年間、その壺を見て楽しんで、その後、もう飽
きたからというので骨董屋さんに１５０万円で売
りました。このとき、１５０万円が所得だとは考
えない、１５０－１００という計算をするだろうと思
います。

資産の取得についても、控除はできません、
と正面からうたっている規定は存在していませ
ん。そうではなくて、棚卸資産、固定資産、繰
延資産、有価証券について、このように資産に
計上しましょう、という規定があるので、そこ
から控除はできないということがわかるだけの
ことです。それも、期間配分をされて、いずれ
原価または償却費として控除されてゆくことに
なります。

これに対して、アメリカの内国歳入法典の規
定を資料の最後の方に挙げていますが、内国歳
入法典２６２条と２６３条という規定が置かれ、控除
の制限をやっています。２６２条が消費支出は控
除できないことを決め、２６３条は資産は控除で
きないことを決めて、ちょうどパラレルに並べ
られているわけです。
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日本ではどうも、事業関連性があって、資産
になって、期間配分される、という発想なので
はないかと思うのですが、包括的所得概念から
素直に考えると、むしろ、消費支出と資産に向
けた支出は（当期には）控除できないというこ
とを決めた上で、将来、収益獲得に役に立つよ
うなものがあったら、それはその将来の時点で
控除を認めましょう、というふうにした方がい
いのだろうと思います。たとえば、壺の場合で
いうと、将来売ったときに、これは所得獲得に
貢献したから、控除を認めるのだ、という理屈
を作った方がいいのだろうと思われます。

教育支出は、消費（家事費）か？
このように、資産と消費は控除できないこと

を並列的に考えた上で、教育のための支出とい
うものが一体何に該当するのかということを考
えていきたいと思います。

従来、教育支出は、原則として消費あるいは
家事費であると捉えられてきたのではないかと
思います。ただし、雇用関係があるとき、使用
者が支出したものは、使用者において事業に直
接の関連性がある限り、必要経費や損金として
控除可能であり、被用者においても、使用者が
費用を負担した教育・研修でその業務に直接の
必要性があるものを勤務の一環として受ける限
り、非課税であると考えられます。一定の資格
など、その成果が被用者に帰属するときにも、
そのことは変わらないだろうと思います。

問題は、被用者、あるいは、雇用関係にない
者が、自らの教育・研修のために支出をした場
合です。このような例として、たとえば、給与
所得者の特定支出や事業所得者の自己研修費用
が考えられます。これまで、自分が自分のため
に支出をした教育・研修費用について、弁護士
などの場合の必要経費控除の可否を巡る判断で
は、事業との関連性、および、家事費・家事関
連費該当性が問題とされてきました。また、被
用者の場合は、特定支出控除しか可能性があり
ません。

資産計上の可能性
しかしながら、包括的所得概念からは、教育・

研修などの控除の可否の判断では、事業関連性
および家事費・家事関連費該当性だけでなく、
資産として認識される可能性が検討されるべき
だと考えられます。すなわち、たとえ家事費に
該当せず、かつ、事業関連性が認められたとし
ても、翌期以降の収益に対応する支出であれば、
控除はできないはずです。この制限は、教育が
長期的な効果、生涯にわたる効果を有すること
から、かなり意味の大きいものと考えられます。

同時に他方で、収益獲得への貢献、言い換え
れば、原資としての性質が、当期には認められ
なくても、翌期以降に発揮されるのであれば、
やはり、資産に計上しなければならないことに
なります。そして、理論的には、翌期以降に控
除が認められるべきはずです。教育支出は、資
産としての側面がある、だから、趣味で買った
壺と同じように、将来、その教育が所得獲得に
貢献するのであれば、その時点で控除が認めら
れてしかるべきではないかという考え方になる
わけです。

このとき、問題となるのは、収益との対応、
すなわち、過去の教育等の支出が収益獲得に貢
献していることを、一体どうやって判断するの
かということです。先ほど申しましたように、
教育・研修といったものは、累積的・複層的に
人の知性あるいは能力といったものを形づくっ
ているので、そのどの部分が所得獲得に貢献し
ているのかを切り分けるようなことは、一見し
て難しいと思われます。

この複層ということを課税はどう扱えばいい
のかについては、この分野に限らず、研究の必
要性が痛感されます。大陸法系の国では、フラ
ンス革命、ナポレオン民法、所有権絶対という
発想になりますから、なかなか複層的な権利関
係を観念することができません。これに対して、
英米法の国々は、信託制度の発展を見ても分か
るように、複層的なものを比較的うまく捉えて
いるだろうと思います。
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このことに密接に関連しますが、資産がどの
ように所得獲得に貢献していくか、その中でど
ういう費用化を考えていくかについては、厳密
さをどこまで求めるかも論点になります。たと
えば、有形資産の減価償却では、耐用年数につ
いて、１つ１つの資産を取り上げ、その置かれ
た具体的状況の中でどのぐらいの期間、効用を
発揮するかを精確に考える、ということはして
いません。耐用年数表に基づいて機械的に割り
切った耐用年数で按分計算をやっているという
のが現在の減価償却の実態です。ずっと昔から、
日本ではそうしてきたと思います。

これをアメリカと比較すると、アメリカの原
則は、内国歳入法典１６７条ですが、日本とは異
なり、１つ１つの資産について耐用年数、使用
可能期間（useful life）がどのくらいかという
ことを見積もるのが原則になっています。同じ
ものであっても、置かれている状況により、１
年しか持たないこともあれば、１０年持つかもし
れません。それは、納税者が計測して、立証し
てくださいということになります。しかし、そ
れではとてもうまく行かないことは明らかであ
り、ある程度の機械的な割り切りを認めようと
いう規定が次第に入ってきました。それが特に
はっきり表れたのが、加速償却制度（Acceler-
ated Cost Recovery System : ACRS）です。こ
の ACRS という制度は、確かに耐用年数は日
本に比べると非常に短かったので、加速だと考
えられたのですが、しかし、これを入れた眼目
は、納税者が負担してきた立証の負担を緩和・
軽減にもありました。ある程度類型的に資産を
つかまえることにより、個別具体的な使用場面
での耐用年数の見積りという困難な作業から納
税者を解放するという目的があったわけです。

そうだとすると、教育・研修といったものに
よる人の能力の開発といったことについても、
同じように実際面を考えて、少なくとも有形資
産、減価償却資産と同じ程度の概算、機械的な
按分といったことは認めていくべきだろうとい
うように私は考えています。

１―３ 特定支出控除の改正

次に、以上のような資産認識ということを頭
に置きながら、特定支出控除の改正にお話を進
めたいと思います。

「できる」（納税者の選択）規定ではなくな
った。
今回の税制改正で手が加わりました特定支出

控除を見たときに、まず目に付くのは、資料１４
ページの参照条文で、「ことができる」という
文言が削除されたことです。従来、特定支出控
除は納税者による選択の規定であって、当初申
告でそのことを明らかにすることが要件とされ
てきましたが、今回の改正では「できる」が削
除され、当初申告だけではなくて、更正請求書
においても主張できることになりました。です
から、もはやこの規定は、選択の規定ではない
と思われます。所得を計算するときに当然控除
すべき項目になりましたので、そうすると、理
論的に、なぜこういうものを控除するのか、特
に所得概念との関係で、これが消費ではないの
か、あるいは資産ではないのかということが、
当然問われるということになるだろうと思いま
す。

「人の資格を取得するための支出」の範囲
の拡大
さらに注目されるのは、この参照条文の次の

ところの下の方の、二重線でかなり長々と消し
ているところ、すなわち、人の資格を取得する
ための支出というものが、従来これは特定支出
控除の対象ではありませんということで、一括
して除外されていたのですが、この除外の括弧
書きが削除されたことです。

この改正に関して、財務省のホームページに
ございます「税制改正の解説」は、次のように
書いています。

「就労の多様化等に伴い、最近ではこれらの
資格を得ながら企業等で勤務する者も増加して
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いることから、今回の改正においては、このよ
うな勤務形態の変化を踏まえ、職務の遂行に直
接必要な弁護士、公認会計士、税理士などの資
格取得費についても特定支出の範囲に追加する
こととされました。」

条文解釈上の問題
考えてみると、この条文には微妙な問題があ

るように思います。どう微妙かというと、その
支出がその者の職務の遂行に直接必要であるこ
とが要件になっているのですが、資格取得のた
めの「支出」と、それを使った「職務の遂行」
というのが、いつあるのか、よくわからないの
です。

はっきりしていることは、支出があった年に、
特定支出控除を認めるということです。このこ
とは条文から明らかです。特定支出があっても、
それを後の年度に繰り越して控除することは考
えられていません。つまり、いわゆる資産化と
いったことは、この条文は考えていない、これ
は明らかです。

そこで、資産化をしない前提でこの条文を眺
めると、「職務遂行」が一体どう行われるのか、
あるいは、「職務」というのは何なのかという
ことがかなり微妙になってきます。たとえば弁
護士さんを考えてみますと、この規定がいう「職
務」が弁護士としての職務ということになると、
弁護士になるための支出をしたときに控除をし
ますが、その職務は弁護士になってからなので、
つまり、弁護士としての職務は弁護士になるた
めの支出をしたときにはまだない（弁護士にな
らないと弁護士の職務はできません）ので、時
間的にずれが生じて、控除ができないことにな
ります。弁護士になるための支出をして、弁護
士になって、弁護士としての職務をするわけで
すから、もちろんある程度かぶる時期があるか
もしれませんが、基本的には、これらは年度が
ずれるわけです。

こういった矛盾の指摘については、一応、次
のような反論も考えられないわけではありませ

ん。それはどういうことかというと、ここで「職
務」といっているのは、資格を使った職務では
なくて、資格を取得するために使用者から命じ
られたこと、それが「職務」だという反論です。
たとえば、学位を得るために留学をさせて、そ
のときに学位を得るための勉強、それが職務の
内容である、だから控除できると言えるのかも
しれません。

しかし、この解釈には大きな難点があります。
それは、弁護士になるということの実態が反映
されていないように思われることです。どうい
うことかと申しますと、職務は、普通は１日８
時間労働だと思うのですが、１日８時間勉強し
て弁護士になれるかというと、どんなに頭のい
い人でもそれはなれない、これはもう明らかで
す。弁護士になれるだけの勉強をしなさいとい
う職務命令をもしやったとすると、これは間違
いなく労働基準監督署から叱られると思います。
そうすると、やはり勤務時間外に被用者が自費
を使って資格取得のための勉強をするのが、弁
護士という資格取得の実態になります。それが
「職務」といえるかというと、非常に難しいだ
ろうと思うわけです。こう考えてくると、この
規定が使える、少なくとも弁護士に使える場面
というのは、非常に考えにくいと思います。

それからもう１つ、条文には「直接必要」と
ありますが、これが一体何にとって必要なのか
という問題です。使用者・企業にとっての事業
活動にとって必要なのか、それとも、その被用
者が命ぜられた勤務を遂行するために必要なの
かということです。もちろん、一致する場面が
ほとんどだとは思いますが、ずれが生じる可能
性はあります。先ほど少し述べましたが、複層
化という問題がちょっと見えます。つまり、必
要性ということで、企業にとっての必要性とい
うことと、当該被用者にとっての必要性という
ことが複層的に出てくることが考えられます。

特定支出の資産化
いずれにいたしましても、先ほどの弁護士の
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例から明らかなように、支出の年度と、それか
ら、それが効用を発揮する年度というのはやは
り違うので、どうしても特定支出を資産化して
いくということが検討されるべきだろうと思い
ます。年度のずれ、ギャップを吸収するような
装置、法的な道具というものを、立法論にはな
りますが、入れていく必要があると考えられま
す。

そもそも、弁護士としての職務は、弁護士に
なってから行うわけです。弁護士としての職務
と、弁護士になる前にしていたその人の職務と
は、やはり職務として違うものだと考えられま
す。違うとすると、新たな職務を開始したと考
えるべきですから、正面から、新たな職務を開
始した場合についても資産化された特定支出を
償却控除できるということにした方が、普通に
法科大学院を卒業して弁護士になった人につい
ても特定支出控除が認められることになるので、
公平だと思います。つまり、弁護士としての職
務と、そうでない人の職務とは、職務として異
なるので、その実態を踏まえて特定支出控除を
考えるべきであり、そのためには資産化という
道具立てがいるだろうということになります。

今は弁護士という、問題がはっきり出る例を
出しましたが、企業の中での技術や技能といっ
たものについても、やはり同じようなことが言
えて、それを身に付けるプロセスと、身に付け
てからの収益獲得への貢献といったものは、や
はり期間のずれがあることは、認められるべき
だと思います。

特定支出の費用化
そこで、立法政策論ですが、どのように費用

収益対応させるかについて、先ほど申しました
計測の問題が出てきます。

この点、厳密な費用収益対応は困難です。弁
護士の資格自体は、原則として生涯有効です。
ですので、資産化を認めたとしても、その費用
化は一切認めないという考え方も、成り立たな
いわけではありません。

しかしながら、繰り返しになりますが、現行
の減価償却資産も、厳密な費用収益対応により
償却しているわけではありません。耐用年数表
によって機械的に償却をしています。繰延資産
に至っては、通達が償却期間の目安を与えてく
れていて、これに従う限り、否認はないのだろ
うと思います。そうだとすると、弁護士として
の能力だって、年を取れば低下するわけですか
ら、償却をしていい、償却をすべきだと思われ
ます。資格などについては機械設備とは別扱い
をし、耐用年数についての証明責任を納税者に
課すというのは、不公平です。もう少し申しま
すと、資産という道具が置かれているのは、シ
ュマーレンバッハが言ったように経過勘定科目
を処理するための１つのバッファであり、それ
をどう吸収するかを厳密に議論しても、一つの
解はでないだろうと思います。そういうことで、
この特定支出というものを資産化する場合には、
ある程度機械的な、つまり現状の減価償却制度
や ACRS と同じ程度の割り切りというものは、
認めるべきだろうと考えます。

それだけでなく、課税において、資格や技能
の取得のような教育・研修に基づいた人的な投
資を、機械設備のような物的な投資よりも不利
に扱っていることについては、日本という国の
これからのあり方を考えながら、もっとよく検
討すべきだと思います。シュマーレンバッハが
いたから、ドイツで重化学工業が栄えた、とま
ではいえないかもしれませんが、知的な生産活
動を重視するのであれば、それに応じた税制、
資産の概念が必要になると思います。

資産としての性質
そのためには、資産という概念に、もっと知

的な要素、人的な要素を織り込むことが必要で
す。そのための検討として、費用収益対応に関
して、資格に基づく収益（収益潜在力）がどの
ように実現されるかを見たいと思います。収益
が実現されるのは、ひとつは、給与の増加など
定期的なもの、もうひとつは、移籍料、契約金
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など一時的なものになると考えられます。
このうち、一時的対価については、現行法で

は、臨時所得課税（５分５乗）の可能性があり
ます。臨時所得の課税方法は、累進税率の適用
を緩和するもので、シャウプ勧告では譲渡所得
にも適用されていました。この一時的な場合の
課税方法について検討を要するのは、なぜそう
するのか、という理由です。譲渡所得であれば、
かつての５分５乗や現在の２分の１課税は、長
期間にわたって生じた過去の増加益が一時に実
現するからだ、と説明されます。しかし、一定
の資格や技能を持つ人に対して、移籍金などの
一時金が支払われる理由を、過去の増加益で説
明することはできません。そうではなく、むし
ろ、将来の期待される収益に対する対価ではな
いかと思われます。

もちろん、そうだとしても、やはり、長期的
に生じる収益の一部が一時に実現している、一
括で前払いされているわけですから、累進課税
の緩和措置は必要です。さらに、過去の増加益
である譲渡所得とは異なり、人的資産のもたら
す収益は将来に発生するわけですから、移籍金
などの一時金への課税は、課税の前倒しになり
ます。したがって、この点でも税を軽課する措
置が必要だと考えられます。

ところで、この考察には、資産というものが
なぜ資産なのか、という根本的な問いかけが含
まれているように思います。それは、将来の収
益か、過去の支出（投資）か、ということです。
このことは、現行法においても、資産の評価に
関して意識されています。すなわち、税法上の
資産の帳簿価額、取得価額は、所得に要した費
用を維持する（償却が認められる場合は償却額
だけ切り下げる）のが原則ですが、物理的な減
損や陳腐化による評価換えが認められています。
評価換えは、資産のサービス・ポテンシャル、
つまり、将来の収益力が失われたことを理由と
しています。この点で、将来の収益としての資
産が顔をのぞかせているのです。この将来の収
益という観点は、次に述べますように、人的な

資産を課税上どのように扱うべきかについて、
示唆を与えてくれると思います。シュマーレン
バッハは、当時のドイツにおける重化学工業へ
の巨額の投資を背景に、資産は前払費用だ、と
いいました。今日の日本では、人の能力に基づ
く知的な生産活動とそれを支える教育や訓練を
背景に、資産とは将来収益の現在価値である、
と捉え直すべきではないかと思います。

また、このとき、誰にとっての将来収益（場
合によっては支出）なのか、という点で、教育
の受益者が複相化していることを、頭に置かな
ければならないだろうと思います。なお、この
場論を進めて行くと、高度高等教育の受益者は、
国家、国民全体であるといった議論になります。
これは一面で真実であり、そうなると、受益が
拡散して資産性を認めるのは難しいという議論
ができます。しかし、同時に、かつての日本や
現在のドイツのように高度高等教育が無償また
は採算を度外視した価額で提供されているわけ
ではないので、教育を受ける者ひとりひとりの
負担を、課税上どう考えるかは、問題としてな
くなるわけではありません。やはり、資産とい
う概念を使うことになるのではないかと思いま
す。

２ 資産概念の二重性

２―１ 資産の２つの顔

以上の議論から示唆されるように、資産には、
２つの顔があります。ひとつは、過去の支出と
しての資産です。既に支出した将来の費用とも
いえます。これは、償却や譲渡原価として費用
化されます。また、清算課税説に基づく譲渡所
得の捉え方は、支出が資産として集合し、その
ような資産に対して価格変動が起こる（当初の
支出額とは異なるリターンが生じる）と見てい
ます。

もうひとつは、将来の収益、利益としての資
産です。これから述べますように、人的な資産
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を考えようとするときには、この捉え方が必要
になってくると思われます。

先ほど少し臨時所得の平均課税ということを
申しましたが、現在の税制においても、この２
つの側面は幾つかの実定法に顔をのぞかせてい
ます。前者の方、過去の支出というものが、償
却計算、あるいは譲渡原価として出てくること
は、これはもう説明する必要がないことです。
これに対して、将来収益としての資産も、現行
の税法、あるいは会計学は配慮していると思い
ます。たとえば、資産の評価換えは、将来のサー
ビス・ポテンシャルが低下したときに資産の取
得価額を切り下げ、その部分を損失として計上
することです。棚卸資産については、低価法が
原則となっているわけですから、当然将来収益
というものを考慮した資産の捉え方ということ
が原則化してきています。それから、耐用年数
の決定も、将来収益をある程度概算的に考えて
います。

この２つの資産の顔、２つの資産に対する計
算の仕方というものは、これは資産を買った瞬
間、市場において資産を取得した段階では、一
致しています。つまり、資産を買う人は将来こ
れだけの収益が見込まれるからその値段を出す
わけですから、理論的には必ず一致するわけで
す。しかし、実現主義があるので、その下で両
者は乖離を開始することになります。

２―２ 譲渡所得課税の必要性

このような資産について、譲渡所得課税がな
ぜ必要なのか、その理由として、２つの説明が
可能です。ひとつは、伝統的な説明だと思いま
すが、いわゆる清算課税説です。これは最高裁
判所の判例の中に出てくるものですが（最判
１９６８年１０月３１日訟月１４巻１２号１４４２頁）、譲渡所
得というのは、長期にわたった過去に生じた増
加益が譲渡を機会に実現したものであるから、
累進性を緩和するために軽減された課税が必要
であるという説明になるだろうと思います。

これに対して、将来利益としての資産という

捉え方でいくと、もちろん一括で実現されるの
で累進性を緩和する必要があるということはい
えるのですが、それに加えて、課税時期が前転
するから、その分の補償が必要だということも
いえるわけです。利子率が高い時代には、この
ことがかなり前面に出てくるだろうと思います。
課税時期前転の補償については、法人税のよう
な比例税率でも必要になります。また、一括払
いではないときでも、やはり前転する限りにお
いては、そういった補償措置が必要になってき
ます。これは後ほどアメリカの裁判例で見てい
きたいと思います。

それから、資産という何か目に見えるものが
あって、それに対して増加益が発生するという
発想を従来取ってきました。それが清算所得課
税説だったわけですが、そういったことも必要
ありません。つまり、勤労性所得についても、
課税の前転はあり得るし、その補償も必要だと
言えるでしょう。これも後ほど、アメリカで勤
労性所得に対してキャピタル・ゲイン課税を受
けた裁判例を見たいと思います。

それから、あらかじめ申しておきますと、譲
渡所得課税の正当化理由として、もう１つぐら
い理由が挙げられます。それは投資が変更され
る、つまり１つの投資がいったん清算されて、
それが次の投資に向かう、このときに、あまり
課税によって投資の変更を阻害しない方がいい
という考え方です。税によるロック・イン効果
の防止ともいえるでしょう。投資先が変わると
きには税負担を軽減すべきであるという考え方
からいくと、やはり累進課税に限定されること
はないので、法人税においても譲渡所得への軽
減課税を導入する余地はあるだろうと思います。
投資がはっきりと継続する場合には、組織再編
税制で課税繰延べをやっていますが、適格要件
が満たせない場合は、資産譲渡による所得が出
ますので、これについての軽減措置を考えると
いったこともあり得るだろうと思います。
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３ 将来利益とキャピタル・ゲイ
ン課税

そこで、資産を将来利益と捉えたときに、ど
のような検討が必要になるかを、３の「将来利
益とキャピタル・ゲイン課税」において、米国
の裁判例を参照して検討します。権利関係の複
層化ということについての先進国であるアメリ
カでの実例を見ようというところで、多少は興
味深い裁判例が紹介できるのではないかと思っ
ています。

ただし、人の資産としての性質、human capi-
tal と呼ばれ、人的資本と訳されることが多い
ですが、これに固有な問題については、十分な
裁判例等がないように思われることから、今後
の検討課題は残ります。人的資本に固有の問題、
人的な投資に関する裁判例は、最後のものだけ
です。ちなみに、アメリカでは、世間の雰囲気
に対する議会の反応が早いので、教育費に関す
る優遇措置が立法され、十分に資産としての性
質が表面化しないまま問題がある程度解消され
てしまうことが見受けられます。

この３という部分は、大きく２つに分かれま
す。前半は、資産全体ではなく、将来収益の部
分だけを切り分けて譲渡すればどうなるか、と
いう問題です。これが３－１です。後半の３－
２では、資産の譲渡が明確には認識できないと
きに、将来利益を受けた取った場合の課税につ
いて検討しています。

３―１ 将来利益の移転

３―１―１ 切り分けられた利益（Carved―out
interest）

Hort 判決
それでは最初の Hort という裁判例からお話

しします。資料にはかなり詳しく事例の解説を
していますが、口頭では、時間の関係で、この
全部を説明することができませんので、ざっく
りとお話をしたいと思います。

Hort という事件は、簡単に述べますと、納
税者にお父さんがいまして、そのお父さんが長
期の不動産リースのレッサーでした。そのリー
スの契約後、お父さんが亡くなりまして、不動
産リースの当事者たる地位を相続によって納税
者が得たわけです。その後、数年して、不動産
リースを解約してほしいとレッシーの方が言っ
てきまして、その代わりに納税者は解約料をも
らってその不動産リースを解約しました。この
とき納税者がどういう申告をしたかというと、
もちろん不動産リースの解約料というのは、こ
れは益金、収入金額に入れる、これは当然です
が、しかし、そこから控除をしたわけです。何
を控除したかというと、お父さんから相続によ
って得た不動産リースの貸主たる地位の経済的
価値（見積額）です。ということは、当初取り
決めたリース期間のリース料の現在価値、得べ
かりし利益、これを解約料から引いたわけです。
引いた結果、損失になったので、この損失を控
除してくれという申告をしました。これが Hort
事件です。連邦最高裁まで行きました。

ちょっと説明しておいた方がいいと思うので
すが、日本で相続をしたときは、限定承認をし
ない限り、相続財産は前主が買った値段、取得
費を引き継ぐことになっていると思います。ア
メリカは、相続財産の取得価額は時価になって
います（でも、みなし譲渡課税はありません。
課税なしに時価取得価額を得ることができます。
内国歳入法典１０１４条）。ですから、納税者とし
ては、この相続があったときに、リース契約を
時価評価した財産を得た、その取得価額は時価
だったという立場です。それが、リースが解約
されることによってなくなった、だから解約料
はプラスだが、リース契約という１つの財産が
失われたことによる損失はマイナスだ、ネット
で損失になると、こういうふうに考えたという
わけです。

連邦最高裁はどういったかと申しますと、そ
の契約者たる地位が財産ではないとか、そのよ
うなことをいったのではなく、解約されたリー
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ス契約の価値は控除できない、なぜかというと、
本件解約金というものは将来のリース料に代え
て支払われたのだから、それは通常所得であっ
て控除することはできない、こういう理由で判
決を下したのです。

この Hort 判決は、アメリカ所得税法の基礎
にある資産の元本と収益の区別、これを果樹と
果実、fruit and tree といい、昔ホームズ裁判
官が言った言葉なのですけれど、果樹と果実が
あるときは、果実だけを移転することはできな
い、果樹そのものを移転しなければならないと
されています。Hort 判決は、その１つの先例
とされています。

内国歳入法典１２４１条
Hort 判決については、その後、連邦議会が

対応をいたしました。１２４１条という規定を置い
ています。どのような規定かというと、たとえ
ば市場リース料が上昇すると、そのときに資産
を借りていた人にとっては、有利な状況が生じ
てくるわけです。というのは、自分は安いリー
ス料でずっと借り続けることができるわけです
から。そこで、貸主としては一時金を払って借
主にいったんリース契約を解約してほしいとい
う、ちょうど Hort 判決とは逆のようなことが
出てくるのですけれど、こういった場合にはキ
ャピタル・ゲイン課税をするという規定です。
この限りで、将来利益だけの移転が、キャピタ
ル・ゲイン課税の対象とされているわけです。

Metropolitan Building 判決
Metropolitan Building 判決も、Hort 判決を

制限するものと位置づけられます。次のような
事案でした。シアトルにあるワシントン大学が、
その持っている不動産の一部を原告にリースを
し、原告はそれをホテル会社にサブリースして、
その施設はホテルとして利用されていました。
そのときに両当事者、つまりワシントン大学と
ホテルとが、納税者を介することなく直接リー
ス契約を結んでしまえということになって、そ

こで中間にあった納税者に「ちょっと、どいて
ください」ということになり、両方のリースを
解約したわけです。もちろん、原告は解約料を
もらいました。この解約料がキャピタル・ゲイ
ンになるか、それとも通常所得かというのが争
われた事件です。裁判所は、キャピタル・ゲイ
ンだということを認めています。Hort 判決か
らは将来リース料の代替といえそうですが、
fruit and tree という考え方からいくと、納税
者はこの資産に対するリース関係を完全に断ち
切っているので、キャピタル・ゲインだという
判断になるわけです。

３―１―２ 生涯受益権
その次の生涯受益権というところでも、やは

り Hort 判決を制限するようなものが出てきて
います。

McAllister 判決
McAllister 判決の事案は、いわゆる受益者連

続型信託、アメリカの普通の信託というのは日
本でいうところの受益者連続型信託なのですが、
この受益権を納税者が持っていました。しかし、
この納税者の配偶者（夫）というのが、なかな
かの浪費家でありまして、とんでもない借金を
いろいろなところで作ってくる。そこで、この
借金を何とか返済しておきたいということで、
その返済資金調達のために、納税者である奥さ
んが自分の持っている信託の生涯受益権を途中
で放棄し、最終的な受益者である残余権者に財
産を渡す代わりに、その対価を受け取ることに
しました。自分はもう生涯受益権は要らないか
ら、その代わり一時金をください、信託元本は
あなたに帰属させましょうという取引をやった
わけです。ですから、納税者は、生涯受益権の
譲渡対価みたいなものをもらったわけです。こ
れがキャピタル・ゲインなのか、それとも通常
所得なのかというのが争われたのが、McAllis-
ter という事件です。

裁判所は、キャピタル・ゲインであるとしま
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した。つまり、生涯受益権という、これは信託
ですから当然複層化された権利の１つなのです
けれど、この１つの権利との関係をこの納税者
は完全に断ち切っているから、従ってこれはも
はや Hort 判決の及ぶところではないというふ
うに考えたわけです。

この判決は、Blair という判決に依拠して下
されています。日本の裁判所は、判決するとき
にいろいろな法律条文を引いて、この条文を根
拠としてこう判決をしますというふうにやりま
すが、アメリカはコモン・ローの国で、裁判所
は、制定法だけでなく先例に拘束されます。こ
の事件の裁判所は、Blair という連邦最高裁判
決に従って判決すべきか、それとも、先ほどの
Hort 判決に従うべきかということをいろいろ
考え、Blair に従うという判断をしたわけです。
このとき、なぜ Hort 判決に従わないのかの説
明が必要になるのですが、Hort 事件ではリー
ス期間が９年間ということで比較的短いが、
McAllister は生涯の受益権であり、そこが違う
から、Hort 判決の拘束は受けないと述べてい
ます。収益が得られる期間によるこの線引きは、
将来利益の資産性（資本的資産該当性）を規律
するものと考えられます。

３―１―３ 将来利益からの支払い
将来利益とキャピタル・ゲイン課税

Hort 事件と McAllister 事件では、将来利益
を移転して、その対価が一時金で支払われたよ
うなケースだったのですけれど、この次の P．
G．Lake という、これも連邦最高裁判所の判決
ですが、ここでは違う形でその対価が支払われ
ています。

P．G．Lake 判決
この事件はどのような事件かというと、納税

者は石油ガスの製造業を営む法人だったのです
が、この法人が大きな債務を抱えておりました。
債権者は誰かというと、その会社の社長だった
のです。法人は、この債務を返済しようという

わけですが、その方法が、石油ガス、要するに
油井リースですが、この油井リースから得られ
る採掘収益の２５％を、この債務返済のために社
長さんにアサイン（assign）する、アサインは
「付与」と訳していますが、割り付けるという
わけです。大体３年ぐらいかかったら、その債
務の元本・利子が返済できるだろうとの目論見
の下に、２５％の収益をアサインしたわけです。

納税者は、石油採掘権の一部（２５％）の３年
分というものを移転しているので、これは１つ
の資産の切り分けであり、それはあたかも土地
を分筆して売るのと同じだから、キャピタル・
ゲインだと主張をしました。これに対して、歳
入庁は、通常所得だとして裁判になったわけで
す。連邦最高裁は、通常所得としての課税を認
めました。

ここで、注目されることがあります。それは、
なぜこれが通常所得なのかという、その理由付
けです。先ほども申しましたが、アメリカでは、
裁判例には先例拘束性があるので、後の裁判例
というのは、やはりこの連邦最高裁判決に従わ
なければならない、ここは日本とかなり違うと
ころです。後続する裁判は、P．G．Lake 判決を
引用しながら（日本の裁判所が法律を引用する
のと同じように先例を引用しながら）判決をし
なければいけないので、その意味で、連邦最高
裁がどのような理由付けをするかは、我々の想
像を超えた重みのあることなのです。

その理由付けがどうだったかというと、アメ
リカでは、この事件からもわかりますように、
法人についてもキャピタル・ゲイン課税（軽減
課税）をやっているのですが、キャピタル・ゲ
イン課税の目的は、投資対象の変更、コンバー
ジョン（conversion）という言葉を使っていま
すが、投資対象の変更からの利得に対する税負
担を軽減し、納税者を救済して投資対象の変更
に対する阻害を取り除くことにあるのだと、こ
ういう理由を述べたわけです。

これは法人税に関するキャピタル・ゲイン課
税を認める理由だったので、個人所得税ほど累
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進性の緩和ということをいえない（当時のアメ
リカでは、法人税にも若干の累進性はありまし
た）といった事情もたぶんあって、投資対象の
変更を阻害しないという理由を連邦最高裁は述
べ、そして、この油井利益の２５％だけを３年ほ
どの間移転するのは、投資対象の変更でも何で
もないので、したがって、キャピタル・ゲイン
ではないのだと言ったわけです。

この P．G．Lake 事件については、たった３年
間であったので Hort よりもさらに短いですし、
McAllister や Metropolitan Building といった
ものよりもずっと短い期間であったということ
がまず指摘されるわけです。将来利益を、２５％
３年間という形で切り分けたことは切り分けた
のですが、期間が短くて、あからさまな切り分
けであった、およそ元本が移転しているような
ところが何も見えない、ということをまず指摘
しておきたいと思います。この判決は Hort 判
決の延長にあることはあるのですが、しかし同
時に、将来利益の切り分けは必ずキャピタル・
ゲインではないのだという命題までは導けない
ということも指摘をしたいと思います。そもそ
も経済的に考えると、資産時価というものは将
来利益の現在価値です。だから、資産譲渡の対
価は常に将来利益だということになります。そ
うすると、資産譲渡がなぜキャピタル・ゲイン
課税を受けるのかについては、別の説明を用意
しなければならないことになります。将来の利
益（の代替）だから、キャピタル・ゲイン課税
の対象ではないということは言えないのです。

ですので、個人であっても、将来の報酬をも
らう、先払いを受けているから、それは通常所
得課税ですという話にはならないだろうと思わ
れるわけです。そうすると何らかの別の判断基
準が必要になります。前述の切り分けられた利
益による判断（将来利益の移転だけではキャピ
タル・ゲインとするに不十分であり、将来利益
の基因となる元本の移転が必要であるとする判
断）が試みられるわけです。つまり、元本もし
くはその一部が移転しているような、あるいは

そのように認定される事情があったかどうかが
基準だろうと思われます。

しかし、何が切り分けられたものであり、何
が元本なのかを理論的に区分することは困難ま
たは不可能です。何が元本か、何が果実かとい
う fruit and tree の問題は、アメリカの所得課
税の永遠の問題です。

３―１―４ ABC取引
次は ABC 取引というものです。今までのも

のは、元本は納税者が握り込んで、将来利益を
切り分けて移転したときに、その対価がキャピ
タル・ゲインかどうかという議論だったのです
けれど、今度は逆転の発想で、元本は移転しま
しょう、だけど将来利益は握り込みます、この
ときどうなるか、これが ABC 取引です。

Ａは、２００，０００ドルの純所得が１０年間生ずる
と見込まれる石油採取権を百万ドル（市場利子
率を７％としたときの現在価値）で売却したい
と考えています。Ｂは、これを百万ドルで購入
したいのですが、３５０，０００ドルの資金しかあり
ません。Ｃは、７％の利子率で６５０，０００ドルを
貸したい、そして、油井からの収益のみで利子
が支払われてもよいと思っています。

そこで、Ａは、油井リースをＢに３５０，０００ド
ルで売却します。ただし、毎年、油井からの純
所得の一定割合の上限として、油井収益を合計
６５０，０００ドル受け取る権利と、受取時まで７％
の利子を得る権利をいったん留保し、これをＣ
に６５０，０００ドルで売却することとします。

このときどうなるかというと、Ａは、将来利
益をＢとＣに切り分けたが、油井に係る全部の
利益を手放したので、キャピタル・ゲイン課税
を受けます。Ｂは、油井からの収益に係る純所
得が生ずれば、課税を受けることになります。
Ｃは、油井の寿命が１０年であることを前提に、
投資額６５０，０００ドル を 償 却 し、油 井 収 益 の
６５０，０００ドルは打ち消されるので、受取利子の
みに課税を受けることになります。

しかし、この課税の結果には問題があります。
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経済的実質から見れば、Ｂは、非課税の資金で
債務を返済していることになるからです。将来
利益の切り分けを用いて、課税前利益による返
済が行われているのです。そのことは、こうし
た場合の通常の取引、すなわち、ＡがＢに対し
て、不動産収益から返済が行われる不動産担保
貸付を行った上でその不動産を売却し、その貸
付債権をＣに売却した場合と比較すると明らか
です。Ｂは、収益全額に通常所得課税を受け、
その課税後の所得によって借入を返済するから
です。ところが、油井であれば、Ｂは油井から
の収益を、Ｃの債権が弁済されるまでは受領し
たことにならないのです。これは、Ｂは課税前
所得で借入を返済することを意味します。

そこで、内国歳入法典の６３６条（b）が制定さ
れました。この規定は、資産全体が B さんに
移転したかのようにみなし課税をしましょうと
いう規定です。何をやっているかというと、財
産に対する権利関係が複層化していて、その一
部と残りとが違う人に移転されたときに、財産
全体がいったん片方に行ってからもう一方に行
くというみなしを置いたわけです。これは、複
層化に対する１つの対応の仕方ではあるだろう
と思います。

３―２ 将来利益の受領

次に、将来利益の受領についてお話しします。
もうちょっと面白い話が出てくるので、このよ
うなことがあるのかな、というふうに聞いてい
ただけると幸いです。

３―２―１ 対価の不確定（contingency）
まず対価の不確定（contingency）という類

型です。どういうものかというと、資産や役務
を移転するのですが、その対価をきっちりと金
額では決めない取引です。

Carter 判決
Carter 事件は、P．G．Lake 事件と同様、石油

関係の事件です。ちょっと余談になりますが、

こうした事件を見ると、油田のようなものは権
利関係がどうしても複層化してくるので、油田
がある国は、権利関係の複層化に慣れているよ
うに感じます。

Carter 事件では、幾つかの石油仲介契約を
持っている会社があって、その会社が解散しま
した。納税者は、この仲介契約の契約者たる地
位を分配されたわけです。そして、後の年度に
仲介手数料を受け取りました。現物分配後に支
払われた手数料が、キャピタル・ゲインか、通
常所得かということが争われました。

納税者の言い分はこうです。すなわち、受取
手数料は、解散法人の株式を失ったことによっ
て手に入れたものであり、株式譲渡の対価であ
る。株式譲渡損益は、キャピタル・ゲインであ
ると規定されている（棚卸資産になる場合は別）。
だから、対価が延べ払いで、しかも出来高払い
にはなっているけれど、あくまでも株式譲渡の
対価だから、キャピタル・ゲインだと主張した
わけです。連邦最高裁は、キャピタル・ゲイン
であることを認めました。

この判決は、Logan 連邦最高裁判決を先例
として下されています。Logan は私の法人税
の教科書にも書いてある事件ですが、鉄鉱石を
受け取る権利が分配され、後に受け取った鉄鉱
石への課税が争われたものです。

なお、アメリカでは、エクイティー的な対価
の支払いがしばしば見られます。日本でも、ほ
んとうは、需要があるのではないかと思います。
課税の対応がはっきりしませんが、少なくとも、
外国で行われる取引に日本の納税者が参加して
いくということはあり得るわけですから、検討
が必要だろうと思います。

３―２―２ Bootstrap 取引
将来利益による資産移転の対価

次は、Bootstrap 取引です。皆さんは、当然
靴を履いておられると思うのですけれど、その
靴に付いている靴のひもを引っ張り上げるとど
うなるかというと、靴ひもが締まって足が痛い
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と思いますが、それでも辛抱して靴ひもを上に
向かって引っ張ればどうなるかというと、自分
の体が宙に浮くのではないか、もちろん、人間
にはできませんど、悪魔なら、自分の靴のひも
を上向きに引っ張ると、空中に浮遊することが
できる、これが Bootstrap という単語の意味で
す。電子回路の設計などをやったことがある人
はよくご存じだと思うのですけれど、回路が最
初に自己の力で動き出すことを Bootstrap と言
います。悪魔が靴紐を引っ張って自力で空に浮
き上がるという、このイメージが Bootstrap で
す。

Brown 判決
Brown 連邦最高裁判決で行われた取引は、

Bootstrap 取引と呼ばれています。事案は、次
のようなものでした。納税者である Brown 一
族が全額出資の同族会社を持っていました。同
族会社の所得は、医療機器のリースなどによる
もので、もちろん通常所得課税を受けています。
一族は、その同族会社の全株式を、非課税法人
であるカリフォルニアがん協会に売却しました。
その対価は、株式譲渡によるものですから、原
則はキャピタル・ゲインです。ところが、その

支払方法は、同族会社の資産からの収益で１０年
以内に支払うというものでした。さらに、協会
は、この同族会社を直ちに解散し、その資産は、
協会から、納税者の関連法人にリースされまし
た。関連法人は、その資産をサブリースして収
益を上げます。この関連法人というのは、最初
にあった同族会社と実態は同じものです。役員
も同じであれば、資産も、場所も、被用者も同
じ、ただ資産の所有権だけが移転したことにな
ります。関連法人は、利益の８０％を協会に支払
い、協会はその９０％を（１０％はピンハネ）、株
式譲渡の対価として納税者に支払うこととされ
ました。また、リースされた資産そのものが、
株式譲渡の対価の担保とされていました。この
関連会社は、数年後、業績悪化で事業を止めま
した。しかし、納税者は、担保権を実行しませ
んでした。協会は、リース資産を処分し、その
売却代価の１０％をピンハネして、残りを納税者
に支払いました。この金額が、キャピタル・ゲ
インか通常所得かが争われました。

連邦最高裁は、納税者を勝訴させました。判
決理由は、課税庁の主張をひとつひとつ潰す形
になっていますが、主要な論点として、キャピ
タル・ゲインの要件である売却とされるために
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は、課税庁の主張するようなリスクの移転は必
要ではないと述べています。納税者が意図的に
担保権を実行しなかったことも、キャピタル・
ゲインという判断を崩すだけの要素ではないと
されました。これに対して、少数意見は、それ
は幾ら何でもひどいではないかということで、
本件取引を Bootstrap だと言ったわけです。

もちろんこういった取引は捨て置けないので、
連邦議会は直ちに反応しています。ただし、そ
の対処に当たっては、これはケースブックなど
に出てくる設問ですが、この取引をどう分析す
るか、つまり、Bootstrap 取引が成立するは、
キャピタル・ゲインに対する軽減措置があるか
らなのか、それとも、非課税法人がかんでいた
からなのかが問題となります。連邦議会は、後
者だと考え、日本でいうところの公益法人の収
益事業の範囲を見直しました。これが５１２条（b）
�４という規定です。実際、世の中で Bootstrap
取引をみんながやっているかというと、やって
いない、それはできないからでしょう。非課税
法人がいつも都合よくいるわけではないからで
す。この事件でも、がん協会という中間のとこ
ろに課税を入れれば、Bootstrap 取引はできな
かったはずだと、連邦議会は考えたわけです。

ですから、将来収益によって対価が支払われ
てくるときにもなお、キャピタル・ゲイン課税
があることを、連邦最高裁は認めており、立法
も、そこは変えていないといえます。

３―２―３ 勤労性所得の転換
役務提供対価へのキャピタル・ゲイン課税

さて、いよいよ最後の勤労性所得の転換にた
どり着きました。これは、人間の役務提供の対
価がキャピタル・ゲインになるという例です。

考えてみれば、人間の労務が資産に転化する
ことは、現在も普遍的に認められていることで
す。たとえば、工業簿記で労務費は資産計上さ
れますが、あれは人間の労務が形成しているも
のです。簿記会計では、過去の労務が資産を形
成することは、正面から認めているわけです。

しかし、現在の日本の譲渡所得課税では、そう
いったものを起因とする資産譲渡の対価は、譲
渡所得ではないと考えられているように思いま
す。外的な条件による値上がりは譲渡所得だが、
自分で汗水垂らしたものは譲渡所得にならない
と考えられていると思います。

Ferrer 判決
Ferrer 事件は、人の将来の行為、将来の役

務提供に対する対価の課税が問題となったケー
スです。José Ferrer というとても有名な俳優
さんがいらっしゃいまして、この人が主演した
「ムーラン・ルージュ」という映画が１９５２年ぐ
らいに封切られています。この「ムーラン・ルー
ジュ」という映画を作るに当たって、その前に
いろいろ面白い話があったというのがこの事件
です。

事案は次のようなものです。Ferrer さんが、
「ムーラン・ルージュ」の小説を書いた原作者
との間で、これを演劇として独占的に上演する
契約（制作上演契約）を結びました。これに基
づく権利が、資料で①とした「ムーラン・ルー
ジュ」の独占制作上演権です。Ferrer は、ま
ずこれを取得しました。それから、映画化され
てしまうとお芝居を見に来る人が減るので、一
定の回数の上演が行われるまでは映画化を拒否
できる権利が認められました。これが②の映画
化拒否権です。３番目に、上演が成功し、映画
化の制限が及ばなくなれば、映画化されるだろ
うということはわかっていたので、そうなった
ときには、映画収益の４０％を１０年間（その後逓
減）もらう権利を得ました。これが③です。

そして面白いことに、これは裁判例では認定
されておらず、最初から意図されていたのかど
うかわからないのですけれど、契約の直後に映
画会社がやってきまして、「映画にさせてほし
い、ついては、制作上演契約（①、②、③）を
破棄してほしい。」と申し出ました。そして、
契約破棄の対価として、その映画会社は Ferrer
に、将来、映画配給収入の一定割合を支払うこ
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とにしました。この対価がキャピタル・ゲイン
かどうかが争われたのが、この事件です。

裁判所は、①の部分、独占上演権を放棄する
対価をキャピタル・ゲインとしました。②の一
定の上演が行われるまで映画化を拒否する権利、
これは著作権から派生する複層的な権利の中の
１つですが、これについてもキャピタル・ゲイ
ンとしました。③のところは、さすがにこれは、
このまま出てきても通常所得なので、Hort 判
決などを先例として通常所得だという判決を下
しました。

しかし、考えてみると、これは納税者がもし
舞台や映画への出演をしなければ、何も手に入
らなかったはずなので、納税者が得た所得とい
うのは、基本的には勤労性所得であり、将来の
役務提供の対価と言わざるを得ないだろうと思
います。また、納税者自身は、特に何か投資を
したといったようなこと、つまり、過去の支出
はありません。やはり、将来の役務提供、俳優
としての能力が発揮されたときにこれだけの収
益が得られるだろうということに、ムーラン・
ルージュの原作者は目を付けて納税者と契約を
し、映画会社も同じ目論見からその契約を破棄
させたということです。そうすると、納税者の
持っている人的な資産、人的な能力が実現され
たと考えられます。つまり俳優としての技能や
名声といったものが金銭に変わったというわけ
です。

根本的に考えると、資産価値というものは、
究極的には人が生み出しているわけですから、
アメリカのキャピタル・ゲイン課税でも、たぶ
ん日本の譲渡所得課税でも、その範囲から人の
勤労の要素を一生懸命除こうとしても、おそら
く除き切れないだろうと考えられるわけです。

４ おわりに

４―１ キャピタル・ゲイン課税の考
え方

米国のキャピタル・ゲイン課税
さて、以上でアメリカ法の検討を終わります

が、紹介したケースは、特に変わったものでは
なく、いずれも標準的なケースブックに掲載さ
れているものであり、ロースクール生が学ぶ教
材です。取り上げた判例には、将来利益に対し
てその移転時に行われる課税を、キャピタル・
ゲイン課税としたものがいくつかありました。
ただし、Hort 判決に見られるように、資産の
元本が譲渡された場合、言い換えれば、投資が
清算される場合の課税という考え方が基礎にあ
り、元本保有が維持されている場合、収益は通
常所得課税の対象であることも確かです。

また、判例を眺めると、元本と収益を複層化
させ、一方を維持しながら他方を譲渡するとい
った場合の課税のやり方を、ずっと模索してき
たということになるだろうと思います。また、
対価についても、分割をしたり、利益に応じて
払ったりすることが行われてきました。このよ
うな複層化というものを課税がどうとらえるか
ということについて、さらに研究の必要がある
だろうと考えられます。

日本の譲渡所得課税
アメリカと比較すると、日本の譲渡所得課税

の範囲がかなり狭いことがわかっていただける
だろうと思います。しかし、人の勤労の要素を
譲渡所得から完全に除くことは、なかなか難し
いだろうと思います。

譲渡所得課税は、長らく最高裁の清算課税説
によって説明されてきました。資産の譲渡を機
会としてそれまでの増加益に課税をするという
考え方です。さらに、増加益の原因が外的条件
によるものであること、言い換えれば、納税者
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の役務に基づくものではないことが求められて
きました。たとえば、土地を持っていて、たま
たま近くに電車の駅ができたことによる値上が
りは譲渡所得であるが、納税者が荒野を切り開
いて宅地にしたことによる増加益はそうではな
い、という考え方です。

しかし、２００５年２月１日のゴルフ会員権事件
最高裁判決（訟月５２巻３号１０３４頁）に現れてい
るように、資産に生じた客観的な価値変動では
なく、納税者が得た具体的な純利益を、譲渡所
得と観念する傾向が強まっているように思いま
す。譲渡所得とは外的条件による増加益だとい
うのなら、ゴルフ会員権の名義書換料は外的条
件による値上がりとは無関係ですから、捨象さ
れるべきだと考えられるのです。学生たちに譲
渡所得について教えるときにしばしば例に出す
のですが、たとえば先ほどの骨董品だと、その
保管費用のようなものを引くところはありませ
ん。にもかかわらず、譲渡所得も純利益として
考えるというのであれば、譲渡所得とされる譲
渡益と、そうではない利益は、何が異なるのか
が問われます。それとも、譲渡所得に対する軽
課は不要なのでしょうか。つまり、平均課税の
制度を充実させて累進性の緩和はそちらにまか
せ、譲渡所得という所得分類は、もうやめてし
まった方がいいのではないかということも考え
られるわけです。

譲渡所得課税の理由
このような中で、譲渡所得に対する軽課が説

明できるとすると、ひとつは、やはり将来利益
が前転して課税されていることになると考えら
れます。これは、無視できないように思います。
課税の前転があるとすると、譲渡所得への軽課
を資産性所得に限定するのは不公平であり、勤
労性所得も対象とすべきはずです。

もうひとつは、投資対象の変更に対する税の
阻害（ロック・イン）を軽減することです。組
織再編が適格にならないときであるとか、ある
いは、昨年の大阪大会でお話をいたしましたが、

取得費の引き継ぎ、所得税法５８条のような規定
が働かない場合については、譲渡所得が生じま
すが、そこでは軽減課税の可能性というものが
追求されてもいいのだろうと考えられます。

４―２ 人の勤労と課税

最後に、人の勤労と課税についてまとめ、報
告を終わられていただきます。

人の能力が、資産としての性質を持つこと、
すなわち、時間と費用をかけて資格などを取得
し、その後の勤労（役務提供）により収益が実
現するというパターンで、人の能力が資産とし
ての性質を持つことは、明らかだと思います。
そのための支出は、資産の取得価額と同様に把
握されるべきだと思います。

したがって、教育や研修のための支出は、家
事費（消費）ではなく、資産を形成するから、
支出時の控除ができないと考えるべきです。人
の能力が消費されることはありえません。勉学
をすることは、消費とは違います。勉学と遊興
とを同じように消費だというのは、行為の実態
や経済的実質から見ても、おかしいと思います。

そこで、このような支出を資産と見たとき、
費用化のあり方が問題となりますが、既に述べ
たように、費用化に求められる厳密さは、有形
資産の減価償却と同程度に止めるべきだろうと
思います。日本の減価償却方法は、耐用年数の
証明に関して、米国の加速償却（ACRS，Accel-
erated Cost Recovery System）に近いものです。
個別資産についての耐用年数（使用可能期間）の
立証は、不要とされてきたからです。人の能力獲
得のための支出についても、使用可能期間の厳
格な立証は、要求すべきではないと思われます。

最後に、人の能力による将来収益、つまり、
人の能力の潜在的価値が、勤労や役務提供が行
われるよりも前に実現される場合、課税が前転
するので、キャピタル・ゲイン課税または何ら
かの軽課措置が必要ではないかと思われます。

本日は、拙い報告となりましたが、ご静聴下
さいまして、誠にありがとうございました。
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討論会 ９月１２日�・午後

横浜国立大学大学院国際社会科学研究科教授 岩﨑 政明
三菱商事株式会社執行役員（租研理事） 内野 州馬

財務省主税局長 田中 一穂
総務省大臣官房審議官 平嶋 彰英

司会 明治大学経営学研究科教授 水野 忠恒

●参加者（五十音順）

税制抜本改革をめぐる諸課題

討論中に言及されている資料は、巻末「資料編１頁～９９頁」に掲載されています。
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はじめに

（水野） 進行係は水野が務めさせていただき
ます。本日はお忙しく、お暑い中、大勢の方々
にお集まりいただきましてありがとうございま
す。これから２時間討論をさせていただきます。

先ほど今井会長から今後のわが国が取り組む
べき課題について簡潔にお話しいただきまして、
あえて繰り返すこともございません。経済不況
のところへ加えまして、昨日それぞれのテレビ
各局でもやってもおりましたが、東日本大震災
からちょうど１年６カ月たったということです
けれども、その復興に向けての問題、中でも原
子力はわが国のエネルギー政策を根本的にどう
見直すのかということがございます。政治の世
界も非常に動いております。政局絡みになるの
かどうかちょっとわかりませんけれども、民主
党、自民党の代表・総裁選挙というものが控え
ております。

そういう中で８月に消費税の税率引き上げが
決まりました。具体的な中身についてはさらに
検討を加えることになるかと思います。本日は
そのような状況の中で田中局長、それから、平
嶋審議官にまずご説明をいただいて、討論を進
めてまいりたいと思います。

第１ラウンド、第２ラウンドという形になり
ますが、全般的な財政を含めたお話を第１巡に
させていただきまして、第２ラウンドで各税目、
消費税は当然含みますが、個別的な税制の問題
について議論してまいりたいと思います。

それでは、はじめに国税の状況につきまして
田中局長からお話しいただきます。よろしくお
願いいたします。
―――――――――――――――――――――

Ⅰ．財政・税制の現状と税制抜本
改革

（田中） 「財務省主税局」という表紙の資料

に従いましてご説明を差し上げます。

１．国債の歴史

一枚紙で「国債の歴史」という資料（資料編
３頁）を用意しました。私は今度の人事異動で
主税局長になりましたが、その前に理財局長の
ポストで毎月膨大な日本の国債の発行を担当し
てまいりました。借金としての国債というのは
どういう起源があるかというのをアメリカの方
が書かれた著書の中から引用しております。

中世の時代、絶対王政の時代は王様の借金と
国の借金は区別されておらず、王様が借金をし
ていたため、王様の代が変わると帳消しにする
ということがかなり行われておりました。「し
ばしば恣意的にデフォルト」と書いてあります。
スペインとフランスの具体的な王様の名前を書
きました。したがって、金を貸す方からすると、
よほど高い金利で貸さないと元が取れないとい
う時代でした。

これが大きく変わったのがイギリスの名誉革
命、権利章典です。議会ができ、議会が税金を
かけたり、国の借金についての承認をするよう
になり、そこで王様の私的な財政と国家財政が
分離し、国が借金をする仕組みになりました。
このことによって低い金利で資金調達ができる
ようになりました。王様は変わりますが、国は
なくなりませんので、「国は返してくれるだろ
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う」ということで、低い金利で人はお金を貸す
ことができるようになりました。

２番目のところに「信用力の向上」とありま
す。何をもって財源として返すかということを
貸す人にはっきりと示すために、イギリスの草
創期の国債は新たな発行の度に税金を１つ作り、
この税金で返しますというのを示しました。例
えばビールとか、塩の物品税と書いてあります
が、そういうことを世の中に示したということ
がございました。国債商品について流動性の向
上とか、信用リスクの低下ということが起こっ
てきて、国債がいよいよ市民権を得るようにな
りました。

「国の信用力を表す指標としての国債」と書
いてあります。第二次百年戦争、ナポレオン戦
争のことが書いてあります。イギリスが名誉革
命以降に確立した国債の信用というのがあり、
大量の戦費を国債で調達することができました。

しかし、フランスは歴代の王様が借金を帳消
し、つまりデフォルトしてきたため、信用力が
低下していました。ナポレオンは一生懸命財政
改革に取り組むのですが、イギリスに比べて非
常に高い金利の利息を払わなければならず、国
債イコール国の信用力が当時の戦争の帰趨を決
めたと言われています。

国債が日本の場合には大きな金額になってい
て、話題になりますが、その起源について申し
上げた次第です。

２．財政・税制の現状と課題

それでは、本題に入ります。資料②は予算の
状況です。日本の２４年度一般会計予算は全体で
９０．３兆円ですが、このうち国債の元本利子の支
払いの国債費、それから、地方の一般財源とし
て交付する地方交付税交付金、社会保障関係費
の３つを足して約７割を占めております。この
歳出を税収で賄わなければいけないのですが、
その賄われているのが５割に満たないというご
案内のような状況になっております。
資料③は、一般会計の国の支出と一般会計の

税収の推移です。平成２年以降、大きく乖離を
してきており、これが国債の発行につながって
いるわけです。
資料④は、大きく乖離した原因は何かという

要素を分析したものです。平成２年から平成２４
年にかけて普通国債の残高が全部で５３０兆円増
えましたが、この５３０兆円増えた原因を分析し
ますと、歳出の増加が２２９兆円、税収等が減少
した分が１８９兆円です。歳出の２２９兆円のうち社
会保障関係費が１８２兆円であり、大部分が社会
保障関係費です。公共事業も平成２年、３年、
４年、５年、６年は結構ありましたが、最近公
共事業が歳出の増加要因にはなっておりません。

税収の方は後で詳しく説明しますが、経済が
低迷したことに加えて、かなり大きな減税を行
ってきておりますので、これが両方相まって１８９
兆円の減少になっております。

現在のような政府債務残高を日本は経験した
ことがあるかというと、過去１回経験をしてお
ります。資料⑤で名目 GDP に対する政府債務
残高の比率を見ると、先の第２次世界大戦の終
戦の時点で２００％を超える借金を抱えておりま
した。その後、下がっておりますが、ここは巨
大なインフレが発生しまして、比率におきまし
てはここで大きな減少を見たわけです。

その後、日本経済のそれぞれの時代の特徴を
反映して、債務残高の比率が上がったり、下が
ったりするわけですが、最近はうなぎ上りに債
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務残高の比率が上がっています。
これを世界各国と比較したのが資料⑥です。

ギリシャ、ポルトガル、イタリア、アイルラン
ドという最近話題になっている財政が非常に苦
しい国の残高を比較するために載せております
が、日本の残高はこれらの国に比べても圧倒的
に高い残高になっています。

それから、よくテレビ等での議論では、「そ
んなことを言っても、国は資産を持っているで
はないか、財務省は大げさなことを言っている
のだ」ということを言う人がいますが、資料⑦
をご覧いただきたいのです。

国の持っている資産のうち金融資産は大部分
が年金の積立金です。保険料で国民からいただ
いた年金を積み立てているわけですが、この金
融資産を引いて、ネットの純債務残高で国際比
較をしても、日本はかなり高いところに債務残
高があります。
資料⑧は、イタリア・スペイン・ギリシャ・

ポルトガルというその世界で有名な国と日本の
さまざまな数値を比較しております。

一番話題になっておりますギリシャですが、
名目 GDP の一番上の欄をご覧いただきますと、
資料はドルで記載していますが、日本は約５００
兆円弱の GDP で、ギリシャの GDP は３０兆円
もなく、全然大きさが違います。債務残高はこ
こには全部書いておりませんが、ギリシャの債
務残高は日本円にして３０兆円程度です。したが
って、日本に比べると圧倒的に小さい国です。
しかも債務残高は日本から見れば本当に羨まし
いぐらい小さい金額なのですが、それでも財政
に対する信認が落ちると、今現在起こっている
ようなことが起こるということです。

上から５つ目の欄に「一般政府支出（対 GDP
比）」があります。どのくらい大きい政府かと
いうことですが、日本の３９％に対して、ここで
問題になっている国はギリシャを含めましてか
なり大きな政府支出になっております。ただ、
租税負担率は結構日本より高く、ギリシャは若
干低いものの、イタリア、ポルトガルといった

国は日本よりかなり高い租税負担率になってお
ります。スペインは２６％で低そうに見えますが、
リーマンショック以降の税収減によってこの数
字になっており、スペインの２００７年の数字は
３５．７％です。

国債等の海外保有比率を見ますと、日本は全
ての国債残高のうち海外で保有している割合が
６．７％ですが、他の４カ国はかなり大きな割合
を海外が保有しています。国債を海外が保有す
るか、国内が保有するかで理論的に大きな違い
があるかというのは学会の先生方も議論すると
ころでありまして、「国の中で借金をしている
から、その国は安全だというのは理論的には変
なのではないか」と言う先生もいらっしゃいま
す。

しかし、やはりホームバイアスがあって、日
本の中で生活をし、老後を迎え、ずっと自分の
経済活動を行うという人にとってみると、資産
は日本円で持つというのが為替リスクを負いま
せん。それから、あらゆる情報がほかの国に比
べて入ってくるということで、安心するだろう
という考え方もございます。「海外保有比率が
低い方が財政は安全だ」と言う人がいますが、
国内の国債保有者であっても、信認が失われた
場合には国債を手放す可能性もあるわけですか
ら、理論的には何とも言い難いところです。

１０年国債利回りが下から２段目にありますが、
これはちょっと古いデータなので、若干今は動
いていると思います。日本は０．８％で、１０年間
国にお金を貸しても１年間で０．８％の金利しか
付かないということです。７月には０．７２％まで
落ちました。非常に低い金利ですが、ほかの国
は非常に高い金利になっています。

金利は財政の悪さだけでは決まりません。一
般的な教科書の議論は、その国の将来の経済成
長に対する期待、見込みとその国の将来の物価
上昇に対する見込みと財政の健全性というよう
な要素が幾つか入ってきますから、低ければ低
くていいというわけではありません。日本がこ
れだけ低いというのは日本の財政に対する信認

― 41 ―



があるということではなく、日本の経済成長に
対する見込みが低いということが最大の原因だ
ろうと思います。

経常収支の GDP 比というのも大きな特徴で
あり、日本はまだプラスの経常収支です。しか
し、貿易収支は最近赤字が続いております。海
外に投資して、利子や配当で戻ってくる分が貿
易収支の赤字を補ってまだプラスでいるという
ことです。今の円高の時代に日本企業と日本の
金融機関は頑張っており、海外で企業買収を行
っております。いずれ配当や、あるいは融資を
すれば利子が返ってきますが、これは国全体の
所得になりますので、貿易で赤字が出ていても、
それが本当に大きな金額であり続ける間は経常
収支が黒字でいられるということだろうと思い
ます。
資料⑨は、利払いと金利の関係についてです。

これだけ多額の借金を日本は抱えているにもか
かわらず、利払費はそんなに増えていません。
昔に比べて圧倒的に金利が低くなっています。
したがって、公債残高が増えても、国債費はそ
んなに増えないということです。

資料をご覧いただくと、黒いグラフがそうい
うことを物語っているのですが、最後のところ
が上がり始めています。日本の全ての国債が低
い金利に置き換わっていって、これから仮に金
利が上がっていくと、国債費はうなぎ上りに増
えていく可能性があり、非常に心配をしており
ます。
資料⑩は、国債は誰が持っているかという資

料です。日本の場合は銀行、生命保険会社、年
金等国内の金融機関が大層を占めています。ヘ
ッジファンドが日本国債を攻撃してきても、国
内の金融機関が微動だにしなければ、日本国債
は暴落しません。今までも何回も海外のヘッジ
ファンドが日本国債を攻撃して、みんな日本の
国内の金融機関の痛い仕打ちに遭って、尻尾を
丸めて帰っているものと承知しています。

しかし、日本の中の金融機関のどこかが「国
債を持っているのは危険である」と思い始めた

瞬間に一気に国債が信認を失ってくるというこ
とです。数学的にどこまで行ったら、そのこと
が起こるかというのはわかりません。これは予
測の問題なので、危ないと思ったら危なくなる
ということなのです。そういう意味では我々も
非常に緊張しながら国債市場を見ています。
資料⑪は、仮に国債の金利が１％上がったと

きにどういうことが起こるかという資料です。
ご覧いただきますように国債費に影響が出ます。
国が払う借金の利子に影響が出ます。そこに書
いたような非常に大きな金額ですが、それより
ももっと大きな話は日本の国債を持っている金
融機関に大きな打撃が来るということです。

一番下の欄ですが、これは国会で日銀総裁が
答弁している数字です。全ての債券の金利が
１％上がるというのは現実的ではない仮定かも
しれないのですが、計算上そういう機械的な計
算を置いています。その場合には６．３兆円、銀
行が持っている債券の価値が落ちます。

これはバブル経済が破裂したときの話と同じ
であり、金融機関は自分の資産がこれだけ傷み
ますから、それを回復しようとして貸付をしな
くなる、あるいは貸しはがしをするような事態
になります。さらにそれが経済をおかしくする
ということです。

国債の最大の問題は国の財政が破綻するとい
うことではなく、それも大変な話ですが、実は
その国の経済を壊滅状態にするということであ
るということが大事なところです。
資料⑫は、過去にそんなに金利が上がったこ

とがあるのかという資料です。２回大きなショ
ックがあり、１％以上の金利が上がったことが
あります。最初は９８年１２月に財政投融資の資金
運用部が一部国債を買っていたのをやめるとい
う表明をしたことに伴って大きく金利が上昇し
ました。

２回目の２００３年の６月は VaR ショックとい
うものであり、バリュー・アット・リスク
（Value at Risk）の略です。金融機関は国債を
どのくらい保有するべきか、どのくらい売るべ
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きか、というのを債券理論で計算しています。
自分たちのプログラムがあり、国債の金利の「上
がったり」「下がったり」が大きくなると、「こ
の債券を持っているのは危険だ」いう方程式を
持っています。

したがって、国債の金利が上下にぶれると、
自動的に「この国債を持っていては危険だ」と
いうシグナルが出て自分たちの資産運用の内容
を変更することを検討します。それがこのとき
に起こったのです。今やこのときの経験があり
ますので、ちょっとやそっとのことで慌てて売
ったりはしませんけれども、そういう意味で全
ての金融機関が同じ方向を向いて動き出すとい
うことが怖いところです。
資料⑬は、主要税目、各税目の税収の推移で

す。所得税は、累次にわたる減税を行ってきて
おり、それに伴って税収がかなり落ちてきてお
ります。もちろん最近は給与が伸びないという
ことが大きな原因になっております。

法人税も、税率をかなり引き下げてきている
ことと現在の日本経済の停滞に伴って、税収も
減ってきております。
資料⑮は、社会保障支出・社会保障以外の支

出の対 GDP 比です。
これは OECD の各国の中でその国の大きさ

に比して政府の支出が大きいか、小さいかとい
うことです。一番右の欄は社会保障以外の支出
が GDP 比でどのぐらいあるかということです
が、日本は９５年からさらに落ちて、社会保障以
外の支出が OECD の中では最も小さい国にな
っております。

これは利払費を除いております。非常に大局
的に見て、日本の財政支出がほかの国に比べて
無駄が多いというのは若干言いすぎではないか
と思っております。
資料⑰は年金や医療関係の給付と財政の関係

です。先ほど申し上げたとおり、社会保障の給
付が非常に大きなウエートを占めていますが、
どのくらいあるかといいますと、年金と医療と
介護、その他の全部で１０９兆円です。これは年

金の渡す金額を全部足し上げて、医療機関に支
払う保険の給付を全部足し上げたものです。医
療機関で患者が払う分は入っておりません。そ
れから、介護で市町村が払う分を全部足し上げ
てという形で、およそ社会保障にこの国のお金
がどのくらい使われているかというのが１０９．５
兆円です。

この財源が資料⑰の右側です。保険料が６０兆
円、国税の負担が２９．４兆円、地方税の負担が１０．９
兆円、また、年金は運用していますから、運用
益等が資産収入等で入ってきます。この国税の
２９．４兆円が全部税金で賄われていればかなり健
全ですが、先ほどご説明しました日本の赤字公
債の増加の大きな原因がこの２９．４兆円にあると
いうことです。
資料⑲は、財政運営戦略の概要です。日本政

府は非常に悪い財政を抱えており、「今後こう
いうふうに健全化します」というのを決めてお
ります。「プライマリー・バランス」という言
葉を使っておりますが、入ってくる税収等で政
策的経費を全部賄えるかどうかということです。
借金の元本の返済と利子はひとまず置いておい
て、それ以外の政策的経費を税金で賄えるかど
うかということです。それがプラスかマイナス
かということです。

現在、日本政府はそれがマイナス、つまり足
りていないのですが、この足りていないプライ
マリー・バランスの赤字を２０１５年までに今の状
態から半減するということです。２０２１年には安
定的に債務残高が減っていくように、プラスに
転ずるようにするという方針を持っております。

今度の社会保障と税の一体改革をやるとどう
なるかというのは資料⑳－８をご覧いただきた
いと思います。税収の将来の試算をしなければ
いけませんし、歳出の方も試算をしなければい
けないので、国・地方を併せて、試算をしたの
が左の上です。国だけで言うと、右上の折れ線
グラフです。

どのくらいの経済成長を予測しているかとい
うのが小さい字で書いてあります。「慎重シナ
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リオ」と上に書いてあるところの右側の括弧の
中に書いてありますが、２０２０年までに平均で名
目１％台半ば、実質１％強の成長を行うという
ことです。この表現ですから、GDP デフレ脱
却はしているという前提になっています。この
くらいの成長率で、少し安全を見て試算した場
合で申します。

左の上をご覧いただきますと、今現在税収で
一般的な歳出を賄えているかどうかということ
が書かれていますが、その金額はマイナスです。
その GDP 比は、足元をご覧いただきますと、
６％より下回っております。これが徐々に良く
なっていくだろうと見ております。資料に記載
の通り、２０１５年にはマイナス３．２％と現在のマ
イナス幅の半分ぐらいにはどうにかなれるので
はないかということです。この資料に、今度の
改革前の数字を入れた数値は示されていないの
ですが、１月時点での同様の試算においては、
消費税率引上げの影響が平年度化する２０１６年度
時点でマイナス４．５％となっていて、このとき
は、一体改革を考慮しない場合と比べて１．５％
程度改善することとなっていました。

しかし、このまま行くと２０２０年はマイナス
３．２％からマイナス２．８％までは回復しますが、
本来の目標であるプラスマイナスゼロ、あるい
はプラスに持っていくことができません。した
がって、今度の改革にさらに加えて、これは増
税等を意味しているというわけではありません
が、歳出カットとか、あるいは経済成長とか、
もちろん増税も含めて、ありとあらゆる手段を
講じて、２０２０年のプライマリー・バランスの黒
字化を達成するのにあと２．８％分必要であると
いうことです。そういう状況に日本はなってい
るということです。

今度の改革は、「増税はします、一部の社会
保障は充実します、残りは今現在の根っこの社
会保障に充てます」というものです。

３．社会保障と税の一体改革

資料⑳－２は、社会保障・税の一体改革の資

料です。その具体的中身をご覧いただきます。
５％消費税を引き上げます。全額社会保障に充
てるのですが、そのうちの１％分は今現在不足
している分野の社会保障の充実に充てるという
ことです。例えば待機児童の解消とか、医療介
護サービスの充実とか、あるいは社会保障面で
の低所得者対策が必要だという場合の分もこの
１％に入っております。残りの４％は今から国
民に対する社会保障のサービスを充実するので
はなくて、高齢化等による社会保障が増加する
ことから、社会保障の安定化に充てていくとい
うことです。

年金の国庫負担は２分の１に引き上げますが、
年金の金額が増えるわけではありません。そう
いう意味で国民のサービスが増えるわけではあ
りません。

それから、毎年社会保障が増えていますが、
全部税金で賄えていませんので、７兆円程度は
後世代への付け回しの軽減に充てます。今回の
改革で約４％は財政の健全化に役立つという内
容になっております。
資料⑳－４は、その全体像をポンチ絵にした

資料です。左側が現在、右側がこれからという
ことです。今でも社会保障の国分につきまして
は基礎年金、老人医療、介護に充てていますが、
これを今度は社会保障４経費、年金・医療・介
護・少子化ということで、今現在約３１兆円の経
費がありますが、これに消費税の増収分を全部
充てるということです。地方においても、引き
上げた分は社会保障の財源に充てることになっ
ています。

―――――――――――――――――――――
（水野） 田中局長、ありがとうございました。

それでは、引き続きまして、総務省の平嶋審
議官、地方財政・地方税制の全般的な状況をお
話しいただけますでしょうか。
―――――――――――――――――――――
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Ⅱ．地方財政・地方税制の現状と
税制抜本改革

１．社会保障と税の一体改革

（平嶋） ご紹介いただきました平嶋でござい
ます。よろしくお願いします。

今回の社会保障と税の一体改革の概要は田中
局長からお話があったとおりですが、私の方か
らご発表させていただきたいのは、なぜ、地方
消費税の引き上げが必要なのか、という点です。
国の財政が大変厳しいということ、あるいは国
の社会保障関係費が増えていて、何とかしなけ
ればいけないという話は多分わかっておられる
方が非常に多いのだと思います。

その中でなぜ今回の税制抜本改革の中で地方
消費税も上がるのだろうかということについて
それなりに疑問を持っておられる方もおられる
のではないかと思います。その点について、例
えば「地方財政が厳しいという話は聞いたこと
はあるけれども、それは無駄が多いからなので
はないのか」とか、「社会保障と言っているけ
ど、何が地方に関係があるのだ。社会保障は国
の問題だろう」と思っておられる方も多いので
はないかと思います。そういう点についてちょ
っとお話をさせていただこうと思います。
資料❶（資料編５５頁）は、「消費税５％引き

上げにおける社会保障制度の安定財源確保」で
すが、これは先ほど田中局長からお話しいただ
いたとおりです。社会保障の充実に２．７兆円、
残りは現在の社会保障を守るために１０．８兆円が
使われるとなっています。この中に地方という
言葉が出てこないので、わからないのですが、
実はこの中に相当地方がかんでいるということ
です。
資料❷は、が今回の地方消費税収全体の配分

です。一番上にありますように、現在５％の消
費税を平成２６年４月１日から８％に、２７年１０月
から１０％に引き上げることになっております。

その消費税の中で地方消費税は２６年４月１日
に１．７％、２７年１０月から２．２％となっております。
その上に消費税のうち地方交付税の分がありま
すので、全体としましては現行２．１８％のものが
平成２７年１０月からは３．７２％が地方に配分される
ということになっています。

全体で見ると、５％のうち２．１８％から１０％の
うちの３．７２％ですので、若干割合が減っており
ます。これは後ほどご説明しますが、基礎年金
の国庫負担の分は国しかないために、こういう
ふうになっております。

なぜこういうふうに地方の分も上げるかとい
うことですが、資料❸に今回の税制抜本改革の
目的を書いております。上の方は国の方の消費
税を引き上げる法案に書いてある内容です。少
し濃いところを読みますと、「社会保障の安定
財源の確保及び財政の健全化を同時に達成する
ことを目指す観点から消費税の使途の明確化及
び税率の引上げを行う」と書いてあります。

では、地方の方を上げる理由は何だというこ
とですが、地方の方を上げる法案の理由のとこ
ろにございます。「地方における社会保障の安
定財源の確保及び地方財政の健全化を同時に達
成することを目指す観点から、地方消費税の使
途の明確化及び税率の引上げを行う」となって
おりまして、全く国の方と目的は同じです。そ
の点は資料❹にもありますが、それは省略させ
ていただきます。
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２．地方財政・地方税制の現状と課題

地方財政はそんなに悪いのかということです。
資料❺を見ますと、先ほど田中局長からご説明
があった国の財政の推移を書いてあります。昭
和５５年、５６年に臨時行政調査会ができたところ
に「赤字公債依存体質からの脱却」と言ってい
て、平成元年ごろに達成できたのだけれども、
バブル経済が弾けたときにどんどん悪くなって
いって、橋本総理の財政構造改革で平成９年に
一度落ちたものの、１０年以降ずっと悪くなって
いったということです。だんだん景気が良くな
って、平成１９年ごろに良くなったものの、リー
マンショックでまた悪くなったという経緯をた
どっているわけです。

では、地方財政はどうなっているか。資料❻
で見ますと、実は同じことが起きております。
昭和５６年に始まった以降、増税なき財政再建路
線の中で平成元年ごろには財源不足と言われて
おります地方の借金のウエートというのは限り
なく少なくなりましたが、バブル経済が弾ける
と同時に増えていって、平成９年の橋本総理の
財政構造改革のときに財政赤字は減ったものの、
１５年ぐらいをピークに上がっていって、その後、
税収が回復して下がっていったものの、リーマ
ンショックでまた悪くなっているという図にな
っております。
資料❼は、国家財政と地方財政の２つの様子

を並べてみました。国の財政の悪化度合い、そ
れから、良くなっている割合と地方の状況がほ
ぼ平行していることがおわかりいただけると思
います。

理由は何か。資料❼の上段に書いてあります。
「地方財政は、国の財政政策の影響を大きく受
けるほか、税収構造も類似しているため、国の
公債依存度と地方の財源不足はほぼ同じ傾向を
たどる」ということです。
資料❽の国家財政と地方財政の債務残高の推

移も大体似たような傾向で上がってきているわ
けです。近年、地方財政の方の借入金残高は若

干高止まりしておりまして、増えていないので
すが、これは国の方は６０年償還なのに対して地
方の方は大体２０年から３０年で償還することに起
因します。地方は、今は自転車操業をしている
という状況に近いわけです。

先ほど国家財政の方の赤字がたまった原因の
中で税収の方のご説明がありましたが、資料❾
で、国税と地方税を見ていただきますと、安定
財源として国のところに消費税というのが入っ
ております。左から３番目の２３．９％です。同じ
ように地方でも地方消費税と固定資産税という
のが安定した財源として入っております。その
一方、国も地方も半分強は所得税ないしは法人
税という形で景気の動向の影響を受ける税です。
変動しやすいという点では国税と地方税はほぼ
同じ傾向をたどっているということが言えます。

それは資料10で見ていただければわかるとお
りです。先ほど申しましたように地方消費税と
固定資産税はほぼ安定しておりますけれども、
特に地方法人二税というのは乱高下をするとい
うことでした。そういうことからしても、景気
が悪くなると借金がたまりやすい体質というの
はあるということです。

さらに今度は歳出面を資料12で見ていただき
ます。わが国の場合は地方自治と言っても、地
方は地方独自の仕事だけをしているわけではあ
りません。あらゆる分野で地方の歳出は、国庫
補助関連事業とか、国が法令で基準を設定して
いるものとか、警察官とか、高校教員とか、国
が法令で実施を義務付けているものがほとんど
です。

例えば給与のところを見ますと、当然地方は
給与を払っていると思われると思いますが、実
際のところは小中学校の教員には国庫負担があ
りますし、あるいは警察職員は国の方で基準を
決めているという現状です。それに一般行政経
費の補助、ここが実は社会保障です。

その社会保障について見ていただきたいのが
資料13です。社会保障についてなぜ地方が関係
するのだということなのですけれども、わが国
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の場合、地方公務員を除き年金については基本
的に国がやっていますが、年金以外の社会保障
については国と地方が役割分担をして、お金を
持ち合っているという現状がございます。

例えば右上の生活保護です。生活保護は国が
３／４、地方が１／４を持っております。母子
家庭が頂いている児童扶養手当は逆に国が１／
３で、都道府県、市町村が２／３です。国民皆
保険を支えている医療の代表であります国民健
康保険ですが、国が４３％出して、都道府県が７％
です。保険料は市町村が徴収しています。７５歳
以上の方の後期高齢者医療制度ですが、これも
歴史的な経緯の中で上の方に公費負担がありま
すが、国が３３．３％、都道府県と市町村で１６％、
早い話が２／３と１／３ということです。介護
保険についても国が半分、都道府県と市町村で
大体半分を持っているということです。社会保
障経費が増えるということは、国だけではなく
て、地方も増えていくということです。

その状況が資料14です。先ほどご説明があっ
たように、社会保障関係費に関する地方負担等
は、毎年自然増で増えております。平成２２年度
にございました国庫負担の中で２７．６兆円あった
のが２５年度には３０兆円、１年で１兆円ずつ自然
増があると言われております。２８年度には３３兆
円になります。それと同じように、地方負担の
方も、２２年度が１６．８兆円だったものが１９．２兆円、
２０．９兆円と増えていきます。

この中で年金に関しては、年金の保険料を払
うときに国も地方も負担しますので、そんなに
増えていかないのですが、見ていただければわ
かりますように、何が増えるかというと、医療
と介護です。そして、医療と介護に関しては地
方が負担している割合がそれなりに多いという
ことです。

このように社会保障も増えていくし、地方の
方も税収が足りないということはわかってきま
した。国も厳しいけれども、地方も厳しいのだ
とわかっていただいた上で申し上げますと、「で
も、地方には無駄があるのではないか。まだ絞

る余地がいっぱいあるのではないか」というお
話もあろうかと思います。

その状況が資料15からです。かつて地方公務
員の給与が高いと言われた時代がございました
けれども、各県は非常に苦しくなっております。
国の方も現在給与カットしておりますけれども、
ここにありますように厳しい地方の県では、か
ねてから給与を相当程度引き下げているという
現状がございます。
資料16は、地方公務員の数です。現在の地方

公共団体の職員数ですが、総職員数は２７８万人
で、平成６年をピークとして、１７年連続で減っ
ております。平成６年と比較しますと、平成２３
年度では５０万人減っています。大体１５％ぐらい
職員が減っている現状です。

この１０年ぐらいの中で地方行政に関して最大
の行政改革というのは市町村合併です。資料17
で見ますと、市町村の数は平成１１年には３，２２９
だったものが平成２０年には１，７８８、平成２２年に
は１，７５１まで減っております。この効果で今後
も職員数は減っていくことが見込まれておりま
す。見ていただければわかりますように、当然
市町村の数が減りますと、首長さんの数は３，２２９
だったのが１，７８８になりました。収入役は制度
がなくなったこともありまして、三役の合計で
行きますと、９，９００人が半分以下の４，０００人にな
りました。

議員の数も多いといわれております。国会議
員の定数の問題も出ておりますが、地方議会議
員の数も６万人あったのが３万４，０００人まで減
っています。そして、多分これから市町村の職
員の数はまだ減っていくと思います。

そういう中で地方財政がなぜ苦しくなってい
るか。先ほど国の方も社会保障以外の経費は減
っているというお話がありましたが、実は地方
も国の社会保障制度に基づくものと公債費が増
加している以外は一般歳出は減り続けていると
いう現状です。そういう中で何とか今回は増税
をお願いしているということです。

こういう中ですので、国と地方の配分につい
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ては、先ほどご説明しました国と地方の社会保
障関係費をどういうふうに持ち合っているか。
そういう割合に応じて今回は５％の配分を決め
させていただきました（資料19）。

そういうことで、これだけではまだ足りない
わけですけれども、その上にその配分について
は地方分についても社会保障財源化を図るとい
うことで国民の理解をいただこうということで
す（資料21）。実際の社会保障を現場でやって
いるのは地方公共団体でありまして、社会保障
を支えていくためにはどうしても地方財政も支
える必要があるということです。

それから、先ほど国債が危機ということもあ
りましたが、地方も地方債を出しております。
過去のアルゼンチンの危機なんかを見ますと、
当然のことですけれども、国債に火が付く前に
地方債に火が付きます。アルゼンチンの場合も
デフォルトが先に起こったのは地方からでした。

現在、地方財政は大変に厳しい状況にありま
すけれども、その穴埋めは国と地方で半分ずつ
になっています。先ほど申し上げた社会保障の
関係で地方で引き上げられた消費税は国家財政
の改善にも寄与することになっております。今
回の国・地方全体としてやっていることが重要
だということについては私どもも地方の方に十
分に説明させていただくようにしておりますの
で、この点についてご理解をいただければと思
っております。以上でございます。

―――――――――――――――――――――
（水野） 平嶋審議官、ありがとうございまし
た。ただ今、財務省の田中主税局長と総務省の
平嶋審議官から国の財政、地方の財政全般につ
いてお話をいただきましたが、これについてお
二方からコメント、ご意見等をいただきたいと
思っております。

まず横浜国立大学の岩﨑先生からお願いいた
します。
―――――――――――――――――――――

Ⅲ．財政・税制の現状と税制抜本
改革についての討論

（岩﨑） 横浜国立大学法科大学院の岩﨑政明
でございます。ただ今のご説明に関連して、今
後の税制改革の課題について、質問をさせてい
ただきたいと思います。
〔国税関係〕

まず国税関係ですが、「社会保障の安定財源
の確保等を図る税制の抜本的な改革法」、一般
的には「社会保障と税の一体改革法」と呼ばれ
ていますが、この法律の成立によりまして直近
の改革内容としては消費税率の段階的引き上げ
が決定されました。しかしながら、もともとの
３党合意により予定されていた改革内容のうち、
今回の法律に取り入れられなくて、先送りにさ
れた項目や、あるいはそもそも３党合意の対象
となっていないのだけれども、従来から税制改
革が必要だと言われていた重要な改革課題が残
されていると思いますので、２点ほどご質問を
させていただきます。

１．消費税
まず１点目は消費税の問題なのですが、税率

の段階的引き上げを円滑に執行するための付随
的改革課題としては、今後どのようなことが考
えられているのかということをまず伺わせてい
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ただきます。
具体的にはマイナンバーを設けるとか、ある

いは給付付き税額控除を設けるとかいうことが
提唱されております。それ以外にも、消費税の
税率を引き上げるわけですから、これに対応し
て、個別消費税の税率を今後どうするのかとい
うような問題、あるいは消費税の税率を引き上
げることにより経済活動にマイナスの効果が生
ずるということは当然あり得ることですので、
この経済的なマイナスの影響をなるべく緩和す
るためにはどういった措置が講じられるのかと
いうようなことにつきまして、お考えがありま
したら教えていただきたいと存じます。

２．消費税以外の税制改革
次の２点目ですが、これは中期的改革課題で

す。今回決まったのは消費税の段階的引き上げ
だけでありまして、それ以外の税制改正課題に
ついてはほとんど決まっていないわけです。段
階的にどの改革から、いつ頃をめどに、どのよ
うな内容の改革していく必要があるかというこ
とについて、もし検討されているようでありま
したら、それをお聞かせいただければありがた
いと存じます。

〔地方税関係〕
続きまして、地方税につきましても、２点ほ

ど伺わせていただきます。

１．地方消費税
１点目は地方消費税の関係です。消費税率が

段階的に引き上げられる関係で、地方と国の配
分割合をどうするかということが当然問題にな
るわけですが、この点につきましては先ほどの
資料でご説明いただきました。

しかしながら、その配分で果たして本当に地
方財政は何とかなるのだろうかというのが問題
です。足りないとすれば、その足りない部分の
穴埋めを今後どういうふうに図っていくのかが
検討課題として残されていると思いますので、

この点に関して現段階でのお考えがあればお伺
いしたいと存じます。

２．国と地方との税目配分のあり方
次に２点目ですけれども、これは所得課税関

係になるわけなのですが、首都圏への人口集中
や事業・産業の集中ということが沈静化してお
りません。そういう状況の下で多くの地方公共
団体の税収を十分なものにするということは現
行制度の下では難しかろうと考えたときに、や
がては国と地方との間の税目配分全体をある程
度調整する必要が出てくるかもしれません。

それは国と地方の関係全体のお話になります
から、確定的なことをお答えいただくのは難し
いと思うのですけれども、地方としてお考えの
点があればご教示いただきたいと存じます。

―――――――――――――――――――――
（水野） ありがとうございました。後で併せ
てお答いただくことにしたいと思います。

租税研究協会の内野理事、コメント、ご意見
等をお願いいたします。
―――――――――――――――――――――

（内野） 三菱商事の内野でございます。ただ
今田中様並びに平嶋様から多種多様なデータを
駆使され、国及び地方の財政状況についての大
変詳細かつわかりやすいご説明を頂戴し、あり
がとうございました。

おっしゃった構造的な要因に起因した恒常的
な財政赤字が継続している中で、その財政健全
化へ向けて、政府省庁及び地方自治体が総力を
挙げて取り組んでおられるという状況も十分理
解させていただきました。

お二方のご説明について私の方からは企業サ
イドの立場として、ご質問と申しますよりも企
業視点から若干コメントをさせていただきたい
と思います。
〔企業の経済環境認識〕

はじめに、わが国における私ども企業を取り
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巻く現在の経済環境認識ですけれども、冒頭の
今井会長のご挨拶の中でもございましたように、
グローバルベースでの不透明感の払拭ができな
いことを要因にして、特に日本ではいわゆる消
極的な選択肢として為替の円高基調が定着して
しまっています。これが特に輸出産業に対して
大きなマイナスインパクトを与えているという
現状がございます。

一方で、ご存じのとおり、昨年の東日本大震
災で置きましたサプライチェーンの寸断は徐々
に国内では解消しつつあるわけですけれども、
その過程で、ご記憶と思いますが、昨年秋にタ
イの洪水被害でまたサプライチェーンの寸断が
発生し、これが日本での生産活動にも影響を与
えました。すなわち日本での生産活動自体がグ
ローバルなサプライチェーンに組み込まれてい
るということをあらためて再認識させられまし
た。

本日は税制をめぐってのディスカッションと
いうことではあるのですけれども、こうした昨
今のデフレからの脱却を図り、経済の再活性化
を図るためには、税制のみならず、いろいろな
面で活力のある経済を取り戻す政策が必要だろ
うと私どもは思っております。こういった環境
認識をベースに幾つかコメントをさせていただ
きたいと思います。

〔財政健全化と社会保障の持続可能性〕
まず財政健全化と社会保障の持続可能性につ

いてですが、恒常的な財政赤字の要因である社
会保障費をどのように抑制し、その財源をどの
ように確保するか、これが課題であるというこ
とは言をまたないところだと思います。今回の
消費税の増税論議の過程におきまして増税より
も経済成長さえすれば、増税を行わなくても、
財政再建は実現可能であるといった意見も一部
あったように思います。確かに経済成長による
税収増は期待できる面もある一方で、もともと
財政のメカニズムが保有しているいわゆる自動
安定化機能、ビルト・イン・スタビライザーが
働いた場合には、経済成長による税の増収がそ
のまま次の税の増収につながっていくというメ
カニズムには必ずしもなっていないという面が
あると思います。

経済成長はもちろん必要ですけれども、それ
と同時に思い切った構造改革、抜本的税制改革
と社会保障制度改革は避けて通れないものと私
どもは認識しております。従って、今回成立い
たしました社会保障・税一体改革関連法案自体
の施行及びこれに付随するさらなる税制改革が
スピード感を持って推進されることに大いに期
待しているところです。
〔税制改革の方向性〕

その税制改革の方向観について若干コメント
をさせていただきます。ご存じのとおり、税収
を構成する課税対象は所得、資産、消費の３つ
が基幹要素となるわけで、税制上はこれらのバ
ランスがうまく取れていることが重要だと思い
ます。

この３つの基幹要素のうち消費については安
定的な税収が見込まれるという観点から、今回
こういった社会保障・税一体改革関連法案が成
立したわけで、これはこれで非常に意義がある
ことだと思います。このことによって、待った
なしの財政改革に取り組むわが国の姿勢を具現
化できたということは国際的な信認を取りあえ
ず失わずに済んだということです。このことは
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私ども企業がグローバルに事業を展開する際の
バックボーンとして非常にフォローなウインド
ウであるということで高く評価しております。

ただ、３つの基幹要素のバランスを取るとい
う観点からすれば、消費税率の引き上げだけで
なく、先ほど岩﨑先生のご質問にも出ましたけ
れども、所得資産についても、所得再配分機能
を高め、格差拡大を防止することが税制上同時
に求められるのではないかと思っております。

また、現在の経済的閉塞感は財政赤字問題だ
けでなく、ほかにもさまざまな要因が複合的に
絡み合っていると認識しております。もちろん
財政赤字がもたらす将来に対する不安感が消費
を抑制し、実需不足を生み出しているという面
は間違いなくあると思います。

それでは、財政赤字解決の道のりを示すだけ
で、現在の経済的閉塞感が全て解決するかとい
えば、そうではないと思います。それこそ税収
増のために、税率の引き上げもさることながら、
その課税対象となる消費そのものの拡大も同時
に必要と考える次第です。

消費が拡大するということはすなわち経済が
勢いづいているということの裏返しですから、
経済の活力を生み出すことです。企業的視点か
らもっと具体的に申し上げますと、経済の牽引
力となる企業活動の活力を生み出すような税制
改革についてもぜひ取り進めていっていただき
たいと思います。

また、企業活動の活性化のベースとなる地域
の成長も不可欠であり、地域の自主性、自立性
を確保すべく地方自治においても安定した財政
基盤の確立が必要であると思います。その場合、
地方税制については税収が安定的であり、地域
の偏在性ができるだけ小さい税を中心に基盤づ
くりをしていくことが望ましいと思っておりま
す。

その最後につきましてはまた各論のところで
申し上げさせていただきます。以上でございま
す。

―――――――――――――――――――――
（水野） ありがとうございました。岩﨑さん
の方から消費税に関連したマイナンバーの問題、
あるいはその他の税制についてはどうなのだろ
うかというご質問をいただきました。また、内
野理事の方からは経済活性化とこれを考えた場
合の財政改革、その他、さらにどのような政策
が必要であるかご意見として伺いましたが、こ
れらの点につきまして田中主税局長からご説明、
ご回答いただけますでしょうか。
―――――――――――――――――――――

〔消費税の引き上げに向けた政策〕
（田中） 岩﨑先生からお話のありました消費
税率の引上げを円滑に遂行するための環境整備
について、色々な話がございました。まず１つ
は、マイナンバーについてですが、法案が成立
すればいつでも対応できるようになっています
ので、これは国会審議をお願いしたいと思いま
す。

１．低所得者対策
今後消費税率の引上げに向けて、恐らく政治

的・政策的に一番大きな話になるのは、いわゆ
る低所得者対策です。先ほどの先生のお言葉を
借りますと、給付付き税額控除といわれている
消費税の負担をある程度緩和するための現金の
給付のようなことをやるべきなのかどうか。そ
れから、そういうことはやらないで、例えば食
料品に代表されるような一定の商品については
低い税率にして税率を複数にすべきなのかどう
か。これが最大の議論になってくるのだろうと
思います。

我々は是非ともどちらかでなければいけない、
というスタンスを持っているわけではありませ
んが、まだまだ世界各国と比べて、そんなに高
い税率の消費税ではないことを念頭に置きます
と、事業者の方々に大きな負担をかけて、ある
いは出来上がった制度がいろいろと揶揄される
ことのないようにしなければいけないと考えま
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すと、複数税率はまだまだ早いのではないかと
思っております。ただ、これは政治的な判断が
どうなるかということです。

では、お金を配ればいいのかということです
が、消費税を導入したとき、あるいは引き上げ
たときに１回限りの給付をしております。当時
の考え方は、消費税率の引上げというのは物価
上昇が起こるということです。日本の社会保障
制度は、物価上昇が起きたときにどう対応する
か、というのがビルトインされております。生
活保護も、年金も、医療費は医療費改定をやる
のですが、「物価上昇が起きたら、その分はこ
ういうふうに対応するよ」というのがビルトイ
ンされております。したがって、理論的にはそ
のビルトインされている制度で対応すればいい
ではないか、ということになるのですが、当時
はこれが１年遅れでついてくるという話がござ
いました。つまり、上がったときに直ちに年金
が上がるわけではないという話になります。そ
れで、その分は取りあえず１年間現金給付で対
応しようということで、今度も「簡素な給付措
置」という言葉が使われていますが、そういう
対応をしました。

本来はそういう対応が一番理論的なのだと思
いますけれども、ここは非常に政治的な議論が
あるところですので、私どもも考えていく必要
があるのだろうと思っております。

２．個別の間接税
それから、個別の間接税の話がありました。

酒、たばこ、車、ガソリン等様々な個別の間接
税がございます。これらにつきましては、消費
税率が上がったときにどう対応するかというこ
とについてそれぞれ与党も野党も何らかの対応
をする必要があるという議論をしてきています
ので、その前提でさらに議論を深めていくとい
うことだと思います。

一方で、例えば税制による地球温暖化対策を
強化するとともに、エネルギー起源 CO２排出
抑制のための諸施策を実施していく観点から

「地球温暖化対策のための税」が導入されます。
つまり、個別の間接税にもそれなりの役割があ
るということです。以前、消費税を導入したと
きに物品税を廃止しました。「個別の間接税が
こっちにかかって、こっちにかかっていないの
はおかしいではないか」等さまざまな議論があ
って、消費税を導入しました。現在、個別の間
接税の持っている役割というのがまた出てきて
いる面があって、その典型が「地球温暖化対策
のための税」です。これは全化石燃料を課税ベー
スとする現行の石油石炭税に CO２排出量に応
じた税率を上乗せするものですが、そういう考
え方がそれぞれの税でどのように展開するかと
いうのが今後の議論だろうと思っております。

３．経済への影響に対する対策
もう１つ大きな話は、まさに増税ですので、

経済にマイナスの影響が出るのは当然だと思っ
ております。「当然」というのは「あっていい」
という意味ではなくて、「当然起こり得る」と
いう意味です。それをできる限り緩和するため
にどういう対策を取っていくかということだと
思います。海外の例を見ても、経済がマイナス
になって、そのままずっと消費税の増税が経済
に悪い影響を与え続けるということはないと思
っております。

先般消費税率を３％から５％に引き上げたと
きにそういうことが起こったのではないかとい
う議論が世の中にありますが、かなり専門的な
分析をしてみますと、あの際のアジアの経済危
機とか、金融面における大きな変化が同時に起
こってしまったことが一番大きな原因であって、
２年も３年も消費税の引き上げた効果がマイナ
スに続くことはないと思っています。
〔税制改革の方向性〕

しかし、先ほど内野理事のお話にありました
が、最大の問題は財政を良くすることだけでは
なくて、これからどういう所得でみんなが食べ
ていくか、ということです。この国がどういう
ふうにこれから経済の拡大をしていくかという
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のが最大の問題です。１年、２年の問題だけで
はなく、中長期的に見て、どういう経済成長路
線を取っていくべきか。こんな議論をしながら
５年も６年も経っており、いい抜本的解決策を
見出していないと私は思っております。

しかし、この話は絶対に逃れられない話です。
雑ぱくな言い方をすれば、この国がどういうふ
うにこれから食べていくか。そのためにどうい
う産業にどういうふうに伸びていってもらうか。
そのために税制をどうしていくか。あるいは予
算をどうしていくかということが大きな問題に
なるのだろうと思っております。

１．法人税
税の面でいいますと、法人税の税率の問題も

ありますが、減税を行ったことが本当に経済の
活性化に役立つような、同じ減税を行うのであ
れば、そういう考え方が大事だと思っておりま
す。

昔、研究開発税制でかなり大きな減税を行い
ました。その当時の考え方は法人税率を一気に
引き下げるよりは研究開発を行ったり、あるい
は新しい設備投資を行ったりする場合に減税を
行うということで、同じ減税措置を講ずるなら、
そちらを選択するという考え方でした。

その後、アジアの近隣の法人税率が下がって
きて、２５％とか、２０％になってきたこともあり、
先般法人税率を引き下げましたが、さらにもう
１回成長という面から、どういう法人税の対応
が望ましいのかという議論が必要になってくる
のではないかと思います。

２．消費税の適正な執行
先ほどの先生の話には出てこなかったのです

が、消費税を入れるときはどうしても事業者の
方々に事務負担をかけますので、それをどのよ
うに緩和していくのか、転嫁がきちっとできる
ようにするにはどうするか、ということがあり
ます。

導入時の平成元年や引上げ時の平成９年と比

べると、明らかに消費者物価の上がり方が落ち
ていますので、今回は今までなかった法案を出
して、転嫁をきちっとやってもらって、そのた
めの監視をするということをやりたいと思って
います。いわば優越的地位を使って、強い企業
が弱い企業に転嫁をさせないようにするという
ことが無いようきちっと監視をしていきたいと
思っています。これも若干先生の角度とは違い
まして、技術的な話ですが、大事なところだと
思っております。

３．税収確保と税制改正
内野理事の方から所得、消費、資産のバラン

スということで、後で個別税制の方でお話しし
ますが、所得税にしても、資産税にしても世界
の趨勢が若干昔と変わってきています。リーマ
ンショック以降、かなりの所得の人にはそれな
りの負担をしてもらうというのが世界の趨勢に
なってきています。

大蔵省の時代の制度改革は、むしろ高すぎる
最高税率を下げる、という改革でしたが、逆に
今は世界が動いているので、それを前提にした
法案をこの間国会に提出しましたが、成立して
おりません。年末までにもう１回それを議論し
直すことになると思いますが、そういう中で対
応する必要があると思っています。

それから、所得再分配の問題ではなく、税収
力として消費税以外にどこかで税収確保ができ
ないのかという話がありますが、そんなに大き
な税収源は存在しません。特に所得税の世界で
本当に税収を確保しようとすると、かなり所得
の低い人から増税しない限り、大きな税収は入
ってこないということを後でご説明したいと思
っております。

また、企業活動の活力の話がありましたが、
これは１～２年の短期の経済の活性化の話では
なく、中長期的にどのように経済を活性化して
いくか。その対策を考えていく必要があると考
えております。
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―――――――――――――――――――――
（水野） それでは、地方税・地方財政につき
まして、平嶋審議官、お願いいたします。
―――――――――――――――――――――

〔地方税関係〕
（平嶋） まず岩﨑先生から２点ご質問をいた
だいております。

１．地方消費税
１つは現在地方財政が厳しい状況にあって、

地方消費税の増収だけでその先はどうなるのだ
ということですが、先ほど主税局長からご説明
があったように、国・地方のプライマリー・バ
ランスの黒字化という目標も現在の消費税の引
き上げだけでは達成できるものではないわけで
す。そこに経済成長とか、あるいは歳出の削減
とか、あるいは場合によってはさらなる税制の
見直しということも考えられるわけですが、そ
れは全く地方も同じです。

先ほど総務省の資料❻でわが国における地方
財政の状況をご説明しているのですが、国の方
が赤字国債だけで３０兆円ぐらいあると思うので
すけれども、地方も１４兆円の赤字ということに
なっています。ご案内のとおり、消費税を５％
引き上げたうち１．５４％が地方に配分されますが、
地方に配分された１．５４％を計算すると４兆円ぐ
らいですから、１４兆円あるうちの４兆円が埋ま
るということです。それは国の方で２兆円助か
って、地方で２兆円助かるという構図になって
います。

これからどうしていくのだということですが、
先ほど申しましたように、市町村合併の効果も
含めてこれからまたさらに行政改革をやってい
くということもあります。また、景気の回復に
よって多少税収が回復していくということも期
待しなければいけませんけれども、取りあえず
は今回の消費税で多少その穴埋めを実現した上
でまたその先を考えるということになっていく
のだと思います。

２．国と地方との税目配分のあり方
それから、もう１つ中期的に国と地方の税源

配分とか、税目配分についてどう思っているか
ということです。地方自治、民主主義というこ
とから考えますと、地方税で責任を持って地方
行政を運営していただくということが大事なの
ですが、わが国の場合は税収に偏在があります
し、国が義務付けた社会保障もありますので、
何らかの財政調整制度が必要になっていくと思
います。

その中で課題となっておりますのが、税制で
すが、総務省資料❹に今回の税制改革のきっか
けとなりました麻生政権下で行われました所得
税法等の一部を改正する法律案の附則第１４０条
というのが基本的な税制の今後の動向について
規定している条文になっております。この条文
は今回の税制抜本改革の中でも残っております。

その中に基本的な考え方が書いてあります。
１０４条の第７号ですけれども、「地方税制につい
ては、地方分権の推進及び国と地方を通じた社
会保障制度の安定財源の確保の観点から、地方
消費税の充実を検討する（これは今回実現した
わけですが）とともに、地方法人課税の在り方
を見直すことにより、税源の偏在性が小さく、
税収が安定的な地方税体系の構築を進める」と
なっております。

ついでに申し上げますと、その下に地方法人
特別税等に関する暫定措置法というのがござい
ます。この法律においても「税制の抜本的な改
革において偏在性の小さい地方税体系の構築が
行われるまでの間の措置として、法人関係税に
ついて一定の措置が講じられている」というこ
とです。中長期的というよりは短期的なレベル
で考えなければいけないのですが、地方法人課
税の在り方の見直しということに取り組んでい
かざるを得ないというように感じております。
これについては後ほど各論の方でもう一度ご説
明させていただきたいと思います。

―――――――――――――――――――――
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（水野） ありがとうございました。ただ今、
国・地方の財政全般、それから、消費税に及ん
だお話を伺いました。次のラウンドへ進みたい
と思います。

基本的にわが国の予算ですが、大体９０兆円に
このところ抑えられてきておりますけれども、
税収が５０％に満たない４５兆円程度にとどまって
います。いわゆる経済的な不況を反映して、特
に法人税収の落ち込みがございます。そのよう
な状況につきましていろいろお話を伺いました。

非常に興味深い国際比較を通しましてわが国
の置かれた財政状況などについても伺うことが
できました。特に地方税ですけれども、消費税
の税率の引き上げとともに地方税としてどのよ
うな役割があるのかということについても平嶋
審議官の方からお話をいただきました。

続きまして、第２ラウンドということになり
ます。特に地方消費税の税率の引き上げという
ことがございましたので、このあたりが中心に
なると思いますが、あらためて個別税目につい
て検討を進めてまいりたいと思います。

それでは、田中主税局長の方からお願いでき
ますでしょうか。
―――――――――――――――――――――

Ⅳ．個別税制の現状と課題

１．消費税

（田中） 資料㉑に「これからの課題は」と書
きました。先ほど話が出ましたが、これからの
課題は、低所得者への配慮、経済への配慮、課
税の適正化・価格転嫁対策等及び再分配機能の
回復等です。

�１受益と負担の関係
資料㉒は、消費税が入ると所得に対して逆進

的であるという話があり、それにどう対応する
かということについて、税率をどうする、お金
を配る、というような単発の政策で対応すると

いうことではなく、社会保障政策、あるいは税
制全体による所得再分配政策全体を通じて総合
的に対応する必要があるということを説明して
おります。

資料の下の点線の中に社会保障改革に盛り込
まれた主な貧困・格差対策とありますが、これ
は現存する社会保障制度にプラスアルファで格
差対策を盛り込んだ分が羅列してあります。し
かし、社会保障そのものは、先ほど申し上げた
とおり、物価上昇への対応を作っておりますの
で、そこも頭の中に置きながら考える必要があ
ると思っております。

�２給付付き税額控除
しかし、この議論は既に国会で行われてきて

おり、そういう基本的な社会保障制度だけでは
なくて、新しいことをやりなさいという議論に
なっております。まだ何も決まっていませんが、
今後議論します。

１つの考え方が資料㉓の給付付き税額控除と
いうもので、これは昔「負の所得税」という言
葉で呼ばれたりしていたものです。これは、そ
の人の所得を前提にして、一定部分まではその
人の所得の金額が低ければ、所得の税額を削っ
ていき、削り切って所得課税がなくなるような
低い人には給付をするという制度です。資料㉔
にあるように、必ずしも全ての国が同じではな
く、かなり違いがあるものの、似たような制度
がイギリス、アメリカ、カナダなどにあります。

しかし、その目的は必ずしも消費税の負担が
入るからということではなく、子育ての支援を
するから、普通の児童手当とは別に所得に応じ
て給付をする、あるいは働かない人が多いから、
働いてもらうために一定の時間まで働く量が増
えたら、それに応じて少しお金を給付するとい
ったことです。日本はあまりそういう発想がな
いかもしれませんが、就労促進です。カナダは
付加価値税の負担軽減ということで、趣旨がか
なりそれぞれ違いますので、全ての国で導入し
ているわけではありませんが、これが議論にな
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っております。
しかし、この制度は、その人の所得を完全に

把握し、その所得に応じて一部税金を低くする、
あるいは低くし切ったら、今度は給付をすると
いうものであり、比較的低い所得の方々の所得
を完全に把握できていないと困るという制度で
すが、そこは現行制度では対応し切れていませ
ん。

また、番号制度が入ったら全部対応できると
いうものでもありません。町の個人でやってい
らっしゃるようなスーパーマーケットの売上が、
番号制度が入った瞬間に直ちに税務署に来るわ
けではありませんので、番号制度が入ったから
といって、個人の事業者の所得を完全に把握で
きるわけではないのです。しかし、番号制度が
入ることによってさまざまな税務署側の情報も
出てくるだろうということで、この番号制度の
本格稼動に合わせて、これを前提にして導入す
るか否かという議論です。民主党の考え方は給
付付き税額控除の方に傾いております。

もう１つは資料㉓にある複数税率です。比較
的低所得者の方々も消費するような項目を低い
税率のまま据え置くということで、食料品が念
頭に置かれた議論になっております。ただ、こ
れは後でお話ししますが、食料品の範囲の問題
に加え、食料品は消費税の１／４の税収なので
す。食料品を今のままに据え置くと、据え置か
なかったときに比べて税収が１／４減ってしま
うということなので、こんなに大きなところを
減らしていいのか。「その分だけほかを高くす
る必要が出てくるではないか。社会保障に金を
出すのならそうだろう」という議論になる可能
性もあるので、そういう論点がございます。

それから、もう１つは、中小業者の方にとっ
てみると、これは標準税率なのか、軽減税率な
のか、例えばレストランが仕入を行った場合、
これは食料品だから８％、これは１０％というよ
うな区別をしなければいけなくなります。中小
業者の事務負担が増えるではないか。また、こ
の様な税率に応じた区分管理をするためには、

インボイスのような制度を導入する必要が出て
くるだろう。他方インボイスを導入すると、免
税業者はインボイスを発行できないから、取引
から排除されるのではないか、さまざまな問題
があって、複数税率についても必ずしも全ての
人が「そうだね」ということにはなっていませ
ん。

�３簡素な給付措置
しばらくの間今申し上げたことができない可

能性があります。そうすると、資料㉓にある簡
素な給付措置が必要になるだろうということで、
昔の消費税の導入時、あるいは引き上げ時にや
ったような形で一定の低所得者の方々に現金を
給付するというやり方があります。これは所得
に応じた給付ではなくて、当時は１万円を１回
だけ社会保障の対象者の方々に配りましたが、
似たような考え方が簡素な給付措置ということ
でなされております。

この年末に全て決まるかどうかわかりません
が、今年の年末にかなり議論をする方も出てく
る可能性はあると思っております。

�４社会保障・税番号制度
資料㉕は、番号制度です。まだ日本はいろい

ろなプライバシー問題への忌避感が強く、金融
機関が使うことについて了解されていません。
したがって、税務当局とか、社会保障の施策と
か、公的な世界とやりとりをするときにその方
の番号を使うということになっており、そうい
う意味では必ずしもオールマイティーな制度に
はなっていません。しかし、日本で初めての社
会保障・税番号制度ですから、我々はこの法律
が成立することを願っております。

�５複数税率
資料㉖は、先ほどの複数税率についてもう少

し詳しく説明しているものです。上の表をご覧
いただきますと、基本税率に加えて、濃い部分
が食料品の適用税率です。ヨーロッパは食料品
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について低い税率を適用していますが、右側の
アジアの数カ国は、まだ税率全体が高くないこ
ともあるのかもしれませんが、軽減税率を設け
ておりません。各国によって違いがあるという
ことです。

日本と議論のされ方が違う点がございます。
例えばフランスでは、バターとマーガリンで税
率が違います。バターの方が低い税率で、マー
ガリンが高い税率なのです。これは消費者がど
っちを買っていたときに負担を低くするとか高
くするとか、そういう話ではなく、バターの業
界を守るか、マーガリンの業界を守るか、とい
う業界に対するある種の補助的な発想でそうな
っています。はじめは２つとも同じ税率だった
のですが、どうしても税率を引き上げなければ
いけないときにバターを据え置いて、マーガリ
ンを上げてきました。

そういう意味において、日本の消費者の負担
を少なくしようとかいう発想よりも、業界に対
する配慮をどうするのか、「うちはバターを作
っている農家を守らなければいけない」といっ
た発想があるのではないかと思っております。

ドイツの例を挙げますと、ドイツでは最初か
ら付加価値税が導入されていたわけではありま
せん。最初は売上の０．５％に税を課す取引高税
が導入されました。しかし、現行の付加価値税
のように課税の累積を取り除く引き算の税金で
はなく、国民は価格にどのくらい税金が入って
いるかが分からずに買っていたのです。よって、
そのような税は経済的に中立性に欠けるから付
加価値税に変えたという経緯があり、最初から
品物の中にどのくらい税負担があるかというこ
とを意識しない人々を相手に制度改正をやって
きたという面があるのではないかと思っていま
す。

イギリスの場合、大半の食料品の軽減税率は
ゼロですが、先般副大臣の訪英に同行した職員
が、イギリスの食料品販売店から出てきた人に
「あなたの買った物は軽減税率ですか、標準税
率ですか」と尋ねたところ、半数の人は適切に

答えられなかったのです。つまり、そういう頭
ではないということがわかったと思います。そ
こが日本と議論のされ方が違うので、難しいと
ころなのだろうと思います。

あるコンビニエンスストアが今後イートイン
というものを進めようということが新聞に出て
いましたが、そこで買った菓子パンをイートイ
ンで食べるのは標準税率なのか、軽減税率なの
かということを決めなければいけないわけです。

イギリスでは、持ち出した場合は軽減税率、
店内で食べると標準税率になりますが、持ち出
すと言って、低い税率を適用してもらって店内
で食べているという人もたくさんいるわけです。
日本は世界最強の消費者だと思います。消費者
は頭が良くて、厳しくて、チェックがしっかり
している国だと思いますが、そういうところで
複数税率制度が本当にできるのかというのを考
える必要もあると思っております。

２．個人所得課税

資料34－３は所得税非課税世帯人員です。日
本の総人口１億２，７００万人のうち所得税のかか
っている世帯にいる人は８，８００万人、かからな
い世帯にいる人が３，９００万人です。これは推計
ですから、厳密な数字ではございませんが、お
おまかに推計するとこういう数字です。所得税
のかからない世帯の人が結構多いということが
わかると思います。
資料34－４は所得税の税率区分ごとの税収に

ついての資料です。所得税がかかっている人の
中でどこをどのくらい増税すると、どのくらい
の税収が入ってくるかということを説明してい
ます。

所得税というのはすごく収入のある人も、な
い人も全く同じ制度が適用になってくるのです
が、適用のされ方が違っていて、左に書いてあ
るように５％から４０％までの税率区分があって、
それぞれの人たちの所得を区割りして、例えば
１，０００万円の所得がある人も一定部分は５％、
一定部分は１０％とかけているわけです。したが
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って、どんなに所得の多い人にも５％の税率が
かかる部分があるわけです。

それぞれの区分ごとにどのくらいの税収総額
があるかというのが資料の一番左側です。５％
部分で３．３兆円、１０％部分で１．７兆円と見ていた
だき、これを全部足したのが所得税の税収です。
それぞれのかける相手の大きさが左から４番目
の総課税所得というところですが、５％のとこ
ろには６５．３兆円の重みがあるということです。
一番上の４０％のお金持ちと言われている人の税
率を上げるのはいいのですが、その総額は３．８
兆円しかないので、この４０％を１％上げても３８０
億円しか入ってこないということになるわけで
す。したがって、この税金で一定の大きな金額
を税収確保するとなると、かなり下の方に増税
をしない限り入ってこないということになりま
す。

真ん中のところの四角にそれが書いてありま
して、５％のところを１％、つまり、６％にす
ると６，５００億円が入ってきます。１０％のところ
を１１％にすると１，７００億円が入ってきます。２０％
のところを２１％にすると１，５００億円が入ってく
ると見ていただきたいのです。

したがって、所得税を大きな税金にするため
には、１つは控除され、最初に見ていただいた
税金のかかっていないところまで課税するとい
うことと、課税されている人も含めて、かなり
下の所得の低い方の人に課税しないと、大きな
税収は入ってこないということになるわけです。

その所得の低い方の人たちというのはどのく
らいかというのが左から３番目の課税所得（給
与収入）と書いてありますが、この括弧書きの
ところで間隔を見ていただければと思います。
奥さんが１人、子どもが１人、その１人は特定
扶養控除の１９歳から２２歳という人です。なお、
年少扶養控除は廃止しています。

一番下の５％のところで終わる人は５５４万円
の給与収入、１０％までで終わる人が７３６万円と
いう見方です。４０％の率が適用になるのが２，３４０
万円以上ということですから、マスコミの言葉

で言えば、庶民に課税をしないと本当の税収が
入ってこないということになるわけです。

一番右に累積納税者数というのが書いてあり
ます。一番上に１００％とあります。一番下をご
覧いただくと６４．１％です。５％の人は全体の６
割強いるということです。１０％まで上がると
８４％になるというデータですので、所得税の構
造をこれでご理解いただけるのではないかと思
います。

今後は、海外の趨勢も踏まえて、もう少し所
得再分配の機能を高めないといけないというこ
とで法案を提出しました。この法案は成立せず、
年末に改めてそれを議論することになっており
ます。

３．資産課税

もう１つは資産課税で、相続税です。相続税
は日本の場合はお亡くなりになった人１００人の
うち約４人の家族の方にかかります。そういう
意味で、課税割合は４％と言っているのです。
バブル期に地価がかなり上がった際に相当の減
税をしました。減税しないとこの課税割合や税
負担が非常に大きくなってしまうということで、
相当の減税をしました。ところが、地価が下が
ってもそのままになっているものですから、先
日の国会に課税最低限を下げる、つまり、一定
の金額であれば課税にならないというところを
少なくするという改正案を出しましたが、これ
も成立しておりませんので、今後議論になるの
だろうと思っております。

相続税で税収を確保すればよいということを
おっしゃる方がいます。しかし、資料⑬にお戻
りいただくと、相続税の税収というのは全体で
１．４兆円しかありません。ここをどんなに大増
税をしても、そういう意味では消費税などに比
べて量的な意味では、それ程大きな金額にはな
らないということです。

４．法人課税

最後に資料36の法人課税です。法人課税は、
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過去に最初の消費税の抜本改革が行われる前は
基本税率４３．３％でした。今はそれが２５．５％まで
引き下げられていますので、相当の減税を行っ
ていますが、地方税と合わせて実効税率という
ことになりますと、この表にありますように、
まだまだ高いというご批判を受けております。
特にシンガポールとか、韓国とか、中国といっ
た近隣の法人税率が低いものですから、そうい
う議論になっております。

今は復興の特別法人税をお願いしております
が、これが終了した後、平成２７年度以降に復興

かさ

の上の嵩上げがなくなりますので、今の２５．５％
という法人税率がそのまま適用になることはご
理解をいただければと思います。さらにこれを
どうする、こうするというのは恐らくその後に
またいろいろな議論が出てくるのだろうと思い
ます。

先ほど私が申し上げましたが、全体の法人税
率を下げるのがいいのか。一定の最終需要を生
み出す、あるいは雇用を生み出すための行動を
なさっているところの法人税を減税するのがい
いのか。こういう議論が恐らく与野党の中で議
論がされていくのだろうと思っております。

―――――――――――――――――――――
（水野） それでは、地方税につきまして、平
嶋審議官、お願いいたします。
―――――――――――――――――――――

Ⅴ．個別地方税制の現状と課題

（平嶋） 私の方も総務省の資料23以下に各論
というのがございます。見ていただければと思
います。

１．地方消費税

先ほど田中局長からご説明がありました消費
税関係でこれからやらなければいけないことは、
資料23に閣議決定が書いてありますが、そこに
項目出しがしてありまして、先ほど申し上げま

した総合合算制度とか、給付付き税額控除の話、
あるいは臨時的な措置で行う簡素な給付措置、
あるいは軽減税率、住宅取得に係る措置、転嫁
対策、自動車取得税及び自動車重量税、歳入庁、
課税の適正化、地方法人特別税とこれぐらいい
ろいろな課題があって、これを今後処理してい
かなければいけないということです。

それから、もう１つは、各省庁から多様な税
制改正要望も頂戴しております。そういう中で
どうやっていくのかということなのですが、ま
ず何よりもわれわれが考えなければいけないこ
とは、とにかく１年半後の４月から地方消費税
の引き上げをお願いしているということです。
低所得者の方々に関しましてはいろいろな措置
を講じることを検討しておりますけれども、幅
広い国民の方にそれなりの５％増という消費税
の引き上げをお願いしているわけです。

そういうことを考えますと、そのときに、特
定の分野とか、特定のことについて負担を軽減
していく措置ということを、やっていくという
ようなことはなかなか理解を得られないのでは
ないか。そのことがまず第１点目としてわれわ
れは考えなければいけないことではないかと思
っています。

それと併せまして、先ほど申しましたように、
残念ながら、国の方も地方の方も今回の消費税
の引き上げによりまして、完全に財政がプライ
マリー・バランスの黒字化ができるということ
ではありません。いずれもまだこれからさらに
厳しい状況が続いていくということです。その
上に社会保障制度に要する費用も増えていくと
いうことですので、多種多様な税制特例措置と
か、減税要望をいただいているのですけれども、
残念ながら夢のあるご回答ができるような状況
にはないのかなというのが率直なところです。
資料24は財政運営戦略です。これは国・地方

共通なのですが、その下の２の財政運営の基本
ルールというところに黒字で書いています。「歳
出増又は歳入減を伴う施策の新たな導入・拡充
を行う際は、原則として、恒久的な歳出削減又

― 59 ―



は恒久的な歳入確保措置により、それに見合う
安定的な財源を確保する」とあります。「ペイ
アズユーゴー原則」といわれていますが、基本
的にはこれに基づいて対応していかなければい
けないと思っております。

これは２２年度税制改正大綱で決めているので
すが、資料25は、地方税については国税の方は
租税特別措置についても見直しをしていくとい
うことが当然なのですが、地方税においては、
特に応益課税といいますか、地域の会費という
視点から、政策的税制改正については見直して
いくという基本的なスタンスを出しております。
これに基づいて対応していかざるを得ないとい
うこともございます。

さらに資料26は、税制改正に関して地方公共
団体側から要望をいただいている内容ですけれ
ども、先ほど内野理事から言っていただいたよ
うに、地方側も税源の偏在性が小さく、税収が
安定した地方税体系を構築するということなの
ですが、それと併せて、税制改正等についても
国と地方の一般の協議の課題として地方の意見
の適切な反映をしてほしいとか、国・地方の協
議の場があって、地方の意見を十分反映してほ
しいというご意見を頂戴しております。

われわれ国の方から、地方財政の現状を考え
た上で、ご要望を頂戴している項目について国
の立場だけから、特例等を作っていくというこ
とについては慎重にならざるを得ないという状
況がございます。
資料27は税負担軽減措置に関する知事会、市

長会、町村会の要望です。それぞれ対象の絞り
込みを行っていくとか、市長会では「税負担の
公平確保の見地から一層の整理合理化を図る。
特に固定資産税の非課税、課税標準の特例措置
については抜本的是正措置を講じる。また、地
方税収に影響を及ぼす国税における租税特別措
置についても見直しを行う」ということです。
残念ながら、地方消費税の引き上げができたか
らと言って、ほかの税目で何かということはか
なり厳しいという状況をご説明させていただき

ました。

２．地方法人特別税・譲与税

資料28は地方法人特別税・譲与税です。先ほ
ど申しました地方法人特別税という税金がござ
いまして、これは法人事業税の一部を再配分し
ているものです。リーマンショックの前に東京
一極集中が相当強く言われた時期に開始したも
のですけれども、税制の抜本的な改革において
偏在性の少ない地方税体系の構築が行われるま
での間の措置とされておりますので、いずれに
しろ私どもの大臣は平成２６年４月の消費税の
８％への引き上げ時期までにはこれをどうする
のかという方針を決めたいと申しております。

そのために、総務省の地方財政審議会という
ところに資料29にある「地方法人課税のあり方
等に関する検討会」というのを作りました。こ
こにおきまして基本的に内容を検討していくと
いう方針を明らかにしたものでございます。

３．車体課税

資料30－１は車体課税です。消費税導入の際
に、車体関係の税制についてどうしていくかと
いう問題がございます。「民・自・公の税関係
協議の中で自動車取得税及び自動車重量税につ
いては抜本的な見直しを行うこととし、消費税
率の引上げ時までに結論を得る」ということで
書いてあります。

税制の抜本的な見直しということですが、そ
の内容については資料30－２に昨年に決めたと
きの税制改正の民主党のご要望と国民新党のご
要望を付けさせていただいております。どちら
かというと民主党さんは廃止、抜本的な見直し
ということでしたが、国民新党さんは車体課税
も地方にとって貴重な財源であり、一般財源化
に反対している立場からすれば、まず代替財源
を地方に提示しなければならないと言われてお
ります。

さらに自動車取得税等については資料31にそ
れぞれ代替財源がない限りは減らせないのでは

― 60 ―



ないかとか、CO２削減のような観点から、一時
期総務省から提案があった環境自動車税の創設
とか、軽自動車税の税率の引き上げといったよ
うなご要望も頂戴しているわけです。

片一方で、経済産業省は自動車取得税の廃止
ということでご要望を頂戴しているわけです。
この調整は非常に難しいと思っておりますが、
われわれとしてはこのような関係の中で代替財
源なしに国レベルで何かをしていこうというこ
とは極めて難しい状況にあると思っております。

４．自動車重量税・自動車取得税

資料32は、自動車重量税・自動車取得税と地
方財政です。自動車重量税は国税ですし、自動
車取得税は都道府県税なのですけれども、重量
税の半分弱は市町村に、自動車取得税もその７
割は市町村に行っております。そういうことも
あって、そういう対応になっているということ
です。

５．不動産取得税

資料35は、不動産取得税の住宅特例です。先
ほどの住宅課税の関係で１つお話が出ていまし
たが、不動産取得税という税金と消費税との関
係がどうなのだという議論があるのです。この
中で東京都内で普通のサラリーマンが買われる
マンション、あるいは一戸建ての住宅というの
があると思うのです。一戸建ての住宅は、都内
で土地を除いて、多分建物だと３，０００万円を超
えるような家というのはなかなかないのです。
例えば２，６００～２，７００万円の家屋ですと、現時点
で１，２００万円を控除と書いてありますが、これ
は売買価格ではなくて、固定資産税評価額です
ので、実際のところ多くの都内の一戸建てはも
う既に非課税になっています。これをどうしよ
うかという議論があるのです。

もしこの不動産取得税を消費税との関係でや
めるとなると、今までかかっていなかった普通
の一戸建てではなくて、ものすごく高い立派な
家をまけるということになってしまうわけです。

そういうことを考えますと、低所得者の方まで
幅広く消費税のお願いをしているときに、住宅
対策は非常に裾野が広いので、必要だというこ
とはありますけれども、これも難しい検討だな
と思っているということです。

６．固定資産税

資料36～38は、地方の主要税目で一番大きい
固定資産税です。固定資産税についてはずっと
価格が下落している中でいろいろな負担調整措
置が講じられてきました。固定資産税について、
いわゆるバブル期から現在までの地価の動向等
を踏まえて、不公平な事例が出ておりました。
据置特例をやっている関係で、実際は地価が高
いのに、そちらの方は固定資産税が安いとかい
うのがありましたので、そういうのを是正して
いくというのが基本的なスタンスだろうと思っ
ております。

実際に固定資産税で増税をお願いできるかと
いうと、ずっと地価が下落している中で逆に負
担を増やすということもなかなかお願いしにく
い状況にある訳ですが、地価高騰時に導入され
た負担の調整の見直しは行っていくというのが
基本的な考え方ではないかと考えております。

７．地球温暖化対策関係税

地球温暖化対策税というのが先ほど導入され
ましたが、それに関して地方との関係が１つの
課題になっています（資料39，40）。

８．個人住民税における金融所得課税

最後に、金融所得課税は国税の方に付いてい
くということですが、その問題があります（資
料41）。

９．社会保障・税に関わる番号制度

われわれにとっても重要な問題は先ほど申し
ましたマイナンバーです。

そして、ここにおられる方にいろいろとお願
いしなければいけないのは、マイナンバーとも
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関係しますけれども、電子納税を進めておりま
す。給与支払報告書の電子データによる提出義
務が国税と同様に地方税の方でもお願いするこ
とになっておりますので（資料44）、ぜひ皆様
方のご協力をお願いしまして、私のお話とさせ
ていただきます。ありがとうございました。

―――――――――――――――――――――
（水野） どうもありがとうございました。そ
れでは、田中局長、それから、平嶋審議官に国
税・地方税の具体的な税目についてお話をいた
だきましたので、これについて、岩﨑先生、そ
れから、内野理事の方からご意見、ご質問等を
賜りたいと思います。よろしくお願いいたしま
す。
―――――――――――――――――――――

Ⅵ．個別税制の現状と課題につい
ての討論

〔国税関係〕
（岩﨑） それでは、まず岩﨑の方から手短に
質問をさせていただきます。国税につきまして
３点ほど伺わせていただきます。

１．所得税
１点目は所得税改革についてです。先ほどご

説明いただきましたように、所得税の改革の喫
緊の課題としては累進性の強化に関する改革が
計画されておりまして、その具体的内容は最高
税率の引き上げと課税段階、ブラケットを見直
すということのようでした。

確かに現在の財政状況から考えますと、それ
は必要なことだとは思うのですが、それだけで
は十分ではないのではないかと思われます。最
高税率を引き上げると言っても、そんなに高率
にできるわけはありません。そう考えると、所
得区分ごとに大きく異なっている課税標準の計
算方法の違いをある程度見直していかないと、
公平性に欠けるような結果になるのではないか

ということを危惧しております。
具体的に言いますと、所得区分ごとに必要経

費に算入される支出の範囲が違うとか、あるい
は給与所得、退職所得、年金にかかる雑所得の
場合には法定概算経費控除が採用されているの
ですが、その金額が現状で適正かどうかとか、
さらに累進税率が適用される所得区分は実は非
常に少なくて、現実には租税特別措置法によっ
て個別の分離課税の税率が適用されるケースが
多くなっているわけですから、累進税率の最高
税率を引き上げるのであれば、分離課税の税率
の方もある程度調整をする必要があるのではな
いかというのが所得税改革についてのコメント
です。

２．相続税
２点目は相続税法改革です。これは抜本的に

は遺産税方式に変更するか、あるいは遺産取得
税方式をとるかという選択があります。現在の
相続税の計算方式は基本的には遺産取得税方式
をとりながら、それに遺産税方式の要素を加味
しているということで、その中間ぐらいのとこ
ろにあるわけです。

これまで自公政権のときには遺産取得税方式
に純化させるという改革提案がなされたのに対
して、民主党になってから遺産税方式に移行す
るのだという改革提案がなされていましたが、
現状ではどちらともつかない現状の相続税制の
一部改正という形を維持しているという状況で
す。

現行の相続税法というのはいろいろな要素を
加味しすぎていて、矛盾を含んでおりまして、
結果として多くの訴訟が起こっております。そ
の訴訟の争点として、所得税的な要素と財産税
的な要素を両方とも加味しているところで矛盾
が出てくるということもあるわけですから、い
ずれ相続税については抜本的な改革を考えるべ
きだと思っております。これは中長期的な改革
ということになるのでしょうけれども、お考え
をお聞かせいただければありがたいと存じます。
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３．消費税
３点目は消費課税なのですが、消費税法の税

率に関する検討はかなりなされてきましたが、
消費課税にはほかにも石油関係税、自動車関係
税、それ以外に酒税など、さまざまな個別の消
費税というのがあるわけです。そして、消費税
率が１０％になったときには、ほかの消費課税も
消費税率の引き上げに合わせて廃止、あるいは
縮減という方向が必要なのではないかというご
意見があることを承知しております。

しかし、他面、EU 諸国は付加価値税率が２０％
ぐらいに収斂してきているわけですが、財政需
要があるからといって、今後、日本の消費税を
２０％の税率に引き上げていくことができるかと
いうと、無理だし、また適正ではないと思って
おります。そんなことをすれば、内需が極めて
落ち込むということになりますし、日本経済に
大きなダメージを与えるということになるから
です。

そうすると、全ての資産の譲渡、役務の提供
に対して適用される一般消費税率というのには
ある程度の上限があるのではないかと思います。
そこで、特に付加価値が高いと見込まれる物品、
あるいはサービスについては一般消費税とは異
なる個別消費税を課すという方法を存置するこ
とによる調整というのがむしろ妥当な場合もあ
ろうと思います。

その辺は消費税の増税と一律に議論するので
はなくて、ある程度その性質ないし税収の観点
から、いろいろ勘案して判断していく必要があ
ると思っていますが、この点についてのお考え
を聞かせいただけましたらありがたく存じます。

〔地方税関係〕
続きまして、地方税について３点ございます。

１．地方所得課税
１点目は所得課税関係です。これは先ほど質

問したことと同じなのですが、少子高齢化の進
行と人口の首都圏集中が進む中では、住民税の

税収は地方ではあまり期待できなくなります。
それから、事業税も、産業の首都圏集中が進

む中では、万遍なく全ての地方公共団体に入る
ということにはならないと思います。

景気が回復してきたとしても、今の状況はあ
まり変わらないと思われますから、結局、地方
に安定的な税収が入ってくるかどうかはわかり
ません。そうした場合に、あるべき所得課税と
いうのは今後どういうふうに考えたらいいかと
いうことが１点目の質問です。

２．固定資産税
２点目は資産課税関係です。具体的には固定

資産税のことなのですが、これは、地方政府、
特に市町村の重要な税源になっているわけです。
人口と産業の首都圏集中の結果として、地方に
おける地価は今後あまり上昇するということは
考えられません。

それから、高齢化して人口が減っていくとい
うことも変わりませんから、地方の不動産に関
する需要が急に増えるということもあまり考え
られないとすると、やはり固定資産税収という
のは偏在化し続けるのではないかと思われまし
て、これを全国的にどう調整したらいいのだろ
うかという課題が残っていると思います。この
方法についてご検討されていることがあればお
教えいただきたいと思います。

３．法定外税
３点目はちょっと小さな話になりますけれど

も、かつて地方の特性に応じた税制として法定
外税が大きく改革されました。法定外目的税と
法定外普通税なのですが、これがうまく機能し
ていれば、地方固有の財源として有効なのです
けれども、その後、法定外税はうまく活用され
ているのでしょうか。もし良い例があれば教え
ていただきたいと存じます。

―――――――――――――――――――――
（水野） ありがとうございました。ちょっと
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時間を超えますが、お願いいたします。それで
は、内野理事の方からご意見、ご質問をお願い
いたします。
―――――――――――――――――――――

（内野） 私の方はこれから行政当局でいろい
ろご検討されるに当たってご参考にしていただ
きたい企業実態のご紹介、あるいはコメントと
いう観点から、法人税と消費税と地方税につい
てそれぞれ簡単にお話しさせていただきます。

〔国税関係〕
１．法人税

まず法人税の方ですけれども、企業の習い性
としてすぐ課税負担の削減と言いたいわけです。
先ほど田中局長からも法人税率の引き下げは本
当に経済活性化にどういうふうにつながってい
くのか。このあたりの見極めが非常に難しいと
いうお話がありました。このあたりは行政とし
ても非常に多角的な視点からいろいろご検討さ
れるであろうという前提で、私どもの方は単に
企業の実態をご紹介させていただきます。

日本の法人税率が引き下げになったわけです
けれども、やはり周辺国に比べれば高いという
ことです。実はこの周辺国が私どものいろいろ
な事業展開における競争相手になってきていま
す。この場合に特に日本の一番得意としている
ような大型プラント輸出等の国際入札時のコス
ト競争力で昨今失注事例が増えているというこ
とがございます。

企業側が税コスト以外のいろいろなコスト削
減の努力をしなければいけないというのはもち
ろんですけれども、こういった税コストの差も
多少なりとも影響しているという気がいたしま
す。

２．研究開発促進税制
それから、研究開発促進税制です。イノベー

ションの創出という意味でかつていろいろご支
援いただいているわけですけれども、諸外国で

は研究開発促進税制を国際競争力強化の観点か
らさらに追加の支援を出してきているというこ
とです。例えば欧州におけるパテントボックス
制度みたいなものも１つの事例だと思います。
わが国のまさに強みと言えるものづくりにおけ
る競争力の維持のためには、現状は租税特別措
置法で運用されていますけれども、研究開発税
制のできれば拡充と本則化をご検討いただけれ
ばと思います。

３．消費税
それから、消費税については、今後税率の方

はファーストステップとして引き上げられるわ
けですけれども、課税の仕方として、先ほど来
複数税率、給付付き税額控除のいろいろな論点
をご紹介いただきましたけれども、企業側から
いたしますと、複数税率の場合、非常に制度が
複雑になって、これが企業の事務処理の面で非
常に大きなマイナス効果をもたらしかねないと
いうところを非常に危惧しております。

また、複数税率ですと低所得者以外も恩典を
受ける問題点もあり、私はやはり給付付き税額
控除の方が公平で、現実的ではないかと思う次
第です。これはもちろんマイナンバー制の導入
が前提となることは言うまでもありません。
〔地方税関係〕

最後に地方税です。先ほど地方税の安定した
税収というお話をさせていただきましたけれど
も、地方税は応益負担の原則を強くすることで
地域住民の地方自治への参画意識を高めること
によって、そのことがひいては地域活性化につ
ながると考えます。従って、応益負担の要素が
強い固定資産税に加え、今般地方消費税が税収
安定に寄与する柱がもう１つ増えたということ
で、非常に良かったのではないかと思います。

一方で、地方法人二税の法人事業税、法人住
民税の方は依存度が高いわけです。これらの税
は、先ほど平嶋審議官の総務省資料10の「地方
税の税収負担推移」というところでも示されて
いましたけれども、企業業績によって税収変動
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が大きい、地方の偏在性が大きいといったこと
を考えますと、地方分権・地域活性化の観点か
らは、応益負担の固定資産税、地方消費税を拡
大する一方で、地方法人二税の依存度は下げる
方がむしろ地域活性化につながるのではないか
と考えます。以上でございます。

―――――――――――――――――――――
（水野） ありがとうございました。田中局長、
今のコメント、ご意見等についてお話しいただ
けますでしょうか。
―――――――――――――――――――――

〔国税関係〕
（田中） それでは、簡単にコメントさせてい
ただきます。岩﨑先生の方から所得税について
の今後の課題として何点かご指摘がございまし
た。

１．所得税
私どもも所得区分の話については、特に年金

の問題、それから、給与所得の問題、特に概算
でいろいろな控除が決まっているという問題は
今後議論していく必要があると思っております。

給与所得控除は先般１，５００万円で頭打ちを設
けましたが、それだけではなく、必要経費の概
算控除の観点から少し大きすぎないかというの
がまだ残っていると思いますので、職種によっ
て議論していく必要があるのかもしれないと思
っております。

年金はご案内のとおり公的年金等控除という
大きな控除がございます。これについてさらに
議論をしていく必要があるのだろうと思ってお
ります。ただ、これは両側の議論があります。

２．金融所得課税
分離課税を総合課税に持っていくということ

について具体的な検討はしておりませんが、ご
案内のとおり、金融所得課税については２６年１
月から確実に２０％の本則税率に戻す必要がある

と思っております。株の投資の問題については
ISA 制度の中でどこまで対応するかという問題
だろうと思っており、基本的には２０％の本則税
率に確実に戻す必要があると思っております。

３．相続税
相続税の遺産税方式についての話です。先生

のご指摘も重々わかりますが、自民党の政権の
最後の方でかなり議論がありました。きれいな
考え方は先生のおっしゃるとおりの部分がある
のですが、現実問題として、特に長子相続の制
度がまだ残っているような地域が結構あるとい
う指摘が当時はございました。税理士会の皆様
方からも本当の取得課税にするようなことにつ
いては議論があると言われました。

遺産課税方式についてもかなりきれいな議論
だと思うのですけれども、日本の中でどこまで
それを本気にやるかという今後の議論だろうと
思っております。先生のおっしゃるように中長
期的な議論だろうと思っております。

４．個別間接税
個別間接税は先ほど私もちょっと申し上げま

したが、私は先生と全く同じ考え方です。個別
間接税は今や別の存在意義が出てきている部分
がかなりあると思っております。たばこ税につ
いて民主党政権では「健康づくりのための増
税」のような話があり、賛否両論がありますが、
単に消費課税という世界で一本化して、全部な
くしてしまうというわけにはなかなかいかない
と思います。

酒についても同様の議論がございます。また、
エネルギー及び自動車については先ほど申し上
げましたように環境対策との関係で考える必要
も出てくるのだろうと思っております。

内野理事から何点かご指摘がありました。
〔国税関係〕
１．法人税

法人税率については先ほど少しお話ししまし
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たので、あえてもう１度同じことを申し上げま
せんが、いずれにせよ各国が法人税率の引下げ
競争をやるということが本当にいいのかどうか
ということが根っこにあります。

ヨーロッパも、アメリカも、アジアはちょっ
と違うところがありますが、各国とも財政状況
が悪く、同じ悩みに苦しんでいるときに法人税
率の引下げ競争をやっていいのかというのが私
どもの問題意識です。

２．研究開発税制
研究開発税制はご案内のとおり今後議論にな

ると思います。パテントボックスまでいくかど
うかは別にしても、先ほど申し上げたとおり、
全体の税率を下げるか、個別の税制で対応する
かという中で議論が行われることと思います。

―――――――――――――――――――――
（水野） ありがとうございました。平嶋審議
官、お願いいたします。
―――――――――――――――――――――

〔地方税関係〕
１．個人住民税
（平嶋） 岩﨑先生からいただきました所得課
税である個人住民税の今後の動向ということな
のですが、個人住民税に関しましてはご案内の
とおり平成１９年に三位一体改革の中で地方の個
人住民税の応益性を高めるという観点から比例
税率化を図りました。１０％比例税率にしました。
ですから、基本的にはそれで当座は必要な改革
は行っているということですので、それを前提
に進んでいくわけですが、今後の議論で２点あ
ると思っております。

�１配当課税、譲渡所得課税
１つは先ほど田中局長もあった金融の関係の

配当課税、それから、譲渡所得課税については
国と地方の両方で分け合っておりますので、そ
の部分はきちんとやっていくということで、わ

れわれの方としては税収増を図っていくという
ことを考えなければいけません。

また、これは国税の方との考え方が違うこと
になるかもしれませんが、１０％のときは７対３
で分け合っておりまして、２０％の方の利子にな
ると１５対５で分けているわけです。これは昔の
税源移譲の前のときの前提で進んでいますので、
そういうことをどう考えていくのかというのも
一応論点としてはあると思っておりますが、大
局としては２０％に引き上げるというのを実現す
るのが最優先だと思っております。

�２諸控除
もう１つ議論があると申しましたのは控除で

す。民主党政権になりましてから、子ども手当
の実現の関係で配偶者控除と年少扶養控除、扶
養控除全体をどうするかという議論がありまし
た。

当然のことなのですけれども、給付付き税額
控除とかも議論になっていったときに、この諸
控除をどうしていくかという問題はやはり考え
ていかなければいけません。その際は国税より
も地方税の方が控除の額が小さいということも
ありますので、そういうことで考えていかなけ
ればいけないのだろうと思っています。

この先、住民税がなかなか期待できないとい
うお話もあったのですが、リーマンショックの
直前の個人住民税の税収は１２．６兆円あったのが
リーマンショックの後、１１．３兆円に１割ぐらい
落ちているのです。そういうことを考えますと、
景気回復で住民税も戻ってほしいなというのが
私の気持ちです。

２．固定資産税
資産課税、固定資産税の話が幾つかございま

した。固定資産税については内野理事の方から
お話しいただいたのですが、総務省資料11にあ
りますとおり、地方消費税の偏在度というのは
２倍ぐらいで、非常に低いとなっているのです
が、固定資産税も東京と田舎では、都道府県単

― 66 ―



位ですけれども、２．３倍ぐらいの格差しかござ
いません。固定資産税というのは地方税、特に
市町村民税として非常に重要な税だと思ってい
ます。

ただ、その課題は先ほど申し上げましたよう
に、バブル期に地価が高騰したために入れた幾
つもの特例措置がございます。平成５～６年か
ら平成１２～１３年まで入れた措置が、これだけ地
価が下がっているのに、そのまま残っているも
のがたくさんあります。固定資産税の負担水準
を上げるという目的というよりはむしろアンバ
ランスになっている特例措置というものを見直
していくことで負担の適正化、あるいは負担水
準の適正化を図っていくことが課題だなと思っ
ております。

３．地方法人課税
法人課税に関しては、先ほど申しましたよう

に、地方法人課税の見直しをしていかなければ

いけないのですが、実効税率との関係とか、偏
在性、安定性のことを考えたときには、平成１４
年に導入しました外形標準課税というのがござ
いますが、この外形標準課税についてどう考え
ていくのかというのも合わせて議論しなければ
いけないと思っております。

４．法定外税
法定外税については基本的に大きな税源、大

きな税目は法律の中できちんと規定されており
まして、それに基づいて国と地方で分け合って
おりますので、法定外税に多大な期待をすると
いうことは非常に難しい面がありますが、原発
立地県なんかの核燃料関係の税金なんかはそれ
なりに寄与していることは事実です。

ただ、むしろ法定外税に関しましては政策税
制として地方公共団体が活用しているというの
が非常に大きなポイントではないかと思ってお
ります。廃棄物関係の税制とか、あるいは法定
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外税ではありませんけれども、法定外税制度が
拡充されてから、各都道府県で森林関係税と称
して、森林を守るための税金を個人の均等割の
超過課税という形で実施しているところは過半
数以上になっております。そういうことも含め
て、一定程度の税制の活性化には寄与したので
はないかと思っております。以上です。
―――――――――――――――――――――

おわりに

（水野） ありがとうございます。時間を大幅
に超過してしまいましたが、国・地方の財政全
般について、それから、個別の税目についてご
丁寧にご説明いただき、また、いろいろご質問
を承りました。

特に２０１４年に消費税率引き上げということで、
やはり出たなという感じなのは、８％から１０％
ですが、これに何らかの救済措置が必要になる
かどうか。ここは大きな問題ですが、複数税率

の選択、あるいは給付付きの税額控除、それに
伴ってマイナンバー法案というものが用意され
ております。

今日ご出席いただいている金子宏先生、それ
から、大蔵省にいらっしゃいました水野勝顧問
の先生方が、昭和５０年代でしたでしょうか、納
税者番号制度というものを検討されて、毎年「重
要である」と言われていました。ところが、な
かなか具体化の契機がなかったのです。今回の
消費税率の引き上げで、マイナンバー法案とい
うものが非常に具体化を帯びてきたということ
です。それと同時に財政再建、社会保障の充実
というものがこういう方向へ向かっていっても
らいたいと思っております。

今日は長時間にわたりましてご清聴いただき
ましてありがとうございました。また、お忙し
い中を田中局長、それから、平嶋審議官、岩﨑
先生、内野理事、ありがとうございました。皆
様、ありがとうございました。これで終わらせ
ていただきます。
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国際課税をめぐる課題と展望

討論中に言及されている資料は、巻末「資料編１０１頁～１４７頁」に掲載されています。
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はじめに

（渡辺） それではパネルディスカッション、
「国際課税をめぐる課題と展望」を始めさせて
いただきます。パネリストは今ご紹介がありま
した、こちらの４人の方々です。パネリストの
方々はそれぞれ組織に所属されているわけです
が、本日はその組織の意見というよりは、個人
としての資格でご発言をいただきたいと思って
おりますので、その点、よろしくお願いを申し
上げます。したがいまして、ここではお名前を
肩書きなしのさん付けでお呼びさせていただき
ますので、この点もどうぞよろしくお願い申し
上げます。

本日のパネルディスカッションは、全体が２
部構成になっております。第１部は「最近の国
際課税の動向と課題」についてです。ここ数年
いろいろ大きな改正がありました。平成２１年に
は外国子会社からの配当について間接外国税額
控除が廃止され、益金不算入制度が導入されま
した。また、平成２２年にはタックスヘイブン税
制について、適用除外基準を満たしていても資
産性所得があれば合算されるという改正も行わ
れました。そして、平成２３年には OECD の移
転価格ガイドラインの改定を受けまして、独立
企業間価格の算定方法について、かなり大幅な
変更があったわけです。それから今年の３月に
成立いたしました平成２４年度改正では、過大支
払利子税制の導入、税務行政執行共助条約への
加盟に伴う国内法の改正、国外財産調書制度の
創設などの改正が行われています。

さらに今後の税制改正の課題としては、以前
からかなり問題になってまいりました恒久的施
設（PE）の所得帰属と、外国法人の事業所得
課税をどうするか、非居住者、外国法人の課税
ベースを総合主義から帰属主義に変えるに当た
って、国内法をどうしていくかといった問題が
引き続きあるわけです。

本日は、これらの内容ならびにパネリストの

方々が日ごろ疑問に思っておられる点等々につ
きまして、議論させていただきたいと思ってお
ります。

第２部は「国際協力に向けたトピックス」に
ついてです。日米租税条約の改定以来、主税局
はすごい勢いで租税条約の改定交渉、それから
新しい国との締結交渉をやっておられます。ま
た情報交換協定もどんどん進んでいるわけで、
そういうものが今後どうなっていくのかを議論
したいと思います。また、最近 OECD からデ
ィスカッション・ドラフトが出ました無形資産
について、移転価格課税上どう扱うかという問
題もあります。さらに、金融機関の方が非常に
ご関心を持っておられるのが、アメリカの外国
口座コンプライアンス法、通称 FATCA と言
われているものですが、その扱いが今後どうな
るのか。こういったところがトピックスとして
関心を集めているかと思いますので、議論をさ
せていただきたいと思っております。

それでは第１部の「最近の国際課税の動向と
課題」について、ディスカッションを始めさせ
ていただきます。最初に日置さんからご説明を
いただきまして、その後、青山さん、吉村さん、
石原さんからご意見、ご質問を頂戴し、さらに
日置さんからお三方のご質問等にお答えをいた
だくという順番で進めさせていただきます。

それでは、まず日置さん、よろしくお願いい
たします。
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Ⅰ．最近の国際課税の動向と課題

１．国際課税の基本的な枠組み
〔国際課税の基本的考え方〕
（日置） ただ今ご紹介いただきました、財務
省主税局参事官の日置と申します。本日はよろ
しくお願いいたします。私は９年前にも国際租
税課という、現在の参事官室の前の呼び名の課
の課長補佐をしていまして、当時は日米租税条
約を締結するために、国会の批准をする作業を
していました。

その当時は日米租税条約にかかりきりだった
訳ですが、９年ぶりに戻ってきまして非常に強
く感じるのは、経済がグローバル化して経済活
動も複雑化、国際化、多様化している中で、先
ほど渡辺先生からのご指摘もありましたが、非
常に大きな税制改正が累次行われてきているこ
とです。

第１部は「最近の国際課税の動向と課題」と
いうことで、基本的に大枠を説明するとともに、
平成２４年度改正の概要を中心にご説明させてい
ただき、その後、今後の課題として外国法人の
事業所得課税の考え方をお話ししたいと思いま
す。

では、国際課税資料１（資料編１０３頁）をご
覧ください。「近時、経済取引のグローバル化
や企業の海外進出形態の複雑化・多様化がます
ます進展し、これに伴い、税務執行も困難化」
とありますが、このような税制を取り巻く環境
の変化を踏まえまして、下の矢印の付いた３つ
の政策目的を実現していく必要があるかと思い
ます。

上の２つの「我が国の適切な課税権の確保」
と「我が国経済の活性化」は、一見両立が難し
い政策だと思われますが、秤を下に描いている
ように、２つの要請をうまくバランスさせてい
くことで、なるべく経済活動に悪影響を与えな
い形で税収を確保していくことが必要かと思っ
ています。

３つ目の「国際的な二重課税の調整」という
のは、上の２つの要請に両方とも当てはまるも
のかと思います。適切な課税権を確保していく
上でも、経済の活性化を図っていく上でも、二
重課税は調整していかなければいけないものだ
と思います。
〔国内法に定める国際課税〕

ここからは基本的な枠組みの話ですので、簡
潔に説明させていただきます。
国際課税資料２は、わが国の国内法で定める

国際課税についての制度が、歴史的にどう導入
されてきたかが書かれております。
〔我が国の課税権の範囲等〕
国際課税資料３は、居住者・内国法人が全世

界所得課税であり、非居住者・外国法人が国内
源泉所得のみ課税されていることを図示したも
のです。
国際課税資料４は、個人納税者の区分とそれ

に応じた課税所得の範囲を示したものであり、
国際課税資料５は、法人納税者の区分とそれに
応じた課税所得の範囲を示しているものです。
〔外国税額控除制度について〕
国際課税資料６は、外国税額控除制度の概要

を示したものです。下のグラフにありますよう
に、間接外国税額控除制度が廃止されたことも
あり、最近では外国税額控除の額は減少しつつ
あります。
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〔外国子会社からの受取配当に関する二重課税
調整措置の見直し（平成２１年度改正）〕
国際課税資料７は、税制調査会における「平

成２１年度の税制改正に関する答申（抄）」です。
ここに、間接外国税額控除制度に代えて外国子
会社配当益金不算入制度を導入することが適当
であるということが書かれております。
国際課税資料８は、間接外国税額控除制度と、

外国子会社配当益金不算入制度の比較を図示し
たものです。
〔外国子会社合算税制について〕
国際課税資料９は、外国子会社合算税制の仕

組みを示したものです。
国際課税資料１０は、制度を図示したものにな

ります。資料の真ん中に４つの適用除外基準が
ありますが、外国にある子会社が全ての基準を
満たす場合には、右下にあるとおり、適用除外
になるということです。また、一番右にある「資
産性所得の合算」ですが、４つの適用除外基準
を全て満たす場合であっても、資産性所得があ
れば合算されるということです。
国際課税資料１１は、「外国子会社合算税制の

見直し（平成２２年度改正）」の内容です。当時、
トリガー税率を引き下げるとともに、適用除外
基準の見直しをしました。そして先ほど申しま
したように、３番目の「資産性所得に対する課
税等」ということで、パッシブ所得についての
課税も行うこととなり、これら３点セットで改
正が実施されました。
〔移転価格税制について〕
国際課税資料１２は、移転価格税制について、

移転価格と独立企業間価格の違いについて図示
したものです。
国際課税資料１３は、「移転価格税制における

独立企業間価格の算定方法の優先順位の見直し
（平成２３年６月改正）」についてです。移転価
格税制における独立企業間価格の算定に当たり、
当時までは基本三法が優先的に適用されていた
ものが、事案に応じて最適な方法を選択する仕
組みへと改正されました。

国際課税資料１４は、「独立企業間価格の算定
方法の整備（平成２３年６月改正）」になります。
先ほど申しました最適な方法の１つとして利益
分割法がございますが、利益分割法については
これまで３つの下位分類を一括りで規定してい
ましたが、「最適アプローチ」の導入を踏まえ、
３つの下位分類について法令上明確化したとい
うことです。
〔過少資本税制について〕
国際課税資料１５は、過少資本税制の仕組みを

図示したものです。一定の割合を超える支払利
子について、損金算入を認めないこととしてい
る制度です。

以上、国際課税の基本的な枠組みを最近の改
正を中心に紹介しましたが、国際課税資料１６か
らは、平成２４年度税制改正事項ということでご
説明したいと思います。

２．平成２４年度税制改正の概要
国際課税資料１６をご覧ください。まずは「関

連者間の利子を利用した租税回避への対応」と
いうことで、過大支払利子税制を導入しました。
詳細は後ほどご説明しますが、フローの観点か
らも支払利子について租税回避行為を防止する
ための制度になります。

２つ目には「徴収共助・送達共助に係る国内
法の整備」があります。これは、OECD 加盟
国を中心に参加しております税務行政執行共助
条約というマルチの条約にわが国も署名したこ
とに伴い、それに対応する国内法の改正を行っ
たというものです。法律につきましては、他の
税法とともに本年３月に可決成立しましたが、
条約の国会承認については未だ行われてない状
況です。

３つ目が「国外財産調書制度の創設」です。
近年国外財産に係る所得ないしは相続財産の申
告漏れが増加傾向にあるということで、５，０００
万円を超える国外財産を有する者に対しては、
その国外財産に係る調書の提出を求める制度を
創設しております。
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最後の４つ目ですが、「非居住者等が受ける
振替社債等の利子等の非課税制度の拡充」とい
うことで、東日本大震災の被災地の地方公共団
体の公社等が発行するいわゆるレベニュー債の
利子等を非課税とする措置を導入したものです。

ここからはそれぞれの改正の詳細をご説明し
たいと思います。

�１関連者間の利子を利用した租税回避への対応
－過大支払利子税制の導入－
国際課税資料１７は、「関連者間の利子を利用

した租税回避への対応」についてです。この資
料の右下にあるものが過大支払利子の判断基準
とその対応策ですが、①の利率が過大なものに
ついては移転価格税制で、②の資本に比して負
債が過大であるものについては過少資本税制で、
それぞれ対応してきました。

ところが、③のように、所得金額に比して支
払利子額が過大であるものに対応する制度は諸
外国では導入されていますが、わが国にはあり
ませんでした。上の枠囲みの中の２つ目の説明
にあるように、「近年、主要先進国では、租税
条約において利子の源泉地国免税を進めるとと
もに、支払利子の損金算入制限措置を強化する
傾向」にあります。

このような背景から、国際課税資料１８に図示
されているような、過大支払利子税制を導入す
ることになりました。

このイメージ図の、左側の「調整所得金額」
というところですが、当期の所得金額に関連者
純支払利子等の額を上に乗せて、「その他」の
部分である受取配当の益金不算入額や減価償却
費を加算します。これが「調整所得金額」とい
うものになります。

この５０％の金額が右にあります「損金算入限
度額」になり、これを超える関連者純支払利子
等の額を、点線で囲まれている「過大支払利子」
と認識し、損金不算入額とされます。

この損金不算入額につきましては、上の吹き
出しにありますように、翌期以降７年間繰越し

が可能となっております。さらにその上に書い
てありますが、デミニマスのルールとしまして、
関連者純支払利子等の額が１，０００万円以下の少
額である場合と、関連者等への支払利子等の額
が総支払利子等の額の５０％以下の場合には、本
制度は適用しないこととされております。

なお、本制度は、平成２５年度４月１日以後に
開始する事業年度からの適用となっております。
国際課税資料１９は、「主要国における利子損

金不算入制度の概要」です。それぞれの国で同
様の制度が導入されており、導入年を見ますと、
ドイツ、イギリスは比較的最近導入されている
ことがわかります。

アメリカとドイツの場合は、基本的に日本と
同じような調整所得の一定割合を超えるネット
の支払利子を損金不算入としていまして、フラ
ンスの場合はストックとフローの基準の丈比べ
のような手法をとっております。

�２徴収共助・送達共助に係る国内法の整備
国際課税資料２０は、「税務行政執行共助条約

の概要」についてです。昨年１１月になりますが、
カンヌで行われた G２０の場で、わが国も税務行
政執行共助条約に署名をしました。この条約で
は、資料内に①から③までに書かれていますが、
情報交換、徴収共助、文書送達共助の仕組みが
導入されています。

特に情報交換の分野につきましては、リーマ
ンショック後、主要国で財政緊縮策を徹底しな
ければならないことを踏まえて、租税に係る情
報交換も銀行機密を否定する、ないしは自国に
課税の利益がない場合でも情報提供することが
盛り込まれております。ただし、先ほど申し上
げたとおり、現時点では国会の承認が得られて
おりません。

今回、先ほどの条約の署名に対応いたしまし
て、国際課税資料２１にあるとおり、徴収共助に
係る国内法の整備を行っております。内容とし
ましては、徴収共助に関する相手国からの要請
に応じない事由（除外事由）や、外国租税債権
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の優先権の否定、ないしは徴収共助実施手続の
具体化等の国内法の整備が行われています。

下のイメージ図の意味するところは、徴収共
助は各国の税務当局が執行管轄権の制約の中で、
各条約締約国の租税債権をお互いに助け合って
徴収していこうということです。

先ほど概要を申しましたが、国際課税資料２２
には「徴収共助・送達共助に係る国内法の整
備」の内容が書かれております。

１つ目は「外国租税債権の優先権の否定」で、
具体的には外国租税債権には国税徴収法第８条
の国税優先の原則といった国税徴収法の優先権
に関する規定が適用されないことになります。
また、徴収手続が民事執行、倒産処理手続と競
合した場合においても、外国租税債権が優先さ
れないように措置がされています。

２つ目は相手国で納税者の権利救済が十分に
確保されていない場合などについて、共助に応
じない事由も定めています。これが除外事由と
いうことになります。

なお、これらの改正につきましては、平成２５
年７月１日からの適用となります。

�３国外財産調書制度の創設
国際課税資料２３は、「国外財産調書制度の創

設」になります。わが国の居住者が外国に所在
する不動産や、外国の株式といった国外の財産
を５，０００万円超保有している場合には、国外財
産調書の提出を求めるものです。

国外財産に関する所得等につきまして申告漏
れが発覚した場合、調書に国外財産の記載があ
る部分については、過少ないし無申告加算税を
５％軽減します。すなわち、過少が５％、無申
告が１０％となります。

また、調書の不提出や記載不備に係る部分に
ついては、過少ないし無申告加算税が５％加重
されます。すなわち、過小が１５％、無申告が２０％
となります。

なお、故意の不提出、ないしは虚偽記載につ
いては罰則もあります。

本制度は平成２６年１月１日以後、罰則につい
ては平成２７年１月１日以後に提出すべき調書に
ついて適用されることになっております。

�４非居住者等が受ける振替社債等の利子等の非
課税制度の拡充
最後の改正事項になりましたが、国際課税資

料２４をご覧ください。現在、図の一番右にある
非居住者、外国法人といった海外投資家が保有
している国債、地方債、社債、民間国外債につ
いては、既に利子等の非課税制度が導入されて
います。

今回、振替社債等の利子等の非課税制度につ
きましては、一番下の吹き出しにあるように、
東日本大震災からの復興支援等の観点から、被
災地の地方公共団体の公社等が発行する社債又
は債券のうち、その利子等が利益の額等に連動
するものであって、地方公共団体が債務保証し
ないものの利子等を非課税にしました。

３．今後の課題
�１恒久的施設（PE）の帰属所得に関する検討
国際課税資料２５をご覧ください。今後の課題

ということで、主に外国法人の課税ベースの見
直しになります。先ほど渡辺先生からのご指摘
にもありましたように、総合主義から帰属主義
への移行についてご説明したいと思います。

ここには OECD で行われました、恒久的施
設（PE）の帰属所得に関する検討が書かれて
おります。OECD では PE をあたかも独立企業
であるように擬制して、PE に帰属する所得を
厳格に計算するルールを整備する必要があると
されました。

具体的には PE の機能を分析した上で資産の
経済的所有権、リスクや資本を帰属させるとと
もに、同一企業の内部取引を認識して、独立企
業間価格でその取引等が行われる前提で計算さ
れた所得が PE に帰属することになります。い
わゆる OECD 承認アプローチ（AOA）と呼ば
れているものです。
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この考え方は、最後の項目にありますように、
２００８年と２０１０年の２段階を経て、OECD モデ
ル租税条約にも反映されております。

�２外国法人の事業所得課税の考え方
国際課税資料２６には、OECD モデル租税条

約上の帰属主義のイメージが描かれています。
左の図にありますように、現在の国内法は日本
にある支店と海外にある本店を同一の会社と捉
えて、日本で発生する所得については全て日本
源泉として支店に課税していることになります。

また、下の表にありますように「PE なけれ
ば課税なし」ということで、PE の存在の有無
が課税の有無となっております。

OECD モデル租税条約で議論している姿が
右の図になりますが、わが国にある支店は独立
した課税主体と擬制して捉えます。したがって、
下の表にあるように PE の有無が確定し、PE
がある場合には PE に帰属する所得のみがわが
国で課税される所得となります。要するに、課
税の範囲について、「どこで稼いだ所得」に対
する課税と、「誰が稼いだ所得」に対する課税
という考えの違いが反映されることになります。

�３非居住者及び外国法人の課税ベース－帰属主
義への見直し－のあり方
このような OECD における議論を受けまし

て、わが国の政府税制調査会専門家委員会にお
きましても今後の国際課税における中長期的な
課題として、国際課税資料２７－１・２にあると
おり、論点整理がなされました。国際課税資料
２７－１の一番上の「議論の概要」にも書いてい
ますが、国内法を総合主義から帰属主義への見
直しをすることで議論が行われました。

主な論点として指摘された点ですが、総論と
しては、下線を引いてあるとおり、PE 概念や
独立企業原則の議論が深まってきたこと、分離
会計主義の制度的なインフラが整備されてきた
ことがあげられます。さらには先ほど申しまし
た OECD 承認アプローチ（AOA）としての、

独立企業原則に沿った帰属主義への制度移行等
の議論が深まり、前提条件は整ってきているの
ではないかという認識が確認されています。

具体的な国内法の改正方法ですが、OECD
の議論に合致するための改正を行う際には、先
ほど申しましたように現行の総合主義の見直し
や、棚卸資産や利子等の内部取引の認識、単純
購入非課税原則の見直しなどの議論を行う必要
があるかと思います。
国際課税資料２７－２の上の方にありますが、

総合主義の見直しにつきましては１つの視点と
して、外国法人がわが国に支店形態で進出して
くる場合と、子会社形態で進出してくる場合に
課税の整合性を確保すべきではないかという指
摘があります。

一方でその下に書かれていますが、PE の広
範な吸引力（Force of Attraction）の話があり
ます。例えば、いわゆるタックスヘイブンに本
店を置くような会社に対する、適正な課税を確
保していく必要が引き続きあるのではないかと
いう意見も出されているところです。

また諸外国が AOA を導入することになりま
すと、本支店間の所得の帰属のルールが共通の
ものになりますので、二重課税や二重非課税の
リスクが両方ともに確実に緩和されるのではな
いかとの指摘もありました。

さらに帰属主義が導入されることになります
と、PE 帰属の国外所得がわが国でも課税され
ることになりますので、仮に日本で新たに課税
することになった所得が外国でも課税されてい
ることになりますと、二重課税への対応が必要
になるという指摘も受けています。
国際課税資料２８に、総合主義・帰属主義の比

較の表を掲げております。新たな要素としまし
ては、一番下の欄にあるとおり２国間での支店
所得の認識のずれがあった場合には、相互協議
を経た対応的調整をとる必要があるとの指摘を
受けております。
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＜参考＞OECD租税委員会の組織と活動の概要
最後に参考としまして、OECD の組織と活

動の概要を説明しておきたいと思います。先ほ
どもお話したとおり、以前から OECD が中心
となってモデル租税条約や移転価格ガイドライ
ン等といった国際課税のルール作りの議論が行
われてきていると言えるかと思います。
国際課税資料２９をご覧ください。その中心に

なる組織が、真ん中にあります租税委員会にな
ります。その議長は現在日本人で、財務省の浅
川国際局次長が昨年６月より務めております。

その租税委員会の下に、幾つかの作業部会が
あります。先ほど申し上げた OECD モデル租
税条約の改定につきましては第１作業部会
（WP１）で、移転価格ガイドラインの改定に
つきましては第６作業部会（WP６）で議論が
行われております。

われわれ主税局や国税庁の職員が、担当に応
じて各作業部会の議論に積極的に参加をしてお
り、国際的なルール作りに貢献しているという
ことです。

以上が第１部のご説明になります。

―――――――――――――――――――――
（渡辺） 日置さん、どうもありがとうござい
ました。膨大な内容を、大変要領よくご説明い
ただきましてありがとうございました。

ご説明の中で「総合主義」「帰属主義」とい
う言葉が出てきました。従来、税制調査会等は
このような呼び方をしているようですが、おそ
らく本日お集まりの皆さんの中には、「全所得
主義」「帰属所得主義」という言葉をお使いに
なっている方もあるかと思います。人によって
若干言葉の使い方が違うだけで、中身は同じこ
とです。

それではパネリストの方から、順次ご意見、
ご質問を伺いたいと思います。最初に青山さん
からよろしくお願いいたします。
―――――――――――――――――――――

Ⅱ．最近の国際課税の動向と課題
への意見

〔外国子会社配当益金不算入制度の検証〕
（青山） 丁寧なご説明、ありがとうございま
す。今、日置さんから最近の国際課税に関する
改正と、平成２４年度の改正の中身について大変
詳しいご説明をいただきました。特に国際課税
に対する体系的な改正に積極的に取り組んでお
られることに対して、まず敬意を表させていた
だきたいと思います。

その中で私からは３点コメントし、そしてご
意見を伺いたいと思います。１点目が外国子会
社配当益金不算入制度の関係、２点目は外国子
会社合算税制と過大支払利子税制との関係、３
点目が帰属主義と国内法の改正の問題です。

最初の外国子会社配当益金不算入制度につき
ましては既に平成２１年に導入されて、かなりの
時間が経過しました。この制度の導入は先ほど
のご説明にもありましたように、二重課税の解
消のシステムとして、従来の間接税額控除方式
を配当非課税制度に変えるという内容でしたが、
明らかにこの改正によって海外で稼得する利得
の効率的な活用に、税制がバイアスを与えない
という効果をもたらしたと思います。その結果、
内資系・外資系を問わず、わが国が起点となる
海外直接投資を促進するインセンティブをもた
らしたのではないかと評価されると思います。

それと同時に先ほどのお話にもありましたが、
多国籍企業にとって過度に複雑化していた、そ
して多大な社内の資源を割かざるを得なかった、
従来の外国税額控除制度の執行のコンプライア
ンス・コストを大幅に緩和できたということで、
その点も含めて評価できるのではないかと思い
ます。

まず施行数年を経た現在、今申し上げたよう
な効果と併せて、これは税制改正要望のときに
特に重視されたことですが、海外利益の国内環
流が促進されるのではないかという政策目的が
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現時点でどのように達成されたと評価されてい
るのかというところが１点目にお伺いしたいこ
とです。

それから、併せて関連する問題で、必ずしも
税制改正当時は意識されておりませんでしたが、
この外国子会社配当の益金不算入制度は外資系
の多国籍企業に対しても、例えば持株機能を有
する統括会社をわが国に設置する強いインセン
ティブを与える、要は地域の拠点として、わが
国の税制のインフラが非常に有利に働く要因に
もなるかと考えられます。同様の効果を直接狙
った、アジア拠点化税制も施行されたと伺って
います。

そのような観点で、いわゆるインバウンドの
投資促進税制としての本制度の評価についてど
のように考えておられているのかを伺いたいと
思います。
〔外国子会社合算税制と過大支払利子税制との
関係〕
２点目の外国子会社合算税制と過大支払利子

税制の関連につきましては、特に外国子会社の
合算税制の重要性が、１点目で申し上げました
配当非課税の導入によって、より役割が強化さ
れる必要があるのではないかということです。

これは自由に国外に資本が移転した場合の租
税回避に対応する施策として重要性が求められ
るということでしたが、その観点からは先ほど
のご説明にありました平成２２年度改正による、

資産所得に対する課税の制度の創設は適切なも
のと考えられます。

それに加えて本年度の過大支払利子税制は、
先ほどのご説明にもありましたが、各国が自国
の課税ベースの浸食を防止する施策として有効
だと考えられます。

そこでまず過大支払利子税制について実務的
な観点ですが、無差別原則があるので、おそら
く外資と内資を区別した課税の仕組みになって
いないと思われます。しかしながら、実質的に
は外資系がわが国の課税ベースを侵害する可能
性について、焦点が当たる場合が多いと思われ
ます。そういった点から、外資系の健全な金融
機関の活動を阻害する懸念はないのかどうかに
ついてのご質問が１点です。

それからもう１点ですが、国境を越える租税
回避に対して、先ほど申し上げた外国子会社合
算税制と過大支払利子税制は、場合によっては
制度的に互換性があるのではないかと私自身は
考えております。

例えばイギリスでは、グローバルなグループ
内ファイナンス会社の生み出す所得について、
一定の要件の下での特別税率によるタックスヘ
イブン税制、CFC 税制を適用する解決策を足
下で導入したところです。そのような国際的な
ファイナンス取引に対するコンテキストの中で、
将来的には過大支払利子税制とタックスヘイブ
ン税制は、どのような調整で組み立てていくの
かということについてお考えがあれば承りたい
と思います。
〔帰属主義と国内法の改正〕

最後に、帰属主義と国内法の改正について大
変詳しいご説明をいただきましたが、これにつ
いて、改正の中身が法人税の仕組みの根幹に関
わることで検討項目も多いと思うものの、今後
どのようなスケジュール感で改正に取り組もう
とされているのかお伺いしたいと思います。

そしてもう１点、OECD ベースでは先ほど
のご説明にありましたように、AOA ベースが
共通理解になりましたが、一方、２０１１年の国連
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モデル条約の改定の中では７条の関係で、日本
では廃止する方向で検討する吸引力が残される
方向の結論が出されています。そういったこと
がこの改定の検討に当たって、何らかの検討す
べき要因になるのかどうかについてお伺いでき
ればと思います。

―――――――――――――――――――――
（渡辺） 青山さん、どうもありがとうござい
ました。それでは次に、吉村さん、よろしくお
願いいたします。
―――――――――――――――――――――

〔外国子会社配当益金不算入制度の評価〕
（吉村） 私からは４つの分野について、コメ
ント又は質問をしたいと思います。

第１は外国子会社配当の益金不算入制度へ移
行したことの、評価の問題についてです。わが
国の制度改正の影響につきましては既に青山先
生よりご質問がありましたので、私の方からは、
海外での改正についての研究を紹介した上で、
それを基に若干のコメントをしたいと考えてい
ます。

例えばアメリカですが、外国子会社からの一
定の要件を満たす配当に対して、１年間に限っ
て８５％という、かなり大きな割合で受取配当控
除を認める特別措置を２００４年に導入しておりま
す。

その要件の中核となりましたのは、適格投資
に向けた国内再投資計画（domestic reinvest-
ment plan）に基づいているということです。
つまり外国子会社に留保された利益を環流させ、
国内の雇用や設備投資、研究開発などを促すこ
とを目的とした特別措置という性格に忠実に構
成されていました。この点、先ほど税制改正要
望等にあった、わが国の改正に関する理解と重
なる部分もあると思われます。

この結果、期間中になされた利益環流のうち、
９０％近くに軽減措置の適用があったということ
ですので、条文適用の上ではそれらの前提とし

て国内再投資計画が存在したことになっていま
す。しかしながら実証研究によれば、雇用創出
に向けた投資拡大という効果はほとんど認めら
れなかったとされています。環流した利益は多
くが株主に還元されたということが、その研究
の成果のようです（代表的なものとして、Dham-
mika Dharmapala，C．Fritz Foley and Kristin J．
Forbes，’Watch What I Do，Not What I Say :
The Unintended Consequences of the Home-
land Investment Act’，６６�３ Journal of Finance
７５３―７８７（２０１１））。

お金に色は付いておりませんので、環流した
お金と国内投資に向けられたお金の直接的な関
係を現実に把握することは難しいという制度的
な欠陥も確かに存在しているわけですが、この
措置自体、またアメリカのみならず日本でもそ
うですが、国内又は国外それぞれに投資した場
合の税引後リターンを変化させるわけではない
ところに大きな特徴があります。すなわち、資
金繰りに苦しむ企業でない限りは、わざわざ利
益を環流させたとしても、そこに投資機会がな
ければ意味がないわけです。

そのため、実際の企業行動としては、どちら
かというと投資機会が限られた企業が株主に還
元するために利益を還元させたということが、
傾向として見られたようです。

そこで、特別措置として見た場合には、現実
に資金調達に困難を来している企業が多く存在
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したかどうかにより、政策的な観点からの評価
は決まってくると思います。そうでなければ、
アメリカの例のように、投資機会が乏しい企業
に対して、単にオフショアに留保された利益を
環流して株主に還元するという行動について補
助金を与える結果になってしまうと言えます。

次に、日本と同じようにテリトリアル方式に
移行したイギリスにおける研究です。イギリス
の改正の特徴として、免税方式を採用している
他の EU 構成国、又は低税率国に本拠地を置く
企業との間で競争中立性（level―playing―field）
を確保することが税制改正の目的にされていた
ことを指摘できます。すなわち本拠地を置く国
としてのイギリスの魅力を高めるために改正を
行ったと位置付けられています。

利益還流に関しての影響ですが、従来の制度
におきましても、他の国々と同様、現実の環流
時まで課税が繰り延べられていたわけですから、
テリトリアル方式に移行したことによる税負担
の軽減効果は小さいと考えられていたところで
す。

ただ実証研究を見ますと、これはワーキング
ペーパーですが、改正後に、他のヨーロッパ企
業と比較して、イギリス企業の外国子会社から
の配当が大幅に増加したことを指摘する研究が
あります（Peter Egger et al．，Consequences of
the New UK Tax Exemption System : Evi-
dence from Micro―level Data，CESifo Working
Paper（２０１２））。

ただその一方で、先ほど申し上げたようにイ
ギリスの改正の主目的は、イギリスに本拠地を
置く企業の競争力確保ということでありました
ので、結局海外での活動がどのように拡充され
たのかがわからなければ、十分な研究にはなり
ません。そのため、この点については今後の課
題とされているところです。

日本の制度改正の目的がどういうものである
かにせよ、環流の額が増加しただけでは政策評
価として十分ではないことは、両国を見ても言
えるかと思います。企業ごとの属性や、その後

の行動変化、例えば減税のアナウンスにどのよ
うな反応を示したかを考慮した、本格的な研究
がわが国でも待たれるところです。
〔課税ベース浸食の防止〕

第２ですが、課税ベース浸食の防止について
です。国際課税の最近の視点としまして、課税
ベース浸食の防止が１つのキーワードとなって
おります。

これは青山先生のコメントにもありましたが、
課税ベース浸食の防止という観点からは、流出
防止を目的とした過大支払利子税制がこの度導
入されたのは、重要なポイントだと思います。
またその観点からしますと、同じく流出防止の
ために機能する移転価格税制や、流出後の取込
みを目的とするタックスヘイブン対策税制との
横断的な考察も、今後さらに求められていると
ころかと思います。

ただ後者につきましては昨年の大会で十分に
議論されたと思いますので、ここでは過大支払
利子税制の位置付け、特に今回の立法の背景に
ついてお伺いしたいと思います。

支払利子を利用したグループ内での利益の付
替えという問題につきましては、確かに日本の
みならず、多くの国で立法的な課題になってい
ます。これは国際課税資料１９でご紹介がありま
したように、各国で改正がなされています。

ただその直接の動機を見ますと、日本とは異
なる点があるように思います。例えばアメリカ
におきましては、１９８９年というかなり古い時点
でルールが作られておりますが、外資系企業の
アメリカ国内における利益率が低いという事実
が大きな動機になったと聞いております。すな
わち関連者に対する利子支払を利用して、アメ
リカの課税から逃れているのではないかという
疑念が、導入の大きな動機になったわけです。

また、もう１つ近年の改正論議が高まってい
る背景として、２０００年代に入っていわゆるコー
ポレート・インバージョンが問題になったこと
が指摘できます。すなわちアメリカにおきまし
て、アメリカ国内の多国籍企業が海外に法人を
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設立し、その外国法人をグループの最終的な親
会社とするようなアレンジが問題となっていま
す。これに対する規制強化という観点から、既
存のアーニングス・ストリッピング規定を強化
しようとの提言が行われています。

これに対してヨーロッパにおきましては、欧
州司法裁判所によりまして、自国外に存在する
関連会社からの借入のみを問題視する、既存の
過少資本税制の仕組みが EU 条約違反とされる
判決が相次いだことが指摘できます（例えばド
イツの過少資本税制に関する Lankhorst―Ho-
horst 事件（Case C―324/00, 2002 ECR I―11779
（Dec. 12, 2002）））。その結果として、従来の
制度を改めざるを得なかったという制度的な要
因があるわけです。

これらを考えますと、タイミングの問題とし
て、なぜ日本でこの時期に過大支払利子税制が
導入されたのかを確認させていただければと思
います。ECJ 判決のような制度的要因は日本
には存在しないわけですから、その可能性とし
ては２つあるように思います。

１つには、支払利子による利益のはぎ取りの
危険性が増しているという認識があったのかと
いう点です。例えば、国際課税資料１７に記載の
ある図のように、外国子会社配当の益金不算入
制度が導入されたことによって、従来よりもグ
ループ内のプランニングの機会が増大したとい
うのが１つ要素としては考えられます。

これに対して、支払利子に相当する額がわが
国の法人税の課税ベースから逃れたとしても、
支払利子そのものが源泉徴収に服する限りにお
いて、税収という観点からは特に問題視する必
要はないとの議論もあり得ます。

そこで２つ目として、この税収という観点か
らは、支払利子に対する源泉課税の軽減が進め
られる、とりわけ免税を認めるような租税条約
の発展が見込まれるために過大支払利子税制が
必要であったというロジックが考えられます。
国際課税資料１７に記載されているように、両者
複合してというお答えになるかと思いますが、

具体的にどういった要因が影響したのかをお教
えいただけると幸いです。

また併せてですが、国際的にはこのような支
払利子の制限の実効性をいかに担保していくか、
また、インバージョンと関連した規制強化の方
向で議論がなされている状況ですので、日本の
制度につきましても今後見直しが必要か、或い
は定期的なレビューが必要だとお考えかという
ことを教えていただければと思います。
〔徴収共助における除外事由〕

第３は徴収共助についてです。国際課税資料
２２に記載がありますように、除外事由としまし
て、「相手国等で争う機会が与えられていない
と認められるとき」との要件が定められていま
す。これは手続の形式的な存否によって判断さ
れるのか、それとも日本の基本的な手続法原則
を考慮した上で実質的に判断されるのかという
点を教えていただきたいと思います。

もし後者だとした場合、既存のわが国におけ
る議論との関係ですと、外国判決の承認（民訴
法１１８条３号）について「手続的公序」という
概念があり、それに関する議論の蓄積があるか
と思いますが、この「手続的公序」との関係が
議論されることがあったのかを教えていただき
たいと思います。

ただ当事者間で争われた確定判決にわが国で
の通用力を認めるかという議論と、これから争
われる機会で利用される制度をどう評価するか
という点で大きな違いがありますので、少し的
外れな質問かもしれません。
〔国外財産調書制度について〕

最後ですが、第４に国外財産調書制度につい
てです。国際課税資料２３でご紹介がありました
ように、情報提供義務と本体の制裁の減免とを
結び付けたという点におきまして、例えば海外
で事後的な情報収集の手段として導入されたボ
ランタリー・ディスクロージャー制度との関係
など論ずべき点の多い、非常に興味深い制度で
あると個人的には考えています。

今日の午後、ちょうど増井先生による「租税

― 80 ―



手続法の新たな潮流」と題するご講演がありま
す。そちらで詳しく取り上げられるでしょうか
ら、そちらを拝聴して考えを深めていきたいと
思っております。

―――――――――――――――――――――
（渡辺） 吉村さん、アメリカやイギリスの制
度も含めてコメントをいただきまして、誠にあ
りがとうございました。それでは最後に、石原
さん、よろしくお願いいたします。
―――――――――――――――――――――

〔外国子会社配当益金不算入制度について〕
（石原） 私からは実務で関心が高いと思われ
ます外国子会社配当益金不算入制度に関連した
お話と、タックスヘイブン税制についてコメン
トとご質問をさせていただきます。

まず外国子会社配当益金不算入制度について
です。青山さんからコメントがありましたが、
その導入は企業の配当政策の決定に対する中立
性、制度の簡素化という観点から大きな意義が
あったと認識しております。一方で、実際には
海外からの配当は想定されていたほど増加して
いないのではないか、むしろ海外に出やすくな
って、日本の空洞化を懸念する声もあると認識
しております。

また、外国子会社配当益金不算入制度の導入
によって、外資系企業が日本経由で投資しやす
くなる効果も期待されていたと思いますが、実
際にはその効果がなかなか見られていないので
はないかということです。実際に仕事をしてお
りましても、例えば外資系の企業から日本経由
で日本をハブとしてアジアに投資したいけれど
も、その場合の税務はどうなるのかといったよ
うなご相談を受けることも、現時点までではそ
れほどないように思います。

青山さんからもご質問がありましたが、外国
子会社配当益金不算入制度の導入効果をどう評
価されているかという点につきまして私からも
お伺いしたいのと、空洞化の懸念、或いは外資

系企業が思ったほど日本に来ていないのであれ
ば、日本の国際競争力の強化という視点から、
税制面でさらなる手当についてのお考えの方向
性などあれば、お伺いできればと思っておりま
す。

もう１点、外国子会社配当益金不算入制度に
絡めて、その導入によって日本も一部テリトリ
アル方式へ移行したことになりますが、その次
の議論として国外支店の所得免税制度の導入と
いうのが出てくるかと考えております。

ただし、これにつきましては、先ほどお話が
ありました帰属主義との関係で議論されるもの
だと思っておりますのでまだ先の話と考えてお
りますが、帰属主義に関する国内法改正と、そ
れと絡めて国外支店所得免税の議論に関しての
スケジュール感など教えていただければと思っ
ております。
〔タックスヘイブン税制の今後の方向〕

次にタックスヘイブン税制についてです。こ
れは今年の改正項目でもなく、また最近大きな
改正があったばかりですので、近々、次の改正
を考えていらっしゃるわけではないかと思いま
すが、実務で感心の高い国際課税のテーマです
ので取り上げさせていただきます。

最近日本の企業による海外の M&A やグ
ループ再編が急増しており、それについて税務
上の取扱いを検討する際に、実務で常に問題に
なるといっても過言でないのがタックスヘイブ
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ン税制です。
問題意識としまして、租税回避的なものにつ

いて捕捉していくことは必要だと思いますが、
一方かなり広範囲で合算課税の対象となってし
まうのは悩ましいところですし、それ以上に、
そもそもタックスヘイブン税制が適用されるの
か、されないのかという判断が、実務上、悩ま
しいところになっております。

問題になることが多いのが租税負担割合を計
算する上での非課税所得の取扱いや、主たる事
業の判定といったところかと思っております。
例えば非課税所得の問題として、海外で連結納
税をしていれば所得があっても税金を納めない
子会社が出てくるわけですが、それをどう考え
るのか。これは例えば日本の連結納税制度と似
たような制度であれば、タックスヘイブン税制
を適用しなくてもいいのではないかという一般
的な理解はあると思いますが、似ている、似て
いないという判断基準、或いはどこかの規定に
書いているわけでもありませんので、本当にそ
れでいいのかといった問題があるかと思います。

また、現地で組織再編成が行われたときに、
再編成により生まれた譲渡益が非課税になるの
であれば、それは当然非課税所得だと思います
が、日本の適格組織再編成のような課税繰延制
度が現地にもあって、課税の繰延が行われてい
るときには繰延であって非課税ではないのでい
いのではないかということも一般的には言われ
ているかと思います。

しかしこれについても、同一法人内での繰延
ならいいけれども、例えば会社分割だと法人を
越えて繰延が起きるので、それはいいのかとい
う疑問があります。さらに、同じ国の中での繰
延ならいいけれども国境を跨ぐとさすがに駄目
ではないかなど、いろいろな声があるところな
ので、これも明確になるといいと思っている分
野です。

さらには、主たる事業の話で、収入金額、所
得金額、使用人の数などで総合的に勘案して判
定となっておりますが、例えば普通に実体を持

って事業を行っている海外子会社が、ある年に
突然非課税のキャピタルゲインが生じると、そ
の年だけ突然タックスヘイブン税制の適用対象
になってしまうといった状況については、違和
感があるところです。

以上思いつくままに申し上げましたが、法令
での手当は難しい部分もあることは認識してお
りますし、先ほど申し上げましたとおり、大き
な改正が行われたばかりですので、今の時点で
特に次の改正ということはご予定されてないか
と思います。

しかしながら、例えば、規定の明確化や適用
除外要件の見直し、インカムアプローチへの移
行なども含めて、今後の見直しの可能性ないし
方向性があれば、お話をお聞かせいただければ
と思っております。

―――――――――――――――――――――
（渡辺） 石原さん、実務に基づいたご質問、
ご意見どうもありがとうございました。

お三方から、外国子会社配当益金不算入制度
の効果は一体どうなのかというご質問、或いは
過大支払利子税制をなぜ導入したのかなど、い
ろいろなご質問やご意見がありました。これら
につきまして、日置さんの方からご発言をお願
いいたしたいと思います。よろしくお願いいた
します。
―――――――――――――――――――――

（日置） それでは皆さんからのご質問、ご意
見についてお答えしたいと思います。

１つ目のお話としまして、青山先生と石原先
生から、海外収益の国内環流の観点から、外国
子会社配当益金不算入制度について現在どのよ
うな形になっているのか、効果等々のご質問を
頂きました。加えて、吉村先生からは、諸外国
の実証的な研究をされていて、その結果をお聞
きしました。

２つ目には、青山先生と石原先生から、対日
投資の重要性や日本の競争力強化の観点から、
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税制面で何かできるかどうかというご指摘があ
りました。

３つ目には、過大支払利子税制について、青
山先生と吉村先生からご質問がありました。

４つ目には、石原先生等々からタックスヘイ
ブン税制についてのご指摘がありました。

さらには、青山先生から PE の吸引力につい
てのご質問、吉村先生から徴収共助のお話、石
原先生から国外支店所得の免税制度の関係とい
うことで、様々なご質問をいただきました。
〔外国子会社配当益金不算入制度について〕

まず最初に、青山先生からご質問をいただき
ました、「外国子会社配当益金不算入制度が導
入されて数年経つが、どのような環流が起き、
どのような評価がされているか」という点につ
いてです。

この制度は平成２１年度の税制改正で導入され
たわけですが、基本的な趣旨は、外国にある子
会社が外国で得た利益を、必要な時期に必要な
金額だけ国内に戻す、要すれば税制が企業の配
当戦略に対して中立になるという観点です。し
たがいまして、税制としては配当の還流を確保
する視点よりは自由度を確保するところに主眼
が置かれていたため、財務省の立場としては、
必ずしも環流自体を確保するところが直接的な
目的だったとまでは明言できないということが
あります。

しかしながら結果として、平成２１年度から平
成２３年度までの外国子会社の配当率を見てみま
すと、海外直接投資の収益に対して割合的にか
なり高まってきていることが言えます。

その原因の１つとしては平成２３年度の経済財
政白書において、そもそもリーマンショック後
海外での投資機会が少なくなってしまった、す
なわち投資収益という分母がそもそも小さくな
ってしまったということが指摘されるとともに、
外国子会社配当益金不算入制度の導入も影響し
ている可能性がある旨指摘されているところで
す。あくまでも一因として考えられるのではな
いかということですが、一応影響しているので

はないかという指摘があるのも事実です。
ただし先ほども申しましたように、分母の推

移との関係もございますし、そもそも配当とし
ての国内環流というものは税制だけで決まるわ
けではない話でもあります。各国の投資環境や
経済動向も踏まえた、それぞれの企業が判断し
た結果ということでもありますので、現時点で
一概に本税制が国内環流を進めたという結論ま
で出すのは、少し難しいのではないかと考えて
おります。

いずれにせよ日本の企業が海外で得た収益を
国内に多く環流させて、国内の設備投資や研究
開発を通じて雇用の活性化につながり、経済の
パイがどんどん大きくなっていくことはわが国
経済にとって良いことではないかと考えており
ます。

この外国子会社配当益金不算入制度につきま
しては制度を導入して間もないものでもありま
すし、とりあえず制度の適用の状況を注視して
いくという観点で、今のところ改正する予定は
ありません。
〔対日投資の重要性について〕

次に青山先生と石原先生から対日投資の重要
性ということでご指摘を受けました。その重要
性についてはご指摘のとおりだと感じておりま
す。

先ほどのご指摘にもありましたが、税制面の
対応という点では、今年の夏にアジア拠点化税
制が導入されました。この枠組みは経済産業大
臣等から認定を受けた企業が、わが国にアジア
の拠点となる地域統括会社や研究開発拠点、す
なわち研究開発会社等を設立するときは、その
認定の日から５年間、２０％の所得控除を行うと
の税制上の優遇措置が受けられることになりま
す。

ご指摘のとおり税制が投資を呼び込む上で確
かにきっかけといいますか、補助的な役割を果
たすことになりますが、やはり対日投資を促進
させることを考えますと、まずは日本経済その
ものの魅力を増すような政策が大事ではないか
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ということが言えるかと思います。
また、これは OECD の議論ですが、外国企

業だけを優遇する税制はいわゆる有害税制ルー
ルに違反する恐れもありますので、内外無差別
の観点から、制度の構築に当たっては慎重に検
討することが必要かと思います。
〔過大支払利子税制について〕

また青山先生と吉村先生から、過大支払利子
税制の関係でご指摘を受けています。ヨーロッ
パやアメリカの利子の損金不算入制度の関係で、
どのように今回の制度が位置付けられるのか、
ないしはわが国にある外資系の金融機関などに
どのように適用されるかを企図して設計されて
いるのかということについてもご質問を伺いま
した。

制度の導入理由についてでありますが、まさ
に吉村先生がご指摘されたとおりの形になるか
と思います。近年の主要先進国は利子に関しま
して、それぞれの租税条約で源泉地国免税を導
入していますので、わが国においてもこのよう
な利子の免税措置は国際的な投資交流の促進の
上から重要な課題です。

一方で利子の源泉地国免税が導入されますと、
やはり過大な支払利子によって租税回避をしよ
うというリスクが今よりも高まってくるので、
源泉地国免税を行っていく上ではこのようなリ
スクにも対応しなくてはいけません。

既存の制度として移転価格税制があり、過少
資本税制があるということですが、先ほども申
し上げましたように、フロー（所得）の部分に
対応する弱点がありましたので、これを補正す
る観点から過大支払利子税制が導入されたとい
うことになります。

また青山先生からご指摘があった、金融機関
への影響についてです。内外無差別ということ
に関連し、先ほどはあまり強調しませんでした
が、過大支払利子税制の対象となる利子の額は、
基本的にネット利子、要は支払利子から受取利
子を引いたものになります。さらに、レポ取引
について本制度の対象から除いていますので、

金融機関が果たす仲介機能については一定の配
慮をしてきていることが言えるかと思います。

いずれにしろ新規に導入した制度ですので、
吉村先生のご研究の内容も伺いながら、ヨーロ
ッパやアメリカでの動向も視野に入れ、平成２５
年４月から施行される本制度の適用の状況も見
つつ、必要に応じて随時見直しは行っていきた
いと思っております。
〔外国子会社合算税制（タックスヘイブン税制）
について〕
さらに外国子会社合算税制について、青山先

生からイギリスで行われたグループファイナン
スの制度の見直し等々のご質問があったかと思
います。グループファイナンスですが、イギリ
スでは広く CFC 税制の対象になっていたとい
うことで、ビジネス界からは合理的な商業上の
理由があるものについては適用除外とすべきと
いう批判があり、制度的には緩和をしています。

わが国においては、外国子会社合算税制を導
入して以来、常に産業界のご意見等々を踏まえ、
既に先ほどご説明しましたが、適用除外基準の
見直しで、例えば地域統括会社を合算対象から
外すなど、改正を重ねるごとに国外に進出する
企業の事業形態が変わっていますので、その変
化について対応していく努力をしてきたことと
思います。

したがいまして、わが国の制度においては、
仮に軽課税国にグループファイナンス子会社が
あったとしても、しかるべき実体があれば適用
除外基準を満たすことになると思いますので、
その場合は資産性所得を除いて合算されないこ
とになります。

また合算対象とされている資産性所得は基本
的にポートフォリオの所得でございますので、
外国子会社が得る貸付金の利子についてはパッ
シブ所得に含まれないことになります。結果と
して、実質的にはグループファイナンス会社に
対する課税の範囲が、制度の適用の際には非常
に限定的なものになるかと思います。

このように諸外国とわが国のこの制度の適用
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実態はそれぞれ異なるとは思いますが、この制
度につきましてはやはりビジネスの実態を踏ま
えまして、先ほど石原先生からもご指摘があり
ましたが、いろいろな声を聞きながら、基本的
に企業が行う通常の事業活動に悪影響が出ない
ようにするとともに、一方で租税回避に対して
は適切に対応する必要があり、それらのバラン
スのもとで考えることになります。なるべくビ
ジネスに悪影響が出ないように、かつ租税回避
にはきちんと対応することを考えながら、今後
検討していくことになるかと思います。
〔PEの吸引力について〕

続きまして、青山先生より帰属所得の議論に
おける PE の吸引力についてのご指摘があった
かと思います。帰属主義への国内法の見直しは、
現時点で具体的な措置の方向について、コメン
トするには難しい段階かと思います。

ここでは政府税制調査会における一昨年の議
論をご紹介したいと思います。その時の論点整
理の中では、見直す際に国際的租税回避リスク
についてどう考えるかということで、基本的に
外国子会社合算税制なども含めた法整備による
対応、ないしは情報交換制度の拡充、税制の透
明化の促進で対応することがあげられておりま
した。

また、総合主義の吸引力を一部残存させて、
それらの事業所得の潜脱を図るタックスプラン
ニングに備えるという考えがあるかもしれない
ことも指摘されました。しかしその場合、あく
までも AOA の考え方の下での例外的な租税回
避否認規定として位置付けるべきとの指摘も記
載されています。以上のようなご指摘を受けて
いますので、今後こういう点も参考にしながら
検討を進めていくことになるかと思います。
〔徴収共助の除外事由について〕

吉村先生からは、徴収共助の除外事由に関す
るご質問があったかと思います。条約相手国か
ら徴収共助の要請があった場合でも除外事由に
該当するときは、わが国はその要請に応じませ
ん。この除外事由の１つとして、租税条約等実

施特例法第１１条第１項では、外国租税債権の存
否や額について、条約相手国で争う機会が与え
られていないと認められるときは共助に応じな
いこととしています。

もし仮に条約相手国で争う機会が与えられて
いないときは、わが国の税務当局の徴収権限の
行使に対し、私人の権利を保護する手続保障が
なくなってしまいますので、わが国の私人の権
利保護に妥当な配慮がなされているとは言い難
い状況になってしまいます。そのような場合に
は、条約相手国の共助の要請には応じられない
こととなります。

このように、わが国の税務当局の徴収権限の
行使に対する手続保障という観点からこの規定
が設けられたことを踏まえますと、その判断に
当たってはわが国における手続保障に照らし合
わせて考えていくことになろうかと思われます。

あと民事訴訟法における外国判決の承認にお
いては、外国での判決の内容ないしは訴訟手続
が公序に反していないことが必要です。これは
民事訴訟法第１１８条第３号に定められています。

この手続的公序は外国の判決の効果がわが国
においても効力を生じ、当事者の法律関係に影
響を与える以上、わが国の公序良俗感覚と相容
れない判決を承認することはできないという考
え方に基づくものだと考えております。したが
って、同じく私人の権利保護を念頭に置いてい
るものという形で理解をしております。
〔帰属主義、国外支店所得免税について〕

最後に石原先生からは国外支店所得免税のご
質問があったと思いますので、帰属主義のお話
に関連し、お答えしたいと思います。

帰属主義でございますが、先ほどから申し上
げていますように、帰属主義の見直しについて
は、確たる見通しは今の段階では申し上げられ
ないということです。

いずれにせよ帰属主義への見直しに当たって
は、先ほどからご説明しておりますように非常
にたくさんの項目を改正すること、ないしは影
響を受ける方々が業界によっても様々なので、
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平成２４年度税制改正大綱に「様々な産業におけ
る実態や影響等を考慮しつつ」という言葉が入
っておりますが、これを踏まえつつ検討を進め
ていく予定です。

なお、石原先生からご指摘があった国外支店
所得免税については、OECD における帰属所
得や AOA に関する議論の中では特に触れられ
ていませんので、現在特に検討する予定はない
というところです。

―――――――――――――――――――――
（渡辺） 日置さん、ご丁寧にご意見をいただ
きましてありがとうございました。今お伺いし
ていまして、平成２１年度に外国子会社配当益金
不算入制度を導入したわけですが、その効果に
ついてはいろいろな意見があるなと思いました。

当初、経済産業省あたりは、日本に環流して
くる配当を増やすということを言っておられた
気がします。財務省は少し違って中立的にする
と言っておられた感じがしますが、それがむし
ろ日本企業が外国に出るのを誘発する感じにな
っているかもしれないというご意見など、いろ
いろなものがあった気がしますので、まだまだ
これは注目していかなければいけないことかと
思いました。

それから、国外関連者に対する過大支払利子
については、源泉地免税にしたことが過大支払
利子のインセンティブをもたらしている、そこ
からいろいろな問題が出てきているという大変
面白いお話が出てきたように思います。

また、タックスヘイブン税制については、租
税回避は取り締まるけれども、通常の企業活動
には支障が出ないようにというお話がありまし
た。是非そういう方向でお願いしたいと思いま
した。

帰属主義・総合主義の話につきましては、ど
うも確たる見通しはないということですので、
まだしばらく時間がかかるという印象を持った
わけです。いずれにしましても、大変活発なご
議論をありがとうございました。

以上で、第１部「最近の国際課税の動向と課
題」を終了させていただきたいと思います。

それでは、続けて第２部に入らせていただき
たいと思います。「国際協力に向けたトピック
ス」についてのディスカッションになります。
では最初に、日置さんの方から、現状のご説明
をお願いします。
―――――――――――――――――――――

Ⅲ．国際協力に向けたトピックス

１．わが国の条約ネットワークの現状
�１わが国の条約ネットワークの拡充、投資交流
の促進

〔租税条約の概要〕
（日置） それでは、第２部は「国際協力に向
けたトピックス」ということですので、最初に
わが国の租税条約ネットワークの現状を概観し、
続いて中期的な課題ということで、無形資産、
FATCA（外国口座コンプライアンス法）の３
点についてご説明したいと思います。
国際課税資料３０をご覧ください。ここでは

OECD のモデル租税条約の主な内容を書いて
おりますが、基本となるのは二重課税の調整と
脱税及び租税回避への対応です。わが国も
OECD の加盟国ですので、それぞれの租税条
約もこのモデル租税条約というひな型と似たよ
うな条文が３０条ぐらい並んでいます。内容面で
は確かに投資所得の限度税率などに違いはあり
ますが、このひな型に沿った形で租税条約が作
られてきていると言えるかと思います。
〔租税条約ネットワークの拡充〕
国際課税資料１で、３つの国際課税の基本的

考え方をご説明したかと思いますが、その中に
二重課税の調整がありました。この上で租税条
約というものが、二重課税の調整で重要な役割
を果たしていると言えるのではないかというこ
とです。
国際課税資料３１をご覧ください。その１つは

一番上の矢印になりますが、「限度税率の引下
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げ」をすることです。要は源泉地国での税負担
が減るという意味で、二重課税が調整されてい
くということです。

２つ目の矢印ですが「仲裁制度の導入」とい
うことで、紛争処理手続の代表的なものです。

３つ目の矢印は「情報交換」ということで、
先ほども申しましたが、脱税及び租税回避の防
止について大きな役割が果たされています。

この３つが揃うことで、期待されている健全
な投資、経済交流の促進が図られ、最終的には
わが国経済のパイが広がっていくということで、
基本的な考え方はネットワークを拡大していく
ことかと思います。
〔投資交流の促進〕
国際課税資料３２は、「投資交流の促進」とい

うことで、配当、利子、使用料に対する源泉地
国での課税がどのような形になっているかを説
明したものです。上の表に、OECD モデル租
税条約上は５％、１５％、１０％、免税という形に
なっているかと思いますが、その次の段にある
日米租税条約は親子間配当が免税又は５％、一
般でも１０％、金融機関が受ける利子と使用料が
免税となっています。

お互いに先進国同士ですと、源泉地国課税の
税率を下げて投資交流を図っていくような形で
も合意しやすいということが言えるかと思いま
すが、新興国等との条約ですと限度税率は高め
に残ってしまうことがあるかと思います。

下の表にありますように、既にわが国の条約
ネットワークでは対外直接投資の９割以上をカ
バーしています。とりあえず投資所得の限度税
率を下げていくことも必要ですが、先ほどから
申し上げている仲裁制度、ないしは徴収共助の
観点から条約の内容を変えていくことも必要か
と思います。

�２相互協議に係る仲裁制度
国際課税資料３３は、相互協議に係る仲裁制度

のイメージ図です。A 国と B 国の間で、仮に
相互協議が行われたらどのようになるかという

ことを示したものです。図には「全ての事項に
ついて解決」と書いてありますが、必ずしも全
ての事案がこのように解決するわけではありま
せんし、仮に協議が長期間に及ぶことになりま
すと、納税者には非常に負担がかかります。

仲裁制度というのは、相互協議が未解決のま
ま２年間経ってしまうときには、納税者が要請
して仲裁へと移行するという制度です。この仲
裁制度があることによって、納税者は二重課税
の排除がどのくらいのタイミングでなされるの
かという、予見可能性が高まるので、メリット
があると考えられます。

２００８年には、OECD モデル租税条約におい
て相互協議に係る仲裁制度が盛り込まれました。
かつ産業界からも仲裁制度を入れて欲しいとい
う要望がありましたので、わが国においても対
応をしたところです。

現在のところ、オランダや香港との租税条約
に仲裁制度が入っています。

�３情報交換を巡る最近の動向
国際課税資料３４は、「租税回避を巡る国際的

な議論の動向」です。リーマンショック後、金
融システムの安定化等々の観点から、いわゆる
タックスヘイブンへの不透明な資金の流れを非
常に問題視する動きが国際的に出てきました。

２００９年４月に G２０サミットがありまして、そ
の場において税に対して透明性が欠けている、
ないしは国際基準を満たさない非協力な国や地
域に対しては、制裁措置を取るという強いメッ
セージが出されたところです。それを契機に、
各国は国際基準に則した税の情報交換をする動
きが加速してきているところであります。

注書きにもありますように、銀行機密の否定
や自国の課税利益がなくても情報交換を行うの
が国際基準のポイントですが、こういう国際的
な流れが出てきたということで、いわゆるタッ
クスヘイブンと呼ばれていた国々も、他の諸外
国と今申し上げたような国際基準に則した租税
条約ないしは租税情報交換協定を締結してきて
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います。このように租税に関する情報交換のネ
ットワークが、急速に拡大してきています。

一応、租税条約は次々に増えていますが、実
際に制度ができても交換しないと意味がないの
で、OECD では「税の透明性と情報交換に関
するグローバル・フォーラム」と言われている
場において議論が行われています。具体的には、
情報交換の国内法の整備がどれだけできている
のか、その整備に基づいてどれだけ情報交換を
執行しているのかという、法整備と執行という
２つの点からの検証を行うことに合意しました。

２０１０年３月から始まったピア・レビューでは、
相互に各国を検証・確認し合っています。
OECD は基本的に先進国が加盟国ですが、２０１２
年８月現在、グローバル・フォーラムには１０９
の国・地域が参加しており、その参加国のレビ
ューを今行っているところです。
国際課税資料３５の「G２０ ロンドン・サミット

首脳宣言（抄）」には首脳宣言の内容、国際課
税資料３６の「税に関する情報の交換」には、情
報交換の具体的なイメージ図が描かれています。

また、国際課税資料３７，３８は、現在のわが国
の租税条約のネットワークと租税条約の交渉状
況です。平成２４年７月現在で５３の条約が６４の
国・地域に適用されていることが分かるかと思
います。

２．無形資産の取扱い
―国際課税における中期的課題―
国際課税資料３９は、「OECD における無形資

産取引に係る移転価格ガイドライン見直しの議
論の動向」についての資料になります。

無形資産につきましては１９９６年に移転価格ガ
イドラインに追加されるなど、従来から議論が
行われてきているところです。各国の移転価格
税制に関する実務的な経験などがかなり進んで
きていることから、２０１０年１１月、先ほど OECD
の関連資料で申しましたが、WP６の無形資産
のスペシャル・セッションで議論が行われてお
り、本年の６月にはそのセッションからディス

カッション・ドラフトの中間ドラフトが発表さ
れました。

下の囲みに概要が書かれていますが、「A．
無形資産の特定」や「B．無形資産に関連する
リターンを享受する当事者の特定」、「C．無形
資産の使用又は移転が関わる取引」、「D．無形
資産が関わる事例に係る独立企業間条件の決
定」ということで、４点が挙げられています。

このような OECD の議論を受けまして、わ
が国でも政府税制調査会で議論が行われている
ところです。
国際課税資料４０－１・２の「国際課税に関す

る論点整理（抄）」をご覧ください。まず最初
の「提起された主な論点等」の所にありますよ
うに、アメリカ、ドイツで所得相応性基準とい
うものが導入されています。アメリカにおける
所得相応性基準というのは、無形資産の移転後
に移転した無形資産から発生する実際の所得に
より、無形資産の対価を評価する考え方です。

ドイツにおける所得相応性基準というものは、
無形資産が海外に移転した際の評価と、移転後
１０年間に収益に差が出てきたときについては調
整額を申告するものです。

所得相応性基準につきましては、OECD 移
転価格ガイドラインなどでは後知恵を使用する
ものではないかという指摘や、買い手のキャッ
シュフローに基づいて売り手に課税するもので
はないかといった批判等もあるとのことです。

また、移転後に益が出た場合に課税するとい
うことであるならば、損失が発生した場合はど
うするのかというご指摘もあったところです。

わが国に対する示唆としてどのようなことが
あるかといいますと、下線部分のとおり、アジ
アにおける地域統括会社に対して、わが国も無
形資産を移転する形での租税回避リスクが高ま
っているのではないか、ないしは移転価格税制
を的確に執行するためにも、制度的なインフラ
が必要ではないかという指摘を受けております。
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３．外国口座コンプライアンス法（FATCA）
〔米国の外国口座コンプライアンス法（Foreign
Account Tax Compliance Act）の概要〕
最後に、現在議論が進行している米国の外国

口座コンプライアンス法、通称 FATCA につ
いてご説明したいと思います。
国際課税資料４１に概要を示していますが、本

法律の目的は外国金融機関に米国人が口座を持
って、課税を逃れることを防止することです。
来年の１月から施行するということで、徐々に
施行期限が近づいています。

制度の導入理由は、リーマンショック後の経
済低迷でアメリカの財政事情が非常に悪化し、
歳入確保が必要になったことです。そのときに
富裕層が課税逃れをしていることはよろしくな
いので、タックス・コンプライアンスは避けて
通れない課題となったということかと思います。

FATCA が実施されますと、わが国の金融機
関を含めた外国金融機関は、原則として米国
IRS（内国歳入庁）と FFI（Foreign Financial
Institution）契約が求められます。FFI 契約を
締結した場合は、米国人が保有する金融口座の
口座残高、利子や配当の年間の受取総額を IRS
に報告する義務が発生します。

図の下の方に記載がありますが、IRS の要請
に対して協力的な口座については報告するのみ
ですが、非協力な口座がある場合には、金融機
関は非協力の口座の保有者に対して、米国の源
泉支払がある場合には源泉徴収をしなければい
けません。しかもその源泉徴収が続く場合には、
最終的に口座を閉鎖しなければいけないことに
なります。

このような枠組みの中で、わが国の金融機関
にとってみますと、個人情報保護法の関係があ
ります。口座保有者の同意がなく IRS に報告
してしまうと、たとえ米国人関連の情報であっ
ても個人情報保護法が適用されてしまうことと
なり、また、源泉徴収や口座閉鎖を行うと損害
賠償請求などの訴訟を起こされるリスクも考え
られます。

〔日米当局共同声明による米 FATCAへの対応
フレームワーク〕
このような状況を踏まえまして、わが国とし

ては国際課税資料４２にあるとおりの対応をしよ
うと考えております。①に書いてありますが、
金融庁など金融機関の各監督官庁からオフィシ
ャル・ガイダンスが出されます。今後、金融機
関がとっていかなければいけないことが、この
ガイダンスで示されます。

わが国金融機関はこのガイダンスに従って、
IRS への情報提供に同意する者については情報
提供をして、不同意の米国人の口座については、
金融機関ごとの非協力口座の件数と、口座にあ
る残高の総計を報告することになっています。

そしてこの報告に基づいて、②の報告ですが、
IRS が必要だと認識すると、金融機関からの情
報だけでは口座の件数と総額しかわかりません
ので、租税条約に基づいて、非協力口座に対し
ての情報提供を要求してくるということになり
ます。そのような要請がわが国の国税庁に対し
てなされます。

これを受けて国税庁は租税条約等実施特例法
に基づきまして、わが国の金融機関に対して調
査を行うということになります。そして IRS
が求める非協力口座の情報をわが国の金融機関
から得て、その情報を⑤になりますが、租税条
約に基づいて提供するということになります。

この枠組みにより、わが国の金融機関は FFI
契約を結ばないで済みます。アメリカの支払い
の所得について源泉徴収をすることもないです
し、最終的にその口座を閉鎖する義務も負わな
くて済むということで、先ほども申しましたよ
うに個人情報保護法についても違反しない仕組
みができることになります。

ご参考まで、国際課税資料４３は、「FATCA
実施の円滑化と国際的な税務コンプライアンス
の向上のための政府間協力の枠組みに関する米
国及び日本による共同声明（仮訳）」になりま
す。

以上が第２部の説明になります。

― 89 ―



―――――――――――――――――――――
（渡辺） 日置さん、どうもありがとうござい
ました。租税条約ネットワークの現状、無形資
産に係る移転価格課税上の議論の動向、それか
ら FATCA のお話、大変ありがとうございま
した。

それではお三方から順次ご意見、ご質問をい
ただきたいと思います。最初に青山さん、よろ
しくお願いいたします。
―――――――――――――――――――――

Ⅳ．国際協力に向けたトピックス
への意見

〔租税条約における課題 －契約特典条項
（LOB）の取り込みについて－〕

（青山） 租税条約に関する最近の動向、例え
ば新規締約国の拡大、さらには既存の条約のア
ップデート等に活発に取り組まれていることに
ついて、まず敬意を表したいと思います。

ただその中で幾つかの問題点もあると考えら
れますので、２つに絞りましてコメントさせて
いただきたいと思います。

１点目ですが、投資所得についての源泉税率
の引き下げを促進して、二重課税の蓋然性を下
げるとともに、仮に二重課税が発生した場合に
は仲裁等の新たな手続を整備するといったこと
で、大変制度の整備が進んでいるかのように思
われます。

しかしながら一方で、このように租税条約の
提供する便益が拡大してきますと、その条約に
ただ乗りする、いわゆるトリーティショッピン
グという形で、その国の居住者になりすまして
便益を活用する動きも出てくると思われます。

そうしたものに対して、いわゆる条約特典条
項（LOB）がわが国でも近年取り組まれてい
ると思いますが、今後どのような形で特典条項
について、新しい条約の中に取り込んでいくお
つもりなのかが１点目です。

〔無形資産に関する国際ルール作り －OECD
ガイダンスを中心に－〕
２点目は、特に紛争の解決の場で問題になっ

てくるわけですが、手続的に紛争解決の仕組み
が充実してきたとしても、問題はその中で適用
される国際的なルールについてコンセンサスが
得られなければ、なかなか現実の紛争解決につ
ながりません。この点について特に問題になっ
てくるのが、先ほど日置さんのご指摘にもあり
ました、無形資産に関する国際ルールでなかろ
うかと思います。

OECD を中心に、特に移転価格税制の中で
の無形資産の取扱いについてのガイダンスが検
討されていて、まさに今週が中間ドラフトのコ
メントの最後の期限となっているようです。

この点について１つ、特にわが国から見て懸
念に思いますのは、いわゆる新興国が無形資産
に絡めた課税を活発化しているように見受けら
れるところです。もちろん新興国の無形資産に
係る課税には、例えば源泉ベースでの課税の強
化もありますし、場合によってはローカルマー
ケットで育成されたと称して、無形資産につい
ての取り分を強く主張する向きもあります。

このような解釈のばらつきについては、国際
ルールのハーモニゼーションによって何とか対
応が打てればと思っているわけですが、先ほど
ご指摘がありました OECD における無形資産
の新しいドラフトの評価が、うまく新興国も含
めたルール作りにつながっていくのかどうかに
ついてお伺いしたいと思います。

その背景には、先ほども少し触れましたが、
国際ルールのメインの場である OECD に新興
国をどのように参加させるのか、或いは新興国
が国際課税の条約に関するルールの場として国
連のモデル条約に注目しているところがありま
すが、そのようなもう１つの動きに対してわが
国としてどのような形で取り組んでいくべきと
お考えなのか、この点をお聞かせいただければ
と思います。
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―――――――――――――――――――――
（渡辺） 青山さん、どうもありがとうござい
ました。世界中で新興国のウェイトが上がって
いることを前提にして、非常に広いお立場の貴
重なご意見をありがとうございました。それで
は次に、吉村さん、よろしくお願いいたします。
―――――――――――――――――――――

〔情報交換ネットワークの拡充とわが国のスタ
ンスについて〕

（吉村） 私からは３つの点についてコメント、
質問させていただきたいと思います。

第１点目は、情報交換ネットワークの拡充に
ついてです。国際課税資料３４以下でご紹介があ
りましたように、金融危機以降、情報交換を目
的とする条約ネットワークは、急速に拡充して
きています。

また２０１２年に限っても、OECD においてモ
デル条約第２６条の情報交換に関する規定が改定
され、また自動情報交換及び租税秘密に関する
報告書が相次いで出されています。これは情報
交換の質的な水準を向上させるための取り組み
が随時進められていることを示していると思い
ますが、こういった報告書でも言及されている
ような情報取得の標準化、或いは情報の質を高
めるための国際的な取り組み、スタンダードを
意識しながら、わが国としても法整備を進めて
いく必要があるのではないかと考えています。

そこで少しお伺いしたいのですが、モデル条
約改定につきましては、以前オプショナルな内
容としてコメンタリーに掲げられておりました、
税務行政以外の目的での二次利用の容認を本則
とする旨の改定が行われております。

双方の国の法律において、その他の目的への
利用が認められていること、かつ提供国の権限
ある当局による承認があることが要件とされて、
条約により取得した情報を税務以外の目的に利
用することが認められるということであります
が、これは金融犯罪に対する国際的協力の促進
強化を目的としたオスロ・ダイアログ（Oslo

Dialogue，２３ March ２０１１）があり、これを受
けた動きであると認識しているところです。

わが国の議論を見ますと、行政調査に関する
従来の裁判例等におきましては、入り口すなわ
ち情報取得段階での規律が中心です。一方学界
では、租税情報については特別の保護を認める
べきであるといった見解が強かったようにも思
います。

またプライバシー保護という観点から、政府
が取得した情報の二次利用に対する規律につい
て、近年議論があるところかと思います。最終
的には、権限ある当局として、他目的での二次
利用の必要性、相当性を個別に判断して、承認
の可否を判断されることになると思いますが、
この条約改定につきまして、何か日本として論
ずべき点、或いは議論がありましたらお教えい
ただきたいと思います。
〔外国口座コンプライアンス法（FATCA）に
ついて〕
第２点は、情報交換に関連して外国口座コン

プライアンス法、いわゆる FATCA について
お伺いしたいと思います。

今回のアメリカの試みについては非常に強引
な立法であるという印象を受けるわけですが、
一方で米国人の書いた論文等を読んでいますと、
アメリカが情報センターになることに FATCA
の正当性があるといった主張も見受けられます。
国際課税資料４３に日米共同声明がありますが、

この「Ⅰ．基本的考え方」の F 項におきまし
て、中長期的には FATCA パートナーを中心
に情報交換ネットワークを構築することがうた
われているところです。

こうした方向性を目指すに当たりましては、
日本としてかなり立法上、執行上の課題が考え
られるわけですが、どういったスタンスで
FATCA という枠組みに臨んでいくのかをお伺
いしたいと思います。例えば短期的なことを考
えますと、日本からアメリカに対して、FATCA
の対象となる情報に相当する内容の情報を求め
る可能性は考えられるのかといったことをお伺
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いしたいと思います。
〔OECDの無形資産に関する中間ドラフトに
ついて〕
第３の点としまして、無形資産に関する中間

ドラフトについてです。このたびの中間ドラフ
トは、国内外で大きく注目されているところか
と思います。特に企業の方々にとって大きな関
心があるところとして、例えば後知恵の使用を
避けることが明確に述べられている点などが挙
げられると思います。

先ほど税制調査会の議論をご紹介いただきま
したし、また昨年度の租研大会でも所得相応性
基準の手法が採用される可能性について話題に
なったところです。この点について、差し支え
のない範囲で結構ですので、OECD での議論
の最近の雰囲気などについて教えいただければ
と思います。

また、当初２０１３年末にディスカッション・ド
ラフトが公表されるというスケジュールで作業
が進んでいたかと思います。今回中間ドラフト
という形での公表がなされましたが、これは当
初のスケジュールに変更をきたすものなのか、
今後のスケジュールについて何か修正があった
のかについて、あわせて教えていただければと
思います。

―――――――――――――――――――――
（渡辺） 吉村さん、どうもありがとうござい
ました。それでは最後に、石原さん、よろしく
お願いします。
―――――――――――――――――――――

〔無形資産取引の今後の取扱いについて〕
（石原） 私からも無形資産と、FATCA の２
点について、コメントとご質問をさせていただ
きたいと思います。

まず無形資産の方ですが、これは非常に難し
い問題だと認識しております。例えば私は移転
価格というよりは、国内の組織再編成の税務な
どによく関与させていただきますが、国内の取

引であっても、グループ内の再編成などの場合
には無形資産、特にのれんなどになると思いま
すが、そもそも認識しなければいけないのか、
しなければいけないとすればどう評価するのか
ということは常に問題になる分野の話です。

これに関しては特段のルールもなく、例えば
金額的に重要性が高い場合や、大きい案件の場
合には第三者評価を取る等して対応しているの
が実情と認識しております。その第三者評価の
中でよく使われる手法として、DCF（Dis-
counted Cash Flow）があるわけですが、今回
のディスカッション・ドラフトの中でも無形資
産の定義付けや受益者の特定についてガイドラ
インを示そうという試みとともに、評価方法の
中で DCF などの評価テクニックが紹介されて
いる点に個人的には注目しております。

このディスカッション・ドラフトは中間ドラ
フトの段階で、内容も曖昧なところがまだ多い
と認識しております。吉村さんからも先ほどコ
メントがありましたが、スケジュールが少し早
まっているのかとも感じておりますので、今後
の展開としてどのようなものを想定されている
のか、日本としてどう対応していくのかという
ところについてお話を伺えればと思っておりま
す。
〔FATCAと今後の取扱いについて〕

２点目の FATCA について、これも吉村先
生からコメントがありましたが、アメリカを情
報センターとする意義もあるかもしれませんが、
一方でこれが発表された当初は、ある意味ほか
の国の徴税効率を上げるために、外国の民間企
業が一体どれだけのコストをかけて協力してい
かなければいけないのかという不安感、負担感
が募っていったかと思います。

その意味では、ご説明いただきました対応フ
レームワークが６月に出されたことによって、
例えば米国人口座を調べるデューデリジェンス
などは、依然としてコストや手間のかかる項目
としてやらなければいけないことがはっきりし
ましたが、全体として企業の方々の負担感は、
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当初想定していたものよりはかなり減ったとい
う評価の声を耳にしているかと思います。

次の展開として、全銀協や証券業協会等への
具体的な要請が出されると伺っています。ご担
当でないと認識していながら恐縮ですが、どの
ようなものになりそうかということをお分かり
の範囲で結構ですので、お伺いできればと思っ
ております。

―――――――――――――――――――――
（渡辺） 石原さん、どうもありがとうござい
ました。それでは日置さん、ただ今のお三方の
ご意見、ご質問について、どうぞご発言をお願
いいたします。
―――――――――――――――――――――

〔租税条約のネットワーク拡大と国際ルール作
りについて〕

（日置） 第２部は「国際協力に向けたトピッ
クス」ということで、租税条約の課題について
青山先生から、無形資産についてはそれぞれの
先生から、情報交換については吉村先生から金
融犯罪などその他のところではどうなのかとい
うご指摘、そして FATCA については吉村先
生と石原先生からご質問をいただいたところで
す。

最初に青山先生からいただいたトリーティシ
ョッピングについてですとか、国連、OECD
の関係で途上国の意見をどうするかというよう
な話について、私が最近思っていることを感想
めいた話になってしまい恐縮ですがお話します。
私は前職の関税局経済連携室において主に
EPA（経済連携協定）の交渉を３年間やって
おりました。そこで関税と国際租税の比較をし
ながら両者の類似点や違いについて少し触れて
みたいと思います。

先ほども申しましたように非常に経済の国際
化、多様化が進んでいる中で、国際課税は制度
としても実務としてもその変化に追い付いてい
かなければいけません。その趣旨は、ビジネス

にとって、いつでもどこでも同じような租税環
境が得られることです。要すれば中立性という
ことが、非常に重要となるということだと思い
ます。

制度自体が揃っていくということは、基本的
にループホールが少なくなって、結果的には租
税回避や二重課税も防げるということにつなが
ります。もちろん制度が揃っても、当局の見解
の差というリスクは存在するとは思いますが、
ハーモナイゼーションは着実に推進していくこ
とが必要であると考えております。

このような制度的な統一を図る際には先進国
に対するアプローチ、後進国に対するアプロー
チは多少違ってくる気がします。貿易の世界は
WTO に１６０近い加盟国があって、マルチでの
ルール作りを行っている訳ですが、ご存じのと
おりかなりの機能不全が見られます。結局、貿
易の世界ではマルチがあまり機能しないので、
バイで EPA を締結したり、少数国間での経済
連携協定たとえば TPP 等を締結する形でマル
チの仕組みを補ってきているのが現状です。

国際租税の世界は基本的にバイのベースで課
税権を調整してきましたが、逆にマルチの枠組
みの OECD モデルが基盤というかルールの調
整になっているようにも考えられます。国際租
税と関税の世界ではちょうどマルチとバイの位
置付けが逆になっているようにも受け止められ
ます。

国際課税の議論が多数の途上国が加盟してい
る世界銀行、IMF よりも先進国中心の OECD
において主に議論されてきたのは、結果論かも
しれませんがこのようなことが影響していたの
かもしれません。

今後、経済が多様化、グローバル化する中で、
国際課税制度を拡大していかなければいけない
と思いますが、その主流となる考え方は、やは
り租税条約のネットワークの拡大です。先ほど
も申しましたように、先進国同士の租税条約の
考え方はやはり源泉地国課税をできるだけ避け
て二重課税を減らしていくことで、投資交流の
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促進につなげていくことです。
これと同時にコンプライアンスを確保してい

かなければいけないということで、トリーティ
ショッピングを防ぐ LOB 等を入れていかなけ
ればいけません。そのときに考えなければいけ
ないのは、制度としてあまりに複雑過ぎると執
行や実務にも影響がありますし、また相手国の
執行体制もありますので、コンプライアンスの
レベルをいろいろな状況を見ながら調整してい
くことが必要ではないでしょうか。

そして新興国との関係でいきますと、租税条
約のネットワークを広げるという観点では先進
国と同様の考え方が当てはまると思います。し
かしながら、個別の条約においては各国の財政
事情もあるでしょうし、一律に限度税率を引き
下げることも難しいとも考えられます。結果的
に限度税率も低くなければトリーティショッピ
ングのリスクも少なくなるので、先進国に比べ
れば LOB の必要性は低くなるのかもしれませ
ん。いずれにせよ、租税条約については、新興
国においてもなるべく先進国のスタンダードに

合わせていただくことが必要だと思います。
そのような動きの中で、先ほどご説明しまし

た OECD のグローバル・フォーラム等は一つ
の国際租税のルールの均霑というか、１つのス
タンダードの標準化なのかと思っています。そ
れと同時に、先ほども申し上げたような執行や
実務の確保の面も必要なので、テクニカルアシ
スタントのようなものも重要なのかと思います。

先ほど青山先生から無形資産について国連で
の議論のご紹介がありましたが、基本的に途上
国との関係でいきますと、やはり OECD の中
でも取り込めるものは取り込みスタンダード化
を図っていくことも必要かと思っております。
〔OECDの無形資産に関する中間ドラフトに
ついて〕
次に、無形資産の話に移らせていただきます。

先ほども少し触れましたが、所得相応性基準や
後知恵については政府税制調査会で整理されて
いるところですが、OECD の移転価格ガイド
ラインにおいても基本的に後知恵を使用するも
のとして慎重な記述となっており、これは、多
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くの加盟国の立場を反映しているものとして整
理されています。

今回 OECD の無形資産に関するディスカッ
ション・ドラフトでも、基本的には移転価格ガ
イドラインと全く同じ書きぶりになっており、
引き続き多くの加盟国は所得相応性基準のよう
な考え方については支持をしていないと言える
かと思います。

先ほどから期限が前倒しになった等、ディス
カッション・ドラフトのパブリック・コメント
についてご指摘がありますが、基本的には当初
どおり２０１３年中の公表を目指すということで、
スケジュールの変更はないと聞いております。

しかし、今回なぜパブリック・コメントを行
っているかといいますと、コンセンサスが加盟
国間の中で得られなかったために、外部から有
用なインプットを集める必要があったとの現状
があります。必ずしも簡単にはいかないのかも
しれないという状況の中で、今後の動向を注視
していく必要があるかと思います。

いずれにしましても、ドラフトの取りまとめ
に当たりましては、わが国としても積極的に
OECD の議論に参画していく所存ですし、一
旦 OECD の議論が固まるようなことになれば、
わが国も税制上対応していくことになります。
その際は、国内のいろいろな関係者の方から十
分意見を聞いていく必要があるのではないかと
思っています。
〔情報交換ネットワークの拡充について －金
融犯罪に対する国際的協力の促進・強化－〕
次に吉村先生からは、金融犯罪に対する国際

的協力の促進や強化の観点から、オスロ・ダイ
アログと情報交換との関係はどうなのかという
ご質問がありました。わが国は先ほど申しまし
たとおり、OECD における租税に関する情報
交換の議論には積極的に参画しており、条約相
手国からの要請に応ずる情報交換だけではなく、
自発的かつ自動的な情報交換も実施してきてい
るところです。

本年の７月ですが OECD のモデル租税条約

第２６条において、これは情報交換に関する条項
ですが、情報交換を経て受けた情報については、
情報交換に関する両国の法令が許容し、かつ情
報提供する国が承認するときは、情報を受けた
国が租税の賦課や徴収等の目的で得た情報であ
ってもそれ以外の目的にも使用できる旨が今回
改訂されました。

この改訂は情報を受けた国の税務当局と、そ
の他の執行機関との情報交換も含むと考えられ
ており、税犯罪以外の金融犯罪にも対処するこ
とも企図しているのではないかと承知していま
す。

併せて、この OECD のモデル租税条約第２６
条のコメンタリーの改訂で、個々人を特定しな
い一定の納税者グループの情報提供の要請も、
要請国がグループ要請を必要とする理由をきち
んとと示すことができれば情報漁りに該当しな
いということで、一応、基準の明確化がなされ
たと考えられます。

そして先ほど吉村先生からご指摘がありまし
たとおり、自動的な情報交換に関する報告書や、
情報交換の対象になる租税情報の秘密の確保に
必要な法整備、実務運営上の要点に関する租税
秘密に関する報告書が公表されております。こ
のような報告書の公開の動きは税務行政執行に
関しての国際的な協力を強化して、情報交換の
実効性を高めようという国際的な要請に沿う動
きと受け止めています。

ご指摘がありました OECD のオスロ・ダイ
アログですが、この場においても租税犯罪と金
融犯罪は密接な関係にあることが指摘されてい
ます。国や行政分野もいろいろな境界があるか
と思いますが、情報を共有することにより金融
犯罪に立ち向かっていくことの重要性が強調さ
れていますので、今般の OECD モデル租税条
約の改訂は、こういう動きと軌を一にするもの
だと考えております。

他方でわが国税務当局が他の執行機関と情報
共有をしていくのは重要なことだと受け止めて
いますが、一方で外国税務当局に情報を提供す
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ると、その情報の取扱い方によっては、渡され
た情報がわが国納税者の権利に影響を及ぼすこ
ともあり得ます。また、国際捜査共助法との関
係でいろいろ影響が出てくることを考えられま
すので、その辺は十分に配慮しながら検討を進
めていくことかと思っております。

いずれにせよ、今後いろいろな国と条約の交
渉をすることになるかと思いますが、OECD
モデル租税条約第２６条の改訂を踏まえて、議論
をしていくことが想定されます。国内法整備の
必要性についても視野に入れつつ、関係省庁と
も協力しながら、適切に対処していくことが必
要かと思います。
〔外国口座コンプライアンス法（FATCA）に
ついて〕
最後に、米国の外国口座コンプライアンス法

（FATCA）についてお答えをしたいと思いま
す。本年６月に FATCA に係る日米の枠組み
は、日米共同声明という形で発表されたわけで
すが、共同声明において、わが国居住者が米国
金融機関に口座を有するときには、アメリカも
情報交換につき協力する形になっております。

今までも日米の税務当局間は自動的な情報交
換を行ったり、緊密な関係を築いていますので、
今後必要に応じてわが国から米国に対して、米
国金融機関の情報を求めていくことになると思
っております。

また、オフィシャル・ガイダンスについては、
共同声明にも書かれているように、また石原先
生のご発言の中にもありましたが、各監督官庁
がガイダンスを発出することになっていますの
で、われわれがその内容について答えることは
今のところ難しい状況です。

基本的には日米共同声明にあるように、
FATCA の対象になるような日本の金融機関に
対して共同声明に従った IRS への報告等への
協力を金融機関にお願いすることになるものと
推察しております。

おわりに

（渡辺） 日置さん、どうもありがとうござい
ました。日本政府の EPA のご担当から、租税
条約のご担当に代わられたご体験も踏まえて、
バイとマルチの話等々大変興味深く伺いました。
ありがとうございました。

無形資産については、企業の利益に占める無
形資産の割合が年々上がっていますから、租税
条約の交渉上も無形資産をどう扱うかというこ
との重要度がどんどん高まっているように思い
ます。

また FATCA の話は、アメリカの国内法に
日本がどうして拘束されなくてはいけないのか
とお思いの方も多いと思いますし、私もそんな
思いがありますが、アメリカは従来から国内法
が外国にも適用になるという非常に特殊な国で
すので、このような問題が出てきます。それに
ついて日本の金融機関、個人が困らないように
いろいろ考えてやっていただいているというこ
とだと思います。

以上で第２部「国際協力に向けたトピック
ス」を終了させていただきたいと思います。

本日、資料を主税局の方から頂戴しておりま
す。この資料につきましてはいろいろ新しいも
のも入れていただいておりますし、私が見たと
ころ、例えばタックスヘイブン税制の存在理由
など、従来の説明から変えておられます。外国
子会社配当益金不算入制度の下で、タックスヘ
イブンがどういう意義を持っているのかという
点から、特にご説明はされませんでしたが書き
直されておりますので、いろいろな所でお使い
いただけるのではないかと思います。ありがた
いものだと思っております。

それから、本日ご参加のパネリストの皆さま
方にはそれぞれのご体験、ご見識に基づきまし
て、大変貴重かつ活発なご意見、ご質問をいた
だきまして、本当にありがとうございました。
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皆さんも今日お感じになったと思いますが、
国際課税の世界はすごい勢いで動いております。
少し目を離しておりますと、訳がわからなくな
ってしまう世界ですので、一緒に常々これを注
目してまいりたいと思っております。

それでは以上をもちまして、本日のパネルデ
ィスカッション「国際課税をめぐる課題と展
望」を終わりにさせていただきたいと思います。
ご協力、誠にありがとうございました。
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はじめに

いかなる租税制度を構築する場合であっても、
税務執行の足腰がきちんとしていないと、絵に
描いた餅になってしまいます１。「租税政策は租
税行政である（Tax policy is tax administra-
tion）」といわれるゆえんです２。このような足
腰を法的に支えるインフラ・ストラクチャーが、
租税手続法です。

近年、この租税手続法に、新たな潮流が生ま
れているように感じます。そこで、本日は、い
くつかの具体例を用いて、このような動きにつ
いてご一緒に考えてみたいと思います。

１．本報告で扱う問題：新たな潮
流といえるか

はじめに、本報告で扱う問題を明らかにして
おきましょう。

「租税手続法」というのは講学上の概念で、

その対概念が「租税実体法」です。手続法と実
体法を分けて考えるのは、租税債権について次
のように理解するからです。所得税法や法人税
法の課税要件を充たせば、租税債権が生じます。
これが租税実体法の領域です。これに対し、発
生した租税債権がいくらかになるかを具体的な
税額でもって確定し、納税者が納付したり税務
職員が徴収したりします。これが租税手続法の

９月１３日�・午後報告

増井 良啓
東京大学大学院法学政治学研究科教授

租税手続法の新たな潮流

―――――――――――――――
１ 増井良啓「税務執行の理論」フィナンシャル・レビュー６５号１６９頁（２００２年）。
２ 途上国行政の文脈であるが、Milka Casanegra de Jantscher and Richard M．Bird，The Reform of Tax Admini-

stration，in Richard M．Bird and Milka Casanegra de Jantscher ed．，Improving Tax Administration in Develop-
ing Countries１（IMF，１９９２）などを参照。
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領域です。
このように、租税手続法の中心は、税額確定

手続と租税徴収手続です。これに対し、租税手
続法のくくりの中に不服申立や訴訟を入れるか
どうかは、論者によって異なります。たとえば、
金子宏教授の体系書ではこれらを別建てのカテ
ゴリーとして租税争訟法と呼んでいます３。清
永敬次教授の体系書では不服審査や訴訟を租税
手続法の一部として論じています４。お二人で、
整理の引き出しがやや異なるわけです。

このような伝統的な言葉遣いを、私も念頭に
おいています。その上で、本日のご報告では、
より機能的な観点にたって、税制を執行するた
めの手続に関するルールを広く「租税手続法」
と呼んでおきます。これはかなり広い定義でし
て、「手続」と申しましても、罰則や租税犯則
調査を含みますし、加算税の賦課も含みます。
むしろ、税制を動かすための担保措置のことを
広くイメージしている、と理解していただいた
ほうが正確です。また、「法」と申しましても、
国家機関によるサンクションを伴う法ルールだ
けでなく、必ずしも裁判でエンフォースできな
いような社会規範や専門家倫理までを含みます。

このような広い定義をとる理由は、最近の研
究動向に対応するためです５。たとえば、岡村
忠生教授は、２００５年の論文で、米国のタック
ス・シェルター規制を実体法の側面と手続法の
側面に分けます。そして、手続法の側面では、
米国において次のような総合的な対策がとられ
ていると指摘しています６。すなわち、①否認
される可能性のある取引を広くとらえ、②その
報告をさせて税務調査の可能性を高め、③否認
された場合に罰則免除を認めないようにすると

ともに、④弁護士等の専門職による関与を防止
する、というのです。ここでは、手続法という
ときに、かなり広範囲のものを念頭においてい
ます。しかも、単に広いというだけではありま
せん。新しい点として、「課税庁対納税者」と
いう二項対立構造ではなく、プロモーターや専
門職を含めた３極または４極の構造になってき
ている、と指摘しています。岡村教授の言葉を
借りれば、「手続的領域での租税回避のパラダ
イムの変化」が生じている、というわけです７。

もうひとつ、最近の研究を参照しておきまし
ょう。吉村政穂教授もこの分野で多くの論文を
書いていますが、２０１１年の論文で、国際的な情
報交換ネットワークが整備されるとともに、租
税行政におけるいわゆる事前アプローチの強化
が進んでいる、と指摘しています８。事前アプ
ローチというのは、こういうことです。国にと
って、納税者の納税非協力はリスクのひとつで
す。そこで、リスク管理手法によってこれに対
処します。つまり、個々の納税者の法令不遵守
や脱税、滞納などのリスクを、事前に情報を得
ることによってプロファイルし、適切な対応を
講ずるというのです。ここでは、事前の情報取
得とその活用が租税行政にとってきわめて重要
な意味をもちます。そして、その背景にある理
論動向が、納税者に対する制裁を背景とした従
来の命令・支配モデルを、納税者による自発的
納税を促進する協力モデルに変えていく、とい
う考え方だというのです。この点について、吉
村教授は、「協力関係の構築に基づいて納税者
と課税当局の間に存する情報の非対称性を解消
することが、新たな行政アプローチとして提唱
されている」と述べています９。

―――――――――――――――
３ 金子宏『租税法（第１７版）』８５３頁（弘文堂、２０１２年）。
４ 清永敬次『税法（第７版）』２９０頁（ミネルヴァ書房、２００７年）。
５ 以下にあげる他にも、大橋洋一編著『政策実施』（ミネルヴァ書房、２０１０年）は、政策が実施される最前線の行政

現場を幅広く念頭に置いて、行政法研究者の観点から興味深い検討を行っている。
６ 岡村忠生「租税回避行為の規制について」税法学５５３号１８５頁、２１３頁（２００５年）。
７ 岡村・前掲注６・２１４頁。
８ 吉村政穂「コンプライアンス確保に向けた租税行政手法の共通化」ソフトロー研究１８号２９頁（２０１１年）。
９ 吉村・前掲注８・４１頁。
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このように、最近の研究はかなり広い視野に
たっています。しかも、新しい潮流を示してい
ます。岡村教授は租税回避の「パラダイムの変
化」を語っています。吉村教授は、「新たな行
政アプローチ」を語っています。

それでは、租税手続法の新たな潮流は、具体
的にはどのようなものでしょうか。どこが新し
いのでしょうか。どのような特徴があるのでし
ょうか。以下では、４つの具体例を素材として、
考えてまいりましょう。

２．具体例その１：日本における
国税通則法の改正

ご案内のように、平成２３年１２月に公布された
法律により、国税通則法が改正されました。半
世紀ぶりの大改正です。改正の柱は３つありま
す。

２－１．更正の請求

�１ 更正の請求の期間延長
第１の柱は、更正の請求関係の改正です。納

税者がする更正の請求について、請求すること
ができる期間を、１年から５年に延長しました
（税通２３条１項）。同時に、税務当局がする増
額更正の期間制限を３年から５年に延長しまし
た（税通７０条１項１号）。

従来、税務当局のする減額更正は５年間でき
るのに対し、納税者がする更正の請求は法定申
告期限から１年間できました。納税者が申告の
誤りに気づかず、期間をすぎてしまうと、もは
や更正の請求ができなくなります。その場合、
納税者が減額更正を求めて所轄税務署長に嘆願
する、という実務慣行がありました。改正後は、
更正の請求の期間が５年間に延長されたので、
救済の機会が増えます。また、更正の期間制限
も等しく５年であるため、納税者としては更正
の請求をすればよく、嘆願という実務慣行は解

消します。
ただし、これは通常の更正の請求についての

話です。後発的理由に基づく更正の請求につい
ては、なお、納税者が請求できる期間が減額更
正の期間制限よりも短い状況が残っています。
そこで、国税庁は、「更正の申出」という方法
を認めることになりました。この点につき、谷
口勢津夫教授は、「手続的保障原則からすれば、
更正の申出を更正の請求に『格上げ』すべきで
ある」と述べています１０。

�２ 当初申告要件の廃止
さて、この改正では、多くの個別措置につい

て、当初申告要件が廃止されました。一例とし
て、法人税法６８条の所得税額控除に関する規定
をみてみましょう。その第３項が改正され、確
定申告書だけでなく、修正申告書または更正請
求書に、控除を受けるべき金額と明細の記載が
ある場合に限り適用するという規定になりまし
た。改正前は、確定申告書に記載がなければな
らないと規定していました。そのため、当初の
確定申告で記載を誤ったが最後、もはや更正の
請求ができなくなってしまうのか、という問題
が生じました。

改正前の法人税法６８条について、最判平成２１
年７月１０日民集６３巻６号１０９２頁（南九州コカ
コーラ・ボトリング事件）は、納税者救済の判
断を下していました。事案は、確定申告にあた
り所有株式数の記載を誤ったため、控除額を１
億５０００万円以上も過少に計算してしまった、と
いうものです。会社は誤りに気づいて期間内に
更正の請求をしましたが、問題になったのが当
初申告要件との関係です。当初の確定申告では
少ない額しか記載していなかったため、記載し
た金額よりも多額の税額控除を与える減額更正
を求めて、更正の請求ができるかが問題となり
ました。

最高裁は、更正の請求を許容しました。まず、
―――――――――――――――
１０ 谷口勢津夫『税法基本講義（第３版）』１３０頁（弘文堂、２０１２年）。
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当初申告要件の趣旨は、確定申告の後になって
「所得税額控除制度の適用を受ける範囲を追加
的に拡張する趣旨で」更正の請求をすることを
許さないこととしたものだ、といいます。そし
て、当該事案においては、会社はもともと法令
によって正当に計算される所得税額を控除する
意思であったとして、更正の請求が「所得税額
控除制度の適用を受ける範囲を追加的に拡張す
る趣旨」のものではないと判断したのです。

この事件では、所得税額控除について１億
５０００万円ものミスがありました。ミスがあった
ことがわかって、会社の担当者はどういう気持
ちになったことでしょうか。神ならぬ身ですか
ら、人間は誤るものです。改正後は当初申告要
件が廃止されましたので、更正の請求をして改
めて明細を記載すればよくなります。すこし視
野を広げると、この事件は、更正の請求に関す
る法律論を超えて、企業内部のタックス・リス
ク管理体制や、確定申告に関与する租税専門家
の役割を、問いかけています。

�３ 罰則規定
なお、改正法では、故意に偽りの記載をした

更正請求書を提出することに対して、罰則規定
が設けられています（税通１２７条１号）。

２－２．税務調査手続

�１ 税務調査手続の見直し
国税通則法改正の第２の柱は、税務調査手続

の見直しです。質問検査権に関する個別税法の
規定を、国税通則法にまとめて規定しました（税
通７４条の２から７４条の６）。その際、検査対象
物件の検査だけでなく、提示または提出を求め
ることができることを明確化しました。また、
提出された物件を留め置くことができると明定
しました（税通７４条の７）。

従来、質問検査の手続については身分証明書

の携帯が定められていたくらいで、法律上具体
的な規定がありませんでした。その中で、最決
昭和４８年７月１０日刑集２７巻７号１２０５頁（荒川民
商事件）は、日時場所の事前通知や調査理由の
個別的告知は「質問検査を行ううえの法律上一
律の要件とされているものではない」と判示し
ていました。課税庁の実務は、原則として調査
日時を納税者に通知することとしていました１１。
これに対し、改正法は、納税義務者に対し実地
の調査を行う場合、原則として、事前通知を行
うこととしました（税通７４条の９）。一定の場
合には、事前通知を要しないこととされていま
す（税通７４条の１０）。

調査の終了時の手続も定められました（税通
７４条の１１）。調査の結果更正決定をすべきと認
める場合には、税務職員は調査結果の内容を説
明するものとされています（同２項）。その際、
修正申告を勧奨することができることが明確化
され、書面交付が義務づけられました（同３項）。

これらの法定手続に違反してされた処分は違
法となり、納税者はその取り消しを求めて訴え
ることができると解されます。

�２ 通達案に対するパブリックコメント
２０１２年７月２日から７月３１日にかけて、これ

らの規定に関する法令解釈通達案（「国税通則
法第７章の２（国税の調査）関係通達（案）」）
がパブリックコメントにかかりました。寄せら
れた意見の中には、日本税理士会連合会の意見、
日本公認会計士協会の意見、日本弁護士会連合
会の意見など、インターネットでダウンロード
できるものもあります。通達案に対する意見は、
さまざまな論点を対象にしていました。これを
受けて、２０１２年９月１２日付けで、通達が制定さ
れました１２。

一例として、納税者から提出された物件の留
め置きについてみてみましょう。従来において

―――――――――――――――
１１ 税務調査の際の事前通知について（事務運営指針）平成１３年３月２７日。
１２ http : //www.nta.go.jp/shiraberu/zeiho―kaishaku/tsutatsu/kobetsu/zeimuchosa/120912/index.htm

（最終閲覧２０１２年９月１４日）。
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も、調査官が資料の内容を精査したいが、臨場
している時間内では間に合わない場合や、相当
量の写しを必要とする場合など、調査官が預か
り証を交付して税務署に資料を持ち帰ることが
行われていました１３。改正法はこれを法定しま
した（税通７４条の７）。政令で、物件を留め置
く場合に書面を作成し交付すること、また、留
め置く必要がなくなったときは遅滞なくこれを
返還しなければならないこと、を定めています
（税通令３０条の３）。納税義務者の所有する物
件である以上、もともと返還請求権があるはず
であり、政令はそのことを前提として書かれて
いると読むべきでしょう。

納税義務者としては、事業に必要な物件を税
務署に持っていかれては、事業の継続に支障を
きたします。税務署としては、物件を手元でじ
っくり検討したいでしょう。この対立する要請
がぶつかりますので、調整が必要です。金子宏
教授は、「今後の課題は、納税義務者の事業の
円滑な継続と物件の留め置きの必要性との調
整・両立をどのように図っていくべきかであ
る１４」と述べています。

いま申しましたように、留め置いた物件の返
還については、法律ではなく、政令で規定して
います。通達案は留め置き物件の返還に触れて
いませんでしたが、パブリックコメントで寄せ
られた意見を受けて、返還について通達上明記
されました（同通達２―１�２）。

また、通達案は、提出時に返還を求めない旨
の申出があった場合には留め置きにあたらない、
提出するために納税義務者が新たに作成した申
述書などの提出は留め置きにあたらない、とし
ていました。パブリックコメントで寄せられた
意見を受けて、これらの記載は通達から削除さ
れ、通達の記載振りがかなり変更されています。

物件の留め置きが問題になるのは、紙媒体の
帳簿書類や領収書などを前提とするからです。

デジタル情報の形になれば、物件を留め置く必
要はなくなります。たとえば、研究者が文書を
閲覧にいくと、デジタルカメラで当該ページを
撮影することを許してくれることがあります。
限られた実地調査の時間に撮影作業を完了する
のは難しいかもしれませんが、税務調査におい
ても、同じようなやり方をとれないものでしょ
うか。なお、デジタル・データこそ、無限にス
トックできますし、容易に転用できますので、
善良な管理者の注意をもって取り扱うための
ルールを整備していくべきでしょう。

２－３．処分の理由附記

国税通則法改正の第３の柱は、処分の理由附
記です。白色申告であるか青色申告であるかを
問わず、課税に関する不利益処分を行う際には
例外なく理由附記がされることになりました
（税通７４条の１４第１項）。同時に、所得金額３００
万円以下の個人事業者についても新たに記帳義
務を課し、白色申告者も例外なく記帳義務と帳
簿保存義務を負うことになりました（所法２３１
条の２第１項）。

従来、国税に関する法律に基づき行われる処
分については行政手続法の理由提示の規定が除
外され、青色申告に係る更正についてのみ更正
の理由を附記することとされていました。今回、
行政手続法の適用除外をなくしましたが、青色
申告に関する規定は見直されていません。そこ
で、一方で白色申告の更正処分については行政
手続法１４条に基づいて理由附記が要求され、他
方で青色申告の更正処分については従来どおり
所得税法や法人税法の規定により理由附記が要
求されます。それぞれに理由附記の根拠規定が
異なる状態になるわけです。では、白色と青色
で理由附記の程度は違うのでしょうか。小幡純
子教授は、「白色申告の更正処分についての理
由附記の程度の青色申告の場合との異同も問題

―――――――――――――――
１３ 菅原英雄「国税通則法改正の実務対応」税務弘報６０巻９号１６頁、２３頁（２０１２年）。
１４ 金子宏「国税通則法の改正―税務行政と納税者との信頼関係の醸成に―」東京税理士界６６６号８頁（２０１２年）。
１５ 小幡純子「税務手続の整備について」ジュリスト１４４１号８８頁、８９頁（２０１２年）。
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となろう」と問題提起しています１５。
青色申告に対する更正について、最高裁は次

の基準を示しています。まず、理由附記を要求
する趣旨として、①更正処分庁の恣意抑制、お
よび、②不服申立の便宜、をあげています（最
判昭和３８年５月３１日民集１７巻４号６１７頁）。そし
て、帳簿書類の記載を否認して更正をする場合
には、帳簿書類の記載以上に信憑力のある資料
を摘示して処分の具体的根拠を明らかにするこ
とが必要であるが、そうでない場合には、理由
附記制度の趣旨目的を充足する程度に具体的に
明示していれば足りるとしています（最判昭和
６０年４月２３日民集３９巻３号８５０頁）。

青色申告に関するこの基準は、白色申告の更
正処分の理由附記の程度を考えるにあたって、
どこまで参考になるでしょうか。白色申告の場
合であっても、①更正処分庁の恣意抑制、およ
び、②不服申立の便宜、という趣旨は同じです１６。
したがって、少なくとも、その趣旨目的を充足
する程度に具体的に理由を書く必要があります。
そして、簡易な記帳義務であるとはいえ、白色
申告にも記帳義務が課されるようになった以上
は、帳簿書類の記載を否認する場合には、相応
の理由を示すことが必要と解すべきではないで
しょうか。もちろん、記帳が不十分で、推計課
税に移行せざるを得ない場合には、帳簿書類の
記載自体があやふやなのですから、それに応じ
て理由も簡易なものにならざるを得ないでしょ
う。ちなみに、「改正税法のすべて」の記述か
らすると、立案担当者は、青色申告の更正処分
のほうが通常の場合の理由附記に比してより厳
格な理由附記が求められている、と解している
ようです１７。

２－４．まとめ

国税通則法の改正は、新しいできごとです。
税務調査手続の見直しや、処分の理由附記に関
する改正規定は、平成２５年１月以降にはじめて
適用されますから、新しいばかりか、今後のこ
とでもあります。

しかし、改正の内容をみると、行政手続法制
定以来の課題に立法的に応えたという性格が濃
厚です。国税に関する法律に基づき行われる処
分は、１９９３年以来、行政手続法の主要部分から
適用除外されてきました。その結果、他分野の
行政の手続水準が一般的に向上したのに、国税
の処分については独自の世界がある、という図
式になっていました。２０年来、この状態につい
ては、学説上批判が強かったところです１８。今
回の改正は、更正の請求をやりやすくし、処分
手続を整え、広く理由附記を要求することで、
かねてからの課題にかなりの程度応えました。

３．具体例その２：グローバル化
に対する法制度の対応

租税手続法というとき、その国際的側面が重
要になってきています。

たとえば、所得税法上、日本の居住者（非永
住者を除く）は、全世界所得に課税されます（所
税７条１項１号）。しかし、納税者が国外で稼
得した所得に関して、税務職員が課税情報を得
ることには、制約があります。それは、執行管
轄権に地域的限界が伴うからです。言い換えま
すと、税務職員が外国の領域内で質問検査権な
どの公権力を行使することが、相手国の同意な
しには許されないからです。同じような制約は、
所得税法の執行だけでなく、相続税法や法人税

―――――――――――――――
１６ この点に関する解釈論を述べるものではないが、同方向の指摘として、酒井克彦『クローズアップ租税行政法―

税務調査・税務手続を理解する―』７１頁（財経詳報社、２０１２年）。
１７ 『平成２４年版改正税法のすべて』２４０頁（大蔵財務協会、２０１２年）。
１８ 田中治「申告納税制度と租税行政手続」租税法研究２２号１２頁（１９９４年）、三木義一「租税手続上の納税者の権利保

護」租税法研究３７号１頁（２００９年）。
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法、消費税法の執行についても、もちろん存在
します。

この中で、課税当局が国外所得や国外財産に
関して情報を取得しようとすれば、どうしたら
よいでしょうか。居住者本人から情報を取得す
ること、あるいは、租税条約を用いて相手国の
課税当局から情報を取得すること、が考えられ
ます１９。この点を中心に、このところ急速に、
法制度が整備されてきています。いくつか例を
みてみましょう。

３－１．国外財産調書制度

�１ 国外財産調書の提出義務
平成２４年３月の税制改正は、国外財産調書制

度を創設しました２０。居住者は、その価額の合
計額が５０００万円を超える国外財産を有する場合、
国外財産調書を所轄税務署長に提出しなければ
なりません（内国税の適正な課税の確保を図る
ための国外送金等に係る調書の提出等に関する
法律（以下「法」という）第５条）。これは、
課税当局が居住者本人から情報を取得するやり
方を、強化するものです。

なぜこのような制度を導入したのでしょうか。
従来から、所得税における総所得金額が２０００万
円を超え確定申告が必要な者については、財産
債務明細書を確定申告書に添付して提出する必
要がありました（所税２３２条）。これに対し、新
制度の創設を必要とする理由として、平成２４年
度税制改正大綱は、「国外財産に係る所得や相
続財産の申告漏れが近年増加傾向にあること
等」をあげました。国会における法案審議にお
いて２１、五十嵐財務副大臣は、国外財産に係る

申告漏れ所得の額が、平成１８事務年度の数字で
１８００万円であったところ、平成２１年度には３４００
万円に増加していたと答弁しています（サンプ
ル調査）。また、相続税については、同じく１８
年度に４２００万円であったものが、２１年度には１
億６００万円に増えたと答弁しています（全件調
査）。５０００万円という数字は、このようなデー
タや、相続税の基礎控除の定額部分が現行５０００
万円であることなどを勘案したと説明されてい
ます２２。

�２ 調書提出の担保措置
新制度の特徴として、調書提出を担保するた

めの措置があります。加算税の減額と増額（法
６条）、質問検査権（法７条）、罰則（法９条、
１０条）といった措置が設けられました。

加算税に関する措置は、調書を提出するイン
テンセィブを考えた制度として注目されます。
改正前に、居波邦泰教授は、納税者による自発
的開示を促進するやり方としていわゆるタック
ス・アムネスティ（租税恩赦）の研究を行い、
その中で、国外資産の保有に関する報告制度の
創設を求めていました２３。改正法は、調書を出
していた場合に所得税と相続税の加算税を５％
減額するだけでなく、調書を出していなかった
場合に所得税の加算税を５％増額しますので、
減額と増額の両面においてインセンティブを考
慮しています。このしくみについて、吉村政穂
教授は、事前の情報提供に対して動機付けを与
えるとともに、悪質な納税者とそれ以外の納税
者を区分して制裁の内容を変化させる効果を有
していると述べ、効率的な租税行政にとって望

―――――――――――――――
１９ 増井良啓「租税条約に基づく情報交換：オフショア銀行口座の課税情報を中心として」金融研究３０巻４号２５３頁、

２５５頁（２０１１年）。
２０ 川田剛『Q＆A でわかる国外財産調書制度』（税務経理協会、２０１２年）。
２１ 財務金融委員会議録第５号（平成２４年３月６日）１４頁。
２２ 『平成２４年版改正税法のすべて』６１９頁（大蔵財務協会、２０１２年）。
２３ 居波邦泰「タックス・アムネスティの我が国への導入についての考察」税務大学校論叢６８号２２９頁、４３５頁（２０１１

年）。さらに参照、居波邦泰「ボランタリー・ディスクロージャーと国際的情報交換―先進国における税務情報の収
集強化と我が国への導入の検討―」租税研究７５３号１５４頁（２０１２年）。

２４ 吉村政穂「節税・脱税・租税回避の違い」税務弘報６０巻７号１０頁、１４頁（２０１２年）。
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ましい戦略を採用したと評価しています２４。
インセンティブを考慮して制度設計すること

は、理にかなった方向です。もっとも、法令の
規定をみてみますと、加算税の計算がややこし
くなっています。個々の国外財産から生ずる所
得を特定したうえで、記載があれば５％減額し、
記載がないか記載が不十分であれば５％増額す
る、という作業を行わなければなりません。計
算間違いが懸念されます。調書を提出するイン
センティブを与えることが眼目なのですから、
もっと計算が簡単なやり方であっても、十分で
あったのではないでしょうか。

３－２．税務行政執行共助条約

�１ 税務行政執行共助条約の署名
租税条約を用いて相手国の課税当局から情報

を取得することは、これまでもなされてきまし
た。主に用いていたのは、日米租税条約のよう
な二国間租税条約の情報交換条項です。

２０１１年１１月３日に、日本国は、多国間条約と
しての税務行政執行共助条約に署名しました。
正式名称は「租税に関する相互行政支援に関す
る条約」です。現在、国会の承認を待っている
状態です。

この条約は欧州評議会と OECD によって作
成され、１９８８年に欧州評議会加盟国と OECD
加盟国に対して署名のために開放され、１９９５年
に効力を生じました。その後、２０１０年の改定に
よって、情報交換を強化し、欧州評議会や
OECD の加盟国以外の国も締結できるように
なりました。

条約の柱は３つあります。情報交換、徴収支
援、文書送達です。
＊情報交換について。同時税務調査（８条）や、

海外における税務調査（９条）についても、
根拠規定が定められています。入手した情報

は秘密とされますが、注目すべきは、秘密保
護ルールの内容について、情報提供国と情報
受領国の双方を参照していることです（２２条
１）。１９８８年の原規定では、両国のうちより
厳しい条件でもって秘密保護を行うこととさ
れていました。２０１０年の改定により、現在は、
情報受領国の秘密保護ルールに加えて、個人
情報保護に必要な範囲で情報提供国が自国の
法令に基づいて特定する保護の方法に従うも
のとされています。なお、秘密保護に関する
この規定は、徴収支援や文書送達に際して入
手した情報についても、適用があります。

＊徴収支援について。要請を受けた国の国内法
で、租税債権に一般的な優先権が与えられて
いる場合であっても、共助を要請された外国
の租税債権について他の債権に先立って優先
的に徴収する義務はありません（１５条）。

＊文書送達について。従来、文書送達に関する
規定は、日本の二国間租税条約にはありませ
んでした。税務行政執行共助条約の下では、
締約国は、他の締約国の領域内の者に対して、
郵便により直接に送達を実施できることにな
ります（１７条３）。文書を適法に送達できま
せんとそもそも手続が動きませんので、まさ
に法的なインフラを整備する意味があります。
これらの条約規定について、多くの解釈上の

論点があります。条約の起草にあたった専門家
による説明報告書もあり、条約規定を理解する
ために有益です２５。もっとも、この報告書自体
が条約規定の有権的解釈ではないと断っていま
す。また、その後、２０１０年改正により条約規定
そのものが改定されたところもあります。結局、
個々の論点に関する解釈の当否は、各国の裁判
例や国家実行などを参照しながら、考えていく
他ありません。２年前にここでご報告申し上げ
たように、租税条約の解釈については、ウィー

―――――――――――――――
２５ Explanatory Report，cited in Kees van Raad ed．，Materials in International & EU Tax Law，Eleventh edition，

Volume１，１７２５（ITC Leiden，２０１１）．
２６ 増井良啓「租税条約の解釈と国内法―文理解釈の基本に立ち戻って―」日本租税研究協会『税制改革の課題と国

際課税の潮流』４頁（２０１０年）。
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ン条約法条約に従い、条約規定の文言から出発
すべきであると私は考えております２６。

�２ 租税条約等実施特例法の改正
平成２４年度税制改正は、税務行政執行共助条

約の国内担保法を整備するために、租税条約等
実施特例法を大幅に改正しています。大幅な改
正が必要になるであろうことは、条約署名当時
から予想できました。というのも、情報交換・
徴収共助・送達共助の３つの柱のいずれについ
ても、外国から日本国に要請がある場合と、日
本国が外国に要請する場合の二通りがあるから
です。これらの場合についてもれなく道筋をつ
ける必要があるとなると、かなり大きな改正が
必要です。

実際、規定が大幅に整備されました。外国租
税債権について日本国として徴収共助する場合
についていえば、共助の実施要件や具体的な徴
収手続、共助の中断や終了、不服申立てや罰則
などについて、重要なルールが定められました
（実施特例法１１条）。具体的な徴収手続につい
て実施特例法だけで自足的に定めるわけにはい
かず、国税通則法や国税徴収法を読み替えて、
滞納処分に関する規定を準用したり、民事執行
手続や倒産手続との調整をはかったりしていま
す（実施特例法１１条４項）。

従来、一方で、日本の二国間租税条約は、条
約の濫用防止を目的とする制限的な徴収共助規
定しか設けていませんでした（例、日米租税条
約２７条）。他方で、実施特例法は、外国の租税
債権にも優先権を与えていました（改正前実施
特例法１１条後段）。この状況の下で、赤松晃博
士は、外国租税債権は日本の租税債権および日
本の被担保債権を確保してなお余剰がある場合
に限り一般債権に優先することを定めるように
改正すべきであると提案していました２７。今回

の実施特例法改正は、これまでのポリシーを変
更し、国内法上、外国租税債権の優先権を否定
するに至りました。実施特例法の条文の上では、
優先権を定める国税徴収法の規定を準用しない
という形をとっているだけですが（実施特例法
１１条４項）、立法政策としては大きな転換です。

３－３．FATCAへの対応

以上に見たように、課税当局が国外情報を取
得するやり方として、本人から情報を取得する
やり方と、租税条約の枠組みを使って条約相手
国の課税当局から情報を取得するやり方が整備
されてきています。これに対し、ごく最近、課
税情報取得のために別の手法をとる国が現れま
した。２０１０年３月に米国で成立した外国口座税
務コンプライアンス法（FATCA）です２８。

FATCA は大変複雑なルールですが、イメー
ジ図を使ってごく簡単に説明します。

米国は、米国市民に対して全世界所得課税を
行います。そこで、米国市民が海外金融機関に
保有している金融資産について、米国課税当局
は情報を取得する必要があります。そのために、
米国の国内法で、外国金融機関から米国人の銀
行口座情報を取得するためのしかけをつくりま
した。イメージ図では左側の国を日本と書いて

―――――――――――――――
２７ 赤松晃「徴収法の国際的側面―徴収共助に係る OECD モデル租税条約の進展とわが国の方向―」租税法研究３３号

４７頁、６６頁（２００５年）。
２８ 田中良「全世界所得課税確保のための海外金融資産・所得の把握方法：米国の適格仲介人（QI）レジーム・FATCA

レジームの展開」金融研究３０巻４号３１３頁（２０１１年）。
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ありますが、米国からみると外国にあたるわけ
です。外国金融機関は、米国 IRS と直接に契
約を結び、情報を提供します。外国金融機関が
情報提供を行わない場合には、当該金融機関の
米国源泉所得に対して源泉徴収を行います。こ
れが、「情報を出さないのなら源泉徴収してし
まうぞ」という担保措置になります。

これは金融機関にとって大変な負担です。す
こし前のウォール・ストリート・ジャーナルの
記事になりますが、カナダのモントリオールで、
手続的負担の増加を恐れる銀行が「米国人お断
り」という対応に切り替えるというので、現地
の米国人が困っていると報道されたことさえあ
ります２９。もっとも実際には、グローバルに展
開する金融機関にとって、米国人口座を閉鎖す
ることも、米国源泉所得を稼得しないようにす
ることも、現実的ではありません。

各国の対応は、ふたつの方向に分かれていま
す。ひとつは、モデルⅠと呼ばれるアプローチ

で、金融機関が米国口座保有者に関する情報を
自国の課税当局に提供し、しかるのち、課税当
局間で自動的情報交換を行います。このやり方
で米国と合意したのが、フランス、ドイツ、イ
タリア、スペイン、英国です。

もうひとつは、モデルⅡと呼ばれるアプロー
チで、さる６月２１日の米国との共同声明で、日
本とスイスがこれを採用しました。日本の場合、
金融機関が IRS に登録して、非協力口座の総
数と総額を IRS に毎年報告します。そして、
米国側で追加情報を欲する場合には、日本の当
局は米国からのグループ要請を受け付け、要請
された情報を米国の権限ある当局に提供します。
これによって、日本の個々の金融機関は、IRS
との間で別途契約を直接に結ぶ義務から免除さ
れます。

FATCA の施行時期は２０１３年１月です。実施
まで、あと数ヶ月を残すのみとなりました。

―――――――――――――――
２９ The Trouble with FATCA，The Wall Street Journal，August １１，２０１０．

― 107 ―



３－４．まとめ

まとめます。経済活動がグローバル化する中
で、租税手続法も一国のみで閉じることがあり
ません。手続法は従来きわめてローカルだった
ところ、急速に、その国際的側面が重要になっ
てきています。

これは、新しい潮流ということができます。
これまで国際課税という場合、中心を占めるの
が実体法上の問題でした。移転価格をめぐる相
互協議とか、延滞税とか、手続的な問題ももち
ろんありました。しかし、手続法は各国ごとに
固有の面が強く、クロス・ボーダーの側面が今
日ほど脚光を浴びることはなかったのではない
でしょうか。少なくとも日本では、そうだった
と思います。これが変化し、国内法の改正によ
って国外財産調書を提出させたり、多国間条約
の署名に応じて条約実施特例法を改正したり、
米国の法律改正にあわせて条約上の情報交換条
項を活用したり、といった動きが出てきている
のです。

もっとも、実体法の領域に比べますと、手続
法が各国固有のローカル・ルールをより強く体
現しているという出発点は動きません。このこ
とをよく示すのが徴収共助に関する立法であり、
国税徴収法を準用するという形でグローバル化
に対応しています。

４．具体例その３：各国政府機関
の連携強化

グローバル化に対する法制度の対応と密接に
関係するのが、各国政府機関の連携強化の動き
です。

４－１．OECD税務長官会議（FTA）

OECD 税務長官会議（Forum on Tax Ad-
ministration、FTA）は、４３カ国の長官レベル
のフォーラムです。４３カ国の中には、選ばれた
OECD 非加盟国を含んでいます。

その目的は、税務行政官が適切なグローバル
な流れを特定し、討議し、それに影響を与える
ことです。また、世界中の租税行政を促進する
ための新しい考えを発展させることです。

直近では、２０１２年１月にブエノスアイレスで
第７回会合を開きました。オフショア・コンプ
ライアンス、租税行政と大法人との協力関係、
よりスマートに働くためのベスト・プラクティ
スの共有、といった点を論じています。

４－２．透明性と情報交換に関する
グローバル・フォーラム

情報交換の条約ネットワークを拡充する動き
も、続いています。透明性と情報交換に関する
グローバル・フォーラムが、ピア・レビューを
継続しています。２０１２年６月２０日のプレス・リ
リースは、これまでにすでに７９のピア・レビ
ュー報告書が採択され、１７のピア・レビューが
進行中であると述べています。６月２９日のプレ
ス・リリースは、８００本を超える租税情報交換
協定が署名されたと発表しています。

スイスも、ピア・レビューの対象となってい
ます。この点については、一方で、石黒一憲教
授がスイスの２００８年以前の立場を擁護する立場
から批判的な検討を行っています３０。他方で、
スイスは、２０１１年の段階で英国とドイツとの間
でいわゆる Rubik agreement とよばれる合意
に達し、情報交換の代わりにスイス側で高率の
源泉徴収をすることで済ませることが可能にな

―――――――――――――――
３０ 石黒一憲「ボーダレス・エコノミーへの法的視座第２５５回『「租税条約上の情報交換」と「スイスの銀行秘密」―

「IRSvs．UBS 事件」及び「OECD のタックス・ヘイブン対策」との関係において［１９］』貿易と関税６０巻９号５０頁
（２０１２年）。

３１ Miranda Stewart，Transnational Tax Information Exchange Networks : Steps towards a Globalized，Legiti-
mate Tax Administration，World Tax Journal Vol．４，Issue２，１５２，１６９（２０１２）．
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っています３１。

４－３．国際タックス・シェルター情
報センター（JITSIC）

国際タックス・シェルター情報センターは、
JITSIC（Joint International Tax Shelter Infor-
mation Centre）ともいいます。もともと２００４
年に米英豪加の税務当局によりワシントンに開
設されました。濫用的租税スキームの解明を目
的として、情報交換と知識共有を行っています。
２００７年にロンドンにも開設しました。日本の国
税庁からも、専門家が派遣されています。

２０１２年７月には、日米同時査察実施取決めの
合意がなされました。日米両国の査察部門が並
行して査察調査を行い、権限のある当局間で交
換された情報について、事件ごとに指名された
査察部門職員が直接協議を行うことを可能にし
ています。

４－４．まとめ

このように、各国政府機関が連携を強めてい
ます。ここから読み取れるのは、情報の取得と
管理が鍵になる、という流れです。

もともと、税務調査は、調査対象の選定には
じまります３２。情報取得と分析の重要性は、か
ねてより意識されていました。それ自体は、決
して新しい話ではありません。

今回の動きについて新しいのは、各国課税当
局が情報やノウハウをシェアする動きが活発に
なっている点です。このような動きは、２００８年
夏の世界金融危機以降、大きな流れになりまし
た。オフショア法域を巻き込んだ租税情報交換
協定が激増し、透明性と情報交換に関するグ
ローバル・フォーラムが活発にモニタリング活
動を行うようになっています。

これは新しい動きであり、ここ数年になって
強くなりました。つい１０年前には、考えられな
かったことです。たとえば、２００１年前後におい
て、OECD 加盟国のタックス・ヘイブンに対
する対抗運動は、後退を余儀なくされていまし
た。流れが反転した現在においても、NGO の
ウェブサイトなどでは、次のような意見をよく
目にします。租税情報交換協定を数本結んだく
らいでオフショア法域から必要な情報が得られ
るわけではないとか、自動的情報交換を日常化
しなければ十分でないとかいった意見です。各
国政府機関の連携という潮流が将来どの程度定
着するかは、各国の政治的意思にかかっている
面が大きいように思います。

５．具体例その４：租税専門家の
役割の重視

先ほど触れた OECD 税務長官会議は、毎年、
ボリュームのある報告書を複数公表しています。
個人、中小企業、大企業、富裕な個人というセ
グメントごとに、それぞれ２０本近い報告書があ
ります。その中には、各国の租税行政に目に見
える影響力をもつものがあります。

そのひとつが、「税務仲介者（tax intermediar-
ies）の役割についての研究」という報告書で
す。２００６年から検討がはじまり、２００８年に公表
されました。この報告書については本田光宏氏
や須藤一郎氏の紹介があります３３。また、この
報告書を踏まえて、本庄資教授が、納税者と税
務当局の対決関係から協力関係への転換のため
の税務仲介者の役割を論じています３４。

５－１．税理士の助言義務

税務仲介者というと、やや聞き慣れない言葉
―――――――――――――――
３２ アメリカ法について、金子宏「アメリカにおける税務調査―質問検査権を中心として―」『所得概念の研究』３５７

頁（有斐閣、１９９５年、初出１９８９年）。
３３ 本田光宏「OECD における『税務仲介者』の位置づけについて」本庄資編著『国際課税の理論と実務―７３の重要

課題』１１７１頁（大蔵財務協会、２０１１年）、須藤一郎「国際課税における税務仲介者の役割及びそのあり方に関する考
察」同上書１１８３頁。
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かもしれません。日本法ですぐさまイメージし
やすいのは、税理士でしょう。税理士法上、税
理士は、脱税相談が禁止されています（３６条）。
また、委嘱者が不正に国税の賦課徴収を免れて
いる事実を知ったときは、直ちにその是正をす
るよう助言しなければならないとされています
（４１条の３）。税務仲介者のこのような役割を、
重視しようというのです。

５－２．ゲートキーパーとしての租税
専門家

隣接領域で似たような議論をしているのが、
金融商品取引法です。そこでは、法律家がゲー
トキーパー（gatekeeper）としての役割を果
たすべきだという議論があります。ゲートキー
パーつまり門番として、市場で販売される商品
の品質管理をするということです。米国ではご
く最近、租税法律家についても門番としての役
割を復権すべきであるという主張がされていま
す３５。この議論には長い歴史的背景があります。
租税専門家の倫理を論ずる局面で、クライアン
トに対する義務とともに、システムに対する義
務（duty to the system）がある、という議論
がなされてきたからです３６。

租税専門家の役割を重視する行政アプローチ
は、課税当局のおかれた環境を反映しています。
２００４年に、租税行政に関して著名な書物が出版
されました。１９９０年代後半の米国 IRS 改組を
うけた時期のことです。その本の題名は「租税
行政の危機」というもので、当時の識者の危機
感を示しています３７。この本に寄稿した Jeffrey

Owens 氏は、主要なメッセージのひとつとし
て、各国の租税行政が予算不足に陥っていると
指摘しています３８。

なぜ、税務仲介者の役割を重視するのでしょ
うか。課税当局に与えられた資源が限られてい
る。そこで、税務仲介者との間で協力関係を結
んでおく。余裕のできた調査能力を、納税非協
力のリスクの高い領域に重点的に投下する、と
いうわけです。

では、OECD 税務長官会議のこのような戦
略は、どこに起源があるのでしょうか。英国の
ある論者は、英国 HMRC の大企業用プログラ
ムが影響したと指摘しています３９。すなわち、
英国では、２００６年にいわゆる Varney Review４０

という報告書が出て、政府サービスの改革の一
環として、大企業との協力関係の構築を打ち出
しました。時期を同じくして、OECD の税務
仲介者についての研究は、そのコアチームが英
国から供給されました。したがって、英国の議
論と OECD の議論が似ていても偶然の一致で
はないというのです。もっとも、同様のプログ
ラムは米蘭でも報告されていますので、実際に
は起源は単一ではないのかもしれません。

５－３．コーポレート・ガバナンスと
の関係

この話は、上場会社について特に意味があり
ます。透明性を求める圧力が高まっているから
です。規制機関は開示すべき会計情報を求めま
す。課税当局は納税申告を求めます。NGO や
NPO も監視しています。この中で、会社にと

―――――――――――――――
３４ 本庄資「納税者と税務当局の対決関係から協力関係への転換のための税務仲介者の役割」同上書１１９７頁。
３５ Richard Lavoie，Am I my brother’s keeper ? A tax law perspective on the challenge of balancing gatekeeping

obligations and zealous advocacy in the legal profession（2012）, available at http : //ssrn.com/abstract=2122653.
３６ 増井良啓「【書評】Bernard Wolfman，Deborah H．Schenk，and Diane Ring，Ethical Problems in Tax Prac-

tice，４th Edition（Aspen Publishers ２００８）」ソフトロー研究１９号８５頁、９３頁（２０１２年）。
３７ Henry J．Aaron and Joel Slemrod，editors，The Crisis in Tax Administration（Brookings，２００４）．
３８ Jeffrey Owens and Stuart Hamilton，Experience and innovation in other countries，in supra note３７，３６１．
３９ Judith Freedman et al．，Corporate Tax Risk and Tax Avoidance : New Approaches，［２００９］British Tax Re-

view No．１，７４，７６（２００９）．
４０ http : //www．hm―treasury．gov．uk/d/pbr０６_varney_review．pdf（最終閲覧２０１２年９月１４日）。
４１ Anushka Bakker and Sander Kloostehof，Tax Risk Management : From Risk to Opportunity（IBFD，２０１０）．
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っては、課税リスクをいかに管理するかという
課題が、ますます重要になっています。Tax risk
management といわれる領域です４１。

ここから、会社組織のあり方として、取締役
会がどこまで租税の問題を議論すべきか、とい
った課題が出てきます。また、会計事務所の業
務内容として、会社のリスク管理にどのように
かかわっていくか、という課題が出てきます。

５－４．まとめ

これらの例は、どのような流れを示している
のでしょうか。ひとついえるのは、納税者対課
税当局という二項対立構造から、税務仲介者と
か会社の取締役会とかいったアクターを加えた
多極的構造へ、という動きです。また、どのア
クターが何を求めて行動するか、つまり当事者
のインセンティブに注目する課税当局の執行戦
略です。

日本では、最近になってこのような流れが現
実化しています。国際租税協会（IFA）では、
各国支部にアンケートを配り、各国の現状につ
いて情報を収集しています。日本支部も、公表
情報に基づいて、アンケートに回答しました。
そこでは、日本の国税庁が税務に関するコーポ
レート・ガバナンスの重要性を強調しはじめて
いること、２０１１年１２月段階で７３の説明会が開か
れたこと、などを回答しています。きたる２０１２
年１０月２日に、論点整理の報告書をボストンで
討議する予定です。

６．問題に対する本報告の結論

本報告では、租税手続法に新たな潮流が生ま
れているのか、それは具体的にどのようなもの
であり、どこが新しいのか、考えてきました。
結論を拾い上げますと、次のようになります。
＊行政手続法制定時以来の課題に応える改正が

なされた。

＊手続法が一国のみで閉じることがない。
＊情報の取得と管理が鍵になる。
＊当事者のインセンティブに注目している。

それでは、これらを総合すると、全体として、
どのような潮流を読み取ることができるでしょ
うか。国税通則法改正にみられる納税者の権利
保護の動きは、課税当局が通常の納税者をクラ
イアントとして丁寧に遇する方向です。これに
対し、納税非協力リスクの高い納税者に対して
は、事前の情報取得により捕捉漏れを防ぎ、専
門家や会社機構のインセンティブ構造に訴える
ことによって行動パタンを変えようとします。
このようなやり方はいくつかの国の課税当局が
試みてきたことですが、ここ数年、日本にも影
響が及んでいます。特に、国際的側面について
は課税当局の情報収集力が及ばないことが多い
ため、情報交換の網の目を密にするよう対応が
はかられています。

このようにとらえることができるならば、近
年起きていることがらは、無関係の突発的な事
件の連鎖ではなく、内的に関連し一定の傾向を
もつ「潮流」であるともいえそうです。

おわりに

おわりに、この「潮流」という言葉について
一言します。

社会学者の富永健一教授は、１９８４年に『現代
の社会科学者』という書物を公刊し、社会科学
の「諸潮流」を分析しました４２。彼によると、
経済学・政治学・社会学の知的巨人たちの学説
は、実証主義の潮流と理念主義の潮流というふ
たつの潮流の間の対抗関係として整理できます。
射程が広く、かつ、細部が克明な書物です。

租税手続法の新たな「潮流」というとき、こ
れに匹敵するような大きな流れを定式化できる
かというと、まだまだこれからかもしれません。
ましてや、その規範的評価のためには、もっと

―――――――――――――――
４２ 富永健一『現代の社会科学者』（講談社、１９８４年）。その後、講談社学術文庫に所収されている。
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突っ込んだ研究が必要です。
しかし、いくつかの具体例をつなげてみると、

全体として何かが変わってきているのではない
か。こういう感じを皆様と共有できたとすれば、
９０分ご静聴いただいた甲斐があります。

以上で報告を終わります。
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第６４回租税研究大会大阪大会開催にあたり

公益社団法人日本租税研究協会副会長

宇野 郁夫
（日本生命保険相互会社相談役）

本日は第６４回租税研究大会に多数の皆様方と
講師の方々にご参加をいただきまして誠にあり
がとうございます。特に財務省の中江審議官、
総務省の平嶋審議官には公務ご多忙の中、わざ
わざ東京よりお越しいただきパネリストを務め
ていただきます。心より感謝いたしたいと思い
ます。また、ご出席の皆様には常日頃、当協会
の事業活動に対しましてご支援・ご協力を賜っ
ておりまして、この場を借りまして改めて厚く
感謝申し上げたいと思います。

さて、近年わが国は経済のみならず、国家社
会全般にわたり多くの問題解決能力を衰弱させ
て、その国力は世界における相対的地位を低下
させていると思います。その上、昨年の地震、
津波、原発事故、その後のエネルギー問題、さ
らには不透明な世界経済の先行きなどが加わり
まして、われわれの直面する状況はより深刻さ
を増しております。このような状況を放置しま
すと、世界における日本の存在感は一層低下し
ます。幅広い視点から政策を総動員して、一刻
も早く国力再生への歩みを確実に刻んでいくこ
とが必要になると思います。

私どもの国は古今東西に類を見ない巨額の財
政赤字を抱え、財政健全化は待ったなしの課題
であるということは周知のことです。国及び地
方の長期債務残高が今年度末で９４０兆円、GDP
比で１９６％に達し、歴史的にも国際的にも例を
見ない最悪の水準です。この財政赤字の累積は、
財政の硬直化による政策自由度の減少、金利の

上昇による経済への悪影響、世代間の不公平の
拡大等を確実に引き起こし、平穏であるべき私
どもの市民社会を破壊してしまいかねません。

今後高齢化の進行により、社会保障関係費が
一層増加していく中で、これを放置した場合、
国内はもちろん、世界中に大混乱を生み出すと
いう危機は、ギリシャ問題の波紋１つを取って
みても明らかであろうと思います。財政の健全
化は全く待ったなしの状況にございます。にも
拘わらず、これまでこれを結果として先送りし
てきたことは、日本の知性の衰弱、勇気の欠如
以外の何ものでもないと私は思います。

当協会では民間の中立的な立場から税財政の
問題を調査研究し、毎年あるべき税制改正の提
言や主張を継続的に行ってまいりました。要す
るに、「経済活力の強化」と「安定財源の確保」、
言葉を換えれば、「成長戦略」と「財政の健全
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化」「社会保障制度の改革」を一体的に推進す
るための抜本的な税制改革の必要を強く主張し
てまいりました。こうした中、昨年度以降、わ
れわれの提言が徐々に政府に取り入れられつつ
あります。しかし、それらはあくまでもまだ改
革の始まりにすぎません。

法人税におきましては復興特別法人税の課税
により、実現は３年後となりますが、実効税率
が５％引き下げられました。しかし、諸外国の
税率との比較ではまだ不十分であり、競争力を
確保し、「経済活力の強化」を図るには復興特
別法人税の課税期間の終了を待つことなく、早
期に一層の引き下げを検討する必要があると思
います。

また、８月には社会保障・税一体改革関連法
が成立し、消費税率が５％引き上げられること
になりました。これは社会保障財源の確保のみ
ならず、財政健全化にかける意思を内外に示し
たという意味で高く評価すべきであると思いま
す。しかし、法律の附則には景気条項が盛り込
まれており、引き上げが実現するかどうかはい
まだ不透明です。わが国の財政の現状や高齢化
の進行を見据えた社会保障の「安定財源の確
保」のためには、これ以上、引き上げを先送り
することはもはや許されることではございませ
ん。私どもは直面するであろう当然の痛みに耐

えて、確実にこれを実施すべきであると考えて
おります。

さらに社会保障制度の改革についても「社会
保障制度改革国民会議」に先送りされています。
わが国の人口構造を踏まえて、持続可能な制度
とするためには、重点化・効率化による思い切
った給付の抑制が避けられないことは明白です。
早期に超党派的視野に立って、聖域を設けるこ
となく検討を進め、将来世代も安心できる制度
としていただくことを強く希望したいと思いま
す。

本日の大阪大会におきましては午前中に渡辺
教授に研究のご報告をいただきました。午後か
らは「税制抜本改革をめぐる諸課題」をテーマ
に討論会を予定しております。ご担当いただく
のは税制・財政に精通された先生ばかりです。
午前に引き続き大変有意義なお話を伺えるもの
と考えております。ぜひ午後のプログラムもご
清聴いただきますよう、よろしくお願い申し上
げたいと思います。

最後になりましたが、皆様方のご発展をお祈
り申し上げますとともに、今後とも当協会の活
動につきご支援・ご指導を心からお願いいたし
まして、私の挨拶を終わらせていただきたいと
思います。ご清聴ありがとうございました。
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はじめに（問題提起）

ただ今ご紹介にあずかりました九州大学の渡
辺です。本日は、日本租税研究協会の年間行事
のなかでも重要な「租税研究大会」において、
報告の機会を与えて頂き、たいへん光栄に存じ
ます。それでは、さっそくはじめさせていただ
きます。

○法人税収
経済が低迷して法人税の税収が減っていると

いわれて久しいのですが、それでも平成２４年度
予算の歳入において法人税は第３位で、約９．８％
を占めています。金額も約８兆８０００億円、租税
及び印紙収入に占める割合は約２１％となってい
て、依然として重要な租税であることに変わり
ありません。

○会社法改正の影響
講学上の法人税法を考える上で、私法、特に

会社法との関係は無視できないといわれていま
す。税法と会社法は相互に密接に関連し合って
きました。会社法が変われば税法が変わります。
例えば、平成１２年に会社法が会社分割の制度を

作ったため、翌年に税法は組織再編税制を導入
しました。平成１７年の会社法制定によって、利
益処分概念が変化すると、平成１８年に税法は、
役員賞与に関する損金算入制限を大きく変更さ
せました。役員賞与の損金算入を否定するにあ
たって当時の法人税法３４条２項が依拠してきた
「隠れた利益処分」という概念をもう使うこと
ができなくなったからです。また、会社法が現
物配当を正面から認めたことが、税法に与えた
影響もあります。

その一方で、税法の規定が会社の計算に影響
を与える、すなわち、税法上有利な扱いになる

９月２５日（火）・午前報告

渡辺 徹也
九州大学大学院法学研究院教授

－会社法との比較を中心に

税法における配当および資本の概念
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ように会社が取引を変更あるいは調整するとい
われることもあります。

○概念の共通化
税法が会社法に依拠する理由は、二度手間を

省くという意味での簡素化からの要請といわれ
ますが、両者はどちらも企業法（ビジネス・
ロー）として同じような領域を扱っている以上、
双方で同じ概念を使用するのはむしろ自然とも
いえます。ただし、どこまで共通しているのか
は程度の問題かもしれません。共通化できない
ところでは、個別に概念を構築することになり
ます。法人税法７４条１項に規定される確定決算
主義のあり方についても、税法がどこまで会社
法に依拠するかは、程度の問題といえます。

○税法と会社法の乖離
しかし、近年、両者は乖離の傾向にあるとい

ってよいでしょう。とりわけ平成１３年度におけ
る組織再編税制（および平成１４年度における連
結納税制度）の導入、そして平成２２年度におけ
るグループ税制の創設で、両者の乖離は広がり
ました。会社法上の計算処理に関わらず、損益
を認識するか否かが、税法上の要件によって決
定されるからです。

○配当概念・資本概念
一方で、配当概念（およびそれに関連する資

本の概念）そのものについては、組織再編成に
関する領域に比べれば、比較的緩やかな乖離と
いえなくもありません。簿価取引か時価取引か
が、会社法とは無関係に決まる組織再編税制に
比べれば、配当および資本の概念は会社法から
の借用であり、スタート地点においてまず会社
法に依拠しています。もっとも、組織再編成で
も、合併や分割という概念は会社法からの借用
だと考えられていますし、組織再編税制の一部
にはみなし配当に関する規定もありますから、
この差は相対的なものに過ぎないことになりま
す。つまり、会社法と税法の乖離現象は進行し

ているのです。

○みなし配当・資本金等の額
税法では、会社法の配当概念および資本概念

に依拠しながら、これらを修正して「みなし配
当」あるいは「資本金等の額」という税法上の
概念を作り上げてきました。本報告では、これ
ら税法上の概念をみていくことにより、税法独
自の考え方（すなわち、なぜ税法が会社法とは
異なる概念を採用しなければならないか）につ
いて、できるだけ基本的なところを整理してみ
ることにします。したがって、税法に習熟した
方からみれば当然と思える内容も多いかも知れ
ません。

この段階で予め１つの答えを述べると、株主
が法人から受け取った金銭等の額のうち、税法
上の原資あるいは元本である「資本金等の額」
を超えた部分を税法は配当として扱っている、
ということになります。

○講学上の法人税法
税法において配当および資本について考える

ことは大切です。それは、講学上の法人税法の
中心課題の１つだからです。講学上の法人税法
とは、主として法人―株主間取引、すなわち、
法人の存在を前提にして新たに生じる取引を扱
う領域であり、配当はそのような取引の典型に
該当するものです。もう１つの典型は出資です。

１．みなし配当

１―１．法の変遷―かつての２項みな
し配当とその廃止（商法と税法
の衝突）

平成２年の商法改正によって、従前の株式配
当が配当可能利益の資本組入れ（旧商法２９３条
の２）と株式分割（旧商法２１８条）の２つに分
割されました。しかし、当時の所得税法２５条２
項２号（法人税法２４条２項２号も同じ）は、前
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者の資本組入部分を配当とみなしていました。
いわゆる２項みなし配当と呼ばれるものです。
すなわち、商法上は利益配当性を否定された行
為について、税法は依然として配当としての課
税を維持したのです。

裁判例はどうでしょうか。利益準備金の資
本・組入れについて、明文でみなし配当課税の
対象としていた当時の所得税法２５条２項２号に
ついて、最高裁は、憲法２９条および８４条に違反
するものではないとしています（最高裁昭和５７
年１２月２１日判決、訟務月報２９巻８号１６３２頁）。
ただし、その根拠はわかりやすいものとは言い
がたいという批判が、例えば会社法学者の江頭
憲治郎先生からなされています（「みなし配当」
租税判例百選第４版６１頁（２００５年））。ちなみに、
アメリカでは有名なマッコンバー最高裁判決
（Eisner v．Macomber，２５２ U．S．１８９（１９２０））
が、既に１９２０年の段階で、株式配当には所得の
実現がないとして、非課税の判断をしています。

配当可能利益の資本組入れに関する課税方法
については、１９９０年代の初頭に代表的な会社法
学者と租税法学者において見解の相違がありま
した。包括的所得概念に基づいて、資本組入の
段階で、主として未実現のキャピタル・ゲイン
部分への課税を主張する租税法の金子宏先生の
説（金子宏「商法改正と税制－株式配当および
利益積立金の資本組入れを中心として－」『所
得概念の研究』２３０頁（有斐閣・１９９５年）（初出
１９９０年））と、組入により株主はなんら豊かに
なっていないことを理由に、みなし配当課税に
反対する会社法の竹内昭夫先生の説（竹内昭夫
「利益積立金の資本組入れとみなし配当課税の
当否〔上〕〔下〕－金子説批判－」商事法務１２５８
号４３頁、１２５９号３０頁（１９９１年））がありました。

その後、平成１３年度の税制改正により、上記
旧所得税法２５条２項による課税（２項みなし配
当課税）は廃止されるに至りました。したがっ
て、この点に関する税法と会社法の「ねじれ現
象」は、立法的に「一応の」解決をみたといえ
るでしょう。この立法化については、後でもう

１回触れることにしたいと思います。

１―２．現行みなし配当規定（所得税
法２５条１項・法人税法２４条１項）

⒜ 譲渡か配当か（誰に譲渡するかによる区
別の可否）

所得税法２５条１項（法人税法２４条１項も同
じ）は、後で少し詳しく説明する「資本金等の
額」という概念を用いて、法人の純資産のうち、
株主が法人に対して払い込んだ部分と、法人が
設立後に獲得した部分とを区別しています。

そして後者である法人の獲得利益が、合併、
分割型分割、資本の払戻し、解散、自己株式取
得等一定の事由によって株主にわたる場合に、
配当とみなして課税します。その場合、株主は、
（無対価組織再編成の場合を除けば）一定の金
銭その他の資産の交付を受けることになるので、
これら金銭等のうち、税法上の元本を超える部
分が、課税の対象となりうることは納得できる
のですが、しかし、所得税法上のどの種類の所
得として課税するかという問題が、その先にあ
ります。

それについては、資産の譲渡による所得（個
人株主であれば譲渡所得）とする考え方があり
えます。解散や自己株取得のような場合、株主
が法人へ株式を「譲渡」し，その対価として資
産等の交付を受けたというとらえ方をするので
す。株主が、保有する株式を第三者へ移転すれ
ば譲渡所得となるのに、株式を発行した法人に
移転すれば配当として課税されるのは整合性が
ないと考えるわけです。

また，そのような場合の株主が手にした利益
は，これまで保有していた株式の含み益が一気
に実現するケースに該当するから、キャピタ
ル・ゲインの性質を有します。後で触れるアメ
リカ法では、日本でいう自己株式の取得や法人
の解散によって株主に生じる利益の多くは、キ
ャピタル・ゲインとしての課税を受けます。

その反面，株主が受け取った金銭等の価額の
うち，資本金等の額を超える部分を、いつかは
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配当されるその配当の原資と考え、残余財産等
の分配を一括した「大きな配当」とみるとらえ
方も十分に説得的です。この考え方に基づけば、
配当を行うのは、株式を発行した法人に限られ
るから、株式の譲渡先として発行法人と第三者
を区別することには、意味があります。現在の
日本法はこちらの考え方を採用したと思われま
す。そのため，会社法では配当でないものを税
法で配当とみなす必要性が生じました。これが
所得税法２５条１項等に規定されるみなし配当な
のです。

⒝ 残余財産の分配
法人が解散する場合の残余財産の分配（会社

法４８１条）は清算分配であって、会社法上の配
当ではありません。しかし、条文上は、株主に
交付された残余財産の価額から、「法人の資本
金等の額のうちその交付の基因となった株式に
対応する部分の金額（以下、「対応資本金等の
額」という）」を控除した額が、みなし配当と
されています（所得税法２５条１項３号）。

このことを次のようなごく簡単な事例を想定
して説明します。A 社の資産１，０００、負債５００、
資本金等の額４００（資本金８０、資本準備金２０、
その他資本剰余金３００）、利益積立金額１００（そ
の他利益剰余金１００）、A 社の発行する株式は
１種類（普通株のみ）、発行済株式数１００、株主
は１人、法人の資産・負債には含み益はないと
します。この法人が、解散により（負債を弁済
した後の）残余財産５００を株主に分配した場合
のみなし配当の額を計算してみましょう。

所得税法２５条１項柱書きによれば、交付を受
けた「金銭の額および金銭以外の資産の価額の
合計額」のうち「対応資本金等の額」を超える
部分がみなし配当となります。前者は５００です
が、問題は後者の算出手順です。それについて
は、所得税法施行令６１条２項３号に規定があり
ます。内容はかなり複雑で難解ですが、条文に
出てくる各項目は以下のように整理できます。

ⅰ対応資本金等の額。これを今から求めます。

ⅱ当該資本の払戻しまたは当該解散による残余
財産の分配を行った法人の当該払戻し等の直前
の資本金等の額。この事例では４００です。ⅲ当
該法人の当該払戻し等の日の属する事業年度の
前事業年度終了の時の資産の帳簿価額から負債
の帳簿価額を減算した金額。この事例では５００
となります。ⅳ当該資本の払戻しにより減少し
た資本剰余金の額または当該解散による残余財
産の分配により交付した金銭の額および金銭以
外の資産の価額。この事例では５００です。ⅴ当
該法人の当該払戻し等に係る株式の総数。この
事例では１００です。そして、ⅵ株主等が当該直
前に有していた当該法人の当該払戻し等に係る
株式の数。この事例では１００です。

所得税法施行令６１条２項３号の内容は、「ⅰ
＝ⅱ×ⅳ／ⅲ×ⅵ／ⅴ」ということになので、
これをこの事例に当てはめると、対応資本金等
の額＝４００×５００／５００×１００／１００＝４００となりま
す。

この事例では１人株主なので、要するに、分
配額（５００）のうち、資本金等の額（４００）を超
えた部分（１００）がみなし配当になります。こ
こでは、分配額が収益、資本金等の額が元本の
役割を果たしていることが分かります。

なお、上記所得税法施行令６１条２項３号の内
容に、株式の取得価額を示す項目がないことか
らもわかるように、みなし配当の金額は、株主
における株式の取得価額（株主側のデータ）と
は無関係に算出されます。つまり、各株主がそ
れぞれ異なる金額で株を取得していたとしても、
みなし配当の金額は同じになります。

なお、平成１３年度改正前の法人税法２４条１項
では、法人株主が交付を受けた金銭等の額が、
株式の取得価額を超える部分で、かつ「資本等
の金額」以外の部分からなる金額を配当とみな
すことになっていました。したがって、法人株
主については、株主側のデータが反映されてい
た時期があったのです。
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２．資本金等の額

２―１．内容

資本金等の額を一言でいえば、かつての「資
本金＋資本積立金額」、つまり、かつての「資
本等の金額」のことです。条文上（法法２条１６
号）、資本金等の額とは、法人が株主等から出
資を受けた金額として政令で定めるものとされ
ています。具体的には、法人税法施行令８条に
おいて，法人の資本金の額をベースに，そこか
ら加算または減算される項目が規定されており
ます（法令８条１項柱書き）。

会社法上の資本金にプラス・マイナスするこ
とで、資本金等の額が算出されます。したがっ
て、税法上の資本金等の額とは、会社法でいう
資本金とは異なる（完全には一致しない）概念
ということになります。

たとえば、法人が利益剰余金を資本に組み入
れた場合、税法が資本金の概念を会社法から借
用しているために、資本金の増加に伴って資本
金等の金額もいったんは増額しますが、同時に、
当該組入金額だけ、資本金等の金額は減額され
るという処理がなされます（法令８条１項１３号）。
結果として、資本金等の額は、組入れの前後で
変化はないことになります。ここで、会社法上
の資本金は組入額だけ増額していることに注意
してください。

そのような減額処理をしておかねば、組入後
において、組入部分（会社法上は資本金に転化
した部分）から株主に対して配当や清算分配な
どが行われた場合、税法上、配当としての課税
ができなくなるという「不都合」が生じるから
です。平成１３年度改正前は、所得税法２５条２項
のみなし配当課税があったからよかったのです
が、先ほど述べたようにそれを廃止したために、
組入れの前後で資本金等の額を変化なく保つ必
要が出てきたのです。

資本金等の額は、法人から株主への金銭等の

払出し等があった場合に、それがどこから出て
行ったものなのか、すなわち、①設立当初に株
主が払い込んだ「原資」に相当する部分と、②
設立後にその法人が獲得した「利益」に相当する
部分のうち、どちらから払出しが行われたかを
区別するために、必要な数値（データ）である
と考えられます。立法担当者による解説では、
会社法の概念に関わらず、法人税法では、「株
主の拠出部分と課税済利益の留保部分が資本の
部を構成するという考え方を維持する」という
説明がなされています（『改正税法のすべて（平
成１８年度版）』（大蔵財務協会）２４５頁）。

すなわち、①は、株主が課税済所得から出資
を行っているという前提をとる限り、株主段階
での課税が済んでいる部分です。その意味では、
たしかに原資なのですが、それは法人設立時の
株主には妥当しても、設立の後に株式を第三者
から購入した株主には当てはまりません。

そして、②は、法人段階の課税は済んでいて
も、株主段階の課税はまだ済んでいない部分で
す。したがって、②の部分が株主に移動する場
面を捉えて課税するために、みなし配当課税と
いう方法が採用されたといえます。そのように
考えるならば、みなし配当課税は二段階課税の
貫徹（株主段階における課税の確保）のための
制度だということもできるでしょう。そして、
いったん配当とされると、統合論に基づく二重
課税の調整（所法９２条）等がなされます。

２―２．みなし配当における対応資本
金等の額

⒜ 原資としての対応資本金等（資本剰余金
の額の減少に伴う配当）

先ほどと同じ A 社が、（残余財産の分配でな
く）資本剰余金から株主へ配当を２５０行ったと
します。そうすると、前回（残余財産の分配の
とき）の交付金額が、今回は２５０となります（所
得税法施行令６１条２項３号ロ）。

所得税法施行令６１条２項３号の内容は、先ほ
どの公式「ⅰ＝ⅱ×ⅳ／ⅲ×ⅵ／ⅴ」の通りで
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すから、これを今回の事例に当てはめると、対
応資本金等の額は４００×２５０／５００×１００／１００＝
２００になります。したがって、分配額（２５０）の
うち、「対応資本金等の額」（２００）を超えた部
分（５０）がみなし配当ということになります。

注意して欲しいのは、すべて資本剰余金から
の配当（原資の払い戻し）であるにもかかわら
ず、税法上はみなし配当となる金額が１／５出
てきたということです。この１／５という数字
は、A 社の資本の部（会社法では純資産の部）
における資本金等の額以外の部分（利益積立金
額）の占める割合と同じです。

つまり、会社法上はすべて資本剰余金からの
配当を行っても、税法上は資本金等の額から４
／５が払い出され、それを超えた１／５部分が
みなし配当課税を受けるという按分計算が行わ
れているのです。A 社の資本の部を、いわば
短冊型というか、輪切りあるいは縦割りにする
この按分計算により、配当に関する税法上の出
所が、一種の割り切りによって決定されたこと
になります。

ここで重要なのは、税法が配当概念を会社法
から借用している（最高裁昭和３５年１０月７日判
決民集１４巻１２号２４２０頁）にもかかわらず、所得
税法２４条および同２５条は、わざわざこのような
会社法上の配当（すなわち、資本剰余金の額の
減少を伴う配当）を、税法上もストレートに配
当として課税するのではなく、みなし配当とし
て按分計算によって課税する方法をとったとい
うことです。

立法論としては、このような按分計算以外の
方法もあり得ます。例えば、後述するアメリカ
法では、このようなケースでも税法上の配当可
能利益の範囲内で、すべて配当として課税する
場合があります。また、少し古い話になります
が、平成１３年商法改正によって認められた資本
準備金を財源とした配当の場合、税法上は全額
が利益の配当として課税されていた時期があり
ます。ただし、当時の有償減資や有償減準備金
に対する課税とやり方が違うので、批判の対象

となっていました。いずれにしても、ここで申
し上げたいことは、現行法における按分計算は、
必ずこの方法しかないというのではなく、いく
つか考えられる課税方法の１つということです。

⒝ 収益（対価）としての対応資本金等の額
みなし配当を受けた後に、株式の譲渡損益を

算出するためには、株式の取得価額が使用され
ます。法人から交付を受けた金銭等の額のうち、
みなし配当部分を先取りした残りが株式譲渡損
益計算の対象となり、その際の株式譲渡対価か
ら、みなし配当部分が減額されるのです（租税
特別措置法３７条の１０第３項・法人税法６１条の２
第１項１号）

結果として、譲渡対価は対応資本金等の額と
なるのですが、この場合の対応資本金等の額は、
みなし配当の計算における「原資」としての役
割とは打って変わって、むしろ「収益」として
の性質を帯びることになります。

なお、法人株主の場合、みなし配当の先取り
が有利に作用する場面があります。すなわち、
みなし配当が益金不算入となると同時に、みな
し配当分だけ譲渡損益計算における対価が減額
させられる（法人税法６１条の２第１項１号）か
ら、それだけ株式譲渡損が出やすくなります。
つまり、益金不算入と損失控除という両方を得
ることができる場合がでてきてしまうのです。
このため平成２２年度改正で、自己株式として取
得されることを予定して取得した株式に関する
みなし配当課税については、益金不算入制度の
適用がないことになりました（法人税法２３条３
項）。一方で、個人株主の場合、みなし配当を
先取りしておきながら、株式譲渡損失の通算や
繰越が制限される制度には問題があると思われ
ます。

⒞ ２つの取得価額……法人側のデータと株
主側のデータ

資本金等の額は法人側のデータ、すなわち、
配当をする法人の税務貸借対照表上の数値であ
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り、みなし配当の計算において株主側のデータ
である株式の取得価額が使用されることはあり
ません。後で詳しく述べますが、ここはアメリ
カ法とは大きく異なります。

一方で、既に述べたように、株主の譲渡所得
の計算においては、株式の取得価額、つまり株
主側のデータが使用されます。したがって、法
人側と株主側における２つの原資あるいは元本
が、それぞれ別々の所得計算において使用され
ていることになります。

なお、資本金等の額が税法上の原資を表すと
しても、それはみなし配当の計算における法人
設立時の株主に関してのみであり、株式譲渡損
益の計算においては収益として機能しているこ
とは既に述べた通りです。

３．アメリカ法における分配に対
する課税

３―１．分配の種類

アメリカ法における分配は、組織再編成に関
するものを除けば、大きく非清算分配（non―
liquidating distribution）と清算分配（liquidating
distribution）に分けることができます。

そして非清算分配はさらに、償還（redemp-
tion）と償還に該当しない分配とに分けられま
す。後者、すなわち償還に該当しない分配の典
型が配当です。

３―２．歳入法典３０１条による課税

⒜ 配当
償還以外の非清算分配については、歳入法典

３０１条が適用されます。分配が配当とされるの
は、配当の定義規定である３１６条⒜にある earn-
ings and profits という税法上の配当可能利益、
以下では E&P と表すことにしますが、この E
&P から分配された部分に限られます。配当と
なれば、受取額のすべてが課税の対象となりま
す。

配当は原則として通常所得（ordinary in-

come）としての課税を受けてきたのですが、
２００３年の法改正により歳入法典１条⒣⑾が追加
され、一定の適格配当（qualified dividend）に
ついては、キャピタル・ゲインと等しく有利な
税率が適用されることとなったため、個人株主
にとって分配が交換扱いされてキャピタル・ゲ
イン課税を受けるという利点は減少しました。
それでも、交換扱いとなった場合は、利益を算
出する過程で税法上の取得価額、以下、基準価
額（basis）といいますが、この基準価格の控
除ができるという利点は残っています。一方で、
法人株主については、歳入法典２４３条の受取配
当控除があるので、配当扱いとされる方が有利
となる場合が多いといえます。

⒝ 原資の回収と株式譲渡益
法人の E&P を割り込んで分配がなされた場

合、それはもはや３１６条⒜に定義される配当で
はないので、配当課税を受けることはなく、３０１
条⒞�２に基づき、原資の払い戻し（return of
capital）として、株主における基準価格がそれ
だけ減額されます。なお、ここでいう「原資」
とは、株主による株式の取得価額であり、日本
法でいう「対応資本金等の額」とは異なります。

そして、分配額の方が株式の基準価格を上回
る場合、つまり基準価格を減額していっても使
い切れず、なお分配額の方が余る場合、３０１条
⒞�３Aにより、当該超過額は売買あるいは交換
による利益（gain）として扱われます。

⒞ E&Pという基準
３０１条の分配、すなわち法人が株主の保有す

る株式に関して行う資産の分配とされた額は、
①配当課税を受ける部分、②原資の払い戻しと
して非課税となる部分、③株式譲渡益として課
税される部分のどれかに該当することになりま
す。

注意すべきは、分配に対する課税の計算順序
です。E&P が十分に存在すれば、分配は全額
配当課税を受けますが、E&P が不足すれば、
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まず原資の回収が先に行われ、その後に譲渡利
益に対する課税が行われます。

これ以外にも、組織再編成における非適格資
産（合併交付金等）の課税について、それを配
当とするかキャピタル・ゲインとするか、E&
P を基準とした判例法や制定法が存します。一
方で、日本のように資本に関する税法上の概念
は、アメリカ法にはありません。

３―３．歳入法典３０２条による課税

⒜ 交換としての課税
株式の償還、すなわち３１７条⒝にいう法人が

財産との交換において自らの株式をその株主か
ら取得することについては、３０２条が適用され
ます。償還が３０２条⒝の要件のいずれかを満た
した場合は、３０２条⒜により、株主が株式との
交換（exchange）において財産の分配を受け
たとみなされ、それ以外の場合は、３０２条⒟に
より、３０１条の適用を受けることになります。

要件を満たして、交換扱いを受ける場合の利
益は、株式を売却したときと同様に、原則とし
てキャピタル・ゲインとして扱われます。ただ
し、交換扱いを受けた場合でも、償還された株
式に対応する E&P は、３２１条⒩�７により、法
人側で減少することになっています。

⒝ ３０２条⒝の要件
３０２条⒝の要件とは、①本質的に配当と等し

くない償還、②実質的に非割合的な償還、③株
主の投資持分の消滅、④一部清算の４つです。

例えば、法人の利益を配当する代わりに、比
例的な株式の償還を行うことによって、配当と
同一の経済的効果を達成しながら、配当課税を
回避するような行為は、上記ⅰ～ⅳのいずれに
も該当しないから、３０２条⒜による交換扱いが
認められず、３０１条による配当とされます。そ
れに関する有名な判例として Davis 最高裁判
決（U．S．v．Davis，３９７ U．S．３０１（１９７０））が あ
ります。３０１条の配当とされた場合、財務省規
則１．３０２―２⒞に基づいて、償還された株式の基

準価格は、残った株式に上乗せされることにな
っています。

３―４．清算分配に対する課税

清算分配については、分配により株主が受け
取った金額が、３３１条⒜に基づいて、保有して
いた株式との交換において支払われた額とされ
ます。したがって、清算分配によって受領した
現金および資産と、株式の基準価格との差額が、
株主にとっての損益となります。

分配法人における E&P の多寡に関係なく、
清算分配を受領した株主が配当として課税され
ることはありません。損益はキャピタル・ゲイ
ンまたはキャピタル・ロスとされます。これは
償還が交換扱いとされた場合と、原則的には同
じ課税方法であるといえます。

４．受取配当益金不算入制度

４―１．国内企業からの配当（法人税
法２３条）

法人株主が受け取る配当は，法人税法２３条に
基づきその一部または全部が益金に算入されな
いという形で、課税対象から除かれています。
その理由を、「法人税が所得税の前どり」、
すなわち、法人税と所得税の統合（integration）
からすることは可能です。もう１つ、二段階課
税の貫徹からの説明も可能です。ここでいう二
段階課税とは，法人段階と株主段階で１回ずつ
課税することであって，法人段階で何度も課税
することを意味しないからです。アメリカ法の
考え方はこちらです。

関係法人株式（法法２３条１項、６項）のよう
な保有要件に該当しない配当に関する益金不算
入割合について、昭和６３年度改正の前は１００％
が益金不算入でしたが、平成１４年度改正前は、
８０％までが益金不算入とされました。そして、
平成１４年度改正で、関係法人株式等以外の株式
等にかかる受取配当は，その５０％が益金に算入
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されないことになりました。
このような法改正の方向が、理論的に正しい

のかどうかは議論の余地があると思いますが、
いずれにしても、法人段階における多重課税の
範囲は，拡大傾向にあるといえます。

４―２．外国企業からの配当（法人税
法２３条の２）

平成２１年度改正で、法人税法２３条の２が創設
され、内国法人が一定の外国子会社から受け取
る配当は、それまでの間接税額控除方式から、
益金不算入となりました。

法人税法２３条と２３条の２は、子会社となるた
めの２５％以上という株式保有要件や、要件を満
たした場合の益金不算入という効果の点におい
て、またその条文番号においても類似性があり
ます。

しかし、２３条の２の立法目的としては、配当
政策に関する課税の中立性、規定の簡素化、そ
して資金還流という政策目的が上げられていて、
２３条とは異なるといえます。ここでは、受取配
当が利益でないという理由が、会社法ではなく、
税法上の理論から導かれていること、さらには
その理論も個々の税法の規定において異なるこ
とを指摘しておきたいと思います。

さらに、２３条の２で注意すべきは、この規定
によってわが国の国際課税の原則が、ワールド
ワイド・システムから、テリトリアル・システ
ムへと移行する第一歩ではないかと指摘されて
いることですが、本日はその点は取り上げませ
ん。

５．別の視点から－より根本的な
問題

５―１．Debt vs Equity

法人が資金を調達する原則的な方法は、借入
れ、すなわち負債（debt）によるか、あるい
は株式（equity）によるかです。負債と株式を
交換する DES（デッド・エクイティ・スワッ

プ）という取引があることからみても、両者の
性格には類似性があるといえます。ただし、法
人税法において、課税所得の計算上、支払利息
は控除することができますが、支払配当はでき
ません。したがって、両者の区別は重要です。

伝統的な debt の特徴としては、次のものを
あげることができます。すなわち、①リターン
が予め確定している（固定利率）、②債務の返
済日および利息の支払日が確定している（期日
確定）、③倒産の場合を含めた債権者としての
権利の存在、④株主よりも優先的に支払いを受
ける権利の存在、⑤議決権がないこと、あるい
は債権者としての地位を保全する以外の支配権
を及ぼさないことです。

伝統的な equity の特徴は①～⑤の反対とな
ります。すなわち、⑥法人事業の成功に応じて
リターンが変わりうる（変動利率）、⑦リター
ンの支払日は（株式の払い戻しを含めて）未確
定であり実行されないこともありうる（期日未
定）、⑧債権者としての権利は存しない、⑨支
払いに関して債権者に劣後する、⑩議決権など
を通じて会社をコントロールする権利を有する
ことがあげられます。これら双方に顕著と思わ
れる各特徴をパッケージとして捉え、debt と
equity を区別することは、歴史的には意味が
ありました。

パッケージによる区別を前提としても、debt
と equity の両方の性質を併せ持つような有価
証券あるいは金融商品というものは存在します。
古典的な例は、いわゆる優先株式です。通常、
優先株式には、議決権がないため会社に対して
支配を及ぼすことができません。その意味で
equity としての要素は薄いのですが、その反
面、配当や残余財産に対して優先的な権利を持
っていて、その性質は debt に近いことになり
ます。つまり、優先株式は、伝統的な equity
と伝統的な debt の中間に位置する証券という
ことができます。

優先株式に限らず、パッケージの各要素を組
み合わせた証券を発行することは可能です。例
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えば、議決権がなく、配当や残余財産について
も他に劣後する株式や、利率の変動する社債を
発行することは、一般には禁止されていません。
どのように組み合わせるかは、原則として当事
者たちの自由です。

当事者は、証券を debt と呼ぶか、equity と
呼ぶか、当該証券にどのような経済的性質を与
えるか、オプションを組み込むかなどを含めて、
原則として自由に選ぶことができます。つまり、
当事者には事実上の選択権があり、その結果、
debt と equity の区別は相対化します。

優先株式や転換社債型の新株引受権付社債も、
debt と equity の両方の性質を持つという意味
でハイブリッド証券ですが、最近では、さらに
多彩で複雑なハイブリッド証券が日本において
も発行されているようです。

国によって課税上の取り扱いが異なる証券、
例えば、親会社の国の法では equity として扱
われるけれど、子会社の国の法では debt とし
て扱われるような証券、あるいは、わが国で外
国子会社配当益金不算入制度の恩恵を受けなが
ら、配当を支払う子会社の存する国において、
支払配当の損金算入が認められる証券なども、
一種のハイブリッド証券です。

debt と equity そのものの多様化が進むなか
で、制定法において両者に関する明確な定義や
一般的な線引きをすることは、適正な課税のた
めに必要なことであったとしても、大変難しい
ことです。つまり、配当課税について論じる以
前の問題として、何が株式かという非常に大き
な問題が存在しているのです。

５―２．法人税の負担者

法人税と所得税の統合を意図しているとされ
る所得税法９２条は、制度としては非常に不完全
な統合方式ですが、法人税が所得税の前取りで
ある、すなわち、法人税の実質的な負担者は株
主であるという前提で作られています。

しかし、制度をどう作るかどうかに関わらず、
法人自体は消費ができないために、実際の税負

担をすることはできないといわれています。も
しそうであれば、法人は、法人税としての経済
上の負担を利害関係人に移転（転嫁）すること
になります。

株主が法人税を負担しているならば、例えば
法人税が上昇すれば、法人は支払配当を減少さ
せるはずです。そうすることで上がった法人税
を株主が支払うことになります。しかし、配当
を減らせば、株価が下がり、今後の自社への株
式投資が得られず、困ったことになるかもしれ
ません。つまり、投資家としての株主の目から
みて、より魅力的な投資先があれば、当該法人
への投資をやめて、別の投資へシフトすること
が考えられます。したがって、法人税が上げら
れても、法人は配当を減らさないかもしれませ
ん。

法人税を株主に転嫁できないなら、法人はそ
れを、仕入れ値を下げることで仕入れ先につけ
回すかもしれないし、製品の値段を上げること
で消費者へ負担させるかもしれません。

もちろん、仕入れ先や消費者たちが強い立場
にいれば、先ほどの株主の例のように、他へと
逃げてしまえばよいことになります。つまり、
別の納入業者へ取引先を変更したり、消費者と
して別の商品を購入すればよいだけです。結局
は、法人の圧力から逃げられない弱い者へ法人
税の負担が行くことが考えられます。近年では、
それは労働者であるという主張が有力に唱えら
れているところです。

法人税の負担者は労働者であれば、法人税は、
決して、株主の所得税の前取りではないという
ことになります。そして、株主が法人税を負担
しているという前提で作られた現行法は見直し
をせまられます。つまり、これまで論じてきた
前提自体が危ういのです。

まとめ

税法と会社法は共存できるでしょうか。両者
は趣旨目的が違うのでそもそも難しいといえま
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す。一言でいえば、利害関係者の利益調整を考
える会社法と、適正課税を追求する税法では、
配当という１つの行為をとっても、みていると
ころが違うと思われます。さらに、経済の複雑
化に伴い双方の規定はますます専門化してきて
います。かつて配当は利益からだけしか行われ
ず、種類株も存在しませんでした。現在では、
各種のハイブリッド証券までが登場するに至っ
ています。

借用概念については、仮に税法の規定にある
取引等の概念をすべて私法から借用できたとし
ても、それですべての問題が解決するわけでは
ありません。現在でも、配当だけでなく、資本、
合併、会社分割などは、会社法からの借用だと
いわれますが、よくよくみると、会社法自体に
配当そのものの定義はありません。資本、合併、
会社分割も同じです。みなし配当に関する立法
の変遷をみてもわかるように、借用概念ではな
く税法で決めるしかない分野が広がりつつある
ように思えます。

適正な課税のために税法が要求するのは、納
税者がどれだけもうかったか、あるいはどれだ
け損をしたか、つまり利益と損失を確定させる
ことです。そのような損益確定のためには、計

算手順として、取引に関する原資（元本）と収
益について決めなければなりません。

対応資本金等の額はみなし配当計算における
税法上の原資であり、かつ株式譲渡損益計算に
おいては収益でした。また、個人株主とは異な
って、法人株主では、受取配当は収益ではない
とされています。そして、これらはどちらも、
現行法上、税法が独自に決めるという方法がと
られているのです。

また、税法は課税するための規定なので、損
失については特に気にします。含み損のある資
産をいつ処分するかは、実現主義を前提とする
ならば、納税者に任されているので、これを野
放しにすると損出しの危険性が増えてしまいま
す。アメリカ法では、課税繰延を受けて出資さ
れた資産、現物配当、組織再編成における非適
格資産の交付などに関して、損出し否認規定が
あります。

そのようにみていくなら、税法は会社法から
概念を借用しているのではなく、単に会社法上
の用語を使っているだけなのではないか、とい
えるのかもれません。既に述べたように、税法
が欲しい部分の定義が会社法にはないからであ
り、また、趣旨目的が違う以上、そのような定
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義の共通化は期待できません。
かといって、税法上の定義も簡単ではありま

せん。税法上配当課税を受けるべき行為が税法
における配当なのですが、それではトートロ
ジーになってしまいます。会社法上の配当でも、
税法上の配当でない行為（資本剰余金の額の減
少に伴う配当・分割型分割）は、なぜそのよう
に規定されているのかを考える必要があります。
その場合のカギとなる概念は、資本金等の額（税
法上の資本概念）です。

一方で、仮に共通言語化が可能だとしたらど
うなるでしょうか。それでも、他の問題は残さ
れます。例えば、課税を前提に各人が取引を決
める、つまり税法が会社法を引っ張るという逆
基準性の問題があります。

私法上、通常でない法形式を選択するという
租税回避の問題もあります。また、仮に個別言
語化、つまり税法ですべての取引を定義しても、

租税回避が起こる可能性は残ります。その場合
は「私法」ではなく「税法」上の選択可能性が
濫用されるという見方になるのでしょう。もっ
とも、「租税回避」とは何かという定義のやり
方次第で議論の方向性は異なるのかもしれませ
ん。

外国法との間での共通言語化はさらに難しい
といえます。現行ルールでは、外国子会社から
親会社への資金の移動について、利息やロイヤ
ルティではなく、配当として分配する行為が増
える可能性あります。そうなれば、日本の税法
が独自に配当、利息、ロイヤルティについて決
定していく必要性が生じてくるかもしれません。

時間を少しオーバーしてしまいました。申し
訳ありません。私からのお話は以上です。拙い
内容でしたが、最後まで聞いて下さりありがと
うございました。
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はじめに

（林） 今日は２時間を大きく分けまして、総
論の議論を前半、それから、個別の議論を後半
ということにしたいと思っております。進め方
といたしましては、それぞれ財務省、総務省の
審議官の方からご説明、ご報告いただいて、そ
の後に研究者の方からご質問、あるいはご意見
等を伺って、また、リプライをしていただくと
いう手順で進めてまいります。

先ほど副会長からもお話がありましたけれど
も、社会保障と税の一体改革ということで、消
費税の議論が盛んに行われております。ただ、
われわれ税金を研究してきた者といたしまして
は、税制改革の全体像としての議論は必ずしも
十分ではないと思っています。今から約２５年前
に消費税が議論されたわけですけれども、あの
ころの税制改革議論というのはかなり精緻にい
ろいろな税金の効果も検証しながら進めていた
と思うのです。どうもそのあたりが最近は不足
しているのではないかという気がしております。
今日はぜひそのあたりを深く専門的に掘り下げ
ていただいたらと思っております。

私は議論ごとに取りまとめというのがあるの
ですけれども、今日はタイムキーパーというこ
とで徹したいと思っておりますので、皆さん、
どうぞご協力をお願いいたします。

それでは、総論ということで、まず最初に財
務省の中江審議官の方からご報告いただきたい
と思います。どうぞよろしくお願いいたします。
―――――――――――――――――――――

Ⅰ．財政・税制の現状と税制抜本
改革

１．財政の現状と課題

（中江） 「財務省主税局」と書いてある資料
に沿って説明します。

まず最初に資料②（資料編４頁）の財政の現
状をご覧ください。左が歳出、右が歳入の円グ
ラフです。２４年度の一般会計予算の総額は９０兆
円ですが、歳出は国債費と地方交付税交付金、
社会保障関係費の三大経費で全体の７割以上を
占めています。

一方、右側の歳入の方をご覧いただきますと、
税収が４２．３兆円と全体の５割に満たないという
状況で、国債費の方が４４．２兆円ということで、
税収よりも国債費の方が多いというやや異常な
姿になっています。
資料③の近年の推移をご覧ください。日本の

財政は歳出が税収を上回る状況がずっと続いて
おり、平成に入って、歳出と税収の折れ線グラ
フの差が急速に広がってきています。われわれ
はこれを「ワニの口」と呼んでおります。

平成１０年代の後半に若干これが縮まって、そ
の差額に近い公債の発行額の棒グラフのところ
がやや減っているのですが、その後、またリー
マンショックということで、平成２０年度以降は
景気悪化に伴って税収が大きく落ち込んで、差
が拡大傾向にあります。

その結果、国債残高が非常に増大しておりま
す。資料⑥は、日本の国債残高など政府全体の
債務残高の GDP 比を国際比較したものです。
日本の数字をご覧いただきますと、若干いろい
ろな統計がありますが、２００％を超えていると

― 128 ―



いうような数字になっており、急速に悪化して
いる姿がご覧いただけるかと思います。先進各
国の債務残高も増加していますが、日本はその
中でも突出しています。

そうすると、「これはグロスの数字を GDP
で割っているだろう。国は金融資産を持ってい
るのだから、それを言わない、あるいは考慮し
ないというのは財務省がちょっと大げさに言っ
ているのではないのか」という議論をする方が
います。
資料⑦をご覧ください。この債務残高から国

の持っている金融資産、これは大部分が年金の
積立金とお考えいただければよろしいかと思い
ますが、これを差し引いた純債務残高、ネット
の債務残高の GDP 比で見ても日本は主要先進
国で最悪の水準になっています。
資料⑧は、信用不安がクローズアップされて

いる欧州各国とのさまざまな指標の比較をして
おります。上から３段目が一般政府債務残高
GDP 比です。その次がいわゆる財政収支の対
GDP 比です。日本はこれらの国々と比べても
かなり悪くなっています。

下から２つ目の欄の１０年国債利回りというの
を見ていただくと、日本の方が圧倒的に低い
０．８％で、その他の国は相当高くなっています。
日本の場合、発行残高の９割以上が国内で消化
されているということで、金利が低く抑えられ
ていると言われています。

資料⑩をご覧ください。日本の国債の所有者
別の内訳は、海外投資家の保有比率が約６％と
低い一方で、銀行、生損保等金融機関の割合が
６割強と高いという特徴があります。日本の場
合は豊富な国内貯蓄を背景にして、安定的に国
債を消化できています。一方で、こういう金融
機関の割合が高いと、仮に金利が上昇した場合、
その金融機関の損失につながるということにな
ります。
資料⑪は、国債金利が１％上昇したときの影

響を取りまとめた資料です。国の国債費への影
響、それから、国債の時価総額への影響と金融
機関への影響です。
資料⑫では、日本の国債の管理政策の歴史を

まとめております。政府としてもしっかりした
国債の管理政策を行ってまいりましたが、近年
の経緯は一時的な金利上昇としては１９９８年１２月
の運用部ショック、２００３年６月の VaR ショッ
クといったことがあります。

今後急激な金利上昇が起こらないとは言い切
れず、できるだけリスクを小さくするためにも
現段階から財政健全化にしっかり取り組んで、
市場の信認を引き続き確保していく必要がある
と考えております。
資料⑭は、国税、地方税を合わせた租税負担

を国民所得で割った租税負担率と社会保険料の
総額を国民所得で割った社会保障負担率の合計
を国際比較したものです。

日本の租税負担率は、主要国では最低の水準
になっています。アメリカは相当低いのですが、
日本の場合はそれに次いで低い状況です。

歳入の方ではなくて、歳出の方をご覧いただ
きたいと思います。特に社会保障についてご覧
いただきたいと思います。資料⑮は、社会保障
支出とそれ以外の支出に分けて、その対 GDP
比をグラフ化したものです。日本の政府の総支
出は、OECD 諸国中１９９５年が下から２番目、
それから、２００９年でも下から５番目に位置して
います。

社会保障支出の方は１９９５年は同じく下から２
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番目でしたが、高齢化が相当進展し、２００９年は
２３．３％で、下から１１番目の１８位まで上昇してい
ます。一方、社会保障以外の支出の方は、１９９５
年の段階では１８．３％で、下から６番目ですが、
２００９年の段階では１６．６％と OECD 諸国の中で
は最低水準まで減少しています。予算が制約さ
れる中で社会保障支出がやむを得ない支出とし
て増えてきた一方、それ以外のところで賄って
きているということになります。
資料⑯は、OECD 諸国における社会保障支

出と国民負担率の関係です。丸囲みの日本のと
ころを見ていただきますと、日本の社会保障支
出は、中程度である一方で、国民負担率は先ほ
どご説明したように低い水準となっています。
資料⑰で社会保障をもうちょっとご覧いただ

きたいと思います。社会保障は冒頭で国の予算
の三大経費のうちの１つと申し上げました。社
会保障の経費は、国民から見れば給付を受ける
方ということになりますが、それと国と地方の
予算はどういう関係になっているのかというこ
とを簡単にまとめた資料です。

社会保障給付費の折れ線グラフをご覧いただ
きますと、昭和５０年から右肩上がりで上がって
きており、平成２１年度には１００兆円近くになっ
ています。内訳は年金が５０兆円強、医療が３０兆
円強、それから、その他として介護・福祉があ
ります。２１年度の数字は以上なのですが、２４年
度の数字をこの棒グラフに入れてあります。２４
年度の給付費は予算ベースで１０９．５兆円です。

この財源をどうやって賄っているかというこ
とで、左の方の棒グラフの社会保険料収入とい
うところをご覧いただきたいと思います。急速
に右肩上がりで上がってきたのですが、近年は
６０兆円に届かないところでほぼ横ばいになって
います。これは労働力人口の伸びが鈍化して、
最近は減少してきていることから、社会保険料
収入は横ばいで推移してきています。

そうすると、給付費は右肩上がりで１００兆円
になろうとする一方、社会保険料の方は６０兆円
に行かないということで、この差額は拡大傾向

が続いています。この差額を賄っているのが国
や地方公共団体の公費です。右の方の棒グラフ
を見ていただくと、保険料が２０１２年度として６０
兆円ぐらい、国税負担が３０兆円弱、地方税負担
が１０兆円強になっています。国の予算で言うと
国税負担の３０兆円弱に見合う２６．４兆円という社
会保障関係費ということになって、これが今後
も急速に増えていくということになります。

２．社会保障と税の一体改革

資料⑳－１をご覧ください。今回の社会保障
と税の一体改革は、少子高齢化が進んで若い人
が急速に少なくなるという社会経済情勢が大き
く変化する中、直前にご覧いただいた社会保障
の安定財源を確保するということと、最初の方
でご説明した財政を健全化するというわが国に
とって待ったなしの二大目標を同時に実現する
ための改革です。消費税をはじめとする税制の
抜本改革で安定財源を確保するということが、
今回の社会保障と税の一体改革の狙いです。

８月に税法関係の法案が成立しました。その
中身について資料⑳－２で簡単にご説明します。
今回の一体改革で、消費税率を２段階で５％引
き上げるということになりました。これは社会
保障の充実・安定化と財政健全化を同時に達成
するためのものです。全額を社会保障の財源と
することになっています。消費税収の１％程度、
すなわち２．７兆円程度は、待機児童問題の解消、
医療介護サービスの充実、低所得者対策などの
社会保障の充実の財源とします。

また、消費税収の４％程度、すなわち１０．８兆
円程度は、財源が足りず、不安が生じている今
の社会保障制度について安定財源の裏打ちをす
るということで、社会保障の安定化の財源とな
ります。具体的には、基礎年金の税金の投入割
合、いわゆる年金国庫負担を２分の１にするた
めの財源に２．９兆円程度、後代への負担のつけ
回しの軽減、つまり、高齢化などによって社会
保障が増加し、安定財源が確保できていない今
の社会保障への対応に７兆円程度、消費税率引
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上げに伴う年金額とか、あるいは診療報酬など
への物価上昇の反映に０．８兆円程度となってお
り、財政健全化に一定の寄与をします。
資料⑳－３に社会保障のサービス向上につい

て詳しく載せておきました。先ほどの消費税率
１％分の２．７兆円程度が充てられます。ここに
書いてありますように子育てに０．７兆円程度、
医療・介護は２つに分かれておりますが、０．６
兆円程度と１兆円程度、年金関係で０．６兆円程
度ということで、さまざまな制度を充実すると
いうものに充てるということです。

先ほど、今回の社会保障・税一体改革では、
消費税率を引き上げた分は全て社会保障の財源
とするということをご説明しましたが、その詳
細が資料⑳－４です。左側が２０１２年度予算です。
消費税収５％分のうち国分は全体で７．３兆円あ
り、高齢者３経費が国分の予算で１５．１兆円です。
高齢者３経費というのは基礎年金、老人医療及
び介護ですが、予算上この３経費に充てること
になっています。数字を見ていただくと、充て
られる方の数字の方が大きく、充てる方の消費
税収が少ないので、全額充てられていることが
お分かりいただけると思います。

その構造は今度も変わりませんが、消費税収
が１０％になったときに国と地方で配分すると、
国分は１７兆円程度になります。社会保障４経費
ということで、制度として確立された年金・医
療・介護・少子化対策と今までの高齢者３経費
より若干増やして、ここに充てる、社会保障の
目的税化するということで全額社会保障に充て
ることとしました。

次になぜ今回消費税なのかということです
（資料⑳－５）。消費税の特徴は税収が景気や
人口構成の変化に左右されにくく安定しており、
経済活動に中立的であり、高い財源調達力があ
るということです。
資料⑬の主要税目の税収の推移をご覧いただ

きますと、法人税については税率を引き下げた
り、あるいは経済全体が停滞しているというこ
とで税収が落ち込んでおります。また、所得税

も累次にわたる減税で税収が落ちています。所
得税は平成３年のときは２７兆円程度ありまして、
今は１３．５兆円程度ですから、半分ぐらいに落ち
込んでいます。この主な要因としては、先ほど
申し上げた制度減税以外に、利子や、土地譲渡
などの分離課税分の落ち込みなどがあります。
平成３年と比べると、約１３兆円程度落ちていま
すが、制度減税や、税源移譲の分が４兆円程度、
この分離課税分の落ち込みが８兆円程度です。
所得税で賄えば消費税をそんなに上げなくても
いいのではないかという議論もありますが、バ
ブル時代のように利率が高くなるのかとか、土
地の値段が上がるのかとか、そういった問題も
ありますので、財源調達力という意味ではやは
り限界があります。そこのところはやはり高い
財源調達力を持っている消費税を社会保障の財
源調達手段として充てるということではないか
というのが今回の考え方です。
資料⑳－７をご覧ください。政府は、今回の

社会保障・税一体改革の政府原案を７本提出し、
国会で一部修正され、また撤回や議員立法もな
されましたが、全体で８本の法律が成立しまし
た。よくある誤解で、消費増税だけではないか
ということが言われますが、税の法案は国税と
地方税の２本、あとの６本は社会保障に関する
法案、年金が２本、子ども・子育てで３本、そ
の他１本というような実態です。

その前の資料⑳－６の「税制全体を通じた改
革」の消費税以外の税目も含めたところは後半
の税制各論でご説明したいと思います。

前半部分についての説明は以上です。

―――――――――――――――――――――
（林） 中江審議官、どうもありがとうござい
ました。財政全般の話と後半は社会保障改革と
絡めてお話をしていただきました。税金は支出
の裏返しですから、その議論には当然全体の財
政運営ということが絡んでまいります。ご報告
に対する意見や質問については後ほどお２人の
研究者の方からいただくということにします。
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引き続きまして、総務省の平嶋審議官の方か
らご説明いただきたいと思います。どうぞよろ
しくお願いします。
―――――――――――――――――――――

Ⅱ．地方財政・地方税制の現状と
税制抜本改革

１．社会保障と税の一体改革

（平嶋） それでは、私の方も座ったままでご
説明させていただきます。お手元にあります「地
方財政・地方税制の現状と税制抜本改革」とい
う資料です。

地方財政の方の立場から今回の税制抜本改革
を見てみるということですが、資料❶（資料編
５５頁）の消費税５％引上げによる社会保障制度
の安定財源確保はご説明があったとおりです。
消費税収を８％、１０％に上げていくということ、
それから、社会保障にあてていくということが
書いてあるのですが、この資料❶で説明してお
りますと、実は「地方財政」という言葉がどこ
にも出てまいりません。なぜ地方財政の方で消
費税を引き上げるという議論が出てくるのだろ
うかというのがわかっているようで、わかって
いないことが多いのではないかということで、
その点について今日はご説明しようというのが
主なポイントです。

先ほど見ていただいた目的別の引き上げとは
別に実際に国、地方でどういうふうに消費税、
地方消費税を配分するかは資料❷のとおりです。
現行５％を８％、１０％にしますが、その内訳は、
もともと消費税が４％、地方消費税が１％であ
ったものを８％段階では６．３％と１．７％、１０％段
階では７．８％と２．２％となります。さらに国の消
費税分については交付税の方に法定率を入れて
いただいているのがありますので、現在は消費
税換算で１．１８％ですが、最終的には１．５２％に上
がるということになっておりまして、最後は
１０％のうち３．７２％が地方の取り分ということに

なっております。
現行の５％のうち２．１８％ということに比べる

と、若干地方のウエートが下がっているという
ことになりますが、これは最初のページに出て
きました基礎年金国庫負担の２分の１の引き上
げの分に関しましては地方公務員分を除き基本
的には国しかありませんので、若干国の方にウ
エートがシフトしているということになってお
ります。

地方財政の方で消費税を上げる理由というの
は何か国と違っているのだろうかということで
すが、資料❸の上の方に最終的に国会で修正し
ていただいた後の国税の消費税の引き上げ法案
の第１条の趣旨規定がございます。

その４行目にございますように、「国の方は
社会保障の安定財源の確保及び財政の健全化を
同時に達成することを目指す観点から消費税の
使途の明確化及び税率の引上げを行う」という
ことです。

下の方は最終的に修正されました「地方税法
及び地方交付税法の一部を改正する法律案の理
由」ですけれども、太字のところになります。
「地方における社会保障の安定財源の確保及び
地方財政の健全化を同時に達成することを目指
す観点から、地方消費税の使途の明確化及び税
率の引上げを行う」ということで、実は国の方
も、地方の方も理由は全く同じです。
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資料❹では、そんなに地方財政の状況が悪か
ったのかということとか、地方における社会保
障の安定財源の確保というのは何だということ
をご説明させていただきたいわけですが、これ
は別に今回の法律案のときに突然私どもが言い
出したわけではありません。

今回の消費税の引き上げにつながった平成２０
年と２１年の税制改正でやりました、税制改正の
抜本改革の中でも下の方の３の七のところです
けれども、「地方税制について、地方分権の推
進及び国と地方を通じた社会保障制度の安定財
源の確保の観点から、地方消費税の充実を検討
する」となっておりました。

２．地方財政・地方税制の現状と課題

資料❺は、先ほど中江審議官からご説明があ
った国の方の財政状況です。先ほど「ワニの口」
と言われましたように、平成２年、３年のころ
に特例公債依存体質から脱却するということが
あったものの、平成６年以降ずっと増えていっ
て、今日大変な財政状況になっているというご
説明です。

この説明は多分皆さんはよく聞かれている方
が多いと思うのですけれども、地方はどうなの
かというのが資料❻です。地方財政の財源不足
の状況です。われわれの方は国の方から補填し
ていただいている分とか、地方債の増発と絡ん
で、公債発行額で単純には言っておりませんが、
財務省当局とご相談させていただく地方財政対
策のときに財源不足というのを算出しておりま
す。

その数字ですが、やはり同じように昭和５４年
ごろから悪くなって、平成元年、２年、３年ぐ
らいは良かったものの、平成６年ぐらいに悪く
なっていって、１５年に最悪を迎えて、その後、
好景気で下がっていったものの、リーマンショ
ックでまた悪化するという構図をたどっている
わけです。現在、財源不足は１４兆円ほどあると
いうことになっております。
資料❼は、先ほどの国の方の公債発行額と公

債依存度の推移を並べたものに同じく地方財政
の方の財源不足の状況を並べてみました。見て
いただければわかるように、バブルが弾ける直
前の平成元年、２年、３年ごろはどちらの財政
状況も良かったわけです。それからの景気対策
等で悪くなっていった後、橋本総理の財政構造
改革で平成９年度に若干良くなったものの、そ
の後また悪くなって、平成１９年度ごろにかけて
好景気で良くなっていったものの、リーマンシ
ョックでまた悪くなっています。

基本的に国の方の財政状況と地方の財政状況
がほぼパラレルに動いているということがおわ
かりいただけるかと思います。なぜそんなこと
になっているのか。それには理由がございます。
資料❽は、国家財政と地方財政の債務残高の

推移です。同じように地方も増えていったので
すが、国の方は６０年償還に対しまして地方の方
は２０年から３０年ということで、最近は高止まり
傾向ということになっております。
資料❾は、このような国と地方の財政の構造

の理由です。上の２段を見ていただきたいので
すが、全体の税収に占める法人課税と個人所得
課税の割合が一番左のところと左から２番目の
ところです。景気に左右されやすい個人所得課
税、法人所得課税の割合がほぼ同じぐらいある
ということです。

安定している財源ということに関しては、国
の方は消費税が２４％ということになっておりま
すけれども、地方の方は地方消費税と固定資産
税を合わせると大体同じような規模になるとい
うことで、安定している財源の割合と景気の変
動を受けやすい財源の割合というのは基本的に
似ているという傾向がございます。

ただ、これは地方全体です。道府県と市町村
を見ると、市町村は固定資産税の割合が非常に
高くて、安定しているのですが、都道府県の場
合は国以上に景気に左右されやすい税の割合が
高いという構図になっております。

個人住民税はそれなりに安定しているわけで
すけれども、資料❾を見ていただきますと、や
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はり地方法人二税が乱高下して、地方消費税と
固定資産税は一定しているという傾向がござい
ます。

地方消費税は偏在が少ないということもあっ
て、これを増やしていくというのがわれわれに
とっては悲願であるということもございました。

もう１つ、これは歳入構造で申し上げたので
すが、地方の方の歳出構造です。地方の方がな
ぜ社会保障に関係あるのだというふうなお話が
あるかもしれませんが、わが国の場合は国と地
方の歳出が非常に関係しております。資料12に
ありますように地方の歳出は国庫補助関連事業、
国が法令等で基準を設定しているもの、国が法
令でその実施を義務付けているものが一般の歳
出の大部分を占めているという現状がございま
す。

例えば給与で行きますと、国の小中学校、教
員とか、警察職員とか、国の方で基準を決めて
いるのがほとんどです。一般行政経費の補助と
いうところを見ていただきますと、生活保護、
介護保険、後期高齢者医療といったものが非常
に大きなウエートを占めているということがお
わかりいただけるかと思います。

社会保障で地方というのはどういう意味かと
いうことですが、資料13に「主な社会保障制度
の財源負担のイメージ」と書いてあります。年
金だけは入っておりません。年金は地方公務員
を除くと基本的には国という現状がありますの
で、入っていません。

医療・保健・介護を見ていただきますと、例
えば国民健康保険については国の方が４３％で、
都道府県が７％です。後期高齢者医療制度につ
きましては国が３３．３％となっていますが、あの
感じでいうと、国が３分の２、地方が３分の１
を負担しているということです。介護保険制度
に関しては施設分は国が２割で、地方が３割、
在宅に関しては国が２５％、地方が２５％、１対１
以上の関係で地方が負担しているということで
す。障害者自立支援も半々、生活保護は３対１、
児童扶養手当は逆に１対３、保育所は１対１と

いう感じになっているわけです。
こういうことがありますので、国の社会保障

費が増えてきますと、当然地方の社会保障費も
増えていくわけです。
資料14は、社会保障関係費に関する地方負担

等の将来推計です。地方の方には単独事業を入
れているのですけれども、例えば２２年度で国の
方が負担している経費が２７．６兆円あったのです
が、これが将来的には２８年度に３３．３兆円に増え
るということです。同様に地方負担の方も１６．８
兆円あったのが２０．９兆円に増えるという勘定に
なっております。

年金関係については払込時に国庫負担、地方
負担しますので、これから払い込む方は増える
わけではないので、そんなに増えないのですが、
医療と介護がこれから増えていくというのが１
つの特徴かと思います。こういうことで、社会
保障関係費が地方の方でも非常に重い負担にな
っているし、増えていっているということはお
わかりいただけると思うのです。

それにしても地方には無駄があるのではない
か。無駄な箱物があるのではないかというご議
論がございます。資料15をご覧ください。大阪
の辺でどういう議論になっているかわかりませ
んが、全国的に見ますと、地方公務員給与とい
うのはこの十数年下がり続けておりまして、国
の水準を大幅に下回っているということになり
ます。

ただ、今度は国の方が給与カットをしました
ので、また来年別な数字になっていると思いま
すが、都道府県でやっている給与カットという
のは相当の長い年数やってきているということ
になっております。

それから、地方公務員の数が多いのではない
かという議論もございます。現在地方公務員全
体は２７８万人ございます。資料16の左の職員数
の内訳を見ていただきたいのですが、この中で
約半分は濃い部分の震災でも活躍した消防部門、
それから、交番にいらっしゃる警察官、警務部
門、それから、小中学校、高校で教えている教
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育部門、まさに人の数が行政水準を示す部分が
半分強を占めておりまして、これを減らすこと
が行革かと言われると、そうでもない部分です。
これらに福祉を合わせると、３分の２はそうい
う職員ということになっているわけです。

そういった中ではありますが、右にあります
ように平成６年をピークに１７年間５０万人職員が
おおむね減ってきているということになります。
この５０万人というのは主に管理部門で減らして
きたという歴史になっておりまして、相当厳し
いリストラをやってきているということになり
ます。特に平成１７年から２２年の５年間では７．５％
の純減を達成しているわけです。

これだけで終わりではありません。これから
もまだ減っていくと思います。と申しますのは、
この１０年間の公務公共部門はいろいろな行政改
革がございましたが、そのうちの最大のものが
市町村合併だったのではないかと思います（資
料17）。全国的に見るとすさまじい数で市町村
は減っておりまして、市町村数が４６％減、約半
分になっております。３，２２９あったのが１，７８８で
す。

この影響が特に強烈に出るのが、当たり前の
ことですが、経営者であります首長３役です。
この間に収入役制度がなくなったということも
ありまして、３役合計９，８９５人が４，０５５人と半分
以下になっております。

国会議員の方でも現在定数削減の議論が行わ
れておりますが、地方議会議員の数が多すぎる
と言われておりましたが、５万８，０００人いたの
が３万４，０００人ということになっておりますし、
それぞれいた教育委員、その他の委員の数も大
幅に減っております。生首はなかなか切れない
面もありますが、これだけ市町村数が減ってお
りますので、これから市町村の職員数がまだ減
っていくだろうと私どもは思っているわけです。

こういうことでリストラしたから良くなった
のではないのかというのがまた違うところです。
それだけのリストラをしてきたのですけれども、
資料18を見ていただきますと、地方公共団体の

決算ベースの歳出というのは、国の社会保障制
度に基づくもの、公債費が増加している一方で、
それ以外の歳出は減り続けているという現状で
す。地方の方も国と同じ財政構造になっている
ということです。

今回私どもの方として国と地方でどう配分す
るかと言いましたときに、先ほど申しました国
と地方の社会保障給付費に関する国と地方の負
担に加えて、地方が義務的にやっている単独事
業の分を加えた数字でこの５％分を按分させて
いただくという形で３．４６と１．５４という形で配分
を決めさせていただきました（資料19）。

単独事業というと、すぐに無駄があるのでは
ないかという指摘をいただくことにまたなるの
ですが、資料20を見ていただきますと、もとも
とは国の補助金でやっていたもので補助金がな
くなったという事業がたくさんございます。例
えば妊婦健診みたいなものもそうです。保健所
もそうです。公立の認可保育所といったもので
す。こういったものの重要性は十分考えていた
だきたいと思っております。

以上、私の方からのご説明とさせていただき
ます。

―――――――――――――――――――――
（林） ありがとうございます。地方税の課題
について限られた時間でコンパクトにまとめて
いただいてありがとうございました。

それでは、引き続きまして、両研究者からの
ご質問、ご意見をいただきたいと思います。ま
ず最初に、上村先生の方から、６～７分という
ことでお願いします。
―――――――――――――――――――――
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Ⅲ．財政・税制の現状と税制抜本
改革についての討論

〔債務残高の問題と危機感の共有〕
（上村） 関西学院大学の上村でございます。
まず財務省資料⑥を開きながら話をさせていた
だきたいと思います。この資料⑥の方では「主
要国の債務残高の国際比較」という図が載って
おります。GDP に対する債務残高が、非常に
日本は高くて、かつ急激に上がっており、危機
的だという話です。日本の財政が危機的な状況
にあるという認識は私も正しいと思うし、その
中で特に社会保障の費用の増加を何とかしない
といけないという問題意識は持たないといけな
いと思います。

GDP に対する債務残高が一種の指標になる
と考えられているわけですが、これだけが問題
ではありません。ただ、１つの指標にはなりま
す。この比率をどうやって安定させるかという
ことを考えると、GDP を上げる、すなわち成
長するということ、もしくは債務残高の増え方
を抑制することです。つまり、増税をするか、
歳出抑制をするか。以上の３つの方法しかない
わけです。

私の感覚では、どれかの方法１つで全てが解
決するというわけではなくて、この３つの方法
を全て動員しないと、財政再建の問題は解決し
ないのではないかと考えています。

その中で歳出抑制についてです。国際比較で
見ると、日本の政府は実は小さな政府だという
ことです。歳出カットをやるべきだけれども、
非常に難しいということは事実だと思います。

もう１つは増税についてです。租税負担率を
見ると、これも実は小さな政府になっていると
いうことです。アメリカとほぼ同じです。成長
もしないといけないのですけれども、負担増と
いうことはある程度やむを得ないのかなと私も
考えます。

ただ、どうすればその負担増を国民に納得し

てもらえるのかというところが大きな問題で、
その危機感を国民も政治もなかなか共有できな
いのではないかと考えています。特に消費税増
税を柱とする一体改革の法案が成立する前後か
ら公共事業が増えるとか、そういうような話が
出てくることに対して非常に違和感を覚えます。
もしくは社会保障に関しても歳出抑制が徹底し
ていないし、かつ高齢者に配慮しすぎる政治が
あって、給付の抑制、負担増が先送りされてい
る。これでよいのか、というようなことを１点
目のコメントとさせていただきます。

〔「財政のスケール感」に関する情報提供の方
法〕
２つ目ですけれども、財政というのはかなり

スケールの大きな話であり、特に国単位だと兆
単位の巨額の数字がすぐ出てきます。ところが、
私たち国民生活から考えると、日々の生活は１
万円、２万円という感覚です。万円単位の生活
観と兆円単位の感覚の違いがある。兆円を意識
すればいいのですが、なかなか国民のレベルで
は難しいということです。

兆円単位の赤字を解消するかということを国
民にどうやって浸透させるのか。例えば国家公
務員の給与カットをすれば、赤字問題が解決す
るということは、本当はばかげているのです。
でも、そういうことがなかなか理解してもらえ
ないということを、どういうふうに情報提供で
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どういう工夫をするのかということが２点目で
す。

〔社会保険料の負担〕
３点目ですけれども、社会保険料の負担につ

いては非常に大きな問題になっているのですが、
大きな負担増を期待できないと考えていいのだ
ろうか。つまり、保険料の引き上げはなかなか
難しいのだろうか。だとすると、社会保障を賄
うには税金を代替させていくしかないわけです。

ところが、税金を代替すると、税と保険料の
違いが問題になる。保険料というのは拠出の履
歴があるので、その人に給付するという負担と
受益の関係があるのですが、税の場合はその関
係を実感することがなかなか難しいということ
です。例えば消費税の増税分というのは全額を
社会保障に充てると言っているのですけれども、
それをなかなか国民が実感できていないところ
に今の改革の問題があるのではないかと思いま
す。これが３点目です。

〔地方税〕
地方税に関して、総務省資料22、一番最後の

資料を開けてください。もちろん消費税の引き
上げについては地方消費税と地方交付税の部分
があって、地方自治体に配分されるということ
ですので、その配分部分については社会保障に
回すというようなことになっています。

この資料で見ると、増税部分については単独
事業と合わせて社会保障４経費で比較すると、
社会保障４経費の方が大きいから、すべての増
税分は社会保障に回るのだというような説明に
なっています。そこで、全ての自治体でそうい
う状態になっているのかなというのが私の疑問
です。つまり、マクロ的にはそうなのだけど、
ミクロ的にはどうなのかということが質問です。
ミクロ的にもしもお金が違う所に回ると言って
いる自治体があるのだったら、「それは政府の
約束がちょっと違うんじゃないの」ということ
です。

〔地方交付税の廃止と消費税の地方税化〕
最後ですが、ここは大阪なので、大阪らしい

質問といたします。今、一部の政治の動きとし
て、地方交付税廃止、消費税を地方税化すると
いうアイデアがあります。これは現実的なアイ
デアなのだろうか。もしも、こういうものを導
入すると、どんな影響があるのでしょうかとい
うことについてお聞きしたいと思います。以上
です。

―――――――――――――――――――――
（林） ありがとうございます。前半の財務省
のご報告に対しては情報提供のあり方等につい
ての質問がありました。今後の方向性に関する
意見は共有しているという部分も多かったと思
います。それから、総務省については個別の自
治体ごとにはどうかというご質問も出ています。

それでは、引き続いて、八塩先生の方からご
意見をいただきたいと思います。よろしくお願
いします。
―――――――――――――――――――――

（八塩） よろしくお願いいたします。上村先
生から多くのコメントが出ましたが、私のコメ
ントは２点です。２点とも今回の消費税率引上
げに関係した話です。

〔地方消費税のあり方〕
最初の１点は地方消費税についてです。今回

新聞報道などによると、最初に消費税率の引上
げ幅がまず５％から１０％に決まりました。次に
５％の税率引上げ分の国と地方の取り分協議が
あり、その結果、国の消費税が４％から７．８％
に、地方の消費税が１％から２．２％に、それぞ
れ引き上げられることが決まった、と認識して
おります。ただし、国の取り分には地方交付税
による地方への分配分が含まれます。

しかし、国民の多くは、消費税が５％から１０％
に上がることまではみんな知っており、実際に
学生さんなんかもみんな知っているのですが、
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一方で、実際に上がったのは消費税とともに地
方消費税であることを、多くの方はご存じない
と思います。地方消費税も社会保障に使われる
ということで、先ほど平嶋審議官からも地方歳
出における社会保障の重要性についてお話があ
りました。しかし、いずれにせよ、今回の税率
引上げ議論では地方消費税は国の消費税に埋没
してしまっており、それに対する国民の認識は
非常に薄かったという感覚を持っています。

一方で、地方分権の観点から、地方消費税を
強化すべきという声が強まっていますが、それ
であるならば、やはり今回のような議論の方法
は少し変えるべきではないかと思います。すな
わち、最初に国と地方合わせた税率の引上げ分
を５％から１０％にまず決めてしまって、そこか
ら国と地方の取り分を決めるのではなく、例え
ば国として必要なのは税率として４％から幾つ、
一方、地方として必要なのは１％から幾つとい
うことをそれぞれがまず提示し、そこから国と
地方で議論をする方法にすべきだと思いました。
そうすれば地方消費税が埋没せず、そのあり方
に関する議論が活発になるのではないかと思い
ます。

〔さらなる増税〕
２つ目のコメントです。今回消費税が５％か

ら１０％に上がりましたが、これで問題が解決す

るわけではありません。今後歳出カットを進め
るとともに、さらなる増税を考える必要があり
ます。今日は歳出カットの話はあまりしないこ
とにして、もちろん、来年や再来年ということ
ではないですが、中長期的に５％から１０％に上
がった後の増税をどうするのかという話がある
と思います。

そこで財務省資料⑭をみながら話を進めます
と、先ほど中江審議官からもご説明がありまし
たように、日本は負担が比較的低い中で、今回
消費税率が引き上げられたあと、次の増税をど
の項目で行うか、ということです。例えば資産
課税は少し検討してもよいと思いますが、今の
３．９％を８％や１０％にするのは難しいと思いま
すし、法人税は限界だとされます。個人所得税
も高齢化で現役層が減っており難しいという話
があり、結局は消費税が残っています。したが
って、５％を１０％にした後も、結局は国も地方
も消費税に注目が集まってしまうような状況で
す。

その後も消費税一本でいければいいのでしょ
うが、私としてはもう１つ、他国と比べても個
人所得課税が日本は非常に低い点に注目すべき
だと思っています。アメリカでは１０％とか、ヨー
ロッパは１３％にもなる中で、日本の負担率は非
常に低く、その強化を少し考えるべきではない
かと思います。

どういうことかというと、日本の所得税・住
民税は課税ベースが非常に狭くなっており、そ
れが中・高所得者の負担を比較的軽くしている
事実があります。中・高所得層の負担が比較的
軽いところが、この図における個人所得課税の
負担の低さにつながっています。今回、所得税
の最高税率引上げや給与所得控除の上限設定に
関する議論がありましたが、そうした限られた
ごく一部の高所得層だけでなく、中・高所得層
全般に負担をお願いするようなことも考えるべ
きではないかと思います。以上です。
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―――――――――――――――――――――
（林） ありがとうございました。消費税、地
方消費税の議論のあり方とさらなる増税も必要
というご指摘でした。所得税に関しては後ほど
個別のところでお答えいただいた方がいいかも
しれません。

それでは、コメントという部分もありました
けれども、質問にもお答えいただくということ
で、もう一度お２人の審議官にお返しします。
それぞれ詳しく答えていくと、簡単にお答えで
きるようなテーマではなかったかと思うのです
けれども、時間に限りがありますので、５分程
度ということでお願いいたします。残された問
題についてはまた個別のところでもお触れいた
だくということでよろしいかと思います。よろ
しくお願いします。
―――――――――――――――――――――

（中江） 大変厳しいコメントをいただきまし
たので、答え方が難しいのですが、誠実にお答
えしたいと思います。

〔財政健全化目標の達成状況〕
まず、上村先生の方からは、「日本の財政が

厳しいことは理解できるが、危機感が国民、政
治で共有できていないのではないのか」といっ
たお話だったと思います。また、「すぐに歳出
を増やせ、というような話も出てくるではない
か」というようなことだったと思います。

財務省資料⑳－８をご覧ください。もともと
国は財政健全化目標というものを掲げておりま
す。この財政健全化目標に用いられているプラ
イマリーバランスというのは、歳出から国債に
関する元本償還と利払費を歳出から除いたもの、
すなわち政策的な経費と、税収等の差です。こ
のプライマリーバランス赤字の対 GDP 比を
２０１５年度までに、２０１０年度の水準から半減、２０２０
年度までに黒字化することを目標にしています。
今はプライマリーバランスが赤字ですので、政
策的な経費を税収等で賄えておらず、借金で賄

っているという姿ですから、まずはこれを黒字
化していこうということです。

ただし、２０２０年度までにプライマリーバラン
スを黒字化するといっても、利払費の分だけ借
金の残高自体は増えていきます。借金の残高自
体は増えていくけれども、GDP がある程度伸
びれば GDP 比は徐々に小さくなるか、少なく
とも発散するような姿にはならないというよう
な目標を立てているのです。

その黒字化に至る中間地点として、２０１５年度
には、プライマリーバランス赤字を２０１０年度の
マイナス６．４％から半減、すなわちマイナス
３．２％にしようという目標を立てているわけで
す。今回の社会保障・税一体改革の消費税率引
上げ分を含めて、内閣府がもう一度見直しをし
た試算があるのですが、２０１５年度を試算したと
ころ、プライマリーバランス半減目標▲３．２％
がようやく達成される姿になるということです。
国単独の右の方で見ると、▲３．４％ですが、い
ずれにしろようやく何とか達成できるぎりぎり
の姿ということです。

もちろん経済状況等様々な前提条件によって
は変わり得ます。何とかぎりぎりこういう姿に
なっているのですが、２０２０年度までの残りの５
年間でどうやって縮めていくのか。２０２０年度の
試算をすると２．８％になります。２．８％をどうや
って縮めていくのか。先ほど上村先生の方から
ご指摘があったように歳出をカットするか。税
収増を図るか。あるいは経済を良くして、税収
を上げていくか。その３つしかないわけです。

今どれをどうすると決まっているわけではあ
りませんが、このパスをたどるぎりぎりの姿で
あるということですので、今回の一体改革で消
費税率が上がったからといって、安心できるよ
うな状況では全くないということだと思います。
われわれ政府としても、それはきちんと伝えて
いくべきだと思っております。もちろん３党で
ご議論された協議の中でも基本的なそういう考
え方は共有されているものと思っております。
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〔わかりやすい財政の説明方法〕
この数字が兆円単位でわかりにくいというの

は本当にご指摘のとおりです。われわれ財務省
も「日本の財政を家計に例えると」ということ
で、日本の予算が９０兆円ですから、それを９０万
円とか、世帯の収入が４０万円で、というような
例えをいろいろやったりしているところです。
ご指摘を踏まえて、もっと良い方法がないかと
よく考えていきたいと思います。

〔消費税の目的税化〕
それから、消費税の増税分がダイレクトに社

会保障に充てられているという実感がないので
はないかといったご指摘がありました。それも
当然のご指摘です。今回は消費税の法律上きち
んと社会保障の４つの経費に充てるということ
で目的税化をしたわけですが、その点はわかり
やすい説明に努めてまいりたいと思います。

〔消費税〕
最後に上村先生から消費税の地方税化の話が

ありました。
消費税は毎年１０兆円程度の税収が見込まれる、

国にとって重要な税目であり、今後のわが国の
社会保障制度を支える貴重な財源だろうと考え
ております。したがって、地方税化については
毎年度１兆円単位で増加していく社会保障の費
用をどのように賄っていくのかとか、主要先進
国と比較して、極めて厳しい財政状況をどのよ
うに改善していくのかといった非常に大きな論
点があることに留意する必要があります。

八塩先生から消費税ばかりだけど、所得税の
方でも、というご指摘がありました。これは後
ほど「個別税制の現状と課題」で回答させてい
ただきます。

―――――――――――――――――――――
（林） ありがとうございます。それでは、引
き続いて、平嶋審議官の方からお答えをお願い
します。

―――――――――――――――――――――

〔地方消費税の位置〕
（平嶋） お答えの便宜上八塩先生からお話が
ありました今回の消費税の引き上げ幅が５％に
なっていて、その中を国と地方で分けたのだけ
れども、国で必要な額が幾らで、地方が必要な
額が幾らでというのを出して、それぞれで合計
してやった方がわかりやすいのではないか、地
方消費税の位置がわかるのではないかという多
分お尋ねではないかと思うのです。

それはごもっともな面もあるのですが、ただ、
今回の５％引き上げといいますのは、先ほど中
江審議官からご説明あったように、５％引き上
げで国と地方の財政赤字が全部解消されるとい
う数字ではないのです。その途中の一部を取り
あえず今回消費税収が現在５％だから、この時
点で最大引き上げ幅は経済との関係も考えたと
きに５％までだろうということです。その５％
も２段階で３％、５％と上げようということで
す。これが精いっぱいだろうということです。
マクロの国民負担をどの程度国と地方でお願い
するかという議論が先にあった上で、その中で
国と地方をどう分けましょうかという議論にな
っています。

ということなので、先に政治的に５％という
数字が議論になって、それが決まっていくとい
うのは過程で申し上げるとやむを得ない面があ
ったのかなと思います。ただ、先ほどおっしゃ
ったように、地方消費税が地方の社会保障支出
に使われているということに関して、アピール
が足りないのではないか。そのことは認識して
おりますので、私も先ほどそういうご説明をさ
せていただいたわけです。また、実は知事会と
かもその点を意識して、これから PR をしてい
くと言っております。社会保障支出が伸びるの
で、地方消費税を上げてもらわないと困ると２
年か３年前から知事会は言っておりますので、
その点はやっていただきたいと思っております。
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〔地方消費税の使途〕
それに関連して、上村先生からあった引き上

げ分の地方消費税の使途です。資料22のところ
にございますようにマクロは整理してあるので
すが、それに加えて、地方消費税の引き上げ分
の１．２％に関しましては、地方公共団体は社会
保障支出に充てなければいけないという法律上
の規定が入っております。

国の方が具体的に社会保障目的財源化という
のを予算上、決算上どのようにやられるかに応
じて私どもは考えていかなければいけないので
すが、現在都市計画税という税金がありますけ
れども、あれも都市計画事業の目的財源になっ
ております。それについてはそれぞれの個々の
市町村で「こういう事業に充てています」とい
うのをつまびらかにしていただいておりますの
で、私どもの方は都道府県市町村に対して地方
消費税についてはどういうふうに使ったのかと
いうのをきちんと公表していただくということ
をお願いする予定にしております。それは法律
上の義務です。

交付税については使途を制限してはならない
ということになっておりますので、そういった
規制はできませんが、交付税全体で引き上げ分
の０．３～０．４％ですので、その分が全体として社
会保障にあたっているということに関しては資
料22のとおりマクロで見れば明らかですので、
これは私どもが責任を持ってマクロであたって
いますということ、そのことはきちんとやって
いきたいと思っているところです。社会保障支
出が地方でも増えているということはどこの首
長さん方も認識のことだと思います。

〔地方交付税の廃止と消費税の地方税化〕
それから、大阪ということで、消費税と消費

税の全額地方消費税化とその場合の交付税制度
の廃止というアイデアがあることについてどう
思うかということなのですが、消費税を全額地
方消費税にするというときに、今の税率でやる
のか、１０％に引き上げてやるかによるのですが、

消費税を廃止して地方消費税に移譲し、交付税
を廃止すると、交付税の廃止の方の金額が大き
いので、とても地方はそれではやっていけない
のです。その後の財政調整制度というのをどう
するかを示していただかないとバランスが取れ
ているかどうか分からないので、それが示され
ていない段階で、コメントしかねるというのが
１点ございます。

ただ、消費税の地方消費税化ということに関
して申しますと、税体系の中でできるだけ安定
した財源を市町村に、その次は都道府県に、国
は法人課税みたいなものをちゃんと持っていた
だきたいというのが日本の税制に貢献されたシ
ャウプ博士の考えでした。その考え方で行くと、
全く考え方として成り立たないことではないと
は思うのですが、先ほど申しました社会保障財
源の話もありますけれども、現実に行われてい
ることの関係では一体どのぐらいの年数でやる
つもりでおっしゃっているのかなということも、
懸念されます。

というのは、現実には消費税というのは地方
消費税も含めて全額国で徴収していただいてお
ります。では、誰が地方消費税化したら徴収す
るのか。都道府県でできないことはないのでは
ないか、しかしそれには国税職員の移管が必要
といったときに一体何年で制度設計するのだろ
うということです。選挙の公約ということであ
れば、次の任期中にやることを書かれているの
だと思いますが、そんなに簡単にできることと
は思えないが、というのが１つです。

２つ目は、消費税の中の譲渡割といわれるも
のと貨物割というのがあるのを皆さんはご存じ
でしょうか。譲渡割というのは国内取引で取っ
ている分、貨物割というのは海外から輸出した
のを税関で取っている分があるのです。こっち
の方はどうやったって国しか機関がないので、
どんなふうに徴収するのかなという現実の姿を
きちんと考えてご提案していただく必要がある
かな、とも思います。

地方交付税を廃止して、財政調整制度を新し
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く作るというのも、今の地方交付税の何が問題
で、どこを変えて、こういうふうな仕組みだと
いうことを言っていただかないと、われわれも
コメントがしづらいなというのが正直な気持ち
です。以上です。

―――――――――――――――――――――
（林） ありがとうございます。お２人の先生
方には、反論ではなくても感想等があるかと思
いますが、少し時間を超えております。前半で
総論の議論をしていただきました。途中でもあ
りましたけれども、テレビ等の情報では負担増
という話には必ず無駄遣いという言葉が裏返し
のように出てまいります。そこの議論をずっと
やりとりしていても、なかなか前に進まないな
というのが私自身の感想です。

ですから、先ほど上村先生も言われましたけ
れども、今日ご説明いただいたような財政に関
する課題を、いかに共有して進めていくかとい
うのが非常に大きな課題です。今回の消費税引
き上げもその第一歩だということです。これで
いろいろな課題が全て解決するわけではないと
いうことも含めて説明していかないといけない
のだとあらためて感じました。

それでは、第２ラウンドとして、個別税制の
課題についての議論に入ってまいりたいと思い
ます。先ほどと同じように、財務省の中江審議
官の方からご説明いただいて、続いて、総務省
の平嶋審議官からお話しいただきます。それで
は、中江審議官、どうぞよろしくお願いいたし
ます。
―――――――――――――――――――――

Ⅳ．個別税制の現状と課題

（中江） それでは、税制各論について、資料
に沿って説明いたします。先ほどの総論で一番
最後に説明した資料⑳－６で「税制全体を通じ
た改革のポイント」を掲げておりますが、基本
的にこれから説明する内容をまとめたものです。

後ほどご覧いただければと思います。
資料㉑をご覧ください。税制抜本改革法案は

成立しましたが、消費税率引上げに向けて幾つ
かの課題が残されております。１つ目は低所得
者への配慮、２つ目は消費税率引上げにあたっ
ての経済への配慮、３つ目は中小事業者の特例
に関する課税の適正化と価格への転嫁対策とい
うことで、この３つは消費税関係です。

４つ目が再分配機能の回復ということで、消
費税だけではなく、税制全体のバランスを考え
る観点から、所得税、資産課税についても具体
的な検討が残されています。

以下、この順番に沿ってご説明していきたい
と思いますが、先ほど八塩先生からいただいた
所得税のコメントもその部分で説明したいと思
います。また、一番最初に林先生から「どうも
最近は税制についての議論でいろいろな分析が
やや手薄ではないか」というような厳しいご指
摘もいただいておりますので、所得税や、資産
税を含めできるだけそういった実態も合わせて
ポイントをご説明できればと考えております。

１．低所得者への配慮

まず低所得者への配慮ということで、資料㉒
をご覧ください。もともと家計と消費税の負担
を考える場合、１つの税の負担だけで議論する
のではなく、税制全体とか、あるいは社会保障
の給付を含めた受益と負担の関係を全体として
勘案することが必要ではないかと考えておりま
す。

しかし、こういう基本的な社会保障制度だけ
ではなく、何か新しいことをやりなさい、とい
うのが政治の方の議論になっており、それを資
料㉓で説明しています。新聞などでよく目にす
ると思いますが、低所得者の方々への配慮の方
法として、給付付き税額控除という新しい概念
の制度にするか、消費税率自体で税率を１本で
はなくて、複数にするかという大きな２つの流
れがあります。

法案を提出した後に３党で合意した法案修正
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により、給付付き税額控除、複数税率それぞれ
について今後さまざまな角度から総合的に検討
するということになりました。

給付付き税額控除については、社会保障番号
制度の本格稼動や、定着後の実施を念頭に、関
連する社会保障制度の見直しや、所得控除の抜
本的な整理と合わせてさまざまな角度から総合
的に検討します。

給付付き税額控除について、資料㉔で簡単に
説明しますと、他の国で結構税制を活用した給
付措置というのが実施されています。しかし、
その目的や仕組みはいろいろあり、子育てを支
援するためのものなどがあります。また、就労
を促進するためのものがあり、単純に失業手当
や、生活保護ということだけではなく、働き損
にならないように、その分だけちゃんとリター
ンがあるというような制度にするとか、そうい
うような仕組みのためにこれを活用するという
ものです。また、カナダのように付加価値税の
負担を軽減するというような目的があり、仕組
みもさまざまです。

特に所得の把握が論点になってくると思われ
ます。番号制度が導入されたからといって、所
得を完全に把握できるわけではありません。飛
躍的に所得が把握できるようになるかというと、
番号制度はそこまでのことを考えているわけで
はなく、現実にもそういうことはないと思いま
す。しかし、番号制度の本格導入ということに
なれば、所得把握の適正化、効率化が図られる
ものと思っております（資料㉕）。そういうこ
とで、番号制度の本格稼動に合わせて、これを
前提に給付付き税額控除を導入するかどうか、
という議論です。

所得の問題ともう１つ大きいのは、特に地方
団体の方はお察しかと思いますが、資産をどう
やって把握するか。これはなかなか難しい問題
かと思います。もともと政府与党はこの案で法
律を出しましたが、野党から複数税率の提案が
なされました。

しかし、複数税率についても色々な論点があ

ります。財源の問題をどうするか。税率を低く
すれば、その分だけ税収が減ります。対象範囲
をどうするか。中小事業者の事務負担をどうす
るかということで、これもさまざまな角度から
総合的に検討する必要があります。

「複数税率を導入してはどうか」と言う方は、
国際比較で諸外国の資料を見てそういったこと
をよく言いますが、ヨーロッパ等の非常に高い
税率の国はこれを導入している国が多いのです
が、資料㉖に書いてありますとおり、諸外国の
食料品の税率は平均すると１０％程度です。EU
諸国は２７ヶ国あり、標準税率が平均で２０．９％、
食料品に対する適用税率が平均で１１．２％です。

それから、諸外国では贅沢品か否かといった
ことや、外食と食料品の違いによって軽減税率
の線引きが行われています。資料の左下にあり
ますとおり、フランスではキャビアが標準税率
になっていますが、フォアグラや、トリュフは
軽減税率になっています。フォアグラ、トリュ
フは高級品ですが、国内産業を保護するために
軽減税率が適用されている一方で、キャビアは
高級品であり、かつ、輸入品であるため標準税
率が適用されていると言われています。

イギリスではフィッシュ＆チップスやハン
バーガーなど、その場で食べる場合や温かいテ
イクアウト食料品は標準税率で、冷たいデリカ
テッセンなどのスーパーの惣菜は軽減税率です
が、どこに線を引くかというのはなかなか難し
く、どちらの税率を適用するのかといったこと
をめぐって訴訟が多発しているとも言われてい
ます。

そのような問題がある中で、今後仮に日本で
軽減税率を導入したとします。例えば先ほどの
イギリスのように、その場で食べる場合は標準
税率、冷たい食料品を持ち帰る場合は軽減税率
とした場合、そこで買った物を店内でそのまま
椅子に座って食べられるようにしている店の中
で、冷たいものを持ち帰ると言ってその場で食
べる場合、標準税率なのか、軽減税率なのかと
いうことを決めなければなりません。日本のよ
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うに賢くて、厳しい消費者がたくさんいる中で
そういうことを決めていくのは結構大変かと思
いますので、丁寧に議論すべき課題かと思いま
す。また、税収が大きく減るというような論点
もあります。複数税率についても検討すべきこ
とはあるということです。

いずれにしてもしばらくの間、給付付き税額
控除と複数税率は議論が続いていく可能性があ
ります。すると、低所得者対策はどうするのか
ということで、消費税率が８％となる時期から
給付付き税額控除や複数税率の検討の結果に基
づいて、導入する施策の実現までの間の暫定的、
臨時的な措置として、簡素な給付措置を実施す
るという方向が示されております。

具体的には今後検討することとなります。消
費税の導入時などは、１万円を１回だけ社会保
障の対象者の方々に配るといったことをやって
おります。いずれにしてもこの年末に低所得者
の方々への配慮について全てが決まるかどうか
はわかりませんが、８％への引上げは、２０１４年
の４月ですから、今年の年末もかなり議論がな
される可能性があるのではないかと思います。

低所得者への配慮関係の説明は以上です。

２．経済への配慮

次は経済への配慮です。資料㉙をご覧くださ
い。①で書かれているように、「経済状況を好
転させることを条件として消費税率の引き上げ
を実施する」という文言が条文上入っておりま
す。これは、デフレ脱却や経済活性化に向けた
取組みを全力で進めるということです。

②は３党合意に基づいて法案審議の段階で法
案が修正されて入ったものですが、わが国経済
の成長等に向けた施策を検討する旨が追加され
ております。

その下に書かれているとおり、その上で経済
財政状況の激変にも柔軟に対応する観点から、
消費税率引き上げの前に経済状況の好転につい
て種々の経済指標を確認し、今説明したデフレ
脱却や経済成長に向けた措置を踏まえつつ、経

済状況等を総合的に勘案した上で必要と認めら
れる場合には消費税率の引上げの停止を含め、
所要の措置を講ずることとしております。

やや不透明なところも残っていますが、いず
れにせよ既に８％、１０％にいつ上げるというの
は法律で決まっています。これを仮に変更する
場合には、消費税率の引上げの停止を含め、所
要の措置を講ずるということで、再度法律改正
をする必要があります。

３．課税の適正化、価格転嫁対策等

資料㉚は課税の適正化ですが、これについて
は詳細な説明を省略します。中小事業者の特例
である事業免税点制度や、簡易課税制度につい
ては今までも見直しを行ってきましたが、この
制度は中小事業者の事務負担に配慮して設けら
れている制度ですので、引き続き制度は維持し
ます。しかし、制度の不適切な利用に対処する
観点から見直しを行います。
資料32が転嫁対策関係です。これは事業者の

方が一番関心の高いところだと思いますが、消
費税率を段階的に引き上げるという初めてのこ
とですので、それを踏まえて、円滑かつ適正な
転嫁に支障が生ずることのないように、事業者
の方々の実態を十分に把握し、徹底した対策を
講じます。また、独占禁止法とか、下請法に係
る必要な法制上の措置も講じます。

価格表示のあり方については、業界内の統一
基準の作成が独占禁止法上問題なく行えること
を明らかにし、周知徹底も行います。また、事
務負担にも配慮し、総額表示義務を弾力的に運
用することを検討し、その周知徹底を行うとい
うことが既に決まっております。細かいところ
は資料33をご覧ください。

消費税関係は以上です。

４．再配分機能の回復等

�１個人所得課税
個人所得課税は昭和６０年代から大幅な累進緩

和がなされてきました（資料34－１）。また、
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最近、平均的な所得水準が下落しており、特に
高い所得階層の割合はむしろ高まっていて、格
差が拡大するという傾向にあります。所得税に
よる所得再分配機能が低下しているということ
です。

そこで、今後の課題は、最高税率の引上げな
ど累進性の強化であり、格差是正と所得再分配
機能回復の観点から検討を行い、２４年度中に必
要な法制上の措置を講ずるということですから、
年末にかけて議論する来年度の税制改正で結論
を得て、法案化していくこととなります。

所得税はどれぐらいの人が払っているかとい
うのを資料34－５で見ていただきたいと思いま
す。累進緩和をかなり進めた結果、所得税の税
率の一番低いところは５％で、２番目に低いと
ころは１０％ですが、６０％以上の人が５％のとこ
ろに、１０％以下のところに８４％の方がおり、他
の国と比べると、圧倒的に多いということが見
て取れます。

「所得税の税率区分ごとの税収」ということ
で資料34－４をご覧ください。５％から６段階
あるブラケット、税率区分ごとに税収が幾ら入
るかということが書かれています。

日本の所得税は超過累進税であり、一番所得
が高い４０％の人も所得のうちの一番下の部分は
５％の税率がかかっていて、その次の部分は
１０％の税率がかかっていて、その次の部分は
２０％の税率がかかっているということになりま
す。およそ所得税を納めている人は全てこの
５％の分の税率を納めていることになるわけで
す。

５％のところの所得税収は、約３．３兆円です。
５％で３．３兆円ですから、ここを仮に１％を上
げると、税収は６，５００億円上がります。「最高税
率をもっと引き上げて、金持ちからたくさん取
ればいいではないか」ということが言われます
が、これを見ていただくと、４０％のところの税
収が１．５兆円ですので仮に税率を１％引き上げ
た場合は、３８０億円です。５％で２，０００億円弱、
１０％上げて４，０００億円弱ということです。

要するに、税収を上げようとするならば、税
金のかかっていない人とか、あるいはかかって
いても所得の低い人もかけないと、まとまった
大きな額の税収は入ってきません。所得再分配
機能の回復とか、そういう観点から、先ほど八
塩先生からご指摘があった最高税率の引上げと
いった所得税の改革は当然今後も検討課題だと
思いますが、社会保障の財源としては今回は消
費税で賄うということにしました。

いずれにせよ今回の一体改革法案では所得税
について最高税率の引上げを提案しましたが、
その部分は３党協議で落とされて、年末にもう
１回議論ということになります。

�２資産課税
資料35－１の資産課税をご覧ください。バブ

ル崩壊後、地価は下落しましたが、バブルのと
きに税負担が非常に重いということで、基礎控
除を２，０００万円から４，０００万円、４，８００万円、５，０００
万円と上げてきました。ところが、地価は下落
したにもかかわらず、基礎控除は据え置かれた
ままであり、また、最高税率の引下げなども行
ったことにより、相続税の実効税率もピーク時
の２０％台から１１．２％に下がっています。過去最
高で３兆円ぐらいあった税収も今は１．４兆円程
度で、課税されるのは１００件中４件程度であり、
資産再分配機能が低下しています。

今回の一体改革法案ではこの基礎控除の水準
を引き下げる案を出しましたが、３党協議で落
とされ、年末にかけてもう１回議論するという
ことになっています。

その中身が資料35－２として載せてあります。
ただ、相続税は税収としては１．４兆円ですので、
量的には消費税とは比べものにならないと思い
ます。

�３法人課税
今日は企業の方もたくさんいらっしゃいます

ので、資料36で法人税を簡単に説明したいと思
いますが、法人課税については２３年度の税制改
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正で税率を４．５％引き下げる措置を実施しまし
た。震災復興関係で３年間財源を確保させてい
ただくこととしましたが、この課税期間が終了
する２７年度以降は実効税率の引下げが実現しま
す。

そういう意味で相当の減税はやってきました
が、地方税と合わせた実効税率ということにな
ると、この表にありますようにまだまだ高いと
いう批判を受けております。特にシンガポール
や韓国といったところがありますので、いろい
ろ議論が出てくるのではないかと思います。全
体の法人税率を引き下げるのがいいのか、ある
いは研究開発とか、雇用確保で頑張っておられ
るところの負担を下げるのがいいのか、これは
与野党でまた相当な議論がなされると思います。

�４消費税以外の消費課税等
資料37に酒税、たばこ税、燃料税、自動車関

係、印紙税といった消費税以外の消費課税、さ
らに消費税の関連で医療や、住宅の取得につい
て必要な措置を検討するということが書かれて
いますが、ここは説明を省略いたします。

５．国債の歴史

１枚紙の「国債の歴史」ですが、国債の信用
をもたらすというのは、結局、財政への信認だ、
ということで、財政健全化が重要であるという
ことを示す事例として配付しました（資料①）。

―――――――――――――――――――――
（林） ありがとうございました。消費税、所
得税、相続税、法人税と幅広くお話しいただき
ました。

それでは、引き続いて、総務省の平嶋審議官
の方から税の各論ということでご説明いただき
たいと思います。
―――――――――――――――――――――

Ⅴ．個別地方税制の現状と課題

（平嶋） 私の方も資料23から行きたいと思い
ます。

１．地方消費税

各論に関して申しますと、先ほど中江審議官
が国税の方でお話しされたように、何よりも今
回通りました税制改革法を着実にその法律に沿
って実行していくということが一番の課題です。
その税制改革法の中にたくさん課題が書き込ま
れておりまして、それについて逐一誠実に対応
していなければいけないと考えています。

国税の場合は先ほどおっしゃられた所得課税
のところと所得税の最高税率の問題と相続税の
ところがあるのですが、地方税の方にはそうい
う大きな問題は残っておりませんが、同じよう
に先ほどお話ししました簡素な給付措置の話が
ありました。簡素な給付措置については、最後
は誰がやるのかといったら、地方自治体なのか
なということも含めて課題になっております。

他に課題として不動産取得税、自動車取得税、
自動車重量税といったものが大きな話題になっ
てきているということになります。最後は地方
法人特別税となっております。

これらにどう対処していくかということなの
ですが、そもそもわれわれが考えておかなけれ
ばいけないのは、先ほども申しましたけれども、
今回の消費税、地方消費税の引き上げで、国・
地方のこれから伸び行く社会保障を賄えるとこ
ろまで行っていないわけで、まだ足りないとい
う状況にあるわけです。その上で国民の皆さん
方に広く消費税という形で、今まで５％だった
消費税をもう５％で倍の負担をしていただくと
いうお願いをするわけです。

広く国民の皆さんに公平に負担していただく
ことが非常に重要であるということでやってい
るわけです。その考え方からすると、あたかも
消費税、地方消費税が増収になるので、その財
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源ができたということで、特定の分野に減税が
できるというようなことになっては全く申し訳
ないことですので、基本的に広く国民の皆さん
に負担いただくという精神をまず具現化してい
かなければいけないということで、二重課税と
か、いろいろな問題で、減税の要求をいただい
ておりますけれども、そこを１つ考えなければ
いけないと思います。

その上で先ほどのような厳しい財政運営の中
で政府は財政運営戦略というのを決めておりま
す。資料24の中の財源確保ルールというところ
にありますが、歳出増又は歳入減を伴う施策は
減税のことです。政策減税のようなものについ
ては原則として恒久的な歳出削減、又は歳入確
保措置によって安定的な財源を確保するという
ことです。

今回の消費税の分は先ほど申し上げましたよ
うに社会保障に充てますので、新たな歳入減の
施策の財源とはなり得ないということで対処し
ていかなければいけないということです。これ
が１つ目です。

その上で、税負担軽減措置にいろいろなもの
が出てきているのですが、特に地方税について
は応益課税という観点がございまして、地方税
の税負担軽減については、資料25の２の見直し
の方針にありますように、地方税においても公
平・透明・納得の税制の構築と財源確保の要請
を踏まえつつ、見直しの基本方針に準じて行う
ということで進んでおりますので、むしろ税負
担軽減措置を見直すという方向で検討していか
なければいけないということです。

さらにそれについては知事会、市長会からも
「とにかくそういったものについては国と地方
の協議の場で地方に十分協議をいただきたい」
ということを言われておりますので、そういう
ふうに対応していきたいという基本的なスタン
スを持って臨みたいと思っておりますので、そ
の点をぜひご理解いただきたいと思っておりま
す。

２．地方法人特別税・譲与税

一番の話題が資料28です。これは特定の分野
に税源を緩和するとか、そういう問題ではなく
て、平成１９年のリーマンショックのころに東京
一極集中が叫ばれた時期に地方の法人課税をど
うしていくかという問題のときに、税制の抜本
改革までの暫定な措置として地方法人特別税と
いうのを導入しまして、それを消費税に相当す
る基準で配分するという制度を作ったわけです。

この制度をどうするか。いよいよ消費税の引
き上げも決まりましたので、大臣も平成２６年４
月の第１回目の引き上げまでにはどういうふう
な見直しをするかを明らかにしていきたいと申
しております。

どうするか見通しが立っているわけではござ
いませんが、先日「地方法人課税のあり方等に
関する検討会」というのを地方財政審議会に設
置しまして検討を開始することといたしました
（資料29）。

地方法人課税そのものについてさまざまな議
論があります。こういう偏在税制の問題もあり
ますけれども、他にもいろいろな問題がござい
ますので、今日まで国際的な競争の中で、先ほ
ど法人課税のあり方について中江審議官のメン
ションがありましたけれども、累次にわたって
法人課税の引き下げが行われてきたわけです。
その中でどちらかというと国の法人税の方を中
心に引き下げてきたという歴史がございまして、
結果として交付税の法人税分も減っている一方
で、法人事業税が増えているというような結果
もありますので、どういうふうな地方法人課税
が望ましいのか考えていかなければいけないと
考えております。その中には外形標準課税とい
う問題も当然検討課題に入ってまいります。

３．車体課税

資料30－１は車体課税です。課税の中で自動
車取得税及び自動車重量税について抜本的な見
直しを行うこととして、消費税率の８％の引き
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上げ時までに結論を得るということとされてお
ります。これについてはこの文言どおり対応し
ていく必要があると考えております。これは税
制改正からの一連の流れを書いております。

昨年の税制改正の議論では民主党側からは
「廃止、抜本的な見直しを強く求める」という
ご意見もございましたが、資料30－２の下の方
の国民新党からは「固定資産税と同様、車体課
税も地方にとって貴重な財源であり、車体課税
の一般財源化に反対してきた立場からすれば、
車体課税を廃止するなら、見合う代替財源を地
方に提示しなければならない」というようなご
意見も頂戴しております。
資料31にそのことに関しては今年の各地方団

体からの要望が出ておりまして、いずれにおき
ましても「現状の代替財源なしに見直すという
ことはとても考えられない」というご要望を頂
戴しております。その中でどんなことができる
のか。われわれも慎重に考えていきたいという
ことです。

４．自動車重量税・自動車取得税

資料32は、自動車重要税・自動車取得税と地
方財政です。自動車取得税は都道府県税です。
自動車重量税は国税ですので、国と都道府県の
問題で考えてもらえないのかなという議論があ
るのですが、実はこの自動車重量税の７，０００億
円のうち３，０００億円は市町村に行っております。
それから、自動車取得税の２，０００億円のうち
１，４００億円と７割は市町村に行っております。

これが基準としては道路の延長とかで配られ
ていますので、地方の田舎の市町村にとって道
路整備の貴重な財源になっているということで
した。この辺をどう考えていくかというのも重
要な課題だと思っております。
資料33は、われわれから提案申し上げている

環境自動車税というものについて、併せてどう
考えるかということです。

５．不動産取得税

資料34の一番上のところですが、住宅の取得
については価額が高額なので、消費税率の引き
上げ前後における駆け込み、反動が大きいとい
うことをどう考えるかという問題が出ておりま
す。

それについてはいろいろな検討をすることに
なっているわけですが、住宅取得というと、不
動産取得税がどうなのだという議論がすぐに出
てまいります。先ほども言ったように、食料品
も含めて幅広く引き上げて、広くやっていただ
こうというときに、例えば不動産だけが上がら
ないということをどう考えるかという問題でも
あります。

大きなオフィスビルの場合は、仕入れ税額控
除による転嫁がありますので、特に大きな問題
はないのですが、問題は、一般の方の住宅の場
合です。住宅の場合には負担が重いではないか
ということがあるのですが、現実に１，２００万円
までは評価額から控除することになっています。
１，２００万円だと結構かかるではないかと思われ
ると思うのですが、１，２００万円というのは固定
資産税の評価額です。

実際のところは、東京都内の普通の住宅の場
合ですと、現実には家屋の価格で３，０００万円近
くぐらいは非課税になっているようです。普通
の住宅、つまり８割程度は基本的には不動産取
得税はかかっていないということになっていま
すので、仮に不動産取得税をこれ以上まけると
いうことになると、普通の住宅ではなくて、高
価な住宅だけまけるということになりかねない
ので、その点に留意が必要だと思っているとい
うことです。

６．固定資産税

残りの時間で地方関係の税について幾つかわ
れわれが思っていることを申し上げます。税制
改正の中で出てきておりませんが、固定資産税
については先ほどの相続税と同じでございまし
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て、資料36ですが、「このため、政策税制措置
や負担調整措置等については、いわゆるバブル
期から現在までの地価の動向と社会経済情勢の
変化を踏まえ、不公平を生じさせている措置、
合理性等が低下した措置などの見直しを進めま
す」ということになっています。

今年その第一弾といたしまして、住宅用地の
据置特例といいまして、上がっていくときに８
割で止めるという措置があったのですが、それ
を９０・１００と２段階で廃止することにいたしま
した。これは同じ位の固定資産税の評価額で、
評価額が高いところの方が逆に固定資産税が安
いとかいう問題事例もあったからです。
資料37を見ますと、地価が平成３年のときに

比べると、商業地でこれだけ下がってきており
ます。また、宅地も同じような動向にあるわけ
です。固定資産税の評価額というのも平成６年
に一気に上がった以降は、ずっと下がっていま
す。

この平成６年に上がったときに、例えば小規
模宅地について６分の１の特例を入れたとか、
そういうことをやっているわけですので、そう
いう特例措置というのがいまだに有効なのかど
うなのかというのはこれからも不断に見直して
いかなければいけないということです。課税の
適正化を図っていくということは必要だと思っ
ております。それらについては資料38で地方か
らも意見が出ているということです。

７．地球温暖化対策関係税

今年から国税で地球温暖化対策税というのが
導入されました。これについて地方の方からは
吸収源対策等について地方も仕事をしているの
だけれども、中央側には多少何とかしてくれな
いかという要望がございますので、資料40にご
ざいます、これらについては今後の税制改正の
中で検討してまいりたいと思っております。

８．個人住民税における金融所得課税

所得課税の中で大きな問題というよりは決ま

っていることとわれわれは思っておりますので、
着実にやっていかなければいけないと思ってお
りますのが、ご案内の、譲渡・配当所得です。
現在税率が利子割とかの場合は２０％ですけれど
も、１０％の軽減税率になっておりますが、これ
を２６年１月から１００分の２０にするということに
なっています。

９．社会保障・税に関わる番号制度

最後の資料43～44では社会保障・税に関わる
マイナンバー制度と電子化のことをやっており
ます。地道なことですけれども、マイナンバー
は大変重要で、今国会で通らなかったのは残念
でした。私どもとしては何とかこれを通して、
２８年までに稼働させたいと思っております。
資料43の下に施行スケジュールが書いてあり

ます。２７年の１月から社会保障、税務分野のう
ち可能な範囲で利用を開始して、２８年７月から
情報ネットワークの利用開始ということが考え
ておりますが、秋の国会の早いうちに通してい
ただかないと、このスケジュールではとてもで
きないということで、何とか早くやっていきた
いなと思っているということです。以上です。

―――――――――――――――――――――
（林） どうもありがとうございました。前半
は財源なしに減税は難しいというお話、それか
ら、固定資産税をはじめとして、幾つかの税制
について説明していただきました。

それでは、先ほどと同じように、まず上村先
生の方からご質問、ご意見をいただきたいと思
います。
―――――――――――――――――――――

Ⅵ．個別税制の現状と課題につい
ての討論

〔複数税率〕
（上村） それでは、財務省資料㉖の複数税率
について、質問というより意見をさせていただ

― 149 ―



きます。消費税の増税をして社会保障に充てる、
すなわち消費税で社会保障をやろうということ
です。一方で、税で福祉的な手当をしようとい
う話が複数税率ということだと思うのですが、
それはどう考えていいのかなと私自身は思って
います。

というのは、軽減税率をやったところで、お
金持ちも食料品を買ったりしますので、基本的
に所得再配分効果は非常に限定されるというこ
とです。本来は複数税率を設定するよりは、歳
出の社会保障で何とか対応して、低所得者に対
して配慮をするということがベストだろうと思
います。

また、簡素な給付措置ということを考えてい
るわけですけれども、これも下手をすれば財源
がたくさん必要になって、ばらまきになる可能
性もあります。これについては、かなり限定し
た形で行うことが私自身は望ましいと思います。

複数税率はいろいろな政党が提案しているの
ですけれども、今後日本の姿を考えると、複数
税率は非常に問題だなと思っています。２０５０年
になると４０％の世帯が単独世帯になり、高齢化
も非常に進んでくる。今後人口が減ってきて、
恐らく都市に非常に人が集まってきます。そこ
に住んでいるのは高齢者と単独世帯だというこ
とになります。

軽減税率を入れて、外食は税率が高くて、スー
パーマーケットで買えば税率が低いというよう
な税制になったときは、家で食べることを促進
するような税制になるわけです。そうすると、
１人でご飯を食べるという老人がたくさん増え
る。これは地域の福祉力をどう考えるかという
ことを考えたときに、非常にまずいのではない
かと私は思っています。

他者とのコミュニケーションを図りながら、
地域の人々の顔を見ながら外食で何とか福祉の
力を付けていくというのが、コンパクトな都市
を作るという意味で大事なのではないかと思っ
ています。そういう意味でも、食料品に対する
軽減税率は問題かなという気がします。今後の

高齢化社会のあり方も考えながら、この複数税
率の問題というのをとらえるべきなのではない
か、もう少し広い視野から考えてもいいのでは
ないかと思っています。

給付付き税額控除については、八塩先生がご
専門なので、そちらに譲りたいと思っています。

〔事業者免税点制度、簡易課税制度の見直し〕
資料㉚に益税の件があって、簡単に触れられ

たのですけれども、引き続き、事業所免税点制
度、簡易課税制度については制度を維持すると
いうことです。しかし、税率が上がると益税の
金額が上がってしまいます。納税者に対する公
平性をアピールするという観点から、この部分
は問題ではないかと思います。納税者の納得を
得るためにということを考えると、この制度の
見直しというのは引き続き必要なのではないか
と思います。

〔法人課税〕
租研は民間の組織だということもありますし、

資料36の法人課税についてはやはり触れておき
たいと思います。今日は「増税、増税」という
話が多く、負担増ばかり議論していますが、減
税を進めていく部分といえば法人課税ではない
かと思います。というのは、今は電力問題とか、
円高の問題とか、賃金の問題、人口減少とか、
日本の企業の経済環境は良くありません。日本
の雇用を守るという観点から、法人課税の軽減
は求めていくべきですし、これは成長戦略の中
に組み込んでいくということを次のステージで
考えないといけないと思っています。

ただし、代替財源が必要で、それについては
消費税ないし所得税になります。所得税は先ほ
どあったように、所得税の負担は非常に低いと
いうのが日本の現状ですから、負担増を求めて
いく必要があると私は思っています。

〔地方税〕
地方税なのですけれども、消費税の増税をお

― 150 ―



願いして、一方で軽減するということはなかな
か難しいではないかというような審議官のお話
がありました。実際のところ地方税においても
軽減措置は結構採られていますので、その部分
が公平性の観点から問題だと思います。

例えば特定団体の固定資産税が減免されてい
るということもあるわけで、そのような軽減措
置は予算に計上されていません。歳出には入っ
てこないわけで、議会の審議を経ずに、民主主
義のチェックを経ずに通ってしまい、問題が大
きいと思っています。ですから、原則的に廃止
するか。どんな減免がなされているのかを情報
公開していくということが必要なのではないか
と思っています。

一方で、特区制度を作って、どんどん税を減
免するという動きが一部の自治体にあるわけで
すけれども、そういうことの整合性をどう考え
るかということも合わせて考えないといけない
と思います。

〔給付付き税額控除〕
平嶋審議官からは給付付き税額控除の話はな

かったわけですけれども、もしも給付付き税額
控除を国税に入れるのだったら、住民税につい
ても検討すべきかどうかということをお聞きし
たいと思います。

ただ、私自身は住民税というのは比例税です
し、受益と負担の関係がありますので、給付付
き税額控除というのはなじまないと思っていま
すけれども、こういうようなことが検討課題に
上がってくるのだろうか、ということを最後に
お聞きしたいと思います。以上です。

―――――――――――――――――――――
（林） ありがとうございます。

それでは、引き続いて、八塩先生の方からご
質問、あるいはご意見をいただきたいと思いま
す。
―――――――――――――――――――――

（八塩） 私からは大きな項目で質問２点です
が、最初の項目は２点に分かれており、合計３
点になっております。
〔公的年金給付の物価スライド〕

まず、先ほどから話題になっている低所得者
の負担軽減の話ですが、これに関して二点述べ
ます。財務省資料㉒を見ていただきたいと思い
ます。

負担軽減の１つ目の質問ですが、各種福祉手
当の物価スライドという記述があります。この
「福祉手当」の中には公的年金も入ってきます
が、例えば前回３％から５％に税率が上がった
ときには公的年金の物価スライドが適用され、
実際にはお年寄りに対して消費増税の軽減措置
がかなり及んだ事実があります。

今回は公的年金の物価スライドの話をあまり
聞きません。平成１６年の年金改革で物価スライ
ドの制度改正が行われたようですが、いずれに
しても今回、この話がどうなっているのかとい
うのが非常に気になりました。

というのは、今回の消費税増税の大きな理由
に、年金を含む社会保障給付の増加があるわけ
です。消費税の物価上昇分が物価スライドでそ
のまま年金給付の増額につながると、お年寄り
全般、とくに、高所得の豊かなお年寄りは比較
的多額の年金ももらっており、それに対して物
価上昇率がそのままかかるわけですから、そう
した人の税負担がとくに軽減されます。しかし、
今回の増税の趣旨を考えると、私はこの点は望
ましくないと思うのですが、今回あまりこれに
ついて話をききません。この話は歳出面なので、
今日出すべきかどうかというのは少しあります
が、質問させていただきたいと思います。

〔食料品の軽減税率〕
低所得者負担軽減の２つ目のコメントですが、

財務省資料㉓です。この点は政治マターで難し
いですが、非常に話題になっている軽減税率か、
給付付き税額控除かという話です。

私も上村先生と同様に軽減税率には少し批判
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的です。食料品の軽減税率を実施すると、実際
には食料品を一番多く買っているのは豊かな人
たちなので、結局は負担軽減の効果が豊かな人
のところに行ってしまうことになります。

従って、私個人的には給付付き税額控除をお
したいのですが、いろいろ勉強してみますと、
日本で給付を税で行うことは確かに難しいとこ
ろがあります。カナダやアメリカでやられてい
るような給付付き税額控除を、日本の税務行政
でそのまま執行するには高い壁が存在します。
したがって、これをやる場合、制度をどのよう
に仕組んでいくかを入念に検討する必要があり
ますし、それによって、いわゆるマイナンバー
の仕組み方も大きく変わってきます。非常に興
味がありましたので、難しい問題ではあります
が、コメントさせていただきます。

〔地方法人課税の問題〕
次にコメントのもう１点ですが、今度は地方

税の話です。総務省資料28、29に地方法人課税
のあり方をどうするか検討を進めることが示さ
れています。これから検討を始めるということ
なので、どうなるかを答えるのは難しいかもし
れませんが、個人的に興味も持っており、質問
させていただきました。

昔は、企業はあまり動かず、県や市といった
自治体や、もう少し言えば国という比較的狭い
範囲の中で活動を行うことが普通であり、そこ
で応益説に沿った課税が行われてきた経緯があ
ります。しかし、時代がどんどん変わり、企業
が支店や工場を全国に持つようになり、さらに
は国境をまたいだグローバルな活動が行われて
おります。

この結果、近年では国際課税の分野で、企業
課税の税収を国家間でどのように分けるべきか
が難しい問題となっています。そういう中でそ
の税収を、今までのような事業税や法人市民税
のような方法で、県や市といった狭い範囲で分
割することは、非常に難しくなったと思ってお
ります。

これに関連して、企業が地方自治体に納税を
するときに、様々な基準や数式に基づいて税額
を分割し、全国の市や県に全て納税申告書を提
出しているのですが、その納税事務も非常に大
変だと聞いております。そういう納税コストの
観点からも、事業税や法人住民税のような方法
は難しくなっているのではないかと思っていま
す。こうした観点から、改革の行方について非
常に興味を持ちました。コメントは以上です。

―――――――――――――――――――――
（林） ありがとうございます。

それでは、引き続いて、両審議官の方からお
答えいただきたいと思います。
―――――――――――――――――――――

〔簡素な給付措置〕
（中江） 上村先生から、「簡素な給付措置に
ついてばらまきにつながらないように」という
お話をいただきました。資料㉒で説明しました
が、そもそも受益と負担の関係については、税
制全体による所得再分配効果とか、あるいは社
会保障給付による所得再分配効果を総合的に勘
案する必要があります。

そういう中で、今回は消費税については、一
般財源ではなく、社会保障給付に充てるという
ことで一歩進めたといいますか、かなり大きな
転換です。その上で今般の社会保障改革に盛り
込まれた低所得者の方々へのきめ細やかな配慮
策を着実に実施するということですので、ばら
まきにつながらないように、というのは私もそ
ういう気持ちでいるということを申し上げたい
と思います。

〔軽減税率のあり方〕
それから、高齢化社会という中での軽減税率

のあり方といいますか、税率のあり方が、家で
食べることを促進するのではないかというのは
初めて気が付きましたので、そういうお話があ
ったということを心に留めておきたいと思いま
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す。

〔中小特例の問題〕
それから、資料㉚の中小特例がこのままでい

いのか、というお話があったと思います。これ
については事業者免税点制度とか、簡易課税制
度というのは中小事業者の事務負担への配慮と
いう納税実務上の観点から設けており、諸外国
でも同様の趣旨の中小特例は、規模とか、そう
いうものは別として実施されているところです。

他方、広くこういう特例を認めるというのは
当然課税の公平性に反することになりますので、
中小事業者の納税事務の実態を踏まえつつ、こ
れまでもいろいろ見直しを行ってきました。今
回は、先ほどはあまり説明しませんでしたが、
制度を悪用した租税回避は厳正に対処するとい
うことです。

具体的には、資本金１，０００万円未満の新設法
人であっても、大規模な事業者が設立した新設
法人については設立当初から免税点制度を適用
しないといったことや、簡易課税制度について

も、昨年実施した２０年度分の実態調査ではみな
し仕入れ率の水準が実際の仕入れ率を業種によ
っては大幅に上回っている状況にあったことが
確認されており、２１年度分と２２年度分の調査を
進めております。今回の改革ではこの３年分の
調査結果を踏まえた上で必要な見直しを行うこ
ととしております。

〔法人課税〕
それから、上村先生の最後の質問に関して資

料36の法人税のところです。法人税について先
ほど私の方から説明したとおり２３年度の税制改
正で実効税率５％の引下げを実施しており、復
興特別法人税が適用終了する２７年度以降にこれ
が実現します。

それから、もう１つ、いわゆる租税特別措置
ということで、研究開発税制は、３，０００億円弱
の減税規模ですが、そういうものなど、企業の
活動に対して、法人税収が平成２４年度予算ベー
スで８．８兆円の中で、約１兆円規模の租税特別
措置を講じております。もちろん企業の国際競
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争力の強化は重要な課題であり、今回の法律で
も２７年度以降に法人課税のあり方について検討
する、となっております。そういう方針に沿っ
て検討したいと思います。

〔公的年金給付の物価スライド〕
八塩先生から、資料㉒の年金の物価スライド

の話でコメントがございました。公的年金給付
については物価が反映してスライドすることに
なっており、消費税引上げで物価が変動すれば
当然それを反映するということになろうかと思
います。

他方、平成１２年度から１４年度において物価が
下落しましたが、年金額は据え置いています。
現在の年金額は本来の水準より高い水準となっ
ており、これを特例水準と呼んでおります。こ
れについては高くなっている差額分を３年間で
解消する法案が通常国会に提出されております
が、成立しないまま継続審議になっている状況
です。

〔給付付き税額控除〕
最後に給付付き税額控除についてコメントを

いただきました。今後どのように進めていくか
ということですが、給付付き税額控除を導入し
ている国では給付の開始とか、あるいは給付額
を低減していくようなときの所得の要件として、
金融所得を含めて所得として捉えているという
ことがあるようです。また、その前提として番
号制度を用いた所得把握の仕組みが整えられて
いるという国が多いものと承知しております。

一方、今の日本の場合はご承知のように利子
所得は源泉分離課税であり、基本的に確定申告
や、法定調書の提出の対象とはなっておりませ
んので、例えば利子所得のようなものを所得と
して捉えるのであれば、その把握をどのように
するのか。そういった点について執行面でどの
ように対応するのか、対応可能性も含めて検討
していくということかと思います。

いずれにしても、この給付付き税額控除につ

いては、先ほどの資料に記載したような問題を
さまざまな角度から総合的に検討していくとい
うことかと思っております。

〔番号制度〕
番号制度については、先ほど平嶋審議官から

ありましたように継続審議となっておりますの
で、２７年１月からの利用開始に向けて早期の成
立が期待されるというところかと思います。

―――――――――――――――――――――
（林） ありがとうございます。それでは、引
き続いて、平嶋審議官からお願いします。
―――――――――――――――――――――

〔税負担軽減措置〕
（平嶋） まず上村先生からいただきました地
方の固定資産税等に関する税負担軽減措置の問
題がございました。地方税法というのは枠法で
すので、地方税法で書いている負担軽減措置も
条例で一応書いて議決されているのですが、多
分地方税法のとおりと説明していることが多く
て、実態的な議会の審議になっていないのでは
ないかという問題意識が前の片山善博総務大臣
からございました。そういう税負担軽減措置に
ついてもできれば国が一律に決めるのではなく
て、せめて幅を持って地方が実際に決められる
ようにすべきではないかということで、昨年１
年間研究会をやりまして、２４年の税制改正で、
たった２件なのですけれども、課税標準の特例
については条例で幅の中で決めてもらうという
制度を導入いたしました。

こういうことも含めて、市町村議会でそうい
うことがご議論になるようにぜひ制度を作って
いきたいと思います。伺いましたところ、大阪
市さんなんかでも減免の特例を相当見直してき
ているという動きもありますので、地方議会で
税をきちんと管理していただくことは重要なこ
とだと思っています。

その上で税負担軽減措置の透明化については
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国税と共通ですけれども、国税の方は租税特別
措置の透明化に関する法律が２２年に通っており
まして、私どもの方は同じような条文が地方税
法の方に入っております。法人関係では、平成
２３年度からだったと思いますが、どれぐらいの
金額をまけたかということを国会報告すること
になっております。それが近日中に登場するこ
とになっておりますので、それはどういう効果
が出るかぜひ注目をいただければありがたいと
思っております。

〔地方における給付付き税額控除〕
２番目の給付付き税額控除に地方が関係する

ことはあるのだろうかということですが、先ほ
どおっしゃったように、給付付き税額控除は言
葉だけ聞くと、過去の負の所得税みたいにきれ
いに税金から給付が一直線で並ぶみたいなイ
メージで持っているのですが、実際は、各国と
も給付だけだったり、税額控除が一部入ってい
たり、選択制だったり、いろいろしているので、
正直申しまして、制度設計次第なので、何とも
言えないところです。ただ、こと税額控除とい
うことに関しましては、民主党のご主張という
のは所得再分配効果も含めて、所得税の所得控
除から税額控除、給付へという流れでおっしゃ
っているわけです。その流れの中で子ども手当
に関して所得控除としての年少扶養控除は廃止
して、子ども手当に移行したわけです。

そのときに税額控除という議論もあったので
すが、そういうことから考えていくと、給付付
き税額控除との関係で国税の方の例えば基礎控
除を所得控除になっているのを税額控除にされ
る、あるいは配偶者控除というものを何かされ
るということになれば、地方税には、規模は小
さいですけれども、同じような仕組みの所得控
除があります。地方税の場合はご案内のとおり
１０％の比例税率なので、所得控除であっても、
税額控除でも同じなのですけれども、考え方と
してみれば、国税の方は所得控除を税額控除に
されるようなことがあるならば、地方税も議論

の対象になるのは当然ではないかなと思ってい
るということです。ただ、給付との関係をどう
するかというとまた全然別の話になってくると
思います。

〔地方法人課税〕
八塩先生からは法人関係の税についての問題

をご提起いただきました。非常に重要な問題だ
と思っております。今の地方の法人課税の意味
というのは、法人住民税というのは市町村の住
民であって、法人もやはり市町村サービスを受
けているということです。法人活動中に例えば
交通事故を起こしても、消防車は来るわけです。
そういう活動に対してきちんと税を法人からも
払ってもらわなければ困るということが基本的
にあるわけです。法人の車だって道路を走るわ
けです。そういうのに対してどういうところで
法人から頂戴したらいいかという議論がありま
す。

これについて、シャウプ勧告は、法人事業税
のところはいわゆる所得課税ではなくて、付加
価値税的なものを入れる予定だったわけですが、
それができなかったためにこういう法人所得課
税に依存した歪んだ都道府県税の体系になって
いるわけです。それを見直そうということで、
平成１５年からは外形標準課税を入れさせていた
だきました。外形標準課税を導入することによ
って１億円以上の会社については付加価値で入
れる分、資本割で入れる分が入りまして、大阪
府、大阪市等もそうでしょうけれども、税収の
安定化には非常に寄与しています。

〔偏在性の問題〕
それから、偏在性の問題はどう考えても、都

市部の東京とか、大阪も含めてそうでしょうが、
そういうところの方が利益を上げている企業が
多いということを考えると、むしろ法人事業活
動を外形で課税する方が税源の偏在性も是正さ
れる可能性があるという問題があるわけです。

ついでに言うと、外形標準課税を導入したと
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きに、法人の実効税率は下がっています。そう
いうことも考えると、法人に地方公共団体の行
政サービスに対してどういうふうな観点から課
税していただくのがいいのか。それは所得に対
する課税だけではなくて、全体としてどの程度
の税負担になっているのかも考えておく必要が
あります。

一説によると、日本の法人の負担は雇用に関
する保険とかを含めると高くないという分析も
あるようです。そういうのも含めて、１年間と
は限りませんが、今後の地方法人課税のあり方
の中で幅広く議論をさせていただくということ
にさせていただきたいと思っています。
―――――――――――――――――――――

おわりに

（林） ありがとうございました。あっという
間の２時間でした。もう一度お返ししたいとこ
ろなのですが、４名の先生方の話は以上で終わ
りたいと思います。

最後に、私から２つほど感想だけお話しさせ
ていただいて終わりたいと思います。

まず、消費税に関しては、低所得層の負担軽
減をどのように実現するかがこれから多分大き
な議論になってくると思うのですが、実は低所
得層というのは誰なのかというのがもうひとつ
はっきりしないまま議論が進められているので
はないかということです。生活保護が問題にな
っていますが、生活保護の場合はおそらく消費
税によって物価が上がれば引き上げられます。
とすると、負担を軽減する必要のある低所得層
というのはいったいどこなのだろうというとこ
ろをもう少しみんなで議論しないといけないの
ではないかということです。

それからもう一つは、減税の実施が難しいこ
とは明らかではありますが、幾つか組み合わせ
れば、税収中立の税制改革というのはまだ考え
られるのではないかということです。目標とす
べき事柄を明確にしたうえで、ある税を引き下
げて別の税を上げるということです。負担配分
には影響を及ぼしますが、目的を整理すれば可
能ではないかと思います。

１０分ほど超過しましたけれども、今日の討論
会は以上で終わりたいと思います。どうもあり
がとうございました。
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